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平成19年２月28日（水曜日）

午前9時57分開会

会議に付託された議案等

○議案第１号 平成19年度宮崎県一般会計予算

○議案第４号 平成19年度宮崎県山林基本財産

特別会計予算

○議案第５号 平成19年度宮崎県拡大造林事業

特別会計

○議案第６号 平成19年度宮崎県林業改善資金

特別会計予算

○議案第40号 林業事業執行に伴う市町村負担

金徴収について

○議案第43号 平成18年度宮崎県一般会計補正

予算（第４号）

○議案第45号 平成18年度宮崎県山林基本財産

特別会計補正予算（第１号）

○議案第46号 平成18年度宮崎県拡大造林事業

特別会計補正予算（第１号）

○議案第50号 平成18年度宮崎県農業改良資金

特別会計補正予算（第１号）

○議案第51号 平成18年度宮崎県沿岸漁業改善

（ ）資金特別会計補正予算 第１号

○議案第71号 平成18年度宮崎県一般会計補正

予算（第５号）

○環境対策及び農林漁業振興対策に関する調査

○その他報告事項

・改正容器包装リサイクル法について

・高病原性鳥インフルエンザ発生に伴う野鳥調

査について

・社団法人宮崎県林業公社の改革について

・社団法人宮崎県農業開発公社と財団法人宮崎

県農業後継者育成基金協会の組織統合につい

て

出席委員（９人）

委 員 長 丸 山 裕次郎

副 委 員 長 外 山 衛

委 員 永 友 一 美

委 員 星 原 透

委 員 水 間 篤 典

委 員 前 本 和 男

委 員 押 川 修一郎

委 員 髙 橋 透

委 員 河 野 哲 也

欠 席 委 員（なし）

委員外議員（なし）

環境森林部

環 境 森 林 部 長 原 田 美 弘

環境森林部次長 本 部 殷 國（ 総 括 ）

部 参 事 兼 太 田 英 夫環 境 森 林 課 長

環 境 管 理 課 長 岡 田 英 治

環境対策推進課長 飯 田 博 美

自 然 環 境 課 長 坂 本 成 海

森 林 整 備 課 長 金 丸 隆 一

山村・木材振興課長 中 村 毅

計 画 指 導 監 大 木 正 文

技 術 検 査 監 星 野 次 郎

林業公社対策監 池 田 隆 範

木材流通対策監 楠 原 謙 一

国土保全対策監 江 口 勝一郎

林業技術センター 黒 木 由 典所 長

木 材 利 用 技 術 有 馬 孝 セ ン タ ー 所 長

農政水産部

農 政 水 産 部 長 長 友 育 生
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農政水産部次長 永 野 明 徳（ 総 括 ）

農政水産部次長 黒 岩 一 夫（ 農 政 担 当）

農政水産部次長 森 末 保 治（ 水 産 担 当）

部 参 事 兼 宮 脇 和 寛農 政 企 画 課 長

地域農業推進課長 玉 置 賢

営 農 支 援 課 長 松 尾 通 昭

農 産 園 芸 課 長 村 田 壽 夫

畜 産 課 長 井 好 利 郎

部 参 事 兼 石 川 善 成農 村 計 画 課 長

農 村 整 備 課 長 後藤田 悦 男

水 産 政 策 課 長 藤 田 仁 司

部 参 事 兼 田 代 一 洋漁港漁場整備課長

農 水 産 物 小八重 雅 裕ブランド対策監

団 体 調 整 監 假 屋 義 成

担 い 手 対 策 監 米 良 弥

農業改良対策監 荒 武 正 則

消費安全企画監 吉 田 周 司

技 術 検 査 監 松 井 郁 治

国営事業対策監 佐 藤 公 一

漁 業 調 整 監 那 須 司

漁港整備対策監 野 田 和 彦

総合農業試験場長 齋 藤 尚

県立農業大学校長 近 間 儀 博

畜 産 試 験 場 長 児 玉 盛 信

水 産 試 験 場 長 佐 藤 信 武

事務局職員出席者

議 事 課 主 査 湯 地 正 仁

政策調査課主事 小 城 勇 生

ただいまから環境農林水産常任○丸山委員長

委員会を開会いたします。

まず、委員会日程及び審査方法についてであ

ります。お手元に委員会日程及び委員会の進め

方を配付しておりますが、日程は、本日、補正

予算関係審議及びその他の報告事項について各

部局ごとに行い、あす以降、当初予算について

審議を行うことにしております。なお、当初予

算に関する環境森林部及び農政水産部の説明及

、 （ ） 、び質疑は 委員会審議の進め方 案 のとおり

２課から３課ごとに行った後、総括質疑を行い

。 、 、たいと考えております また 採決については

すべての質疑が終了した後に行うことにしてお

ります。

今回の委員会日程及び審査方法については以

上でありますが、御異議ございませんか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それではそのように決定いたし○丸山委員長

ます。

執行部入室のため、暫時休憩いたします。

午前９時58分休憩

午前10時00分再開

委員会を再開いたします。○丸山委員長

当委員会に付託をされました補正予算関連の

議案等の説明をお願いいたします。なお、議員

の質疑は、執行部の説明がすべて終了した後に

お願いいたします。

環境森林部でございま○原田環境森林部長

す。よろしくお願いしたいと思います。座って

説明させていただきます。

お手元に配付してあります環境農林水産常任

委員会資料の表紙をごらんいただきたいと思い

ます。

本日は、提出議案が３件、その他の報告事項

が３件でございます。
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まず、今回提出しております議案であります

が、議案第43号「平成18年度宮崎県一般会計補

正予算 、議案第45号「平成18年度宮崎県山林」

基本財産特別会計補正予算 、議案第46号「平」

成18年度宮崎県拡大造林事業特別会計補正予

算」の３件でございます。

１ページをごらんいただきたいと思います。

表―１の「課別歳出予算総括表」についてで

あります。

一般会計につきましては、表の下から５段目

になりますが、補正額の小計の欄にありますよ

うに、災害関連経費 これは災害の査定減で

ございますけれども 等を中心に総額で21

億5,813万2,000円の減額を、また、特別会計に

につきましては、下の方でありますが、森林整

備課が所管しております山林基本財産特別会計

及び拡大造林事業特別会計の事業費の確定等に

伴いまして、表の下から２段目でありますが、

補正額の小計欄にありますように、5,38 0

。万2,000円の減額をお願いするものであります

この結果、環境森林部予算の２月補正額は、

表の一番下の補正額の合計の欄にありますよう

に、22億1,193万4,000円の減額となりまして、

補正後の総額は、同じく一番下、右から３列目

にございますが、266億1,796万8,000円となり

ます。

次に、２ページをごらんいただきたいと思い

ます。繰越明許費についてでございます。

まず、表―２の繰越明許費の追加でございま

すが、山地治山事業を初めといたしまして、13

事業におきまして、最下段にありますように、

合計で37億6,632万6,000円の追加をお願いする

ものであります。これらは、昨年発生しました

豪雨や台風によりまして、発注しておりました

工事箇所が被災をし、その対策工法の検討等に

日時を要したこと、それから、市町村等の事業

主体において、事業が繰り越しになったことに

よるものであります。

次に、下段の表―３ 「繰越明許費の変更」、

でございます。これは11月定例県議会で既に繰

り越しの議決をいいただきました森林保全林道

整備事業など２事業につきまして、12億2,712

万2,000円を追加するものでありまして、11月

の補正分も含めますと、合計で16億8,072

万2,000円となります。変更の理由につきまし

ては、関連工事のおくれ等によるものでござい

ます。

次に、３ページをごらんいただきたいと思い

ます。債務負担行為についてであります。

まず、表―４でありますが、これは国の補正

に伴うもので、県北地域の林道３路線につきま

しての開設を行うものでございます。

また、表―５は、県北フォレストピア圏域で

実施してきました「森の民宿」に関するもので

ありまして、利子補給事業、これは平成５年か

ら実施しておりましたけれども、今年度で終了

することになります。

次に、４ページをごらんいただきたいと思い

ます。その他報告事項についてであります。

まず、改正容器包装リサイクル法についてで

あります。

昨年６月に成立しました、レジ袋等の排出抑

制の促進等を盛り込んだ改正容器包装リサイク

ル法が、平成20年４月までに段階的に施行され

ることになっておりますので、その概要につい

て本日御説明をいたします。

次に、６ページをごらんいただきたいと思い

ます。高病原性鳥インフルエンザ発生に伴う野

鳥調査についてであります。

御承知のように、本年１月、県内３カ所で、
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高病原性鳥インフルエンザが発生したことか

ら、周辺野鳥の感染の有無と感染経路の究明に

資するための調査を環境省に協力して実施して

きたところであります。鳥取大学等によるウィ

ルス検査等の結果、野鳥の血液やそのふんから

は、鳥インフルエンザの病原菌は確認されてお

りませんが、その調査内容と結果等について御

報告をさせていただきます。

次に、８ページをごらんいただきたいと思い

ます。

社団法人宮崎県林業公社の改革についてであ

ります。

昭和42年に設立されました林業公社につきま

しては、現在、経営の改善を図るため、平成16

年９月に策定いたしました抜本的改革方針に基

づきまして、集中的に改革を実施しているとこ

。 、 、 、ろであります 本日は その内容や成果 また

長期的な収支見込みを行う場合、かなり大ざっ

ぱではありますが、木材価格の変動の影響等を

御説明をしておきたいと思います。

私からは以上でございます。詳細につきまし

ては、担当課長が行いますので、よろしくお願

いしたいと思います。

それでは、環境森林課の○太田環境森林課長

平成18年度２月補正予算につきまして御説明申

し上げます。お手元の「平成18年度２月補正歳

出予算説明資料」の赤のインデックス「環境森

林部」と書いてございます。次に、青いインデ

ックスで「環境森林課 、ページで申し上げま」

すと、163ページをお開きください。

今回お願いしております補正は、左から２列

目の「補正額」の欄にございますように、一般

会計で7,194万4,000円の減額でございます。こ

の結果、右から３列目の「補正後の額」は、32

億3,987万9,000円となります。今回の補正の主

な理由は、国庫補助決定や事務費の節約などに

伴うものでございます。具体的な事項につきま

して御説明申し上げます。

１ページお開きいただきまして165ページの

一番下のところに （目）林業総務費、下の段、

の（事項）職員費をごらんください。2,211

。 、 、万1,000円の減額でございます これは 当初

県単独で予算措置していました人件費の一部

を、災害等公共事業の事務費に振りかえること

によるものでございます。

次に、１枚お開きいただきまして、166ペー

ジでございます。

166ページの中ほどでございます （目）林。

業振興費指導費の下の段の（事項）森林計画樹

立費をごらんください。1,564万9,000円の減額

でございます。これは、国庫補助決定や各種調

査委託に係る入札・見積もりの執行残などによ

るものでございます。

次に、その下の段の（事項）森林整備地域活

動支援交付金事業費をごらんください。2,847

万1,000円の減額でございます。これは、本年

度当初、算定対象としておりました森林面積を

８万3,000ヘクタールとして設定しておりまし

たが、市町村からの要望に基づく本年度の実施

見込みが 当初の95.7％に当たります７万9,452、

ヘクタールとなったことなどによるものでござ

。 。います 環境森林課の説明は以上でございます

環境管理課の補正予算に○岡田環境管理課長

つきまして御説明いたします。

「平成18年度２月補正歳出予算説明資料」の

青いインデックスの「環境管理課」のところを

お開きください。ページで申し上げますと169

ページをお開きください。

環境管理課の補正額は 左から２列目の7,006、

万円の減額補正であります。補正後の額は、右
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から３列目の６億7,531万9,000円となります。

主なものにつきまして御説明させていただき

ます。171ページをお開きください。

中ほどの（事項名）大気保全費の1 , 6 9 0 万

6,000円の減額であります。主なものは、説明

欄の２の「大気汚染常時監視テレメーターシス

テム運営」の1,400万円の減額であります。こ

れは（２）の（ア）の大気汚染システムにおき

まして、18年度にテレメーターシステムの更新

を行ったところですが、システムの仕様に時間

を要したことによるリース期間の短縮とリース

料が入札で安くなったことによる減額でありま

す。

それから （イ）の花粉・紫外線観測機器に、

つきましては、花粉の機器を国と同一機種にす

ることとして作業を進めていましたが、国の入

札時期がおくれたことによりまして、リース期

間が短縮されたことによる減額であります。

次に、説明欄の１の大気汚染常時監視の179

万7,000円の減額であります。これは、大気汚

染を測定する機器が入札で安くなったことによ

る減額であります。

次に、下の方の（事項）水質保全費の1,003

万4,000円の減額であります。主なものは１の

水質環境基準等監視の763万6,000円の減額であ

ります。

172ページをお開きください。

主なものは （１）の公共用水域の常時監視、

と（２）の地下水の常時監視につきまして、委

託事業者の測定項目の単価引き下げにより減額

となったところであります。

その下の（５）の有害物質監視強化事業につ

きましては、揮発性有機化合物測定器の機種選

定作業がおくれ、リース期間が短縮されたこと

による減額であります。

次に、一番下の（事項）公害保健対策費

の2,304万8,000円の減額であります。

173ページをごらんください。

主なものは、説明欄の１の公害健康被害補償

対策でありますが、高千穂町土呂久地区の公害

健康被害者への療養の給付と遺族補償一時金の

補償給付が、当初見込み額を下回ったこと等に

よるものであります。

最後に、中ほどの（事項）合併処理浄化槽等

普及促進費の1,575万1,000円の減額でありま

す。主なものは、説明欄の３の浄化槽整備事業

でありますが、これは浄化槽整備に係る市町村

への上乗せ補助でありますけれども、人槽変更

に伴う基数の変更と国の補助基準額の変更によ

る減額であります。

環境管理課の補正予算につきましては、以上

であります。

それでは、環境対策○飯田環境対策推進課長

推進課の補正予算について御説明いたします。

お手元の同じ歳出予算説明資料の175ページ

をお開きください。

それでは、175ページの環境対策推進課の補

正額につきましては、左から２列目、2,292万

円の減額補正でございまして、補正後の額は、

右から３番目の欄でありますが、７億5,804

万9,000円となります。

、 。次に 主なものについて御説明をいたします

同じ資料の177ページをごらんください。

まず、上から６行目の（事項）一般廃棄物処

理対策推進費14万4,000円の減額についてであ

ります。この減額につきましては、事務経費等

の削減によるものであります。

次に、中ほどの（事項）産業廃棄物処理対策

推進費1,816万円の減額についてであります。

主なものにつきまして御説明をさせていただき
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ます。

まず、説明の欄の２の産業廃棄物処理監視指

導930万7,000円の減額につきましては （１）、

ダイオキシン類等排出監視強化事業に係る、処

理施設から排出されるダイオキシン類の検査委

託契約の入札残によるものと （２）廃棄物適、

性処理推進ネットワーク強化事業に係る廃棄物

監視員の人件費等の減によるものであります。

同じく説明欄の３でございます。産廃許可審

査体制強化事業156万1,000円の減額につきまし

ては、産業廃棄物処理業などの許可申請につき

まして、申請者の経営的及び施設の技術的な審

査の一部を外部に委託することとしております

が、その委託の件数等の減によるものでござい

ます。

同じく、説明欄６の多量排出事業者排出抑制

等支援事業313万円の減額につきましては、多

量排出業者の排出抑制等を支援するためのコン

サルタントの派遣人件費等の減によるものでご

ざいます。

７番目の（２）公共関与支援事業の2,282

万2,000円の減額につきましては 「エコクリ、

ーンプラザみやざき」の運営費補助金につきま

して、派遣人員を減らしたことによるものでご

ざいます。

次に、説明欄８の産業廃棄物税基金積立

金2,227万8,000円の増額につきましては、産業

廃棄物の税収見込み増と使途事業費の額確定等

によるものでございます。

説明欄９の産業廃棄物処理施設適正化促進事

業137万4,000円の減額につきましては、トラッ

クスケール整備の補助金の執行残でございま

す。

次に、178ページをごらんください。

３行目の（事項）廃棄物減量化・リサイクル

推進費461万6,000円の減額についてでありま

す。説明欄をごらんいただきたいと思います。

説明欄３のゼロエミッション推進支援事

業421万6,000円の減額につきましては、ゼロエ

ミッション事業計画を策定する事業所に対しま

して補助を予定しておりましたが、応募する企

業が少なかったことによるものでございます。

環境対策推進課の補正予算につきましては、

以上であります。

それでは、自然環境課の○坂本自然環境課長

平成18年度２月定例県議会提出議案等について

御説明いたしたいと思います。

最初に補正予算でございます。

お手元の「平成18年度２月補正歳出予算説明

資料」の179ページをお開きいただきたいと思

います。自然環境課ということで青いインデッ

クスがついているところでございます。

自然環境課におきましては、左から２番目の

欄にございますように、一般会計で８億9,917

、万5,000円の減額補正をお願いしておりまして

補正後の予算額は右から３番目の欄にございま

すように、56億841万円ということでございま

す。今回の補正の主な理由は、災害査定等によ

る国庫補助等の決定に伴うものと、執行残に伴

うものでございます。

それでは、主なものについて御説明をいたし

たいと思います。

初めに、182ページをお開きいただきたいと

思います。表の２段目の（目）林業総務費でご

ざいます。

まず、その下の段の（事項）森林保険事務取

扱費で500万8,000円の減額でございます。森林

国営保険は、人工林が火災や気象災害等により

まして被害を受けた場合に、損害の填補を行う

ための国営の保険制度でございまして、県が国
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から受託をいたしまして事務処理をいたしてい

るところでございますが、今回の補正は、保険

料収入の見込み額等が当初の予定よりも減った

ことによりまして、国庫委託金の減額決定に伴

うものでございます。

次に、下から５段目の（目）林業振興指導費で

ございます。183ページをごらんいただきたい

と思います。下から５段目の（事項）森林環境

税基金積立金で416万4,000円の増額でございま

す。これにつきましては、森林環境税の増収に

伴うものでございます。

続きまして、その下の段の（目）森林病害虫

防除費の（事項）森林病害虫防除奨励費で344

万円の減額でございます。これは県有松林にお

けるマツケムシ等の被害が、本年度は例年より

少なかったことに伴うものでございます。

次に、184ページをごらんいただきたいと思

います。

上から３段目の（目）治山費でございます。

その下の段の（事項）緊急治山事業費で２

億5,037万4,000円の減額でございます。この経

費は、昨年の梅雨や台風によりまして発生いた

しました山地災害を早期に復旧するものであり

ますけれども、国の災害査定によりまして復旧

額が確定したことに伴いまして減額するもので

ございます。

次に、その下の段の（事項）林地崩壊防止事

業費でございますが、1,835万8,000円の減額で

ございます。この経費は、昨年のえびの市を中

心といたします梅雨災害が激甚災害に指定され

たことに伴いまして、市町村が実施いたします

山地災害の復旧経費でありますけれども、緊急

治山事業費と同様に、復旧額が確定したこと等

に伴い減額するものでございます。

次に、186ページをごらんいただきたいと思

います。

下から３段目の（目）林業災害復旧費でござ

います。

（ ） 、その下の段の 事項 治山施設災害復旧費で

６億1,368万7,000円の減額ということでござい

ます。この経費は、平成17年の台風14号災や昨

年の梅雨により発生いたしました治山施設の被

害の復旧を図るものでございますけれども、過

災分につきましては、17年災の復旧額が確定し

たこと、また、また現年災（18年災）でござい

ますけれども、この分につきましては、治山施

設災害の発生の被害が予定より少なかったた

め、減額をいたすものでございます。

以上が補正予算についての説明でございま

す。

続きまして、繰越明許費について御説明いた

したいと思います。恐れ入りますが、お手元の

環境農林水産常任委員会資料（補正）の２ペー

ジをお開きいただきたいと思います。

議案第43号「平成18年度宮崎県一般会計補正

予算」繰越明許費についてでございます。表―

２の平成18年度繰越明許費補正（追加）一覧表

をごらんいただきたいと思います。

自然環境課分は、表の上段の方に掲げており

ますけれども、山地治山事業外５事業の総額15

億3,238万8,000円をお願いするものでございま

す。

繰り越しの理由でございますけれども、まず

山地治山事業につきましては、昨年の梅雨や大

雨によりまして、施工条件等が変化をいたしま

して、工法の検討等に日時を要したことなどか

ら繰り越しとなるものでございます。

次に、その下の段の地すべり防止事業につき

ましては、実施箇所でございます日之影町の星

、 、山地区でございますが ここの地すべり活動が
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昨年の豪雨等により活発になりましたことか

ら、近接地で先行していました災害関連緊急治

山事業等のおくれが生じまして、これらの上部

に位置いたします当該工事が影響を受けまして

繰り越しとなるものでございます。

それから、緊急治山事業につきましては、18

年発生災害に関する国の予算内示が年度末であ

ったことから工期が不足いたしまして繰り越し

となるものでございます。

次に、林地崩壊防止事業につきましては、事

業主体（えびの市）において事業が繰り越しと

なるものでございます。

その下の保安林整備事業につきましては、着

工前に急遽設計の見直し等が必要になりまし

て、工期が不足することにより、繰り越しとな

るものでございます。

最後に、治山施設災害復旧事業でございます

けれども、実施箇所が、先ほど申し上げました

が、地すべり防止事業と同じく、日之影町の星

山地区でございまして、既設の治山施設の災害

復旧事業でございますけれども、昨年の豪雨に

よりまして、この地区の地すべり活動が活発化

いたしまして、近接して施工していた工事がお

くれまして、当該事業がこの影響を受けまして

繰り越しとなるものでございます。

自然環境課からは以上でございます。よろし

くお願いしたいと思います。

森林整備課でございま○金丸森林整備課長

す。森林整備課の補正予算につきまして御説明

いたします。お手元の歳出予算説明資料で森林

整備課のインデックスがついておりますとこ

ろ、189ページをお開きください。

今回の補正予算は、左側の欄にありますよう

に、一般会計で８億9,150万1,000円の減額、特

別会計で5,380万2,000円の減額、合計で、最上

段にございますように、９億4,530万3,000円の

減額補正をお願いしております。

この結果、森林整備課の補正後の予算は、一

番上の段の右から３列目にございますように、

一般会計、特別会計合わせまして122億7,494

万8,000円となっております。

それでは、主な事項について御説明いたしま

す。191ページをお開きください。

初めに （目）林業振興指導費についてであ、

ります。ページ中ほどの（事項）県営林特別会

計繰出金で1,041万9,000円の減額でございま

す。これは、県有林及び県行分収造林の造成管

理に要する費用でありますが、説明欄に列記し

ております２つの特別会計への繰出金ともに、

農林漁業金融公庫等からの借入金に係る償還元

金・利子が確定したことから、減額するもので

ございます。

次に、192ページをお開きください。

（目）造林費についてであります。中ほどに

にあります（事項）森林機能保全対策総合整備

事業費で128万9,000円の減額でございます。こ

れは、高性能林業機械の導入や植栽未済地の再

造林などの森林の整備に要する経費を助成する

補助事業でございますが、国庫補助決定等に伴

う減額でございます。

次に、193ページをごらんください。

（目）林道費についてであります。上の方の

（事項）森林保全林道整備事業費で112万4,000

円の増額、下の方の（事項）ふるさと林道緊急

整備促進事業費で80万円の減額などでございま

す。これは、市町村の実施事業でありますふる

さと林道緊急整備促進事業の事業費確定に伴い

まして、県事業の森林保全林道整備事業等調整

し、効率的・効果的な事業推進に努めるもので

ございます。
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次に、194ページをお願いいたします。

（ ） 。目 林業災害復旧費についてでございます

（事項）林道災害復旧費で８億7,173万6,000円

の減額でございます。これは、一昨年の台風14

号被害と比較しまして、平成18年は災害発生が

少なく、国との設計協議や災害査定による最終

見込み事業費が、当初予算で計上していた金額

を下回ることに伴い、減額するものでございま

す。

また、下の方の（事項）森林災害復旧事業費

につきましても、国庫補助金が確定したことに

伴い、642万7,000円を減額するものでございま

す。

次に、195ページをお願いいたします。

特別会計について御説明いたします。特別会

計予算につきましては、別添配付の議案書の議

案第45号及び議案第46号にありますが、説明は

引き続きこの資料でさせていただきたいと存じ

ます。

まず、山林基本財産特別会計であります。

上から５段目の（事項）県有林造成事業費

で、2,188万3,000円の減額でございます。これ

は、間伐などの保育事業を縮減したこと等によ

るものでございます。

次に、一番下の（事項）元金で500万円の減

額、それから、次のページ、196ページの（事

項）利子で20万8,000円の減額でございます。

これらは農林漁業金融公庫等への償還元金と利

子の確定などに伴う減額でございます。

次に、197ページをお願いいたします。

拡大造林事業特別会計であります。

上から５段目の（事項）県行造林造成事業費

で2,150万円の減額でございます。これは分収

林の立木売払収入の減少に伴い、分収交付金が

減少したことなどによるものでございます。

次に、下の方の（事項）元金で500万2,000円

の減額、それから、一番下の（事項）利子で20

万9,000円の減額でございます。これにつきま

しても、先ほどの説明と同じく、農林漁業金融

公庫への償還元金と利子の確定などに伴う減額

でございます。

補正予算につきましては以上でございます。

続きまして、明許繰越費について御説明いた

します。恐れ入ります、お手元の委員会資料を

ごらんいただきたいと存じます。ページは２ペ

ージとなっております。

まず、表―２の繰越明許費の追加であります

が、森林整備課では、表の中ほどから下にござ

いますように、森林整備事業を初め７事業、総

額で22億3,393万8,000円の繰り越しをお願いい

たしております。その主なものについて御説明

いたします。

まず、森林整備課の１段目の森林整備事業で

ありますが、これは、林道や作業道等が台風災

害等により被災しまして、植栽や間伐等の工期

が不足するため、事業主体である森林組合等に

おいて、事業が繰り越しとなることによるもの

でございます。

次に、下から２段目の林道災害復旧事業であ

りますが、台風災害等により被災しました林道

の復旧費の国庫補助決定がおくれ、事業主体で

ある市町村において、事業が繰り越しとなるこ

とによるものでございます。

次に、その下の表―３をごらんください。繰

繰越明許費の変更について御説明いたします。

表に記載しておりますように、森林保全林道整

備事業・道整備交付金事業でございます。２つ

、 、 、の事業合計で 補正前の額 ４億5,360万円が

さきの11月議会で御承認いただきました繰越額

でありますが、今回は、前回までの承認済額を
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合わせまして、総額で16億8,072万2,000円の繰

り越しをお願いいたしております。その理由と

いたしましては、台風災害等により隣接工事の

進捗がおくれたことによるものでございます。

繰越工事につきましては、工事の進行管理を適

切に行い、早期完成を図ってまいりたいと存じ

ます。

次に、債務負担行為の追加について御説明い

たします。同じ資料の３ページ、右側になりま

すけれども、上の表―４であります。

森林保全林道整備事業費でありますが、これ

、は延岡市の 鐙 ―上赤線を初め３路線において
あぶみ かみあか

今年度に歳出を伴わない国庫債務負担行為、い

わゆるゼロ国債といたしまして、限度額２

億3,000万円を設定し、今年度内に契約するも

のでございます。

森林整備課からの説明は以上でございます。

山村・木材振興課○中村山村・木材振興課長

の２月補正予算につきまして御説明いたしま

す。お手元の２月補正歳出予算説明資料の方に

戻っていただきまして、山村・木材振興課のイ

ンデックスのところ、ページで申しますと199

ページをお開きください。

山村・木材振興課の２月補正額は、表の２段

目にあります一般会計予算が２億253万2,000円

の減額でございます。一般会計の補正後の額

、 。 、は 38億593万6,000円でございます この結果

２月補正後の山村・木材振興課の全体の予算額

は、右から３列目の補正後の額の一番上の欄に

ございますとおり、40億6,136万3,000円となり

ます。

それでは、主な内容につきまして御説明いた

します。201ページをお開きください。

ページ中ほどの（事項）林業・木材産業構造

改革事業費についてでございます。補正額は１

億5,289万2,000円の減額をお願いするものでご

ざいます。これは、国の予算が大変厳しい状況

の中で国庫補助の本県への予算配分が要望額に

対しまして約80％にとどまったことなどによる

ものでございます。

主なものといたしましては、下の（説明）の

３にあります、川上の林業振興のための施設整

備を目的といたしました林業構造対策事業費補

助金で4,008万4,000円、４にあります、川下の

木材産業振興のための施設整備を目的としまし

た木材産業構造改革事業補助金で7,412万6,000

円、５にあります、集成材生産体制の整備を目

的といたしました県産材新流通・加工システム

モデル事業で2,732万6,000円をそれぞれ減額補

正をお願いするものでございます。

次に、202ページをお開きください。

ページの中ほどにございます（事項）木材利

用技術センター運営事業費についてでございま

す。補正額は、2,245万6,000円の減額でござい

ます。主な補正理由は、下の（説明）の１の維

持管理費及び２の試験研究費におきまして、電

気料などの光熱水費等の節約に努めたことや、

４の受託事業費におきまして、国の森林総合研

究所からの受託研究に係る受託金額の確定に伴

う減額でございます。

次に、常任委員会資料（補正）の３ページを

お開きいただきたいと思います。

議案第43号「平成18年度宮崎県一般会計補正

予算（第４号 」の表―５の平成18年度森の民）

宿整備資金利子補給についてでございます。当

初、限度額310万5,000円で債務負担行為を設定

させていただいておりましたが、新規の利子補

給金の補助先に該当者がなく、結果的に限度額

をゼロとさせていただくものでございます。

山村・木材振興課関係の説明は以上でござい
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ます。

それでは、続きまし○飯田環境対策推進課長

て、その他の報告事項について御説明させてい

ただきます。委員会資料の４ページをごらんく

ださい。

１の改正容器包装リサイクル法についてであ

ります。

まず （１）の容器包装リサイクル法改正の、

基本的方向についてであります。

容器包装リサイクル法につきましては、法施

行後10年が経過いたしまして、その成果と課題

を踏まえ、次のような基本的方向に沿って改正

がなされたところでございます。

まず、１）の容器包装廃棄物の３Ｒ（リデュ

ース・リユース・リサイクル）の推進でありま

す。これは、循環型社会形成推進基本法の基本

原則に基づきまして、リサイクルにより優先さ

れるべき排出抑制・再使用をさらに推進する。

また、リサイクルにつきましては、効率的・効

果的な推進、質的な向上を図るということでご

ざいます。

次に、２）のリサイクルに要する社会全体の

コストの効率化であります。これは循環型社会

の構築等に係る効果とのバランスを常に考慮し

つつ、容器包装リサイクルに要する社会全体の

コストを可能な限り効率化させるということで

ございます。

次に、３）の国・自治体・事業者・国民等す

べての関係者の協働であります。これは、国・

自治体・事業者・国民等の各主体がみずから率

先してできる限りの取り組みを推進すると同時

に、相互連携による積極的な対応を目指すとい

うものであります。

次に （２）の改正容器包装リサイクル法の、

概要（主な改正点）についてであります。

改正容器包装リサイクル法は、平成18年６月

に成立・公布されまして、平成20年４月までに

３段階で施行されることとなっております。

初めに、１）の平成18年12月施行についてで

あります。

まず、①の排出の抑制に関する規定の整備で

あります。これは容器包装廃棄物の排出抑制を

促進することを明確にするため、法律の目的及

び基本方針の規定等において、容器包装の排出

抑制の促進に係る規定が加えられたものであり

ます。

次に、②の円滑な再商品化に向けた国の方針

の明確化であります。これは国内で収集された

市町村のペットボトルが海外へ輸出される事例

が増加しておりまして、国内における再商品化

事業者がその事業に必要な原料を十分に確保で

きず、法に基づく再商品化の安定的な実施に支

、 、障が生ずるおそれがあるために 市町村は原則

分別収集された容器包装廃棄物を指定法人に円

滑に渡すことが必要であること等を国の方針で

明確にしたものでございます。

次に、③の事業者間の公平性の確保でありま

す。これは再商品化の義務を果たさない事業者

（いわゆる「ただ乗り事業者 ）に対する抑止」

効果を高めるため、罰則、現行の50万円以下の

罰金から100万円以下の罰金に引き上げること

とされたものであります。

次に、④の市町村の分別収集計画の公表の義

務づけであります。これは事業者や消費者との

連携協力による容器包装廃棄物の排出の抑制の

促進を図ることが必要であり、事業者、消費者

の理解を深めるため、市町村別分別収集計画を

定め、また変更したときは、これを公表しなけ

ればならないとされたものであります。

次に、２）の平成19年４月施行についてであ
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ります。ここでは、容器包装廃棄物の排出抑制

の推進に係る規定が設けられております。

まず、①の消費者の意識向上と事業者との連

携の促進であります。これは容器包装廃棄物の

排出抑制の促進を図るため、環境大臣が容器包

装廃棄物抑制推進員（愛称では３Ｒ推進マイス

ター）を委嘱し、推進員は、事業者・消費者に

対してレジ袋削減等の普及啓発、アンケート等

の活動を実施するものであります。

次に、②の事業者に対する排出抑制を促進す

るための措置の導入であります。

まず、アでございます。容器包装廃棄物の排

出抑制を促進するため、小売業者の判断の基準

となるべき事項 これにつきましては、排出

抑制をするための取り組みということで考えて

いただいてよろしいと思いますけれども を

国が定め、事業者の自主的取り組みを促進する

ものです。具体的には、３）の上の枠内に記載

しております事項等を国が省令で定めており、

国は、これらの取り組みを事業者に求めていく

ことになります。

また、イでございますが、容器包装を多量に

利用する事業者（年間使用料50トン以上）に対

しまして、取り組み状況の報告を義務づけ、判

断の基準に照らして取り組みが著しく不十分な

場合は、国は、勧告・公表・命令を行う措置を

講じることといたしまして、この命令違反には

罰則、50万円以下の罰金が設けられたところで

ございます。

最後に、３）の平成20年４月施行についてで

あります。ここでは、事業者が市町村に資金を

拠出する仕組みの創設が規定されております。

これは市町村が選別の際の異物の除去を徹底す

るなど、質の高い分別収集を行い、再商品化に

要する費用が想定される費用を下回った場合

に、再商品化が合理化された場合、これに寄与

した市町村に対しまして、事業者が金銭を支払

。 、う仕組みが創設されたものでございます なお

事業者から市町村へ拠出される額や、各市町村

への資金の拠出方法等の制度の詳細につきまし

ては、現在、検討が進められているところでご

ざいます。

以上が、改正容器包装リサイクル法の概要で

すが、今回の法改正では、容器包装廃棄物の排

出抑制の促進を図るため、排出抑制に向けた基

本的な方向を国として示した上で、消費者の意

識向上を図るとともに、消費者における排出の

抑制を促進するための事業者の取り組みを促進

。 、 、することとされております なお ５ページに

容器包装廃棄物の一般的な流れをお示ししてお

ります。

以上で説明を終わらせていただきます。

自然環境課でございま○坂本自然環境課長

す。報告をさせていただきますが、本日の常任

委員会資料の６ページをお開きいただきたいと

思います。

高病原性鳥インフルエンザ発生に伴う野鳥の

調査につきまして御説明をさせていただきま

す。

まず （１）の調査の目的でございますけれ、

ども、本県での高病原性鳥インフルエンザの発

生を受けまして、環境省の定めましたマニュア

ルに基づきまして、発生地周辺における野鳥の

感染状況等を調査し、感染経路の究明に資する

ことを目的として実施したものでございます。

（２）の実施主体でございますけれども、環

境省に本県が協力する形で行ったものでござい

まして、環境省が主に調査の企画・実行、検査

期間の調整等、県が地元の調査体制の確保等に

努めたところでございます。そのほか、野鳥の
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専門的な知識を持つ山科鳥類研究所や、本県の

野鳥に詳しい「日本野鳥の会」の宮崎県支部、

県猟友会、鳥獣保護委員の方々にも御協力をい

ただいたところでございます。

次に （３）の調査内容でございますけれど、

も、それぞれの発生地点からおおむね半径10キ

ロメートル以内の範囲内にある河川、ため池、

ダム湖、里山林縁等の主な野鳥生息場所等にお

きまして、周辺の野鳥の生息状況等を把握いた

します①の概況調査、カモ類のふんや陸鳥の血

液等についてウイルスの有無を調査いたします

②のウイルス保有状況調査、さらに周辺での野

鳥の大量死等の有無について調査・監視をいた

します③の野鳥の監視を実施したところでござ

います。

ここで、右側の７ページをごらんいただきた

いと思います。調査の状況等を御説明いたしま

す。

まず、右下の地図でございますけれども、こ

れは発生地点の位置と発生日を示したもので３

カ所でございます。

次に、一番上の写真でございますけれども、

これは日向市東郷町のダム湖や新富町での概況

調査の様子でございます。それから、中段の写

真につきましては、ウイルスの保有状況調査で

ございまして、カモ類のふんの採取の状況でご

。 、 、ざいます また 一番下の写真につきましては

捕獲をいたしました陸鳥から これはメジロ

でございますけれども 血液を採取をする様

、 、子でございますけれども 採取を終えた後には

速やかに放鳥をいたしておるところでございま

す。

大変恐れ入りますが、再度左のページにお戻

りをいただきまして、中段の（４）の発生地ご

との調査結果について御説明をいたします。

まず、１）の清武町のケースでございます。

１月13日に①の概況調査を実施いたしまし

て、31種の野鳥、うちマガモ、シロハラなどの

渡り鳥９種の生息を確認したところでございま

す。

②のウイルス保有状況の調査では、備考の欄

にございますように、カモ類のふんと陸鳥の血

液等をそれぞれ100余りの検体を採取いたしま

して、鳥取大学の方で検査を行ったところでご

ざいますが、２月８日にすべて陰性であること

が判明をしたところであります。

それから、③の野鳥の監視でございますが、

１月14日から２月６日までの24日間、鳥獣保護

員等の協力をいただき、延べ96人により実施を

いたしましたが、野鳥の大量死等の異常は認め

られなかったところでございます。

次に、中段の２）の日向市東郷町のケースで

ございますが、１月25日に概況調査を実施いた

しまして、25種の野鳥の生息を確認したところ

でございますが、②のウイルスの保有状況につ

きましては、２月16日にすべて陰性であること

が判明をいたしたところでございます。なお、

野鳥の監視につきましても、１月26日から２月

の10日までの26日間実施をいたしましたが、特

に異常は認められなかったところでございま

す。

最後に、一番下の３）の新富町のケースでご

ざいますけれども、２月２日に概況調査を実施

しまして、49種の野鳥を確認したところでござ

いますが、②のウイルスの保有状況につきまし

ては、現在、国立感染症研究所で検査中でござ

いまして、３月の初旬には結果が判明するもの

と伺っております。なお、野鳥の監視につきま

しては、２月３日から約１カ月間程度実施する

こととしておりますけれども、これまでのとこ
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ろは、異常は確認されていないところでござい

。 、 、ます なお こうした調査結果につきましては

環境省から農林水産省の感染経路の究明チーム

に提供されまして、感染経路を究明することに

なっているということでございます。

自然環境課からは以上でございます。

続きまして、林業公社○池田林業公社対策監

の改革について御説明いたします。お手元の常

任委員会資料の８ページをお開きください。

３の社団法人宮崎県林業公社の改革について

であります。

林業公社改革につきましては、平成17年度か

ら３年間を集中改革実施期間に定め、債務累増

の抑止を初めとする抜本的改革に取り組んでい

るところであります。その主なものを（１）の

改革の主な成果にお示ししております。

まず、表の最上段、長伐期施業への移行につ

いてでありますが、従前のように、35年を標準

伐期齢とする社営林の管理を続けますと、近い

将来、年間1,000ヘクタールを超える面積を伐

採することになりますことから、伐採量の平準

化を図る上でも、長伐期施業への移行が不可欠

であります。このため、１つ目の長伐期施業へ

の移行面積につきましては、右端の「実績と効

果額」のところでございますが、当初の計画を

上回る8,770ヘクタールを移行することとしま

して、鋭意契約延長手続を進めてきたところで

あります。これに伴いまして、その下でござい

、 、ますが 借りかえによる利息軽減につきまして

農林漁業金融公庫の手入れ資金であります施業

転換資金への借りかえを行いまして、当初の計

画を上回る約７億6,000万円の利息軽減を図っ

たところであります。

次に、表の２段目から４段目にあります、市

町村融資に係る分収割合の見直しによる収益の

増、それから、償還原資の無利子貸付による利

息負担の軽減及び市町村による運営資金の無利

子融資につきましても、債務累増の抑止を図る

ために中心となる取り組みでありまして、いず

れも当初の計画どおり実施済みあるいは実施中

であります。

次に、表の一番下の段にございます、国等へ

の支援強化の要請につきましては、林業公社問

題がもはや全国的な課題となっておりまして、

これまで以上に国等からの支援が必要なことか

ら、林業公社を有する関係各府県と連携し、九

州地方知事会等を通じて積極的に低減要望を実

施してきたところであります。その結果、林業

公社に関する総合的な支援措置が講じられたと

ころであります。特に、表の下から２段目にあ

ります地方財政措置につきましては、新たに県

の無利子貸付金に対する特別交付税措置が創設

されましたことによりまして、平成18年度は、

約5,200万円が県に交付されたところでありま

す。また、今後につきましても、ほぼ同額が交

付される見込みであります。

また、次の行にありますように、平成19年度

予算において、森林整備地域活動支援交付金制

度が継続されることになりまして、林業公社の

事業に対して、年間約5,000万円が交付される

見込みであります。

次に （２）の改革推進の取り組みでありま、

す。

まず （ア）のこれまでの主な取り組みにつ、

いては、ただいま説明いたしました取り組みの

ほか （ア）の県と林業公社による林業公社改、

革推進協議会を設置いたしまして、県と公社が

一体となって、改革の着実な進行を管理してい

るところであります。また （イ）の林業公社、

基本問題等研究会につきましては、林業公社の
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将来の経営形態を選択するに当たって、諸課題

の整備と解決に向けた検討を行うため、外部か

ら有識者をお願いしまして、環境森林部長の私

的諮問機関として設置したものであります。こ

れまでに７回の協議を重ね、現在、提言の取り

まとめを行っているところであります。

次に、イの今後の主なスケジュールについて

であります。

（ア）の林業公社基本問題等研究会による提

言がこの３月に行われることになっておりま

す これを受けまして 年度内には イ の 仮。 、 （ ） （

称）林業公社経営形態等検討会議を庁内に設置

することにしております。この検討会議による

協議を経まして （ウ）にお示ししております、

ように、平成19年度中に、林業公社の将来の経

、 。営形態を決定し 公表する予定にしております

次に、右側の９ページをごらんいただきたい

と存じます。

（３）の今後の収支見通しであります。林業

公社は、平成16年度から本格的な主伐の時期に

入っておりますが、木材価格が長期にわたって

、 、低迷していることや 伐採林齢が37年生程度で

ヘクタール当たり材積が少ないことから、伐採

収入が伸び悩んでいる状況にあります。その一

方では、農林公庫と市中銀行への償還が本格化

しておりますことから、当面は、県からの借入

金に依存しなければならない状況にございま

す。このようなことから、この表は、長伐期施

、 、業の導入によって 利用間伐を繰り返しながら

主伐材積の増大を図ることを前提にしまして、

表の下、欄外の注記１にありますように、林業

公社が平成13年度から17年度の過去５年間に公

売した実績をもとに試算した収支見通しをお示

ししております。

表の左３列は、今後３年間の単年度収支、右

２列は、20年後の平成38年度と、事業が終了す

る平成80年度の単年度収支であります。

まず、収入の見込みについてでありますが、

伐採収入につきましては、伐採材積の増などか

ら次第に増加するものと見込んでおります。こ

れに応じて県からの借入金は、当面は15億円か

ら13億円規模で推移しますが、年々減少してい

。 、 、くこととなります また 支出につきましては

償還金の計の欄にありますように、県からの借

入金のすべては伐採収入の一部と合わせまし

て、県農林公庫及び銀行への償還に充てられま

す。このうち、県への償還金は、伐採収入の増

に伴って次第に増加しまして、右から２列目に

お示ししておりますように、20年後には、県か

らの借入金が約４億2,300万円、これに対する

、県への償還金が約５億7,300万円となりまして

償還金が貸付金を上回りますので、県の歳出は

平成38年度以降解消される予定であります。

表の一番下にあります累積債務残高は、元金

の残高を示しております。この残高は、今後５

年間は増加を続ける見込みでありますが、その

理由としまして、農林公庫と銀行に係る利息相

当額が上積みされることによるものでありま

す。残高のピークは平成23年度でありまして、

その後は伐採収入が５億円規模に達しますこと

から、年々減少していくことになります。この

結果、すべての事業が終了する平成80年度にお

ける最終損益は、表の右下にありますとおり、

約8,400万円の黒字で終わると見込んでおりま

す。

なお、林業公社の収支につきましては、木材

価格の動向に大きく影響されますので、その関

係につきまして、次の（４）木材価格の動向に

よる平成80年度の収支見通しへの影響によって

御説明いたします。
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この表のアにあります平成13年度～17年度の

過去５カ年の公売平均価格による試算につきま

しては、ただいま上の表で御説明いたしました

（３）の表の試算結果でありまして、林業公社

の公売実績に基づき、スギ立木、１立方メート

ル当たり3,800円をもとに試算しております。

その平成80年度の最終損益は、8,400万円の黒

字となり、累積債務も解消される見込みであり

ます。

次に、その下のイの平成17年度の公売平均価

格による試算では、木材価格が最も下がった時

期でございまして、公売実績もスギ立木１立方

メートル当たり3,300円と低調でありました。

これをもとに試算した最終損益は、約20億600

万円の赤字となりまして、累積債務も解消され

ない結果となりました。

次に、その下のウでありますが、最近の木材

市況はやや上向きで推移しておりますことか

ら、直近の平成19年２月における市場価格、ス

ギ１立方メートル当たり１万3,600円をもとに

しまして、山元立木価格を算定し、スギ立木１

立方メートル当たり4,400円で試算しましたと

ころ、最終損益は約35億6,500万円の黒字とな

り、累積債務の解消が見込める結果となったと

ころであります。公社の経営は、木材価格

が1,000円違いますと、50億円規模の収益差を

生じますことから、今後とも、改革の推進はも

とより、適期販売等による伐採収入の確保に努

めてまいりたいと存じます。

林業公社改革については以上であります。

執行部の説明が終了いたしまし○丸山委員長

た。

まず、議案、いわゆる補正予算等についての

質疑を先に行い、報告事項の質疑については、

その後にさせていただこうと思っております。

それでは、補正予算等の質疑についてお願い

いたします。

ちょっとよくわからないのです○前本委員

が、18年度の繰越明許費の補正について、自然

環境課と森林整備課にちょっとお尋ねしたいの

ですが、随分災害が起きまして、山地崩壊、地

すべり等が各地に起きておりますが、工事の進

捗状況がどうもよくないと。なぜかといいます

と、国土交通省関係の土木被災事業に対する補

助金に関する積算基準というのがあると思うの

ですけど、どうもやっぱり工事請負会社の人手

不足といいますか、高齢化といいますか、ある

いは山地における地理的条件の悪化によりまし

て、なかなか事業進行が進まないというような

ことで、あるいは宮崎あたりは公共事業削減等

で随分苦労してまして、県北等にこの山地崩壊

の事業に行ってる人もおるようですけど、単価

的になかなか採算がとれないと。行っても赤字

が出ると。なかなか厳しいという話を聞くんで

すが、このあたりの明許繰越、こんなに事業進

捗がおくれておるのを見まして、37億今回補正

追加ということですけれども、このあたりの実

態が私わからんものですから、本当に仕事が不

足して仕事が足らないという一方においては、

どうもそっちの方まで行って仕事をして、現場

を向こうに構えたり宿泊したりいろいろしてま

でこの山地崩壊事業に行こうという人がいない

んじゃないかという心配がありますが、その点

、 。はどうなってますか ちょっと教えてください

確かに委員おっしゃった○坂本自然環境課長

、 、ように 県北の山地崩壊事業等につきましては

現場条件が非常に厳しいようなところもあるん

じゃないかなと考えております。例えば、椎葉

村あたりの工事になりますと、いわゆる日向地

区あたりからもかなりの距離もございますし、
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また、村の役場からも20キロ、30キロ行ったと

ころも工事の現場としてはあるんじゃないかと

いうふうに考えております。そういったことか

らすると、やっぱり地理的条件のことを考える

と、かなり厳しい条件にあるなというふうには

考えております。そういったこともございまし

て、この工事を発注する際におきましては、で

きるだけ近辺の業者を指名に入れて工事発注は

いたしたところでございますけれども、その結

果、地元の方も取られる場合もございますし、

また、離れたとこから、遠いところから工事を

請け負う方もございます。ですから、そういう

ことからすると、やっぱり地元の方は別といた

しまして、例えば宮崎とかいうところから現場

に行って仕事をするということになると、そう

いう面ではかなり厳しい面もあるのかなという

ふうに考えております。

もう一つ、設計積算というような単価の面で

ございますけれども、これにつきましては、現

場が遠くなれば、例えば重機の運搬等について

は、当然その単価で、また資材の運搬等につき

ましても、その単価で積算をいたしておるとこ

ろでございますけれども、一人一人の積算につ

きましては、それぞれの仕事の単価の積算につ

きましては、県の積算要領等に基づきまして積

算をいたしておりますので、これについては、

県下ほとんど同じ価格というふうに考えておる

ところでございます。以上でございます。

昔は山地崩壊事業で地元の土木の○前本委員

皆さんは、台風が来たら喜ぶというのはおかし

な言い方ですけれども、ことしもこれだけ災害

が出たわと。災害は国庫補助で大きいので、県

費のそういう補てんもなくて、我々は災害で飯

食っちょっとですわという話が、ずっと山間地

や関係の建設土木の皆さんたちは、そういうこ

とでうまく事業等経営が成り立っていたという

ことなんですが、今申し上げましたように、な

かなか設計単価自体も厳しいんじゃないかなと

いうことも一つの理由なんでしょうけど、やっ

ぱり早急に危険防止といいますか、林道等いろ

いろ山地の生活道路も含めまして、河川とか橋

梁とかいろいろあるのかもしれませんけれど

も、早目の災害復旧を地元として要望しておる

わけですので、地元業者の人をもちろん優先す

べきこともありますでしょうが、どうしても進

捗のおくれているところは、何らかの今、課長

さんおっしゃったように、標準単価で県下全体

をやっているということもありますでしょうけ

れども、その環境状況に応じては、設計単価の

見直しとか、早急な対応をしていくための改め

て方策を御検討いただきながら、早目に対応し

ていただくことを御検討いただくということを

今後考えられないかどうか、ちょっとお聞かせ

いただきたい。

現場条件等の違いによる○坂本自然環境課長

設計単価の割り増しと申しましょうか、そうい

った御意見かなというふうに考えておりますけ

れども、例えば、先ほども少し申し上げました

が、重機の運搬費等については、奥地に行けば

行くほど高くなっておりますし、また、生コン

等の単価につきましても、地域別の単価という

か、こういうふうな設定になっているかと思い

ます。ただ、それ以外のものについては、ちょ

っと私もそこ辺は十分な知識がございません

で、説明が十分でないかなというふうに考えて

おりますけれども、それ以外の分については、

先ほど申しました一般の標準単価かなというふ

うに考えておりますが、今後、既に御承知かと

思いますけれども、いろんな入札制度の問題に

ついて検討がなされておりますので、そういっ
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たことも含めまして、今後検討がなされるのか

なというふうに考えておりますので、よろしく

お願いしたいというふうに考えております。以

上でございます。

いわゆる安全対策としまして、公○前本委員

共事業におきましての保安体制というのがあり

ますよね。ガードマンをつけるとか経費とかい

ろいろ見直しをやっているんですけど、特に山

地におきましては重機が入らない、手作業もあ

るとか、いろいろあろうかと思うのですが、個

々に一般的標準レベルじゃなくて、やはり危険

度合いが高いところ、自然環境が悪化してなか

なか事業進捗が行われにくいというところあた

りは、現場現場がそれぞれに違うと思いますの

で、その辺をやっぱり受ける、極端なことを言

いましたら、あの現場はやり手がないと、やっ

て赤字ぞという現場も、やむなくこれは県がお

っしゃることだし、やっぱりやらなきゃいかん

というようなことで受けてやろうかというよう

なところもあるようでございますので、ぜひそ

のあたりのところの県の見直し関係というか、

災害に関しましての御努力を要望しておきま

す。以上です。

今の前本委員のことについてで○丸山委員長

、 、すけれども 私の方から少し補足といいますか

御要望もさせていただきたいのですが、今後、

一般競争入札も広がろうかというふうに聞いて

おりますけれども、確かに標準歩掛かりという

のがありまして、掘削土砂とかあるんですけれ

ども、そこまで重機が入らない道もいっぱい林

務サイドの工事に多いというふうに聞いており

ますので、そういった場合に、標準歩掛かりで

そのままその重機を使っていいのかどうなのか

というのが、非常に今後大きく一般競争入札が

広がってきますと、入札がなかなかできなくな

ったりして、こういった明許繰越のものも来年

度以降出てくる可能性もあるのかなという懸念

もあるもんですから、十二分に検討していただ

くとありがたいと思っております。

現場条件に応じた重機の○坂本自然環境課長

、 、適用と こういったお話でございますけれども

確かに御指摘のとおりだと思います。現場によ

っては大型の重機が入らないところも確かにあ

ろうかなというふうに考えておりますが、こう

いったところにつきましては、現在でも大きな

重機が入らないところは、例えば小型の重機で

積算をするとか、また人力で積算をするとか、

そういったところは、設計をする過程におきま

して、十分担当者の方でも検討して設計してま

いっておりますし、また県の方でも技術管理班

がございますが、この中でも、そういった条件

等について十分検討しているかどうかにつきま

しても、審査させているところでございます。

そういったところが当然ということでございま

すので、今後、御意見等を踏まえまして、慎重

に検討してまいりたいというふうに考えており

ます。以上でございます。

それでは、173ページ、合併処理○星原委員

浄化槽等普及促進費の中の浄化槽整備事業の減

額になったということでありますが、結局、今

県内の市町村の整備状況はどういう状況になっ

ているんですか。

当初、3,147基市町村か○岡田環境管理課長

ら要望がございまして、最終的に現在、3,138

基の実績になる見込みで計上しております。し

たがいまして、トータルで基数でいきますと、

当初より９基ほど減額になりました。先ほどの

繰り返さしていただきますと、人槽変更に伴う

基数の減と申し上げました。人槽変更と言いま

すのは、一番多いのが５人槽という一般的な家
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庭でございます。それ以外に、６人槽から７人

槽までの槽と、それから８人槽から10人槽まで

の槽というのがあるんですが、当初予算を組む

際は、前の年に市町村は要望を上げてくるもの

ですから、まだ実際のものはわからないところ

であります。したがいまして、今回の減額が６

人槽から７人槽が大きく減りまして、５人槽の

方がふえたという状況でございます。以上でご

ざいます。

先ほど言いましたように、県内の○星原委員

浄化槽の普及状況があれば、今どんな状況にな

っているか、後で表でもいいですけど、もらえ

ればありがたいなというのと、結局、市町村も

今予算的にかなり厳しい状況の中でありますか

ら、その予算面で普及がおくれているのかどう

かなと、そういう感じはするんですが、計画ど

おり進んでいるものなんですか。毎年こうやっ

て上がってきて。

現在、第二次の県の生活○岡田環境管理課長

排水総合基本計画に基づいて進めているわけで

すが、これは22年度を目標にやっているわけで

すが、17年度の実績を申しますと、全体で合併

処理も下水道も農集も含めまして、59.5％とい

う実績が上がっております。22年度目標が71.3

ということで、計画どおり、今のところ進んで

いる状況でございます。

先ほどの説明で、国の基準の変更○永友委員

ということがありましたね。どういうふうに変

更があったんですか。

○ １つの例で申しますと、岡田環境管理課長

一番多い５人槽でございますが、単価が、例え

ば35万4,000円だった５人槽の国の基準額が34

万2,000円と１万2,000円ほど減額になりまし

た。基数が多いものですから、額が大きいと全

体的に大きくなるということです。そのほか６

人槽、10人槽とあるわけですが、一番多い例で

申し上げました。

また教えてほしいのですが、今度○星原委員

は177ページの産業廃棄物処理対策推進費の中

、 、の公共関与推進事業の中で 先ほど説明の中で

エコクリーンプラザの派遣人員の減ということ

で2,295万7,000円ということなんですが、これ

は人件費だろうというふうに思うのですが、当

初と人員が減になった理由というか、その辺は

わかりますか。

減員につきまして○飯田環境対策推進課長

は、例えば、例としては建築サイドの工事が終

わってから県の職員が減っていくとか、それと

か、事務体制がある程度整ってきた場合につい

て職員を減らしていくとか、そういう形で、例

えば総務課長とか従前いたんですけれども、そ

れにつきましては事務局長でかえるとか、そう

いう形で体制が整ってきた段階で漸次減らして

いくということで県としては決めておりますの

で、そういう関係で減っていくということで考

えております。

それともう１件教えてください。○星原委員

183ページ、森林環境税基金積立金、これは

増額の方でいいんですが、その方針でいきます

と増収ということなんですが、計画より増収に

なったということは、何か計画が甘かったので

すか。それとももともと計画になかった形から

の増収になったというふうにとらえていいんで

すか。これはどういう形で416万4,000円ふえた

ということなんですか。

環境税積立金の400万の○坂本自然環境課長

増収ということでございますけれども、これは

内訳は、当初、個人県民税、この上乗せにつき

まして、47万人程度考えておったところでござ

いますけれども、この分につきまして、徴収で
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きた人数がどのぐらいになりましたかねという

ことで税務課の方にもお尋ねしたところ、49

万3,000人ぐらいになったと。こういったこと

から増収につながったというふうに聞いている

ところでございます。以上でございます。

全体的に減額補正ということで、○髙橋委員

ちょっと気になったところで、いろいろ委託と

かされていますよね。単価引き下げとかいうの

が出てまして、例えば172ページの水質保全費

の中で単価引き下げとあったんですが、いろい

ろと原価で積算やらして、いろいろその中に人

件費とかあると思うのですが、私が申し上げた

、 、いのは人件費なんですけど 今問題になるのは

人件費を下げて業者側が落札する。随意契約の

ほかに一般競争入札とかいろいろあると思うの

ですが、その中で人件費の格差が、当初の行政

側が積算したやつと、業者側の価格、この部分

の格差というのがどの程度あるのかというのが

わかりますでしょうか。

先ほど、公共用水域の常○岡田環境管理課長

時監視のところで単価の引き下げに伴う減額と

いうことで申し上げましたが、今の御質問に対

しましては、我々の方は積算はしているのです

が、業者の方からは一本で出てくるものですか

ら、人件費がどのくらいかというのはちょっと

現状ではわからないのですけど。以上です。

これからのことでもいいと思うの○髙橋委員

ですけれども、気になるのは、最低賃金さえ守

っておけばいいというのがひょっとしたら業者

側にあるのかもしらんのですよね。やはり公の

仕事を委託する、その際に、今問題になってい

るのは、好景気と言われておりますけれども、

個人所得が伸びていない。そういうところに、

特に地方は経済が回っていないということもあ

って後退している。むしろ後退しているのでは

ないだろうかというのもあります。だから、今

後、いろいろ公共工事の競争入札でも今後かか

ってくると思うのですが、いろんな評価をした

上で行政は契約を結ぶ。最低賃金を守っていれ

ばいいというのではなくて、例えば最低限社会

保険があるのか、そういうところもチェックし

ていただくことはできないのか。どうなんでし

ょうか。

まず、うちの課の例で申○岡田環境管理課長

し上げますと、この場合は随契をしたところの

職員でやっております。したがって、最低賃金

というのは結局事例的には起きないのですけれ

ども、給料をもらっている職員が採水をしたり

分析をしたりやっているもんですから、ただ委

員の申し上げられた、今後入札等でそういうこ

とのないように、十分注意をして入札に当たり

たいと考えております。

事細かく私も全部把握してないも○髙橋委員

んですから、いろいろ説明された中で、単価の

減額とか人件費の減額、後段の中であったと思

うのですが、いろいろ公契約のあり方が、今言

われた、大元が受けてまた下におろしたときに

単価を下げたりしている状況もあるものですか

ら、今後、環境森林部でいろいろ委託をする場

合に、そういうところも今後加味していただい

て契約を結んでいただくといいがなと、これは

要望にとどめておきます。

関連になるかどうかわかりません○押川委員

けれども、178ページ、ゼロエミッション推進

支援事業ということで、先ほど応募企業等が少

なかったという説明があったんですが、今、髙

橋透委員の質問に関連というような形で、そう

いう金額とかそういったものが絡んでの応募が

少なかったのか、もし関連があればお聞かせを

願いたいと思います。
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このゼロエミッショ○飯田環境対策推進課長

ン推進支援事業と申しますのは、いわゆるリサ

イクルをされる企業がそういう計画を立案する

ための補助金でございますので、委託金とまた

性格を異にしておりまして、少なかったという

、 、のは１社はあったんですけど 一応５社あって

５社を想定しておりましたけれども、一応１社

ということで、これにつきましては、ホームペ

ージとか、そのほか、この場合、前年度もちょ

っと少なかったものですから、全くなかったと

いう状況がございまして、今年度は17社ほど、

そういう計画を持っていそうな業者を訪問しま

して、いろいろお話を差し上げたりとかしまし

たけれども、なかなか計画の申請までは至らな

かったということでございます。以上でござい

ます。

ここで補正予算で減額された場○丸山委員長

合に、決算の場合に出てくるのがほとんど減額

をなされているということで、今課長の方から

５社予定していたけれども、１社しかこれに対

応できなかったとなると、政策評価から見た場

合にどういう判断をされるのか、微妙だという

ように思うものですから、今回補正でほとんど

、 、減額されているものですから そういうときに

政策評価から見たときに、この５社から１社と

いうことになると、非常によくなかったといい

ますか、どういう判断を今後されようとされる

のか。結論的にお伺いするかもしれませんけれ

ども、どう判断されるか。

私どもとしては、リ○飯田環境対策推進課長

サイクルの推進というのは、循環型社会の形成

を目指すのに重要だということで、企業に対し

てそういうことでお願いというか、こういうこ

とで参画していただけませんかということで話

を申し上げるのですけれども、ただ、企業の方

が主体的にやっていただくというものですか

ら、我々としては、予算措置としては対応して

おりましたけれども、結果として残念な結果で

ございますけれども、こういう形になっている

というのであれば、やっぱり今後の予算化につ

きましては、スクラップ・アンド・ビルドで必

要なところに予算措置をしていかなければいけ

ないと考えていますし、この事業については、

今後、廃止とかそういうことも含めて検討して

いかなければいけないかなというふうに考えて

おります。以上です。

今の関連ですけれども、要す○外山副委員長

るに事業体の方がまだ意識がないということで

。 。すね 事業体の方に準備ができてないというか

はっきり申します○飯田環境対策推進課長

と、そういう意識がある事業体はもう既にやっ

ているということでございます。我々はそうい

う以外の方をいろいろ啓発というかお願いとい

うことでお願いするんですけれども、やっぱり

先生のおっしゃるとおり、事業者側の方が体制

が整わないというか、自己負担がございますも

のですから、そういうことが結果としてあらわ

れたというふうに考えております。

政策評価が非常に問われ○原田環境森林部長

てくると思うのですね。そういう意味から言い

ますと、委員長のおっしゃるように、予定した

ものが、５個予定していて１個しか実施できな

いとか、その辺は随分これから課題になってく

ると思います。それで、どういう対応をするか

ですけど、今の事業に限らずですけれども、新

しい予算を組む、そのときに計画を立てるんで

すけど、その前の情報収集が非常に貴重だと思

うのですね。だから、そこをかなり実現性の高

い情報をとっていれば、ある程度５が１という

ことでなく、５が３とか４ぐらいは実現すると
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いう可能性が出てきますので、できるだけそう

いう計画をつくる際に、もっと民間の情報、そ

ういったものを十分把握するように努めていき

たいと考えています。以上です。

私の方から要望といいますか、○丸山委員長

宮崎県が環境立県ということで打ち出していま

して、また今後新知事になりましても、環境に

ついてもしっかり取り組んでいきたいというこ

とでありますので、やっぱり21世紀は環境の世

紀と言われておりますし、環境森林部でありま

すので、しっかりとした県下の企業さんを含め

て、民間、県民も含めて、この環境に取り組む

姿勢をしっかりと率先してやっていただくよう

な施策も、今後とも政策評価をしていただきな

がら立案をしていただくとありがたいかなとい

うふうに思っております。

ほかにございませんか。

先ほど説明の中で、165ページの○水間委員

職員費、これをちょっともう一回説明をいただ

きたいのですが、何か災害の事務費か何かの経

費に振りかえたようなお話だったんですね。も

う一度説明いただけませんか。

国庫補助事業で公共事業○太田環境森林課長

をやる場合に、事業費とその一定割合、事務費

という経費で、その事務費の中で一部補助対象

の人件費の対象となる部分があるんですね。最

終的に年間の事業量の増減によるわけですけれ

ども、できるだけ事務費の中の物件費は節約い

たしまして、最終的に必要な人件費の方を事務

費に充てるということで、毎年度節約に努めて

いるということで、ことしの場合は、事務費等

節約して、あらかじめ余裕が事務費に出てきた

ところに県単独費で組んでおった人件費を振り

かえたと。その振りかえて余った県費の分を今

回補正減でお願いするということでございま

す。

減額ですから、人件費をいろいろ○水間委員

流用する、ほかの事務費に職員費の中から出す

と、これが減額だから、まだわからんでもない

、 、んですが そこらあたりが経理上の問題として

人件費としてそれを動かしていいのかという問

題がちょっと頭にありましたのでお聞きしまし

た。

それと、次は、この森林整備の活動振興交付

金、説明があったんですが、この2,660万の減

額理由をもう一回お聞かせいただけませんか。

要するに、当初計画して○太田環境森林課長

ました面積が、当初では８万3,000ヘクタール

で予算を組んでおりましたけれども、最終的に

市町村の年間の要望に基づく実施見込み、これ

が８万3,000ヘクタールの95.7％に当たる７

万9,452ヘクタールとということでほぼ確定的

な数値が得られたものですから、これに従いま

して、その分を減額すると。残った分を減額し

ているわけでございますが、これまで数カ年の

状況を見ますと、前年よりも少しずつ実施率は

高くなっておりますので、毎年度研修会等を実

施している効果は少しずつ上がっているのかな

、 。と このように考えているところでございます

これは後からの話で、今関連があ○水間委員

るからちょっとお聞きしますが、公社の中で継

、続交付金制度5,000万円がまた交付の見込みと

これが林業整備の地域活性化支援交付金制度の

減額ということでなっているんですよね。ここ

らで立てながらここで減額になっている。これ

と全く違うんですか。

これは要するに交付金を○太田環境森林課長

交付事業をやるところでの予算、公社は民間と

同じ立場で受ける側、ですから、これは公社の

予算がございます。県の予算とは別に独立して
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１法人として県の補助金をもらう、そういうこ

とで御理解をお願いしたいと思います。

あとは、182ページみやざき悠久○水間委員

の森づくり推進事業費の中で、森づくりをやり

ながら、ここがわずかだけど減額になっていま

すが、この減額理由をちょっとお聞かせいただ

けますか。執行残ということですが。

３番目の森づくりモデル○坂本自然環境課長

事業の減額ということでございますけれども、

これは、この事業の中で巨樹、古木の保全とい

うことで、県内には巨樹100選とかそういうの

がございますけれども、こういった樹木につい

て、例えば病気にかかって枯死しそうになった

とか、そういった場合に手当てをする事業がご

ざいます。ことしの場合は、この手当てをする

本数を４本ほど考えておったところなんですけ

れども、事業というか、市町村を通じて申請が

上がってくるんですけれども、４本のところが

３本であったということで減額につながったも

のでございます。以上でございます。

あとは203ページです。林業担い○水間委員

手対策基金事業で、これも林業担い手の確保育

成に関する経費の執行残ということで2,100万

、 。ですか これについてちょっと御説明ください

繰入金の2,152万9,000○江口国土保全対策監

円の分ということでございますが、これにつき

ましては、事業の中で社会保険の夏季基金の助

成につきまして上限額を設けまして、一応今回

から、18年度からやっていくということにした

ものの結果でございます。以上でございます。

その前の林業担い手対策基金事○水間委員

業1,700万、その担い手対策はうまくいってる

んですかね。林業担い手の確保・育成という問

題です。

担い手対策につきまし○江口国土保全対策監

ては、いろいろ人づくり、整備づくり等の事業

をこの基金事業でやらせていただいておりま

す。また、国の方の事業の方で緑の雇用の対策

、 、事業もやっていただいておりまして その結果

いろいろ、例えば森林組合あたりが県の支援も

受けたりというふうな状況もありまして、いろ

いろ退職者等も出ておりますが、大体順調に世

代交代等も行われているかなというふうに私ど

も考えているところでございます。

ほかにございませんか。○丸山委員長

じゃ、私の方から１点お願いします。201ペ

ージにありました、これは国からの国庫補助決

定が80％にとどまったということだったんです

が、20％できなかったということになりますけ

れども、影響がどのように出て、次年度どのよ

うな活動をやられようというふうに考えている

のかをお伺いしたいと思います。

それぞれ個別にい○中村山村・木材振興課長

ろいろございまして、例えば、川上の方の林業

経営構造対策事業補助金でございますが、この

中で山菜とかシイタケとかを販売する販売場

を、日向市の駅舎、あそこの周辺に計画してい

たものなのですが、結局これは駅舎と一体的に

整備するということで解決を既にしておりま

す。

それから、一部施設整備の中で人工乾燥機の

部分を次年度以降に先送りする、計画をちょっ

と変えるといったようなことで対応していると

ころでございます。

ほかにございませんか。なけれ○丸山委員長

ば、その他の報告についての質疑をお願いした

いと思います。

８ページの林業公社の改革につい○髙橋委員

て伺います。借りかえによる利息軽減額、これ

だけを見ると、何でせんかったのかというふう
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に思いがちですが、これは借りかえさせなかっ

たということの記憶があるんですが、それの確

認をしたいのですけれども。

おっしゃるとおりでご○池田林業公社対策監

ざいまして、農林公庫にそれまで規定がなかっ

たということでございまして、これは長伐期に

向かうことによって借りかえができるようにな

ったということでございます。

わかりました。今後、むしろ軽減○髙橋委員

額というのは出てくるんですけれども、もうこ

れでおおむねこの対策は終わりなのか。それを

確認したいと思います。

農林公庫の制度上はこ○池田林業公社対策監

れで終わりだと思っております。まだ制度が変

えられれば新たな借りかえが発生する可能性は

ございます。

林業公社の改革で前回にもいろい○星原委員

ろ出ているんですが、結局一つは、19年度の今

後の収支見通しの中で、伐採収入は２億9,500

万しかない。要するに伐採期が来ているのに今

の材価が安いことで切らないということなの

か。この２億9,500万円、もうちょっと支払い

の支出の方なんか見ていくと、かなりの償還金

なんかも出てきているわけですよね。そういう

ものにあわせて伐採というのはできないものな

んですか、まず１点そこをちょっと聞きたい。

林業公社、伐採時期に○池田林業公社対策監

入っておりますが、すべての社営林を償還金に

充てるだけの面積が伐採時期に来ているかとい

うとそうでもございませんで、当面は伐採時期

に差しかかったもの、契約期限に達したものを

切ろうとしております。ただ、平成22年、あと

４年後ぐらいには、１年間に1,000ヘクタール

を超えるような伐採量が生じます。そうなりま

すと、県内の木材価格を乱したりとか、要する

に生産量がはるかに大きくなってしまう、公社

だけで県の年間生産量を出してしまうような結

果にもなりかねませんので、そのあたりは平準

化するといいましょうか、長伐期に向かって、

年間大体180ヘクタール平均になろうかと思い

ますが、そういう計画で切っていこうとしてお

ります。そういった中でまだ、例えば19年度に

公庫、銀行に返せるほどの伐採面積はないとい

うことでございまして、そういったことで切れ

るものを切るといったことで３億円程度の伐採

収入を計上してございます。

我々から見ると、336億8,300万の○星原委員

累積債務があるわけで、そういう数字が一方で

ちゃんと大きな数字があって、その中でこの程

度ぐらいの形で、要するに40年ぐらいのはもう

伐期が来ているんじゃないかなと。もともとか

らこういう計画でずっと進めて、当初造林の時

代からそういう感じでずっと植林をしてきたと

いうふうに受け取っていいわけですかね。そこ

に書いてあるように、80年度にはプラスになる

ような数字になるわけですけれども、80年度と

いうと、今平成19年から見ても60年ぐらいある

わけだから、今から切った後にまた造林してや

っと60年ぐらいたつわけですね。平成20年に植

林したやつが80年で見ても60年という形になっ

てくるわけですからね。ということは、今造林

したやつで今までこれだけの借入金があるわけ

ですから、それが同じサイクルで回らないと、

また新たな造林していったやつはまたその経費

もかかってきて、そういうふうに見るというふ

うに思うのですが、そういう見方はしてはいけ

ないんですかね。そういう考え方はどうなんで

すか。

今後、造林する分とい○池田林業公社対策監

うお話でございますが、公社がまた再造林を行
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うということなんです。今後、公社は伐採収入

で事業を進めていくといいましょうか、伐採だ

けでですね。森林整備法人としての役割の上で

再造林を行うとしましても、それは公社の負担

を伴わない形でやるしかなかろうというふうに

考えておりまして、ですから、伐採収入を公社

が切った山に充てるというか、そういった事業

は繰り返さないというふうに考えております。

、 、○星原委員 ちょっとわからんのですが 私は

造林した時点から伐採期が来て、その周期の中

である程度収支を考えないといけないと思って

いるわけですよね。結局造林して、伐期が来て

売って、それで借り入れとかいろんな経費とか

をペイしていかないと意味がないと思っており

ますから、今まで来ている間の昭和30年代に造

林したやつだったら、50年だったら80年代で50

年の伐期が来た、その中でサイクルとしては考

えていくべきじゃないかなと。その見通しがな

くて借り入れとかいろんな形でやっているか

ら、こういう累積債務の残高がこんなにふえて

いるんじゃないかなと。だから、それを返して

いくのは、やっぱり最初30年代に植えたやつで

本当にこの数字が返せるのかなという、80年と

いうのは全然感覚、私から見たら、まだ20年か

ら見てもまだ60年先の話ですから、そういうこ

とじゃなくて、今30年代に植えたやつが伐期が

来て処理していく、処分していくというか、売

却していく中で、その数字をしないと、また新

たな80年のやつはいつ植えたやつ、昭和30年に

植えたやつだったら、仮に百何十年後、100年

を超えるような数字になるもんですから、そう

じゃなくて、要するに昭和30年代に造林したや

つが50年なら50年の中で、あるいは60年でもい

いんですが、その中で伐期が来たときに、その

債務がゼロになってくるものなのか、どういう

見通しをされているのかというのがちょっと私

には見えないんですが、どういうふうに理解し

たらいいんですか。

公社が設立されました○池田林業公社対策監

のが昭和42年でございまして、そのとき植えた

ものがようやく伐採時期に差しかかっていると

いうことでございます。設立当時と比べまして

も、今の木材価格というのは非常に安くなって

おります。当初の計画からしますと、何度か経

営計画の見直しはやってきておりますけれど

、 、 、も 投じた経費に対して 現在の木材価格では

今立っている丸太を精算したその収入では当年

度分の償還金は賄えないというような状況でご

ざいます。今後は、やはり材積をふやしてとい

うことは、伐期を延ばすという考え方しかござ

いませんけれども、例えば、最初契約した40年

サイクルですとか、そういったサイクルでは少

なくとも当年度分の償還金は賄えない状況であ

ります。

結局40年で想定をして今まで、公○星原委員

社が昭和42年にできてやってきてもう40年きて

いるけれども、今の材の単価ではなかなか合わ

、 。 、ないから これを50年とか60年延ばす だけど

先ほど言われたように、今度逆に言えば、延ば

せば立法が大きくなりますわね。そうすると、

市場、先ほど言われたほかの民間のいろんなも

のとダブってしまう可能性もあると言われまし

たように、結局50年たった、あるいは60年たっ

、 。たときに 太った分の量はふえるわけですよね

そうすると、今度ほかの民間の人たちとの部分

との重なりというのは、やっぱり同じように私

はある部分では幾とこも想定されるんじゃない

かなというふうに思うのですが、その辺はどう

なんですか。あと20年仮に延ばしたら、昭和38

年度はあたり延ばして、量がふえた分で単価が
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今の想定単価で言っても、その云々という話で

、 。すが そんなにほかの民間の方も量がふえてる

外材が入ってくるかどうかというその部分はど

ういうふうになってくるか、時代が20年後です

からわかりませんが、仮に今と同じような数字

で見たときには、想定したときには量が今度は

ふえているわけですから、市場は安く下がるん

じゃないですか。そういうふうには想定はしな

いものなんですか。

県全体の木材生産量○池田林業公社対策監

は、将来的にも恐らく140～150万立方メートル

ぐらいだろうと思っておりますが、公社としま

しても、分収造林１万ヘクタール以上持ってお

りますので、できるだけ市場を乱さないことに

努力すべきだと思っておりまして、県全体の１

割程度、平均すれば１割程度におさまろうかと

思っておりますが、年間で生産する量はその程

度だろうと思っております。

あと、角度を変えて、結局伐期が○星原委員

来ている。安いから売れない。じゃ、年数を稼

げば木が大きくなるからとるという方法もある

んでしょうが、逆に市場に今流通の中で、年間

どれだけ県内の伐採したやつを出しているかわ

かりませんが、その量を２割ふやすためには何

を考えるかとか、３割ふやすためには何か方法

はないのかという感覚でいかないと、私はだめ

なんじゃないかなというふうに思うのですよ

ね。今の状況の中の流通の状況じゃなくて、

今100としたら120％か130％市場に乗せるとす

れば、何を今度考えて売っていったらいいのか

という、そっちに返っていかないと、ただ材価

だけで見て数字を追っかけていって、果たして

それでいいのかな。だから、要するに、この前

一般質問であったわけじゃないけれども、牛の

えさにのこくずを使うとかいう、そういう方法

もありましたよね。だから、その方法が売るた

め、住宅産業に木をどんどん売り出すために、

じゃどういう形で考えていったらいいかとか、

あるいは都会のマンションなんか、コンクリー

トの中でも使わせる方法とか、やっぱり結局材

、 、が売れていく 量をふやしていく方法も一方で

皆さん方のところでなかなかそこにいかないの

かもしれんけれども、結局材の利用量をふやす

ことを考えていかないと、ただ年数がかかれば

木は大きくなって、その分の云々はということ

になりますが、やっぱり同じことだと思うので

すよね。だから、その辺の考え方をどうとらえ

るかというものを考えてほしいのだけど、どう

いうふうに思われますか。

おっしゃるとおりであり○原田環境森林部長

まして、せっかく育った資源はまず使うと、こ

れが大原則であります。そうすると、今のパイ

の中で、じゃ需要をふやせるかというのはなか

なか厳しい状況にありますが、外材の状況がこ

れだけ変わってきますと、その中で国産材のパ

イがぐんぐん広がるという可能性も一つ出てき

ております。

それから、一方では、おっしゃるような新し

い用途にもっともっと国産材を使うと、この視

点はかなり前から技術センターあたりと連携し

ながら、その用途開発というものをやってまし

て、その両方で使う量をふやすということがま

、 、 、 、ず基本で それで その中で民有林 個人の山

これがやっぱり生活がかかってますから、そん

なに長伐期、長伐期というわけにいかないと思

います。基本的には皆伐をしながら回すと。そ

れにも循環林業という視点からいくと、全部長

伐期してしまうと断層ができちゃうんですね。

だから、なるだけ皆伐はしながら、造林もしな

がら、林齢を平準化していく。そういったもの
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を一つやると。ただ、公的な山については、今

のような需給状況ですから、これを改善すれば

どんどん切るということになりますけれども、

やはり市場価格を乱さないというような視点も

あるので、少し、しばらくの間は長伐期化する

ような形で、その伐採量の調整をしていくとい

う視点も要ると。それはその契約者の意向次第

なんですけど、契約者の人が、いや、それで構

いませんという了解がとれてくれば、そういう

視点も大事かなということで、今は長伐期を公

社については進めているという状況にありま

す。だから、これは、いつまでもそうしていて

も、おっしゃるとおり、どこかでひずみが出て

くるということもありますから、できるだけ需

要開拓の方に力を入れて、民間は皆伐をベース

にして供給していく。それから、足りない分を

公的な機関がどんどん補っていく、そういった

形を今から進めていきたいということでありま

す。だから、今やっていることが必ずしも基本

的にその方策が正しいということではないかも

しれませんけど、当座しのぎというところがあ

るかもしれませんけど、そういう形で、なるだ

け近い将来国産材がどんどん動いて、この公社

の山ももっともっと契約どおり切れるような形

になっていくように努力をしたいと思っており

ます。

もう１点、当然そういうことで、○星原委員

外国にプレカットで持っていって組み立ててと

かいろんな方法もあるでしょうが、もう１点、

平成80年度にこういうプラスになってくるとい

うはじき方ですよね、結局今のやつを80年まで

ずっと持たせるわけじゃなくて、どこかでさっ

き言ったように再造林すると思うのですが、60

年で見たときは平成20年に植栽したやつは80年

で60年たつわけなんですが、この見方というの

がちょっとわからんのですが、私ども、最初、

昭和42年のやつで前後にしてきたのが10年な

ら10年造林してきたのが集計として見ると思う

のですが、これはどういうふうにはじかれた形

で見たらいいんですか。

これは分収造林でござ○池田林業公社対策監

いますので、一たん切りました山は土地所有者

にお返しします。そのときに、公社の取り分は

一般的には６割ということでございますが、そ

れをすべて償還金に充てられるということでご

ざいまして、あと、返した土地については、所

有者が補助制度を活用するなりして造林してい

ただくということで、公社としては循環型じゃ

ございませんで、平成80年度には伐採収益をも

って最後の償還金を返せば、それで事業終了と

いうことでございます。

伐採償還金というけど、後で伐採○星原委員

したところに植えたやつじゃなくて、前のやつ

が残っているという形で見るんですか。私、説

、 。明の意味がわからんのだけど とらえ方として

今から60何年後の話ですから、どういうふうに

とらえて計算されているのか。今あれだったら

後でもいいですわ。後でちょっと説明してほし

いのだけど。

暫時休憩いたします。○丸山委員長

午前11時59分休憩

午後０時00分再開

再開します。○丸山委員長

今さっき発言したとおり○原田環境森林部長

でありまして今ある財産でもって全部償還金を

処分していく。それは年次計画でもって切って

処分すると。だから、後の負債は伴わないとい

う形になっているんです。契約上はですね。た

だ、これから先、公社が切った山をそのままし
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た場合に、恐らく植栽未済地等々の問題がいろ

いろ発生してくる可能性があると。そこでやっ

ぱり個人が植栽できないということであれば、

もうちょっと大きな視点で公社が役割を果たし

ていくということも大事なので、そこについて

はまた今、どういう形で再投資するか、再契約

をするか、そこを検討している段階ですから、

基本的には今ある財産でずっと伐期を調整しな

がら処分していけば解決するということになっ

ているんです。80年までかかるかどうかという

のはちょっとわかりませんけれども、今の材価

等からしていくと、そのぐらいの年数をかけて

いかないと、うまく回らないような形になって

おりますから、シミュレーション上は一応80年

と。ただこれが例えば価格が2,000円ぐらい上

がりまして、需要もふえてもっと切っていいと

いう状態が生ずれば、これはもっと早い時間で

解決するということになると思います。ただ、

そこの見通しははっきり言えない状況にござい

ます。必要があればまた細かい積算の資料を提

供させていただきます。以上です。

部長の言われることもわからない○星原委員

でもないんですが、要するに市場調整になって

、 、いけば その分年間ふえていくいわけですから

伐期を延ばせば太っていくわけで、またその量

が出てくる。全国でそういう形が行われている

わけであって、宮崎県だけで調整つける問題で

もないというふうに思うのですよ。だから、や

っぱりこの辺のところは、公社も本当に改革と

いうなら、どういうふうな形で公社を考えてい

くのか。要するに、方法として県がすぱっと何

年間かで、10年なら10年で30億ずつ300億処分

して、これはなしにする方法とか、そういうこ

ともできないのでしょうけど、何かやっぱり方

法として考えておかないと、僕らが今説明を受

けている範囲では、全然維持経費、あるいは今

これもかかっている経費もそれぞれあると思う

のですが、そういうものとプラスマイナスで見

ていってどうとらえたらいいのか、林業公社の

改革という面で。金を返せば、80年後に返せば

これで済む改革なのかどうかというのまでもう

ちょっと思うと、その辺の感覚までいくわけで

すよね。

今の時点ではそういう説○原田環境森林部長

明しかできませんけれども、今進めている公社

改革の検討結果等踏まえて、先ほど対策監が言

いましたように、３月には県のそういう検討会

議を立ち上げまして、いろんな材料を整理した

上で、先生がおっしゃるような方向も含めて、

９月の議会ぐらいに方向をちゃんと提示したい

ということで今計画をしておりますので、よろ

しくお願いしたいと思います。

鳥インフルエンザの件で職員の皆○河野委員

様方の御努力を感謝申し上げますが、３点確認

します。

野鳥の調査について、半径10キロの範囲とあ

りますが、これは対応マニュアルに基づいて決

められた範囲なのかということ。

２点目が、それぞれのケースで１日生息状況

の把握をされているようですが、野鳥の確認が

種類がばらばらですけど、これは地域によるも

のなのか、調査人数によるものなのか。

３点目が、この調査以外で市民情報で野鳥の

大量死等の報告はなかったのか、その３点を確

認します。

まず最初の質問でござい○坂本自然環境課長

ますが、半径10キロの調査ということでござい

ますけれども、これについては、環境省の担当

官の方もこちらの方に来て指導いただいたとこ

ろでございますけれども、そういったマニュア



- 29 -

ルに基づきまして、半径10キロということで調

査をいたしたところでございます。

それから、野鳥の種類といった御質問でござ

いますけれども、３カ所概況調査をいたしたと

ころでございますけれども、それぞれ清武町、

日向市、新富町、野鳥を確認した数字が異なっ

ております。これは調査班が一班でございまし

て、その一班体制で周辺の各地域を巡回しなが

ら確認したということでございまして、清武町

では31種、日向市では25種、新富町では49種と

いうことで、新富町あたりは、ちょうど一ツ瀬

川の河口あたりの河川、非常に野鳥の生息の多

いところがございますので、こういったことか

ら多かったのかなというふうに考えておるとこ

ろでございます。

それから、３点目が、一般の方々からの通報

はなかったのかというような御質問でございま

すけれども、これはトータルでございますけれ

ども、農林振興局等に１月の12日から89件ほど

の野鳥が死んだという報告がございました。中

には、そういうインフルエンザを持っているか

どうかという、５つほど家畜保健所等に検査を

お願いした分がございますけれども、その点に

ついては異常がございませんでしたし、また、

この報告の中では、すべて野鳥の単独死という

形で、単発の死、こういった状況でございまし

て、大量死とかそういった大きな異常は確認さ

れておりません。以上でございます。

林業公社のことでありますけれど○押川委員

も、林業公社基本問題研究会、構成の有識者等

の名が出ておりますけれども、大学教授から弁

護士、税理士、何人ぐらいずつ入っていらっし

ゃいますか。

大学教授、これは九大○池田林業公社対策監

でございますが、弁護士、税理士、それぞれお

一人ずつお願いしております。

合計で県を入れて何名ですか。○押川委員

合計７名でございま○池田林業公社対策監

す。

今まで７回の協議をされて、イに○押川委員

載っておりますとおり、３月には提言をされる

ということですね。

はい、そうでございま○池田林業公社対策監

す。

それを受けて先ほど星原委員から○押川委員

も出ておりましたいろんな問題を提言していた

だくということで、それから９月議会ぐらいま

でに出るということでよろしいんですかね。

そのとおりであります。○原田環境森林部長

あとは現場判断になりますので、いろんな提言

をしていただいたり、また別の角度から検討を

加えまして、９月の議会にはぜひ提案をしたい

ということであります。

それを受けて （イ）であります○押川委員 、

、 （ ）が 宮崎県林業公社経営形態等検討会議 仮称

を設置されると、これはどういうものでしょう

か。

今部長が申し上げまし○池田林業公社対策監

たように、基本問題等研究会の提言を受けまし

て、庁内に、これは知事がチーフになるのか、

副知事になるのか、ちょっと今のところはっき

りしておりませんが、庁内に検討会を設けまし

て、部長が申し上げましたようなスケジュール

で検討を進めていきたいと考えております。

それで、おとといでしたか、一般○押川委員

質問で満行議員からも実は質問がありました。

私たちもその真意はどうかわかりませんけれど

も、知事が、知事公舎に住まない方向で検討さ

れると。その中で一番大事なものは、木材を使

った家には寒くて住めないというようなことを
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、 、何か言われたということを聞きましたが 部長

このことが事実であったら、この林業県宮崎で

あって、そのことを知事が否定されるというこ

とであれば、これは大変な問題じゃないかとい

うふうに我々思うわけですが、事実の確認と、

そういうことであれば、その方がトップになっ

てまたそういった庁内での経営体の設置をされ

。 。る どうも不自然なものが出てくるんですよね

確認されましたか。

まだ直接確認はしており○原田環境森林部長

ませんが、我々も聞いた範囲では、ちょっと意

外な発言だったかなという感じがしておりま

す。確かに大きな家になりますと、冷暖房を使

わなければ、それなりの寒さ、暑さがあるかも

しれませんけれども、ここはちょっと誤解があ

るという気がしておりまして、まず、木の家は

暖かいというのがまず一般的であります。それ

から、冷え込んでも、暖まるのも早いんですよ

ね。コンクリーなんかは暑くなったはいいが、

それが冷えるまでに物すごく時間がかかる。逆

に冷たくなると暖まるのに時間がかかる。その

辺をもう少し理解していただく努力をこれから

したいと思っております。

まだ今の時点ではされておられな○押川委員

い。

まだやっておりません。○原田環境森林部長

やっぱりこれは急いでほしいです○押川委員

よね。というのは、県民の方々、そして林家の

人たちが、このことが本当であれば、これも大

変なことだと思いますから、これはすぐ急いで

いただいて、そういう誤解を解いてもらって、

なおかつ知事公舎に住まないということであれ

ば仕方がありませんけれども、日本家屋という

ことの原因であれば、これはちょっと急ぎそう

いう説明をしていただきたいと、これは要望し

ます。

そのように今うちの方で○原田環境森林部長

も働きかけますが、もうかなりつくった管財課

あたりから、なぜ木造にしたかというところ、

いわゆる展示効果等々も含めまして、説明はし

てあると思っております。ただ、おっしゃるよ

うな発言に対して、具体的な説明はしてないと

思いますから、なるだけ担当課に言って説明す

るようにいたします。

ほかにございませんか。○丸山委員長

なければ、以上をもって環境森林部の審査を

終わります。どうもお疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後０時12分休憩

午後１時00分再開

委員会を再開いたします。○丸山委員長

当委員会に付託をされました補正予算関連の

議案等の説明をお願いいたします。なお、議員

の質疑は、執行部の説明がすべて終了した後に

お願いいたします。

農政水産部でございます○長友農政水産部長

よろしくお願いいたします。それでは座って説

明をいたしたいと思います。

まず、高病原性鳥インフルエンザ発生の状況

あるいは対応につきましては、先般開催されま

した全員協議会において御報告を申し上げたと

ころでございますが、その後、日向市東郷町の

事例につきましては、先週、２月21日の午前零

時をもって移動制限区域及び排出制限区域を解

除したところでございます。また、新富町の事

例につきましては、２月の16日から17日にかけ

まして、第２回目の清浄性確認検査を実施いた

しました結果、２月19日にはその清浄性が確認

をされたところでございます。現在、あした３
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月１日午前零時をめどに、移動制限措置を解除

する方向で国と協議を進めておるところでござ

います。

続きまして、今議会にお願いしております議

案等の概要につきまして御説明を申し上げま

す。お手元の環境農林水産常任委員会資料、１

枚開いていただきたいと思いますが、右側に説

明項目がございまして、本日、農政水産部から

は、議会提出議案４件、委員会報告事項１件を

予定しております。

まず、１ページをお開きいただきたいと思い

ます。

平成18年度２月補正予算についてでございま

すが、平成18年度歳出予算課別集計表（２月補

正）の課名のすぐ右の欄に補正額の欄がござい

ます。

一般会計では、合計で34億5,901万2,000円の

減額補正をお願いしております。これは、災害

査定あるいは割当額の確定に伴います災害復旧

事業費の変更や、そのほか、国庫補助事業決定

に伴う所要の変更と合わせまして、２月21日に

追加補正をお願いいたしております高病原性鳥

インフルエンザの発生への対応に伴う予算措置

を行うものでございます。

この結果、補正後の額でございますが、一般

、 。 、会計は 455億544万4,000円となります また

特別会計で１億269万5,000円の減額補正をお願

いしております。この結果、特別会計の補正後

の額は４億3,666万6,000円となります。一般会

計、特別会計を合わせました農政水産部全体の

補正額は、一番下の欄に記載しておりますけれ

ども、35億6,170万7,000円の減額で、補正後の

額は459億4,211万円となります。これらの補正

予算案の詳細につきましては、後ほど債務負担

行為とあわせまして、関係課長が御説明を申し

上げます。

次に、２ページをごらんいただきたいと思い

ます。平成18年度の繰越明許費についてであり

ます。一番下の欄にございますけれども、農政

水産部合計で21の事業、339カ所、63億6,472

万7,000円の明許繰越をお願いしております。

これらの繰越理由でございますけれども、一番

右の繰越理由に記載をしておりますけれども、

事業主体において事業が繰り越しになること、

あるいは関係機関との調整に日時を要したこと

等によるものでございまして、工期が不足し、

年度内の完成が困難となり、来年度に繰り越し

を余儀なくされたものでございます。

以上が議会提出議案であります。

次に、資料を飛びまして７ページを開いてい

ただきたいと思います。委員会報告事項でござ

います。

本年４月１日をもちまして、社団法人宮崎県

農業開発公社と財団法人宮崎県農業後継者育成

基金協会が統合いたしまして、新しく社団法人

宮崎県農業振興公社が発足することとなりまし

たので、その概要につきまして、後ほど地域農

業推進課長が御説明をいたします。私からは以

上でございます。よろしくお願いいたします。

農政企画課でございま○宮脇農政企画課長

す。

平成18年度２月補正について御説明いたしま

す。お手元の歳出予算説明資料をお願いいたし

ます。分厚い資料でございます。青いインデッ

クスで農政企画課のところ、243ページをお開

きください。

農政企画課の２月補正額は、一般会計のみ

で3,680万6,000円の増額補正をお願いしており

ます。この結果、２月補正後の予算額は、右か

ら３番目の欄でありますが、24億8,559万2,000
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円となります。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。245ページをお開きください。

上段の 事項 職員費でございますが 4,846（ ） 、

万8,000円の増額となっております。これは、

現業職員の任命がえに伴う実務研修職員の配置

により生じました、増員に伴う増額補正であり

ます。

次に、下から２段目の（事項）総合農業試験

場管理費でございますが、559万5,000円の減額

補正となっております。これは、総合農業試験

場の維持管理に係る事業費の確定に伴う減額補

正であります。

農政企画課は以上でございます。御審議のほ

どよろしくお願いいたします。

地域農業推進課でご○玉置地域農業推進課長

ざいます。同じく、歳出予算説明資料の247ペ

ージをお開きください。

地域農業推進課の２月補正額につきまして

は、一般会計で１億3,333万5,000円の減額、農

業改良資金特別会計で6,003万7,000円の減額、

合わせまして１億9,337万2,000円の減額補正を

お願いしております。この結果、２月補正後の

予算額は、右から３番目の欄でございますけれ

ども、35億7,381万4,000円になっております。

それでは、主な内容について御説明をいたし

ます。

249ページをお開きください。

まず、中ほどの（事項）農業会議・農業委員

会費1,085万8,000円の減額についてであります

けれども、これは主に農業会議員手当及び各市

町村農業委員会への交付金について、国の補助

決定等に伴う減額をするものであります。

続きまして、250ページをお開きください。

中ほどの （事項）中山間地域活性化推進、

費556万9,000円の減額についてでありますが、

これは主に中山間地域等直接支払制度の交付金

の交付対象面積の確定に伴い減額をするもので

ございます。

次に、その下の（事項）農業経営構造対策事

業費2,664万6,000円の減額 さらにその次の 事、 （

項 新山村振興等農林漁業特別対策事業費2,332）

万9,000円の減額についてでございます。これ

ら２つの事業につきましては、事業内容の変更

や入札執行残に伴う減額でございます。

続きまして、251ページをごらんください。

（事項）農業大学校費2,573万4,000円の減額

についてでございます。これは農業大学校にお

ける学生食堂の炊飯業務委託料の決定及び搾乳

施設整備費の国庫補助決定等に伴い減額をする

ものでございます。

次に、その下の（事項）農地保有合理化事業

費1,084万2,000円の減額についてでございま

す。これは主に農地価格の低下に伴い、農地の

買入資金の利子助成額が減少したこと等に伴う

国庫補助決定の減額によるものでございます。

続きまして252ページをお開きください。

農業改良資金特別会計の（事項）就農支援資

金対策費6,003万7,000円の減額についてでござ

います。これは新規就農者が新たに農業経営を

開始するために必要な資金を無利子により貸付

をするものでございますけれども、資金の需要

が低かったこと等に伴う減額をするものでござ

います。

地域農業推進課は以上でございます。

営農支援課でございま○松尾営農支援課長

す。お手元の歳出予算説明資料の253ページを

お開きいただきたいと思います。

営農支援課の２月補正額は、一般会計分で１

億9,273万2,000円の減額、農業改良資金特別会
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計分で6,948万1,000円の減額、合わせまして２

億6,221万3,000円の減額をお願いしておりま

す。この結果、２月補正額の最終予算額は、33

億8,134万9,000円となります。

それでは、主な内容につきまして説明いたし

ます。255ページをお開きください。

事項 農畜水産物加工体制確立対策費4,255（ ）

万7,000円の減額についてでございます。これ

は、２の地域食品関連リサイクル等普及推進事

業4,235万7,000円の減額が要因でありますけれ

ども、西都市及び串間市での焼酎かすリサイク

ル施設整備に係る事業費の入札残に伴うもので

ございます。

次に、一番下の（事項）農業改良普及活動特

別事業費100万円の増額についてでありま

す。256ページをお開きください。これは、総

合農業試験場茶業支場で開発されました化学農

薬代替技術でございます「散水による茶のクワ

シロカイガラムシ防除」技術を普及・定着させ

る実証ほを農業改良普及センターが設置する経

費でございます。なお、これは国の「強い農業

」 、づくり交付金 を活用する事業でございまして

国庫補助決定に伴う増額補正をお願いするもの

でございます。

次に （事項）農業金融対策費１億1,099、

万2,000円の減額についてでございます。これ

は、農業近代化資金などの各制度資金に係る利

子補給額や貸付額が確定したこと等によるもの

でございます。

次に、258ページをお開きいただきたいと思

います。

農業改良資金特別会計の（事項）農業改良資

金対策費6,948万1,000円の減額についてでござ

います。減額の主な理由につきましては、貸付

。金の8,000万円の減額によるものでございます

これら以外の事業につきましては、いずれも執

行残及び国庫補助決定等による補正減でござい

ます。

次に、債務負担行為の変更について説明申し

上げます。別冊の平成19年度２月定例県議会提

出議案をお願いしたいと思います。15ページを

ごらんいただきたいと思います。

上から３段目が平成18年度農業経営基盤強化

資金利子助成の限度額を8,656万円への変更を

お願いしております。これにつきましては、平

成18年度の農業経営基盤強化資金の融資実績が

堅調に伸びていることを踏まえまして、融資枠

を当初23億円としておりましたけれども、30億

円に増額するということに対しまして、これに

伴いまして、18年度以降に必要となる利子補給

額の増額分について、債務負担行為の限度額を

変更するということでございます。

営農支援課は以上でございます。よろしくお

願いします。

農産園芸課でございま○村田農産園芸課長

す。

お手元の歳出予算説明資料の259ページをお

願いいたします。

農産園芸課の２月補正額は、６億9,083万円

の減額補正をお願いしております。その結果、

右から３行目でありますが、２月補正後の予算

額は、23億5,070万7,000円となります。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。261ページをお開きください。

まず初めに （事項）農産物流通体制確立対、

策費についてであります。

４のみやざき農産物輸送合理化事業ですが、

この事業は、事業主体であります経済連が圏域

における一元分荷販売・一元配車体制を実施す

るため、データの管理や精算事務の一元化等の
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機能を持つ園芸情報システム機器の整備を行う

国の補助事業でありますが、事業主体の入札に

伴う執行残により、2,727万8,000円の減額とな

ったものであります。その他の事業の減額とあ

わせまして、合計3,329万7,000円の減額補正を

お願いするものです。

次に、その下の（事項）強い産地づくり対策

事業費についてであります。１から６までそれ

ぞれ各作物ごとに６事業ございますが、この事

業は、国の「強い農業づくり交付金」により、

農産物の生産性の向上を図るため、低コスト耐

候性ハウスの整備や選果施設などの生産技術高

度化施設、茶の処理加工施設や葉たばこの共乾

施設等の条件整備を行う事業であります。それ

ぞれの事業の執行に当たり、一部で受益農家の

合意形成が図れなかったり、事業主体である営

農集団の都合等によりましてやむを得ず事業を

中止したものや、事業規模の縮小を行ったもの

があったこと、また、事業主体の入札に伴って

執行残が発生したことなどによりまして、合計

で４億6,509万4,000円の減額となったものであ

ります。

、 。続きまして 262ページをお願いいたします

一番上の（事項）元気みやざき園芸産地確立

事業費の2,280万3,000円の減額についてであり

ます。

１の産地構造改革促進事業につきましては、

県単独事業として野菜の品質向上等を図るため

の機能強化型のハウスの整備や、国庫補助事業

で導入する低コスト耐候性ハウスの整備に対し

まして、県費での５％上乗せ助成を行う事業で

ありますが、１つ目には、事業主体の入札に伴

う執行残と、それから、先ほどの（事項）強い

産地づくり対策事業費で説明いたしましたとお

り、国庫補助事業の事業費減少に伴う県費上乗

せ助成の減額によりまして、合計で2,2 6 0

万3,000円の減額となり、２の推進事務費の減

額20万円と合わせまして、2,280万3,000円の減

額をお願いするものでございます。

続きまして、中ほどにあります（事項）青果

物価格安定対策事業費の１億3,640万7,000円の

減額についてであります。この事業は、野菜価

格の低落時に、生産者に対し、価格差補給金を

交付し、農家経営の安定等を図るものでありま

すが、前年度、平成17年産の野菜価格が台風の

影響等もありまして、比較的高値で推移したこ

となどから、補給金の交付が少なく、減額とな

ったものであります。

最後に、次のページ、263ページの（事項）

果実生産出荷安定基金造成事業費1,683万1,000

円の減額についてであります。この事業は、み

かん農家の経営の安定を図るため、計画生産の

推進や価格補てんのための基金を造成する事業

、 、でありますが 契約数量が若干下回ったことや

補てん金の交付が少なかったことなどから減額

が生じたものであります。

農産園芸課は以上でございます。

畜産課でございます。○井好畜産課長

畜産課は、追加の補正予算をお願いしており

ますが、まず、通常の歳出予算説明資料により

御説明した後、別冊の議案第71号の歳出予算説

明資料で御説明をいたします。

それでは、お手元の歳出予算説明資料の265

ページをお開きください。

畜産課の２月補正額は、４億3,245万9,000円

の減額補正をお願いしております。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。１枚めくっていただきまして267ページを

ごらんください。

一番下の（事項）畜産団地整備育成事業費
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の9,763万2,000円の減額についてであります。

１枚めくっていただいて268ページの一番上

の１の肉用牛振興施設整備事業において、当初

計画しておりました牛舎等施設整備が、国の直

接採択事業に採択されたことや事業費の確定に

よる国庫補助決定に伴う減額であります。

次に、２段目の（事項）肉用牛生産対策費

の3,266万8,000円の減額についてであります。

主なものは、２の地域肉用牛生産振興対策事

、 。業において 事業費の減に伴う減額であります

次に、一番下の欄の（事項）養豚振興対策費

の2,273万9,000円の減額についてであります。

主なものは、269ページの頭にあります、２の

系統原種豚センター整備事業において、事業費

の確定による国庫補助決定に伴う減額でありま

す。

、 （ ）同じく 269ページの下から２段目の 事項

食肉鶏卵流通対策費の１億5,433万円の減額に

ついてであります。これは、１の畜産物流通合

理化等施設整備事業において、事業内容の変更

等による事業費の減額によるもので、国庫補助

決定に伴う減額であります。

次に、270ページをお開きください。

上の段にあります 事項 飼料対策費の7,388（ ）

万4,000円の減額についてであります。

主なものは、３の飼料基盤活用促進事業にお

いて、事業主体からの申請の取り下げ等があっ

たことによるもので、国庫補助決定に伴う減額

であります。

続きまして、追加の補正予算について御説明

をいたします。

別冊の議案第71号の歳出予算説明資料の３ペ

ージをお願いします。

追加補正額は５億2,308万8,000円の増額補正

をお願いしております。その結果、補正後の予

算額は、46億9,084万9,000円となります。

次に、５ページをお開きください。

補正の内容は （事項）家畜防疫対策費の高、

病原性鳥インフルエンザ緊急防疫対策事業であ

ります。県内３カ所で相次いで発生した高病原

性鳥インフルエンザにつきまして、今回、防疫

作業に要した経費や影響を受けた養鶏農家への

経営支援対策など、緊急に予算措置を講ずる必

要が出てまいりましたので、追加的に２月補正

をお願いしたところであります。

事業の内容につきましては、別冊の常任委員

会説明資料で御説明いたします。

委員会資料の５ページをお開きください。

まず、参考資料の「高病原性鳥インフルエン

ザの発生に係る経営支援対策について」を御説

明いたします。

基本的に国の制度としまして 左側の①の 家、 「

畜伝染病予防法」に基づく支援と、右側の②の

「融資制度」が準備されておりまして、太線で

囲ってある部分が、今回補正をお願いする分で

あります。

まず、左側の①の家伝法に基づく支援といた

しましては、上段の発生農家に対しては、一番

上の○にございますように、補正の内容とは別

途、殺処分した鶏の手当金等が国から農家に直

接交付されることになっております。

また、太字の「移動自粛から殺処分までに死

亡した鶏の手当金」につきましては、今回、県

が独自に支援を実施することとしております。

中段の移動制限農家に対しましては、売上額

、 、の減少等について 県が助成することを前提に

その２分の１相当額が国から県に交付されるこ

ととなっております。

また、右側の融資制度につきましては、鳥イ

ンフルエンザ発生に伴う経済的な影響緩和のた
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めの運転資金を融資する家畜疾病経営維持資金

でございまして、今回、末端金利が無利子ある

いは低利となるよう、県独自の措置をお願いし

ております。詳しくは、３ページに戻っていた

だきまして、説明資料をごらんください。

高病原性鳥インフルエンザ緊急防疫対策事業

についてであります。

先ほど説明しました国の制度支援等を基本

に、当面緊急的に必要な経費をして、清武町分

と日向市分の一部について現段階でほぼ確定し

ている経費として、４の予算額及び財源内訳に

ございますように、補正額５億2,308万8,000円

をお願いしております。

事業内容につきましては、２の事業の概要を

ごらんください。

まず、１の初動防疫対策事業でありますが、

家伝法や食の安全・安心確保交付金を活用し

て、県の行った防護服や消毒剤、検査機器の購

入や県が発生農場にかわり、殺処分した鶏を焼

埋却処理した際に要した経費、例えば埋却する

穴を掘る重機のリース料あるいは焼却経費な

ど、蔓延防止対策に要する経費であります。

次に、２の経営支援対策事業でありますが、

①は発生農家に対しまして、早期通報を促進す

るため、家伝法の対象とならない移動自粛から

殺処分までに死んだ鶏への支援を県独自の支援

措置として実施するものであります。

また、②は移動制限農家対策として、家伝法

に基づき、移動制限期間内の売上減少費や飼料

費、卵の保管経費、あるいは、やむ得ず販売困

難となった生産物を焼却や化成処理した際の掛

かり増し経費等に対し支援を実施するものであ

ります。

なお、この事務処理につきましては、対象と

なります物品等の確認を行う必要がありますの

で、③にありますように、社団法人宮崎県畜産

協会に手続をお願いすることといたしておりま

す。

３の風評被害対策事業につきましては、マス

コミや啓発チラシによる本県産鶏卵・鶏肉の安

全性のＰＲや販売促進イベント等に要する経費

を計上いたしております。

次に、４ページをごらんいただきまして、融

資対策でございます高病原性鳥インフルエンザ

緊急対策資金融通助成事業についてでありま

す。

２の事業概要の中で、上の表の右端にありま

すように、融資枠60億円で債務負担１億2,025

万8,000円をお願いしておりました。県内半数

程度の農家の借り入れを想定し、鶏部門の算出

額の約１割を融資枠として設定させていただい

ております。

事業内容につきましては、２にございますよ

うに、影響を受けた養鶏農家の鶏の導入や、飼

料・資材費等の運転資金を融通する融資機関に

対し、借受農家の金利負担軽減のための利子助

成を市町村を通じて実施するものであります。

具体的には、真ん中の表にありますように、

①の発生農家が借入対象となる経営再開資金

や、②の移動制限農家が借り入れる経営継続資

金につきましては、県と市町村で利子助成を行

い、末端金利を無利子とするとともに、③にあ

ります鳥インフルエンザ発生の影響を一定程度

受けた移動制限圏域外の農家が借り入れる経営

維持資金に同額の利子助成を行いまして、農家

への貸付金利を0.565％と低利にするものであ

ります。

貸付限度額につきましては、表の下の米印に

、 、ありますように 経営再開資金につきましては

、 、 、個人2,000万円 法人8,000万円 経営継続資金
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経営維持資金につきましては、鶏100羽当たり

４万円となっております。

なお、今回の補正は、先ほど申し上げました

が、清武町と日向市の一部分に係るものでござ

いまして、新富町分も含め、農家の経営安定の

ための支援策等につきましては、事業費の積算

が整い次第、速やかに追加の補正をお願いした

いと考えておりますので、御理解を賜りたいと

存じます。

畜産課については以上であります。よろしく

お願いします。

農村計画課でございま○石川農村計画課長

す。

お手元の歳出予算説明資料の273ページをお

開きください。

農村計画課の２月補正額は、6,056万2,000円

の減額補正をお願いしております。この結果、

２月補正後の予算額は、52億3,016万7,000円と

なっております。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。資料の275ページをお開きください。

まず、中ほどの（事項）公共農村総合整備対

策費でございますが、669万1,000円の減額をお

願いしております。これは国庫補助などが減額

決定されたことに伴う補正であります。

主なものとしましては、２の基幹水利施設管

理事業が552万1,000円の減額となっておりま

す。

次に （事項）職員費でございます。1,295、

万2,000円の減額をお願いしております。これ

は執行残などに伴う補正であります。

資料の276ページをお開きください。

（事項）大規模土地改良計画調査費でござい

ますが、205万9,000円の減額をお願いしており

ます。これは国庫委託費などが減額決定された

ことに伴う補正であります。

次に、中ほどの（事項）土地改良事業負担金

でございますが、3,706万6,000円の減額をお願

いしております。これは、国営事業等の減額確

定に伴い、県の負担額を減額するものでありま

す。

農村計画課については以上でございます。よ

ろしくお願いいたします。

農村整備課でございま○後藤田農村整備課長

す。

同じく歳出予算説明資料の277ページをごら

んいただきたいと思います。

農村整備課の２月補正は、20億3,249万2,000

。 、円の減額補正をお願いしております この結果

右から３列目になりますが、補正後の予算額

は180億5,325万3,000円となります。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。279ページをお開きください。

上から５行目の（事項）農業農村振興対策事

業費でありますが、これは国庫補助決定等に伴

う補正で5,300万円の減額補正をお願いしてお

ります。主な理由としましては、地区の採択が

おくれたために、情報設備工事を次年度に見送

ったことなどによるものであります。

次の（事項）公共農村総合整備対策費であり

ますが、これも国庫補助決定等に伴う補正でご

ざいまして、２億6,890万6,000円の減額補正を

お願いしております。

主な内容は、共有地の用地取得が難航したた

めに、下水道工事を次年度に見送ったことなど

によるものであります。

280ページをお開きください。

（事項）職員費でありますが、執行残に伴う

補正でございまして、1,253万5,000円の減額補

正をお願いしております。
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次に、中ほどの（事項）農地集団化事業促進

費でありますが、これも事業費の確定に伴う補

正でございまして、5,899万7,000円の減額補正

をお願いしております。

主な内容は、県営土地改良事業に係ります換

地清算金の確定によるものであります。

次に、一番下の（事項）公共土地改良事業費

でありますが、これも国庫補助決定等に伴う補

正でございまして、2,250万1,000円の減額補正

をお願いしております。

主な内容としましては、埋蔵文化財調査費に

おいて、文化庁が地元負担分を負担したことに

よります軽減などであります。

次に、281ページをごらんください。

一番上の（事項）ふるさと農道緊急整備事業

費でありますが、事業費の確定に伴う補正でご

ざいまして、１億8,050万の減額補正をお願い

しております。

主な内容は、農道整備において、設計の見直

しによるコスト縮減、用地買収に係ります相続

処理のおくれから、一部区間を次年度施工とし

たことなどによるものであります。

（ ） 。次の 事項 公共農地防災事業費であります

国庫補助決定等に伴う補正でございまして 446、

万2,000円の減額補正をお願いしております。

主な内容は、排水路整備で、高速道路との同

時施工の必要性が生じたことによります増額、

一方、農道整備で、一部区間を他事業で対応す

ることによる減額などであります。

次に、282ページをお開きください。

（ ） 、最後の 事項 耕地災害復旧費でありますが

国庫補助決定に伴う補正でありまして、14

億2,894万9,000円の減額補正をお願いしており

ます。これは、現年度の災害発生が見込み額を

下回ったことによるものであります。

、 。農村整備課につきましては 以上であります

水産政策課でございま○藤田水産政策課長

す。

同じ歳出予算説明資料の283ページをお開き

ください。

水産政策課の２月補正額は、一般会計で１

億3,120万円の減額補正、沿岸漁業改善資金特

別会計で2,682万3,000円の増額補正。合計で１

億437万7,000円の減額補正をお願いしておりま

す。したがいまして、２月補正後の予算額は、

一般会計、特別会計合わせまして、合計で18

億9,837万9,000円となります。

それでは、主な内容につきまして御説明いた

します。

285ページをお開きください。

一番上の（事項）職員費1,791万6,000円の増

額についてでございますが、現業職員の任命替

えによりまして、人員が増加したことによるも

のでございます。

次に、中ほど下の（事項）水産金融対策

費1,443万4,000円の減額についてでございま

す。これは主に漁業近代化資金を初めとする各

種貸付金におきまして、一部繰り上げ償還等が

あったことにより利子補給額が減少したことに

よるものでございます。

次のページをお開きください。

一番上の（事項）内水面漁業振興対策費１

億1,300万円の減額についてでございます。こ

れは財団法人宮崎県内水面振興センターの経営

安定強化を図るために、短期運転資金の貸し付

けを行っておりますけれども、これまでの経営

改善の取り組みなどによりまして財務状況等が

改善したことから、貸付金を減額するものでご

ざいます。

なお、本年度のうなぎ稚魚の採捕状況につい
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てでございます。

採捕期間は、平成18年、昨年の11月21日から

ことしの３月６日までという予定になっており

ますけれども、２月27日現在におきまして、内

水面振興センターによる今シーズンの採捕量

は、約362キログラム、収入金額で約9,600万円

となっております。来シーズン以降もセンター

及び一般採捕者による採捕によりまして、県内

産種苗の安定供給に努めたいと考えておりま

す。

次に、一番下になりますが （事項）水産業、

協同組合指導費700万8,000円の減額についてで

あります。これは、漁業共済の加入促進のため

の補助金におきまして、加入者が共済組合の見

込みよりも少なかったため、補助金の減額を行

うものなどでございます。

次に、287ページをごらんください。

下から２番目の 事項 水産試験場管理費570（ ）

。 、万8,000円の減額についてであります これは

漁業調査船みやざき丸等が安全航行に努めまし

た結果、昨年１年間無事故でありましたことか

ら、漁船保険の保険料が節約できたものでござ

います。

次のページをお開きください。

特別会計の沿岸漁業改善資金につきまして

は、2,682万3,000円の増額補正をお願いしてお

ります。沿岸漁業改善資金特別会計につきまし

ては、議案第51号として提出させていただいて

おりますけれども、このページで説明をさせて

いただきます。これは、主に平成17年度の繰越

金が確定したことに伴いまして、歳入が増加い

たしまして、これによりまして歳出予算の貸付

金等へ充当するという内容でございます。

水産政策課は以上でございます。よろしくお

願いいたします。

漁港漁場整備課でご○田代漁港漁場整備課長

ざいます。同じく歳出予算説明資料の289ペー

ジをお開きください。

漁港漁場整備課の２月補正額は、３億4,529

万6,000円の減額補正をお願いしております。

この結果、２月補正後の予算額は、42億7,800

万円となります。

それでは、主な内容につきまして御説明いた

します。292ページをお開きください。

まず、上段にあります（事項）漁業振興特別

対策事業費の1,668万3,000円の減額についてで

あります。

これは細島港の整備に伴いまして、関係漁協

の水揚荷さばき所補修等の漁業振興対策を実施

しておりますが、その事業費の確定による減額

であります。

次に、中段の（事項）漁港管理費の1,093

万7,000円の減額についてであります。これは

地理情報システムを活用した漁港管理の電算シ

ステム導入に要した経費の執行残であります。

次に、293ページをごらんください。

上段の（事項）公共海岸保全漁港事業費

の2,220万円の減額でありますが、これは漁港

区域内の海岸を保全する消波ブロックの整備事

業等における国庫補助決定に伴う減額でありま

す。

次に、その下の（事項）漁港災害復旧事業費

の２億2,178万5,000円の減額及び次のページに

なりますが、水産施設災害復旧事業費の6,795

万3,000円の減額でありますが、これは漁港及

び漁場におきまして、平成18年度に大きな災害

が発生しなかったことによる執行残でありま

す。

漁港漁場整備課は以上でございます。よろし

くお願いいたします。
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地域農業推進課でご○玉置地域農業推進課長

ざいます。続きまして、常任委員会資料の７ペ

ージ目をお開き願いたいと思います。

社団法人宮崎県農業開発公社と財団法人宮崎

県農業後継者育成基金協会の統合についてでご

ざいます。

まず、１番目の経緯でございますけれども、

県が平成15年度に策定いたしました公社等改革

指針に基づきまして、公社及び基金協会が関係

団体との統合につきまして検討を始めたところ

でございまして、担い手対策の強化、財政基盤

・業務運営の充実・効率化を図る観点並びに公

社が行っている農地保有合理化事業並びに基金

協会の行っている就農支援関係事業につきまし

て、全国的にもそういった事業を行う法人の統

合が進められているという観点も踏まえまし

て、お互いを統合の相手方とすることにしたと

ころでございます。具体的な作業につきまして

は、平成17年度に両団体と県でつくりました公

社等組織検討委員会、18年度につきましては統

合委員会というものを設置しまして、統合方針

やスケジュール、組織体制等について検討を行

ってきたところでございます。そして、去る１

月30日に両団体の総会・理事会の承認を得まし

て、この２月13日に両団体及び県の３者による

統合契約書の調印式が行われたところでござい

ます。

続きまして、２の統合する両団体の概要でご

ざいますが、皆様御承知のとおりであると思い

ますので、掲げられているところを見ていただ

ければと思います。

続きまして３番目でございます。統合の方法

でございますけれども、宮崎県農業開発公社を

存続法人とし、宮崎県農業後継者育成基金協会

を解散の上、同基金協会の事業及び財産を公社

に移管して業務を継続することとしておりま

す。

４の統合の期日でございますが、平成19年４

月１日とさせていただきたいと思っておりま

す。

５の新団体の概要でございますけれども、

（１）名称につきましては、新たに 「社団法、

人 宮崎県農業振興公社」という形に改名させ

ていただきたいと思っております。

（２）新団体の目的でございますが、農地保

有合理化事業と担い手の確保・育成対策の一体

的な推進により、利用者の利便性の向上及び合

理的な執行体制を確立して、本県農業の振興に

寄与するという形としております。

（３）住所につきましては、現農業開発公社

の住所と同じ宮崎市恒久１丁目でございます。

（４）出資並びに出捐金でございますが、全

体合わせて10億4,150万円となっておりますけ

れども、内訳につきましては、現開発公社

の6,000万、これは出資金でございます。これ

と基金協会にあります出捐金９億8,150万円に

つきまして、そのままその基金協会の出捐金が

振興公社の方に移っていくという形でございま

す。

続きまして（５）の社員でございますけれど

も、正社員52社員ということで、農協とか関係

団体、市町村・県でございますが、今までの開

発公社につきましては、農協、13ＪＡあります

けれども、そこが入っておりませんでした。一

方で、基金協会の方には出捐金を積んでいる組

織として13ＪＡがございました。そういうこと

もありまして、新たに社員として13ＪＡ並びに

県農業共済組合連合会、これも既に基金協会の

出捐者としておりましたので、出捐金を新たに

社団の方に移動させますので、関係者14、組織
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新たに社員として追加されることになります。

続きまして （６）新団体の組織体制でござ、

いますけれども、理事長以下、理事と事務局と

いう形で備えてございますけれども、新たに一

番下の方の真ん中に「担い手支援課」というの

がございます。これが現組織から新たに課とし

て追加されたものでございまして、現基金協会

が行っている業務を担い手支援課で行うことに

よって、また関係各課と連携をとって、円滑な

業務を推進したいというふうに考えておりま

す。以上でございます。

執行部の説明が終了いたしまし○丸山委員長

た。

まず、補正予算等についての質疑を先に行い

まして、その他の報告事項についての質疑は、

その後に行いたいと思っておりますので、よろ

しくお願いいたします。

それでは、補正予算等についての質疑につい

てお願いいたします。

減額ばかりですけれども、これ○水間委員

は252ページの就農支援の無利子の資金貸付、

あるいは258ページの担い手農業の農業改良資

金貸付、5,800万と8,000万の減額補正ですが、

この貸し付けを伴うといいますか、貸してくだ

さいという方がおらんかったということなんで

すわね、要は。

まず、就農支援資金○玉置地域農業推進課長

の方でございますけれども、当初１億6,000万

程度の貸し付けを見込んでいたんですけれど

も、借り受け希望者は大体通常貸し付けの前に

どのぐらいいるかというのはとるんですけれど

も、借り受け時期が変更になって、翌年度に借

りて施設を整備してやるわというような意向も

あったりして、貸し付け見込みが１億円程度に

なる。ただ来年そういったまた翌年といった者

は来年借りて頑張ろうという形になっていくも

のと見込んでおります。

営農支援課の方でも、当○松尾営農支援課長

初２億円の融資枠を持っていたんですけれど

も、ほかの資金等も非常に今利率が低くなって

おります。１％台ということで、なかなか今の

ところはこれを満たすだけの需要がないという

ことで、今回8,000万円の減額をさせていただ

いているところです。以上でございます。

地域農業推進課、249ページ、県○永友委員

から農業委員会の状況についてちょっとお知ら

せください。全体で何名、うち女性が何名かお

知らせください。

農業委員の数でござ○玉置地域農業推進課長

いますございますけれども、平成18年５月１日

現在で選挙で選ばれる委員さんが487名、うち

女性13名、選任、これは自治会等で選任される

、 、 、委員でございますが 166名 うち女性が41名

合計653名、うち女性が54名という形になって

おります。

263ページのみかんの関係で果樹○髙橋委員

生産出荷安定基金造成事業費の減額の関係でお

尋ねしますが、価格の安定が、減額ですから、

それだけ補てんしなくてよかったということを

おっしゃっていたと思うのですが、補てん金交

付が少なかったということで。みかんはここ数

年、余りよくない話を聞いていたんですけれど

も、この辺はどうなんでしょうかね。

当初予算を組む段階で、○村田農産園芸課長

次年度、つまり平成18年度に繰り越す金額の見

込み額を2,200万円見込んでおったんですけれ

ども、実際に繰り越した金額が3,257万3,000円

ということで、若干補てん金に係ることでは安

かったんですけど、補てん金に係ることではな

かったということで、繰越額がふえたというこ
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とが減額の大きな理由等でございます。

261ページ、物流体制の確立対策○水間委員

で、本県の場合の農産物の物流についていろい

ろあるんですが、３億程度の中で宮崎の農産物

、 、輸送合理化事業 これは2,700万の減額ですが

、 、 、ここあたりは ある部分 物流対策については

いろいろ農政部としても、農協あるいは経済連

を通じてやっておられると思うのですが、これ

あたりの減額になった主な理由というのをちょ

っとお聞かせください。

この減額につきまして○村田農産園芸課長

は、国庫補助事業でございまして、一元配車体

制を整えるために、各ＪＡと経済連をコンピュ

ーターでつなぐというようなことで、パソコン

が149台、プリンターが117台、それからハンデ

、 、ィターミナルが75台というような形で 全農協

経済連に入っておりますが、それの入札をした

関係で、入札率が大体85％弱というようなこと

でございましたので、その分が入札残という形

で要らなくなったところでございます。以上で

ございます。

農産物の輸送合理化ということ○水間委員

、 。で パソコン関係もここへ入っているんですか

合理化と申しますのは、○村田農産園芸課長

今までそれぞれのＪＡで配車をしまして、トラ

ックを仕立てまして、それぞれの市場に出して

おったわけですね。あと、もちろん経済連を通

して出荷しているんですけれども、配車等につ

きましては、各ＪＡがそれぞれの運送会社と契

約してという形をとっておったんですけれど

も、それじゃ非常に効率が悪いと。やっぱり積

み合わせができるものは、各ＪＡ間積み合わせ

をしていこうじゃないかということで、トラッ

ク台数も減らす、効率もよくするというような

ことで、その合理化の一環として、この合理化

事業という形で、そのシステム化を図るための

事業を組んだわけでございます。以上でござい

ます。

その次の、下の強い産地づくり対○水間委員

策事業の４億6,500万の減額ですね、これは１

から６まであるようです。これは公設野菜、い

わゆるハウスですか、低コスト、ここらあたり

のは非常に申し込みが多いような話に聞くんだ

けれども、ここではどうですか。競争力強化対

策といいながら、これだけ減額しなきゃならな

いんですから、総体は12億ぐらいの予算がある

んだけれども、ほとんど３分の１が減額になる

ような答弁ですが、どうですか。

減額の理由でございます○村田農産園芸課長

けれども、大きな理由が２つございまして、１

つは、事業主体の方で、これは前年度の秋ぐら

いまでの段階に各地から要望をとりまして、来

年度の国の事業をやりたいという要望をとるわ

けですね。その後、予算が決定した後、正式に

申し込みを国の方に交付申請をするわけです

が、その段階で、どうしても事業主体の構成メ

ンバーの１人が病気になって一緒にやれないと

か、そういうようなこともございまして、片一

方は、ちょうどその年は台風14号がございまし

て、例えば、みかんの選果場が水没しまして、

その選果機を入れかえないかんと、この事業で

やりたいということで当初予算を組むんですけ

れども、御承知のとおり、みかんは非常に安い

ものですから、わざわざ高い施設を入れて採算

が合うかというような組合員等の中から合意が

得られなかったとか、そういうこともございま

して、事業中心に至ったのが10件ございます。

これが３億2,000万程度の減額となっておりま

す。あと入札残が、ハウス等につきましては、

大体公共事業と違いまして、75％から80％ぐら
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いの入札率でございますので、余ったら次の新

しい事業の掘り起こしもやるんですけれども、

いろいろやりましたけれども、最終的に入札の

残ということで、１億9,000万程度ございまし

て、この２つが大きな理由となって４億円超す

ぐらいの減額になったということでございま

す。以上でございます。

今、強化事業なんですけど、国庫○前本委員

補助と地元負担ということで２分の１、２分の

１ですけど、宮崎の農産品のブランド化だとか

あるいは担い手育成とか、いろんな意味での農

、 、業支援をしていく中で これは県単事業として

ここ辺のところを肉付けして、もっと宮崎県の

農産品の強化を図るというような考え方はない

んですかね。

もちろん今、先生がおっ○村田農産園芸課長

しゃったとおり、国の事業は大体5,000万以上

は国の事業でと。国の方も、小さな事業は受け

付けませんよと言ってますので、小さな事業に

つきましては県単の事業で対応いたしておりま

す。

262ページの元気みやざき園芸産○星原委員

地確立事業費ということで、補正前が３億あっ

て、この中の説明の中で、耐候性ハウスという

ような話を聞いたような気がするんですが、こ

れは減額が2,200万になっているんですが、結

局ハウスならハウスをつくって入札残でという

、 。ことで何棟ぐらい建ったんですか 計画として

これにつきましては、国○村田農産園芸課長

庫事業の、前本先生のあれも絡むのですけれど

も、国の事業は、低コスト耐候性ハウスでない

と認めませんと。モデル性の高いものじゃない

といけませんよということがございますので、

それは２分の１補助なんですけれども、県単の

３分の１の補助率よりも農家負担が大きくなる

ということで、国庫事業に低コスト耐候性のハ

ウスに誘導するという意味から、県費５％、今

まで上乗せしてことし来ております。その５％

上乗せ分が、国庫補助事業が減りますと、それ

に対する上乗せ補助も自動的に減ってくるとい

うことで、その分の減額が主体でございます。

268ページの肉用牛生産対策費と○星原委員

いうことで3,200万円余の生産振興対策事業、

減額になっているんですが、補正前の金額で１

億4,800万ということで かなり数字的には20％、

、 、以上 ２割以上減額になってきているのですが

これは生産、要するに維持拡大ですから、肉用

牛の保存というんですが、確保とか、そういっ

たものも含まれている形で考えていいんです

か。これはどういう中身になるんですかね。生

産条件整備に要する経費となっているんです

が。

この事業につきましては、地○井好畜産課長

域肉用牛振興基金をつくって、それで取り崩し

て助成をしております。国が２分の１で、県が

４分の１、生産者が４分の１ということでつく

っていくと。それで、今年度は、総事業費で５

億余りの計画がありまして、県としては、１

億4,000万必要だということで、予算措置をし

ておったわけですけれども、昨年度の繰越額

が4,000万弱ありまして、その関係で減額をさ

せていただいたということでございます。事業

量なりについては、減少しているわけではござ

いません。

もう１点、270ページで、飼料対○星原委員

策費ということで、補正前の額は２億1,300万

円余で、逆に今度減額が7,300万というと、か

なり30％以上の減額になってきているんです

が、その中で、飼料基盤活用促進事業というの

が一番大きいわけですが、これはどういうあれ
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。 。なんですかね 中身をちょっと教えてください

これにつきましては、飼料基○井好畜産課長

盤活用促進事業ということで、担い手の育成な

り、飼料基盤整備なりをしていく事業を行って

おりますが、今回、減額の理由の大きいのは、

この事業で川南地区で酪農家が計画をされてい

たんですけれども、現状の酪農情勢非常に厳し

いということで事業を取り下げられたと、そう

いうことがございまして、減額をさせていただ

いております。これがほとんどです。約5,000

万円程度の事業費でやられるということでござ

いました。

鳥インフルエンザについてちょっ○水間委員

とお尋ねするんですが、ここで皆さん方、知事

以下、高病原性鳥インフルエンザ、対応が早か

ったということで、あしたにもまた新しく解除

されるような流れ、今回このことで新たな特別

な反省点とか、何かここはちょっと予想しなか

ったなというようなことはありませんか。高病

原性鳥インフルエンザについて。

反省点につきましては、○長友農政水産部長

３月に入りましてから市町村から関係団体集め

まして、反省会じゃございませんけれども、マ

ニュアルの見直しに向けて検討したいと考えて

おります。

それと、予想しなかったということにつきま

しては、すべて想定外のことが起こったわけで

すけれども、一番我々が今心配しておりますの

は、家畜伝染病予防法ですべての被害農家の救

済対策が見られないというところが一番大き

い、頭の痛いところでございまして、これはも

うちょっと精査をしまして、国の方に要請をし

たいと考えております。以上です。

宮崎県で３例も出た。そして、今○永友委員

の伝染病予防法の中で、10キロという移動制限

区域、これが補償体制が非常に薄いという。同

じ被害が出ているわけですよね。ですから、今

度のあれで国の方がどういう感染ルートという

のを明確にしてこないと、この法律が果たして

妥当なのか。10キロ制限区域とか、大変な被害

額を生み出してしまう。それじゃ、それだけ高

病原性と言われるほどの伝染性がどこまである

のかということも全く想定がつかない。ですか

ら、10キロという範囲を広げているんでしょう

けれども、国の方は、もう少しこの辺は、この

あたりやっぱり詰めて、法的な規制範囲という

のがどこまでが妥当かというのは、私は詰めて

もらわないと、これは大変な状況だなと思いま

すよ。ですから、そのあたり十分国との詰めを

要望しておきます。

発症した鶏舎、真ん中で起こったり、端っこ

から入ってきたということもないようですし

ね、ですから、非常に複雑な内容だなというふ

、 、 、うに私見ているのですが そこで 獣医さんが

これは危ないという、これはおかしいというふ

うに来ておられて、そして、結果が出るまでに

大体４～５日かかるでしょう。３日ですか。５

日ですか。それまでに蔓延という、あるいは隣

の鶏舎に、隣接する鶏舎に入っているのかとい

うことが我々にはちょっとわからんのです。

今回発症した事例でいいます○井好畜産課長

と、１日か、２日めぐらいには、県の方に通報

。 ） 、いただいております (聴取不能 その時点で

、 、移動自粛をお願いしましたし そういうことで

あと高病原性であるかどうかについては、それ

から２日かかっております。国の方に指定確定

をして、家伝法に基づく情勢でやっているわけ

ですけれども、先ほど言いましたような方向づ

けで、それぞれ移動自粛ですけれども、お願い

したということで、鶏への感染拡大を防止でき
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たのではないかというふうに考えております。

。 、○水間委員 ちょっと教えてください 清武町

日向市 新富町で 別々ですが 全体の影響 10、 、 、 、

キロ内で影響がある鶏の数、清武町、日向市、

、 。新富町 ちょっと教えていただきたいのですが

私から答えます。○長友農政水産部長

清武町でございますけれども、半径10キロ以

内に16の農場がありました。そのうち、鶏が入

っておった農場が11農場でございまして、約19

万4,000羽 それから日向市東郷町ですけど 20、 、

農場がありまして、そのうち鶏が入っておった

農場が11農場、羽数が44万3,000羽、それから

新富町でございますが、97農場がございまして

そのうち鶏が入っておったのが80農場、羽数

が288万1,000羽、そういう状況でございます。

それで、今の清武と日向のある一○水間委員

部ということだけで今回の５億2,300万の補正

を組まれたんですね。そうなると、大体この羽

数で行きますと、事業費としては、あと出てく

る対策費あるいは事業費としてはどのぐらい予

想されるんですかね。

この５億の今回の補正の内容○井好畜産課長

につきましては、特に今後補正が必要なのは、

経営支援対策でございますけれども、これにつ

いては清武町分しか入っておりません。あと、

日向市分と新富町分でございます。総額につい

ては、ちょっと予想がつきませんけれども、考

え方といいますか、清武町分につきましては、

今回、この経営支援対策、約１億3,000万組ん

でおりますけれども、これについては、最大限

見積もったということで予算を組んでまして、

実際には約半分ぐらいになるんじゃないかなと

いうことでございます。そこだけを御理解いた

だきたいと思います。

ちょっと聞いた中では、債務負担○水間委員

が１億2,000万、その融資枠が約60億というよ

うな流れですから、恐らく全体の被害を見たと

きに50～60億に見てとれたんじゃないかなと、

これは私の私見ですけれども、そんなふうなこ

とからこの融資枠を最大限60億ぐらいで見られ

たんだろうなというような気がするんですが、

そこあたりはそのぐらいまでいきそうですか

ね。予想はできませんか。

まず、十分状況を把握して積○井好畜産課長

み上げて予算をお願いしたいと思っておるんで

すけれども、そこまではいかないと思います。

今申しましたように。それと実際の状況を見ま

すと、いろんな関係の農家さんとか、あるいは

業者さんとか、いろんな御協力、冷静に対応い

、 、ただいた面もありますし また精査をしますと

実際に、特に卵についてとかブロイラーについ

て、２つ目からは早く移動制限と特例で外した

りとか、いろんなことをしています。そういう

関係で、特に新富あたりになりますと、かなり

の羽数でもございますし、おっしゃるように、

相当の額になるんじゃないかというふうに見ら

れるんですけれども、実際にはそれほどにはな

らないんじゃないかと、今これはまだ掛ける羽

数が何万羽だからこれだというふうにはならな

いように感じております。

それともう１点は、国で半分、一○水間委員

般財源、いわゆる今回の場合は基金取り崩しと

いうような県の財源捻出ですよね。これに対す

る、発症した県が半分は見らないかんというの

は、そういうシステムになっているんですか。

国が家伝法で制度化しており○井好畜産課長

ますのは、発生農場における殺処分鶏について

は、国が直接交付金で10分10やられます。国だ

けでやりますし、あと、移動制限農家に対する

経営支援ということで、これについては、影響
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額について県が予算措置をすれば、２分の１を

国が出しますということで、結果的には国２分

の１、県２分の1の事業としてできるわけです

けれども、そういう措置ができるというのが国

の制度でございます。

それから、その県が負担した分、その２分の

１については、一応国の方では特別交付税とし

て、100％であるか定かではないんですけれど

、 。も 特交措置がされるということでございます

ほかにございませんか。なけれ○丸山委員長

ば私の方から鳥インフルエンザに関連してなん

ですけれども、いろいろな農家支援対策、今後

固定資産を上げていただいて、早急な対策を打

っていただいて大変ありがたいんですが、手続

の問題がどうなのかという不安も農家の方から

聞いているんですが、実際手続が始まっている

のかどうか、また、手続がどれぐらいで終わっ

て、早急に国からの補てん金なり、また県から

の支援なり、また融資がどういった形で速やか

に行えるかどうか、今後の農家が安心してやれ

るかどうかの大きな決め手になっていくと思っ

ているんですが、どのような形で今行われてい

るのかをお伺いしたいと思います。

まず、先ほど言いました移動○井好畜産課長

制限農家に対する助成、それにつきましては、

昨日、関係の市町村なり、養鶏農家さん、関係

者の方に今回の説明をしております。今回の補

正の措置については、成立が３月９日でござい

ますけれども、それ以前に実際の書類の整備な

りを進めていこうということで打合会を行って

おります。そういう中で、それぞれの農家さん

の証拠書類に基づいて、どういう被害額が出て

いるというのを積算して、申請書類をつくって

いただく作業をしていただいて、３月９日以降

に成立段階で、どういうことに基づいてまた正

式に手続しまして、国へも申請していくという

ことで、清武町分については、できるだけ年度

内ということで動くようにやっていこうという

ことでございます。

それから、もう一つ、融資につきましては、

これにつきましても、３月９日の時点からはも

ちろん対象になるわけですけれども、それ以前

についても、成立とあわせて交付要綱をつくっ

ていきますので、その中で、事前にさかのぼっ

て対処できるようにするというふうにしており

まして、今、何件か融資の相談があってるんで

すけど、それの手続、３月９日以前に計画をう

ちの方で認定をして、これは確かに今回の鳥フ

ル、宮崎が発生の影響だと。その継続が妥当だ

ということを県の方で承認をしまして、それに

基づいて融資班が実効していくということです

ね。それは現在相談を受けてますけど、それに

ついても９日以前の分についても対象になると

いうことでどんどん進めております。

それから、もう一つ、国の発生農場に対する

殺処分の手当金でございますけれども、これに

ついては、現在、国の方と正式に文書で協議を

しているところでございます。国の方で、これ

については、４月以降になろうかと思います。

以上でございます。

農家の戸数が多くて、それぞれ○丸山委員長

が経営主体、また入っている日齢とか違って大

変だと思うのですけれども、できるだけ早く対

応していただきたいというふうに思っておりま

すので、また遺漏のないようにお願いしたいと

思います。

また、新富におきましては、処理場が今回入

っているということで、さらなる大きな被害と

といいますか、損失補てんが出ているというこ

とも聞いております。しかしながら、今回の鳥
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インフルエンザ対策の制度の中には、全くこの

処理場並びに卵の集荷場といいますか、ＧＰセ

ンター等も入ってないということでありますの

で、その辺のことも今後、しっかりと国とも協

議をしていただいて、何らかの助成措置なり新

たな支援策を法的根拠に基づいてやっていただ

くように、県を通じてしっかりと御要望等もし

ていただくようにお願いしたいと思います。

今のことで関連ですが、今の新富○水間委員

に処理場に持っていく業者がおって、それはい

わゆる10キロよりも外側にいるんですよ。そこ

に持っていけなくなったからよその業者に持っ

ていったというときにはどうなるんですか。

確かにそういう事例がござい○井好畜産課長

まして、実際家伝法上の先ほどの措置には対象

になっておりません。それについても、要望し

ていくということでございます。

ほかにありませんか。○丸山委員長

それではその他の報告事項について何かあり

ませんか。

それではほかの報告事項で、この○星原委員

最後の方に書いてありますが、農業開発公社と

農業後継者育成基金協会の統合で、これ、もと

もとはここに今社員ということで52名と書いて

あるんですが、旧農業開発公社の方が何名、基

金協会の方が何名というのはどういうような形

になってますか。

まず、公社の方でご○玉置地域農業推進課長

ざいますけれども、先ほどの13ＪＡと県農業共

済連合会の14が新たに入っておりますので、そ

れを引き算した38が現社員という形になってお

ります。

基金協会の方でございますが、基金協会の方

は、県及び関係市町村全部合わせまして、出捐

者が総計57おります。社員という形で呼んでま

せんので、財団ですので、出資出捐をした者の

数というのが57です。

今度逆に、職員というか、実際の○星原委員

あれはどういう、実務の人たちが57名と38名、

そうじゃないでしょう。

実際は、職員でござ○玉置地域農業推進課長

いますけれども、現在、公社の方は21名でやっ

。 。ております 基金の方は５名で動いております

今回、その一番下の経緯の中の最○星原委員

後の方にこういう形で統合したという形が書か

れているんですが、私は、やっぱり農業開発公

社、昭和35年にできて、もう目的を達成したん

じゃないかなという感じがしてたんですよ。だ

から、今回、いろんな形で縮小したり、廃止に

したり、いろんな形が今回出てくるのかなとい

うふうに思っていたんですが、そういう話は出

なかったものなんですか。

公社のまず事業の目○玉置地域農業推進課長

的としては、農地をどう担い手にまとめるかと

いう合理化事業というのがあります。その事業

については、まさに今担い手をどう育てるかと

いう施策が中心になっていく中で、やはり農地

を集める、そういった仲介をしてくれる人たち

の役割は非常に重要になってきていると思って

おります。今、各ＪＡにも駐在員というのを置

いて、実際、農家の方に渡ってそういった農地

の選定場所等々の相談活動等を行って、担い手

にそういった農地をまとめるという作業を新た

にどんどん、国の方もそういったことを推し進

めている部分もございまして、やはり合理化事

業というのは、引き続き重要な施策だと考えて

おります。そこを担う県公社というのは、やは

り引き続きしっかりと取り組んでいかなければ

いけない組織であるというふうに考えておりま

す。
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今課長が言われることはわかるん○星原委員

ですが、両業務の中に、開発公社の方であれば

１番の集積業務というのはそれでいいのかな

と。こっちの基金協会の方の①と②、そういう

形でかかわっていく分にはいいのかなと思うの

ですが、開発公社の方の②と③の部分は、まだ

そこも業務の中に組み込んでいかなくちゃいけ

ない業務なのかな。地域においては、公共事業

等が少なくなってくる中で、地元の業者の人た

ちは、もう自分たちでも十分そういう関連の部

分は事業費の方はできるんじゃないか、そうい

う話もあるわけなんですよ。だから、そういう

今回統合する中では、そういう面についての考

え方というのは出なかったのかなというふうに

思うのですが。

まず、②の畜産につ○玉置地域農業推進課長

きましては、市町村で畜産の担い手の問題とし

て環境整備、素掘りとかそういったものをなく

していこうということの中では、やっぱり担い

手対策をして引き続き重要だというふうに考え

ておりますが、③の受託事業につきましては、

経営改善計画の方で一応今、平成23年を目途に

廃止をしていこうという形で一定の整理をして

おりますので、将来的にはそういったものは縮

小させてなくしていく考えは持っております。

今言われるような形で進めばそれ○星原委員

はそれでいいのかなというふうに思うのです

が、こういう統合するときに、今言われた、特

に受託事業なんていうのは、そういう形でとら

えてもよかったんじゃないかな、こういう統合

する１つの中で、というのは、やっぱり県の方

からどっちにしてもいろんな形で流れていくわ

けですから、人員の問題とかひっくるめて、こ

ういう新たに統合していくんであれば、その辺

にもう少し考えられてもよかったんじゃないか

なというふうに思ってましたが、今言われるよ

うに、23年ということでありますから、あと３

年後、４年後にはそういう方向性が出るという

ことでありますから、そういうふうに、私はこ

れを率直に見させていただいてそのように感じ

ましたので、ぜひ、なるだけ早い機会に、そう

いう移行ができるものは移行するような努力も

してほしいなと、こういうふうに思います。

ほかにございませんか。○丸山委員長

ほかにございませんので、以上をもって農政

水産部を終了いたします。

執行部の皆さん、御苦労さまでした。

暫時休憩いたします。

午後２時35分休憩

午後２時50分再開

委員会を再開いたします。○丸山委員長

明日の委員会は、午前10時再開、環境森林部

の当初予算に関する審査から行う予定です。何

かございませんか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

何もないようですので、以上を○丸山委員長

もって本日の委員会を終わります。

午後２時51分散会
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平成19年３月１日（木曜日）

午前10時０分開会

出席委員（９人）

委 員 長 丸 山 裕次郎

副 委 員 長 外 山 衛

委 員 永 友 一 美

委 員 星 原 透

委 員 水 間 篤 典

委 員 前 本 和 男

委 員 押 川 修一郎

委 員 髙 橋 透

委 員 河 野 哲 也

欠 席 委 員（なし）

委員外議員（なし）

環境森林部

環 境 森 林 部 長 原 田 美 弘

環境森林部次長 本 部 殷 國（ 総 括 ）

部 参 事 兼 太 田 英 夫環 境 森 林 課 長

環 境 管 理 課 長 岡 田 英 治

環境対策推進課長 飯 田 博 美

自 然 環 境 課 長 坂 本 成 海

森 林 整 備 課 長 金 丸 隆 一

山村・木材振興課長 中 村 毅

計 画 指 導 監 大 木 正 文

技 術 検 査 監 星 野 次 郎

林業公社対策監 池 田 隆 範

木材流通対策監 楠 原 謙 一

国土保全対策監 江 口 勝一郎

林業技術センター 黒 木 由 典所 長

木 材 利 用 技 術 有 馬 孝 セ ン タ ー 所 長

事務局職員出席者

議 事 課 主 査 湯 地 正 仁

政策調査課主事 小 城 勇 生

委員会を再開いたします。○丸山委員長

今回、当委員会に付託されました当初予算関

連議案について、部長の説明を求めます。

環境森林部でございま○原田環境森林部長

す。よろしくお願いいたします。

御説明に入ります前に、きのうの委員会で押

、「 」川委員から御指摘をいただきました 木の家

に対する知事の発言について、簡単に御報告さ

せていただきます。

きのう早速、知事室に行きまして、委員会で

の発言の内容と執行部の答弁の内容を話した上

で、いろんなデータ等を示しまして、県民が木

造住宅に住みたい志向が非常に高いことと、木

造住宅は暖かいというのが一般的ですよという

ようなことを説明させていただきました。多分

誤解だとは思っておりましたけれども、知事か

らも、公舎がとても広いということもあります

し、また、昔建てられた、機密性の悪い、風通

しのいいといいますか、和風住宅が頭をよぎっ

て、恐らく何十年か前に住まれた住宅のことだ

と思いますが、ついそのような表現になってし

まったということでありました。したがいまし

て、現在の木造住宅は非常に機密性にもすぐれ

ていて保温性もよいと考えているので、大変申

しわけなかったということでございました。今

、 、後はまた 木造住宅のよさを前面に出しながら

知事にもぜひ参画をいただきまして、県産材の

セールスに努めていきたいと考えておりますの

で、御理解をいただきたいと思います。

それでは、早速ですが、お手元に配付してお
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ります「環境農林水産常任委員会資料（当初）

１」の表紙をごらんいただきたいと思います。

本日は提出議案が５件ございます。まず、平成

19年度予算関係の議案といたしましては、議案

第１号「平成19年度宮崎県一般会計予算 、議」

案第４号「平成19年度宮崎県山林基本財産特別

会計予算 、議案第５号「平成19年度宮崎県拡」

大造林事業特別会計予算 議案第６号 平成19」、 「

年度宮崎県林業改善資金特別会計予算」の４件

。 、 、でございます また 特別議案といたしまして

議案第40号「林道事業執行に伴う市町村負担金

徴収について」の１件がございます。詳細につ

きましては、後ほど、別途配付の議案書により

まして関係課長が説明をいたしますが、私から

は、予算の概要と特別議案の市町村負担金の概

要について、委員会資料により説明をさせてい

ただきます。

まず、１ページをごらんいただきたいと思い

ます。ここに「平成19年度環境森林部施策（骨

格予算）のポイント」を載せております。今回

は骨格予算でございますが、環境森林部といた

しましては、ますます高度化・複雑化する環境

問題や、木材価格の低迷、林業就業者の減少な

ど、依然として厳しい状況に置かれております

林業の現状などを踏まえまして、次の３つを柱

として予算編成に努めたところでございます。

まず、１つ目でありますが 「県民の住みよ、

い環境の保全等の推進」といたしましては、①

地球温暖化対策、②廃棄物の排出抑制と適正処

理、③きれいな空気・きれいな水の確保、④豊

かな自然環境の保全の４項目を柱に施策を展開

することといたしております。また、２つ目の

「 」森林資源を活かした元気な地域づくりの推進

といたしましては、①林家所得の確保等を通じ

た林業振興及び山村地域の活性化、②森林・林

業・山村の担い手の確保・育成、③水と緑を育

む森林づくりの３項目を柱に、そして３つ目の

「県産材の需要拡大等の推進」といたしまして

は、①県産材の安定供給体制の整備、②県産材

の需要拡大、③県産材の新たな利用開発の３項

目を柱に施策を展開していくこととしたところ

でございます。これらの中から、下線が引いて

ある９事業につきましては、後ほどそれぞれ詳

細に説明をさせていただきたいと思います。

次に、２ページをごらんいただきたいと思い

ます。平成19年度歳出予算額を課別に集計した

ものでございます。予算総額は、表の一番下、

合計の欄にございますが、一般会計及び特別会

計を合わせまして131億8,802万8,000円で、対

前年比47％となっております。

次に、３ページ、４ページをごらんいただき

たいと思います 「平成19年度環境森林部主要。

」 。 、新規・重点事業一覧表 でございます これは

環境森林部の平成19年度の主な新規・重点事

業48件につきまして先ほど説明いたしました

が、環境森林部施策のポイントに沿って整理を

したものであります。これは後ほど参考にして

いただければと思っております。

次に、５ページをお願いしたいと思います。

特別議案の議案第40号「林道事業執行に伴う市

」 。 、町村負担金徴収について であります これは

平成19年度の林道事業に要する経費に充てるた

め、市町村から負担金を徴収するものでありま

すけれども、いずれも事業費の10％となってお

ります。

私からの説明は以上でございます。よろしく

お願いいたします。

ありがとうございました。○丸山委員長

続いて、各課の説明をお願いしますが、審査

に時間を要するために、３課ごと２班に分かれ
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て議案の説明と質疑を行い、それが一通り終了

した後に総括質疑をしたいと思っておりますの

で、御協力をお願いいたします。

なお、歳出予算説明につきましては、重点事

業及び新規事業を中心に簡素に説明をお願いい

たします。

まず、環境森林課、環境管理課、環境対策推

進課の審査を行いますので、関係者の方だけお

残りいただき、その他の方につきましては待機

していただきますようにお願い申し上げます。

、 、 。それでは 準備のため 暫時休憩いたします

午前10時７分休憩

午前10時10分再開

、 。○丸山委員長 それでは 委員会を再開します

環境森林課長から順次説明をお願いいたしま

す。

平成19年度の当所予算の○太田環境森林課長

、 、御説明に入りますが 課の説明に入ります前に

平成19年度予算は骨格予算でございますので、

編成に当たっての基本的な考え方を簡単に触れ

させていただきます。

まず１番目に、人件費などの義務的経費は、

年間所要見込み額を計上させていただいており

ます。それから公共事業関係ですが、これはお

およそ年間所要見込み額の40％を計上させてい

ただいております。ただし、過年分の災害復旧

事業につきましては年間見込み額を計上いたし

ております。その他の一般行政経費でございま

すが、例えば施設管理費等年度当初から執行す

る必要があるもの、あるいは政策的経費、新規

事業であっても早急な対応を要する経費につき

ましては、骨格予算の中で計上させていただい

ております。肉付け予算につきましては追加補

正をしていくということでございます。

それでは早速、環境森林課の平成19年度当初

予算について御説明申し上げます。

お手元の平成19年度歳出予算説明資料に赤の

インデックスで「環境森林部」とございます。

この次に青いインデックスで「環境森林課 、」

ページで申し上げますと177ページをごらんい

ただきたいと思います。平成19年度の当初予算

額といたしましては、左から２列目の当初予算

額の欄にございますように、一般会計で29

億5,239万円をお願いしております。

主な内容でございますが、１枚お開きいただ

、 、（ ）きまして 179ページの中ほどになります 目

環境保全費の下の段（事項）環境保全推進

費2,131万3,000円でございます。これは環境保

全行政の推進に要する経費でございまして、説

、 、 、明欄の３環境みやざき推進事業は 県民 団体

事業者、行政などで構成いたします「環境みや

ざき推進協議会」の取り組みを通じまして、ノ

ーマイカーデーやクールビズなど地球温暖化防

止対策を初めとした環境保全活動の促進を図る

ものでございます。

その下の４環境情報センター費は、県民の環

境学習の拠点でございます宮崎県環境情報セン

ターが実施いたしております、環境情報提供の

ための取り組みを通じまして、県民の環境保全

に関する知識の普及啓発を図るものでございま

す。なお、当センターにつきましては、利便性

向上のために、昨年７月に、従来のアゲインビ

ルから県立図書館内に移転をしたところでござ

います。

次に、１枚お開きいただきまして、180ペー

ジの一番下になります （事項）森林計画樹立、

費6,792万1,000円でございます。これは、森林

法に基づきまして県内民有林を流域単位ごとに

５つの森林計画区に区分して、その計画区ごと
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に向こう10カ年の地域森林計画を樹立している

ところでございますが、平成19年度は、５つの

森林計画区のうち大淀川森林計画区につきまし

て計画を策定するものでございます。

次に、181ページの一番上の（事項）森林整

備地域活動支援交付金事業費７億9,819万2,000

円でございます。これは平成14年度から実施し

ているものでございまして、今年度で事業の終

期を迎えるわけですが、国におきましてその継

続等について検討がされ、内容を一部改めて実

施されることとなったものでございます。説明

欄の１森林整備地域活動支援基金積立金は、事

業費の２分の１に相当する国からの交付金３

億1,500万円を基金に積み立てるものでござい

まして、主な事業は、その下の２森林整備地域

活動支援交付金事業でございますが、具体的に

は、お手元に配付しております、別途の「環境

農林水産常任委員会資料（当初）２」の平成19

年度主要新規・重点事業で御説明申し上げま

す。

１ページをごらんください。まず、１の事業

の目的でございますが、適切な森林整備を通じ

て、森林の有する多面的機能の発揮を図るため

に、森林施業の集約化に必要な森林情報の収集

活動や、森林所有者等による森林施業の実施に

不可欠な施業実施区域の明確化作業等に対しま

して支援を行うものでございます。

次に、２の事業の概要でございます （１）。

の予算額は４億8,319万2,000円 （２）の事業、

期間は平成19～23年度までの５年間 （３）の、

事業主体は、取りまとめ等が県で、事業の実施

等が市町村となっております。

（４）の事業内容につきましては、右側の資

料で御説明いたします。中ほどの事業内容の図

をごらんいただきたいと思います。交付の対象

となるものは大きく分けて２つございます。ま

ず、左側でございますが、これは今回新たに創

設されたもので、森林所有者等による森林施業

計画が作成されていない森林のうち、36～45年

生の人工林を対象にいたしまして、森林所有者

の同意を得た森林組合や素材生産事業体等が実

施いたします、立木の直径や高さなどを把握す

るための毎木調査など、森林施業の集約化に必

要な森林情報の収集活動に対しまして、調査面

積に応じて１ヘクタール当たり１万5,000円を

交付するものでございます。もう一つは右側に

ございます。既に森林施業計画が作成されてい

る森林を対象に、森林所有者等が実施する森林

施業の実施に必要な施業実施区域の明確化作業

及び歩道の整備等に対しまして支援を行うもの

でございます。交付金算定のもとになります積

算基礎森林は、45年生以下の人工林等でござい

まして、その面積に応じて１ヘクタール当た

り5,000円を交付するものでございます。

大変お手数ですが、歳出予算説明資料にお戻

りいただきたいと思います。181ページの一番

下の 事項 林業技術センター管理運営費8,442（ ）

万3,000円でございます。これは、美郷町にご

ざいます林業技術センターの管理運営に要する

、 、費用でございまして 説明欄の２試験研究費は

林業振興と山村地域の活性化を図るために、育

種育林技術やキノコ生産技術など７テーマ・16

課題を設けまして、本県の地域条件に適合した

林業技術の改良開発に取り組むものでございま

す。

環境森林課の説明は以上でございます。

環境管理課の当初予算に○岡田環境管理課長

つきまして御説明いたします。

歳出予算説明資料の青いインデックス「環境

管理課」のところをお開きください。ページで
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言いますと183ページでございます。環境管理

課の当初予算は、総額で、左から２列目の２

億8,721万7,000円をお願いしております。前年

度と比較して、当初予算比で38.5％となってお

ります。

185ページをお開きください。主な事項につ

いて御説明いたします。

まず、中ほどの（事項）地球温暖化防止対策

費337万3,000円であります。説明欄１のこども

地球温暖化防止活動推進員事業は、小・中・高

の生徒が学校で学んだ二酸化炭素削減行動を家

庭で保護者と実践し、その結果を学校で評価し

てもらう活動の中で、二酸化炭素削減行動の意

識を醸成していく経費でございます。

次に （事項）大気保全費6,698万6,000円で、

あります。主なものは、説明欄１の大気汚染常

時監視、２の大気汚染常時監視テレメータシス

、 、テム運営 ３の大気汚染移動監視でありますが

これは、大気汚染防止法に基づきまして県内23

の測定局や移動監視車のデータをテレメータシ

ステムで一括して大気の状況を把握する経費で

ございます。また、それらの測定機の購入経費

など、大気保全を図るための経費であります。

（３）大気汚染常時監視テレメータシステム

整備事業につきましては、後ほど、新規・重点

事業で説明させていただきます。

次に、186ページをお開きください。説明欄

７の有害大気汚染物質モニタリング事業であり

ますが、これも、大気汚染防止法に基づきまし

て、ベンゼンやトリクロロエチレンなどの有害

大気汚染物質による汚染状況を把握するための

経費であります。

その下の８の大気中アスベスト濃度実態調査

事業につきましては、宮崎市の３カ所を除く、

県内12カ所の空気中のアスベスト濃度を調査す

る経費、また、大気汚染防止法に基づきまして

届け出が義務づけられております、アスベスト

を除去する作業場の周辺での濃度測定を行う経

費でございます。

次に （事項）水質保全費4,700万9,000円で、

あります。主なものは、説明欄１の水質環境基

、（ ） 、準等監視のうち １ 公共用水域の常時監視

（２）地下水の常時監視、また、２の排水基準

監視でありますが、河川等の公共用水域や地下

水の水質の実態を把握する経費、また、工場、

事業場の排水規制などを行う経費など、水質の

保全を図るための経費であります。

次に、下の187ページをごらんください。一

番上の（事項）化学物質対策費2,692万2,000円

であります。この事項は、ダイオキシン類等の

大気や河川等における実態を調査する経費、ま

た、工場、事業場への立入調査の経費でござい

ます。

次に、中ほどの（事項）公害保健対策費の１

億564万9,000円であります。この事業は、高千

穂町土呂久地区の公害健康被害者への療養に要

する費用の給付や補償給付、健康観察検診など

の経費であります。説明欄４の新規事業、砒素

の健康影響に関する調査研究事業であります

が、これは国の委託事業であります。土呂久検

診から得られた慢性砒素中毒患者に関する医学

的データを解析いたしまして、必要に応じて慢

性砒素中毒症の認定要件や障害度の評価基準等

の見直しの資料となる経費でございます。

次に （事項）河川浄化対策費772万3,000円、

であります。説明欄２の美しい川・きれいな水

ふれあい事業でありますが、ＮＰＯと協働で作

成しました水環境指標の普及や、市町村あるい

は民間団体等の活動に対する補助など、美しい

川づくりを推進する経費でございます。
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次に （事項）合併処理浄化槽等普及促進、

費550万5,000円であります。この事項は、昨年

度は、右から２列目の昨年度の当初予算額４

億1,946万円を計上しておりましたが、この事

項の主要な事業であります浄化槽整備のための

市町村補助事業を６月補正で要求することにし

ましたので、昨年度より大幅な減となっており

ます。当初で計上しておりますのは、浄化槽設

置予定者に対する取り扱いなどの知識の普及の

経費や、浄化槽の維持管理の適正化を図るため

の経費であります。

188ページをお開きください。最後になりま

すが （事項）環境保全の森林整備費1,500万、

円であります。これは、一ツ瀬川や小丸川の濁

水長期化を抑止するため、県、市町村、電気事

業者で拠出いたしました負担金や民間募金によ

りまして、両河川上流域の森林整備の促進等を

図るもので、その負担金であります。

次に、平成19年度主要新規・重点事業を御説

明します。

委員会資料（当初）２の３ページでございま

す 「大気汚染常時監視テレメータシステム整。

備事業」でございます。

これは本年度から実施している事業でござい

ます。事業名にありますテレメータシステムで

ありますが、県内の大気汚染状況等の測定デー

タを中央監視局に伝送し、集中的に管理するシ

ステムのことであります。このシステムを平

成18年度に更新したところですけれども、その

際、県民の関心の高い花粉と紫外線の情報を県

民に提供することとしたところでございます。

大気や花粉などの状況把握のための監視体制

につきまして、下のイメージ図で御説明いたし

ます。一番上の四角で囲んだ左の方ですが、大

気汚染の測定局は、宮崎市の測定局が６局ござ

います。真ん中ですが、県の測定局が13局、企

業が持っております測定局が４局、合計23局あ

ります。右の方は、本年度設置した花粉と紫外

線の測定箇所数７カ所で、宮崎市、都城市、延

岡市に測定機器を設置しております。これらの

測定局のデータを、テレメータシステムを使い

まして衛生環境研究所の中央監視局に送り、そ

こで集中管理をし、異常時などに備えていると

ころでございます。そのデータは県庁ホームペ

ージで情報提供をしております。

ホームページでの情報提供画面を右のページ

にあらわしております。上の方が大気環境の状

況で「みやざきの空」という表示にしておりま

すが、光化学オキシダントなど７物質の大気環

境情報を提供しております。この例は光化学オ

キシダントの例でございます。緑色の宮崎県の

地図にある青い点が測定局でございますが、こ

の青は、右の凡例を見ていただきますと、一番

下の安全な数値「0.000～0.060ppm」というこ

とで 「お知らせ」のところに「現在、警報注、

」 。意報はありません という表示をしております

下の方の「みやざきの花粉・紫外線」では、花

粉の飛散量と紫外線の強さを右の方の凡例に、

できるだけわかりやすいように示しておりま

す。上の方の花粉飛散量を木の形であらわして

おりまして、全部緑色が「少ない 、下の「０」

」 。～20 の数字は花粉の数をあらわしております

「非常に多い」が黄色で「500～」ということ

で、その右には注意書きを出しております。下

の方は紫外線の量でございますが、色とニコニ

コマークであらわしております。一番下が「弱

い 、１～２ＵＶインデックス、下から２番目」

は黄色で帽子をかぶっておりますが、これは帽

子をかぶってくださいという意味でございま

す。そういう形で、できるだけわかりやすく表
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示しております。それから、それぞれのページ

「 」 、「 」、の下の方に リンク として みやざきの空

「花粉症保健指導マニュアル 「紫外線保健」、

指導マニュアル」等の関連の情報提供がきるよ

うにしております。今後とも多くの県民の皆様

に利用いただけるようにいろいろな機会に啓発

してまいりたいと考えております。

環境管理課の説明は以上でございます。

環境対策推進課の当○飯田環境対策推進課長

初予算について御説明いたします。

お手元の歳出予算説明資料の青いインデック

ス「環境対策推進課」のところ、ページで言い

ますと189ページをお開きください。環境対策

推進課の平成19年度当初予算の総額は、左から

２列目の１億7,462万4,000円で、平成18年度当

初予算比で22.4％となっております。

それでは、主な事項について御説明いたしま

す。

191ページをお開きください。まず、上から

６行目の 事項 一般廃棄物処理対策推進費251（ ）

万2,000円であります。説明の欄１一般廃棄物

処理施設の整備・維持管理指導につきまして

は、市町村や一部事務組合の一般廃棄物処理施

設の整備や維持管理の指導などに要する経費で

ございます。

次に （事項）産業廃棄物処理対策推進費１、

億5,870万5,000円であります。主なものにつき

まして御説明いたします。

まず、説明欄２の産業廃棄物処理監視指導の

（１）廃棄物適正処理推進ネットワーク強化事

業につきましては、各保健所に配置している廃

棄物監視員の監視体制をさらに強化するもので

あります。また、不法投棄に関する情報ネット

ワークの協定団体等の協力を得まして、不法投

棄等不適正処理の早期発見、指導、原状回復等

の徹底を図るものであります。詳細につきまし

ては、後ほど、平成19年度主要新規・重点事業

で御説明させていただきます。

次に、５の公共関与推進事業でありますが、

（２）の公共関与支援事業につきましては、事

業主体であります財団法人宮崎県環境整備公社

に対しまして運営費を補助するものでありま

す。また （３）の産業廃棄物啓発学習等推進、

拠点事業につきましては、産業廃棄物の処理施

設「エコクリーンプラザみやざき」において、

産業廃棄物に係る啓発学習等を実施するもので

ありまして、当該施設を運営する、先ほど申し

ました財団法人宮崎県環境整備公社に実施を委

託するものであります。具体的には、展示施設

等を活用した産業廃棄物に係る環境教育・普及

啓発、産業廃棄物処理の必要性及び安全性の県

民に対するＰＲ、及びリサイクル資源の成分実

証等を行うものでございます。

続きまして、191ページ （事項）廃棄物減、

量化・リサイクル推進費1,340万7,000円につい

てであります。これは、廃棄物の減量化やリサ

イクルを推進するための普及啓発の経費が中心

となりますが、192ページをお開きください。

このうち、２の廃棄物適正処理取組情報提供等

事業につきましては、県や市町村の廃棄物対策

の取り組みや廃棄物の現状等についての情報

、 、 、を マスメディアの活用 パンフレットの配布

事業者に対する講習会、不法投棄防止啓発キャ

ンペーン等を通じて提供いたしまして、廃棄物

の減量化やリサイクル、適正処理の推進を図る

ものであります。

それでは、先ほど申し上げました廃棄物適正

処理推進ネットワーク強化事業につきまして、

委員会資料２の平成19年度主要新規・重点事業

で説明をさせていただきます。
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資料の５ページをお開きください。１の事業

の目的につきましては、各保健所に配置してお

ります廃棄物監視員を、中央及び都城保健所に

１名ずつ増員するとともに、新たに環境対策推

進課に１名を配置することにより、監視体制を

さらに強化するものでございます。また、不法

投棄に関する情報ネットワークへの協定団体等

の協力を得て、不法投棄等不適正処理の早期発

見、指導、原状回復等の徹底を図るものでござ

います。

２の事業の概要につきましては、予算額

が5,359万2,000円、事業期間は平成18～20年度

。 。となっております 事業主体は県でございます

事業内容につきましては、①の監視体制強化事

業と②の不法投棄情報ネットワーク強化事業で

、 、 、ございまして ①の監視体制強化事業は 現在

７保健所に廃棄物監視員を計15名配置しており

ますが、19年度に中央、都城の２保健所に１名

ずつ増員するとともに、新たに環境対策推進課

に１名を配置しようとするものでございます。

②の不法投棄情報ネットワーク強化事業は、不

法投棄の情報提供についての全県的ネットワー

クを強化するため、民間団体等との「廃棄物の

不法投棄の情報提供に関する協定」を締結する

ものでありますが、現在、10団体等と協定を締

結しておりまして、参画人員は約３万人となっ

ております。19年度も引き続き、協定団体等を

ふやすことにより監視の輪を広げていこうとす

るものでございます。

環境対策推進課につきましては以上でござい

ます。

執行部の説明が終了いたしまし○丸山委員長

た。質疑をお願いしたいと思います。

廃棄物監視員を増員する話です○水間委員

が、15名が、都城と中央に１名ずつ増員して17

、 、名 そして環境対策推進課に１名ということで

結果的に18名体制になるんですか。

そのとおりでござい○飯田環境対策推進課長

ます。

環境対策推進課の１名というのも○水間委員

監視員という身分ですか。身分はどうなります

か。

身分的には監視員と○飯田環境対策推進課長

いうことでお願いしておるところでございま

す。

骨格予算で、環境管理課で○水間委員

も38.5％、あるいは環境対策推進課でも22.4％

というような補正のあり方ですが、環境森林課

は森林整備地域活動支援交付金を2,000何百万

減額しましたよね。ここらあたりがそのままも

とに戻っているということですが、国がいう交

付額の決定に伴う補正で減額していくわけなん

、 、だけれども 今回の当初では32億が29億ですか

ここらあたりの状況は大丈夫ですか。

環境森林課の予算の特徴○太田環境森林課長

として義務的経費の人件費が中心でございま

す。環境部門も森林部門も加えていますので、

他の課と比較するとパーセンテージが高い形で

予算を組むことになります。今御質問があった

森林整備地域活動支援交付金につきましても年

間の所要見込み額を計上いたしておりまして、

先ほど出ました補正で減額したものについて

も、国の交付金等は基金で管理いたしておりま

、 、すので 基金で残った分は翌年度に積み増して

翌年度また必要経費に充てていくという形をと

っておりますので、予算的には十分ではないか

と考えているところでございます。

交付金事業の先ほどの説明で、施○水間委員

業計画が作成されていない森林は、山の持ち主

の同意を得た部分についてということですが、
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同意を得られないこともあるんですか。

この事業は森林の立木本数○大木計画指導監

や蓄積等を調べるための事業でありまして、事

業者本人がやってもいいし、事業者本人以外で

すと、森林組合あるいは林業事業体等が実施で

きますが、その場合は所有者の了解を得てこの

事業をやっていただくということになっており

ます。

了解ということですか、同意とい○水間委員

うことは。

そうです。その人の山の調○大木計画指導監

査をすること、あるいはこの事業にのせること

について、森林所有者の了解をとってください

という意味です。

歩道の整備ということですが、ど○水間委員

ういうものを歩道というんですか。

現場に行くための道となっ○大木計画指導監

ております。普通、作業道といって、トラック

が通る程度、さらには現場まで歩かないと行け

ない道がありますが、それを総称して「歩道」

と呼んでおります。

３点確認したいんですが、事業名○河野委員

の大気汚染常時監視テレメータシステム整備事

業のホームページ、目的は県民への情報提供だ

と思うんですが、花粉・紫外線は非常に表記が

易しいんですが 「みやざきの空」の測定物質、

名７種類についての説明、それから下の方に３

、「 」つポツがありますが 測定物質の健康影響等

というところをクリックすれば情報が得られる

んでしょうか。

まず、物質名でございま○岡田環境管理課長

すが 「測定物質名 オキシダント」とありま、

すが、右の方をクリックしていただきますと、

窒素等の物質名が出てまいります。それから、

測定局の青のマークをクリックしていただくと

測定局の数値も出てまいります。右の方の「表

を見る」をクリックしていただいてもその表が

出てくるようになっております。ただ、２月の

14日からスタートしましたが、いろいろな面で

まだ改良すべきところはあろうかと思います。

いろんな御意見をお伺いして、見やすい形にし

ていきたいと考えております。

だれのためのということで考える○河野委員

と、下の方は非常に見た目わかりやすいという

印象で、上とちょっとギャップがあるという気

がしました。

２点目、187ページ、化学物質対策費、ダイ

オキシン類対策事業ということで予算が組まれ

ていますが、一時期非常に問題視されていた人

的影響について、発生実績も含めて、考え方と

して今どうなっているのかお聞きします。

まず、宮崎県のダイオキ○岡田環境管理課長

シン類の調査結果でございますが、廃棄物処理

施設を除いた形で、大気、水質、泥質等を申し

上げますと、環境基準を超過した部分はござい

ません。人的影響というのは、一般的には発が

ん性、生殖機能に影響があると言われておりま

す。基準の考え方は、環境省で、１日に体重１

キログラム当たり４ピコグラムを一生涯摂取し

た場合に多少影響が出てくるという言い方をさ

れております。現在は４ピコグラムに匹敵する

数値はございません。例えば、大気の環境基準

が0.6ピコグラムとなっております。すべて基

準以下になっておりますので、現在、人的な影

響は宮崎県内ではないと考えております。

予算的には、これはふえているん○河野委員

ですか、現状維持ですか。

ダイオキシン類対策は、○岡田環境管理課長

昨年度よりも340万円ぐらい減っております。

理由は、一つは入札による減額。ダイオキシン
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類を測定分析できる民間が少しずつふえてきて

おりますので、民間の競争が激化してまいりま

す。そういう意味で多少入札による減額も見込

んだり、医薬材料費で同種同効といいますか、

不要になった部分はできるだけ節約、減額をし

ておりまして、昨年度の当初に比べて約340万

円減額しております。

３点目ですが、公害保健対策費の○河野委員

新規事業で砒素の調査研究事業というのが上が

っていますが、国の委託事業という説明でした

が、なぜ今なのかというのが一つ。

実はこの事業は国の方で○岡田環境管理課長

ずっとやっていただいていた事業でございます

が、平成19年度から国庫委託金で宮崎県の方で

やっていただけないかということがございまし

て、こちらにドクターもいらっしゃいますし、

そのドクターが検診した結果のまとめでござい

ますので、こちらでやっても特に問題はないと

いうことで、お引き受けしたところでございま

す。

被害者救済に対してマイナスの見○河野委員

直しとかそういう意味ではないですね。

これまで砒素の研究をし○岡田環境管理課長

てまいりましたが、平成に入っても１つ症状が

追加されておりますので、マイナスということ

はまずあり得ません。

廃棄物関係でお尋ねいたしますけ○押川委員

れども、３名の方が増員ということであります

が、予算の5,359万2,000円というのは、その３

名の方の人件費等が主ですか、それとも何か理

由があるわけですか。

金額は非常に高くな○飯田環境対策推進課長

っておりますけれども、これは監視員の報酬で

す。今までの15名に３名が加算されます。その

方々の活動旅費、社会保険とかすべて入ってお

りますので、そういう金額になっておるところ

でございます。

廃棄物の投棄状況ですが、こうい○押川委員

う事業をやられて何年かたちますけれども、投

棄というのは多くなっている現状でしょうか。

廃棄物の不法投棄に○飯田環境対策推進課長

つきましては、年度によって差が若干ございま

す。平成17年度が88件の2,800トン程度です。

減るところもあればふえるところもあるので一

概的には言えません。と申しますのは、監視員

が増員になって十分に回られると、不法投棄が

発見されるということもございます。どういう

動向かと言われるとなかなか難しいところがご

ざいますけれども、不法投棄については、年度

を対比しますと若干伸びてきているという気は

します。ただし、その分につきましては原状回

復を直ちにさせるとか、早期発見して拡大防止

をして、そのままにしないような形で適正な処

理はさせているところでございます。

新富町で古タイヤの不法投棄が相○押川委員

当ありましたが、回収されましたよね。あそこ

に投棄された方の罰則というものは何かあった

んですか。

あの場合は、タイヤ○飯田環境対策推進課長

を処理するということで集められて、リサイク

ルと称して金属の部分を売ったりしておられた

んですけれども、その方は死亡されておりまし

て、その後、相続人も相続を放棄されていると

いう状態でございましたので、今回のような措

置で対応させていただいたところでございま

す。

ますます不法投棄は多くなると思○押川委員

っているんです。10団体の方が情報を提供され

るということですが、連絡をいただいた方には

報酬なり何らかの措置があるんですか。
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報酬はございません○飯田環境対策推進課長

けれども、ステッカーとかマニュアルを提供さ

せていただいて、御協力をお願いしているとい

う段階でございます。

188ページ、環境保全の森林整備○押川委員

費1,500万円、一ツ瀬川、小丸川の濁流対策と

して森林整備をしていただくということであり

ますけれども、具体的にどういうことをされる

かお願いいたします。

188ページの環境保全の○岡田環境管理課長

森林整備事業、これは、押川委員御存じかとは

思いますが、小丸川と一ツ瀬川は長期濁水が起

こっているということで、これの原因が一般的

に地域の地質にあるということと、ダムができ

てから地質の汚れをとめているという２つがあ

りますので、まずはダム対策ということを考え

なければならない。それから、上から汚れた地

質が流れ込まないようにしなければならない。

上流域で何かできることはないかということで

森林の整備をするものでございます。現在、県

が1,500万円、企業局が1,500万円、九州電力

が3,000万円で6,000万円と、緑の募金というこ

とで流域の市町村から約500万円、毎年6,500万

円で平成11年度から40年間やるものでございま

す。実際は、上流域の森林整備をされる場合に

補助が出ます。その補助に上乗せをしておりま

す 森林組合がやる場合 補助率が国と県で68％。 、

出ます。所有者の自己負担が32％残るわけです

が、それに対して10％あるいは15％の上乗せ補

助をこの事業から出して森林整備をやっていく

というのが一つございます。それから、崩壊地

等があって景観がよくないということもありま

すが、崩壊地等もできるだけ緑色にするという

ことで吹きつけなんかをやります。これは市町

。 、村から要望のある部分だけやります それから

上流域の方は下流域の方を、下流域の方は上流

域の方をそれぞれ理解する必要があるというこ

とで、上下流域交流事業で植樹などをやってお

互いに理解していくという事業の、３本の柱で

やっているところでございます。

ありがとうございました。昨年１○押川委員

年間、特に一ツ瀬川の濁水が相当ありましたも

のですから、改めてまた質問させていただきま

した。

１週間ぐらい前、西米良の方に上がったんで

すが、ヒノキの間伐をされておった林家の方と

お会いしました。40年ぐらいのやつを残して、

その木の周りに切った木を置いてシカから食べ

られないようにということで、きれいに間伐さ

れていたんです。人工林においても、きれいに

間伐してシカやイノシシに食べられないように

保護されておる、この人の仕事はきれいだなと

そのとき思ったんです。その人は山に合った木

を植えつけるということをおっしゃっていたの

で、まさしくそのとおりだなと思ったんです。

そういう人たちにも何らかの形で支援ができる

と、そういう輪が広がっていくのかなと考えま

した。披露だけしておきたいと思います。

181ページに林業技術センターが○星原委員

研究していることを上げられているんですが、

前、試験場に行ったときに、キノコの研究で、

企業とタイアップして生産、販売が行われるよ

、 、うな話を聞いたことがあるんですが ここ数年

企業とタイアップして技術開発した実績等はど

ういうものがあるか教えていただけませんか。

キノコの生産技○黒木林業技術センター所長

術の開発ということだと思いますが、現在、キ

ノコ関係につきましては２つほど研究課題とし

て民間と共同研究を行っております。一つは焼

酎メーカーですが、焼酎かすを菌床栽培の培地
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として利用できないかということで、培地とし

ての開発研究を行っております。もう一つは、

ハナビラタケというキノコがベータグルカンの

含有量が多いということで、幻のキノコとして

最近かなり注目されています。これは都城市に

ありますＳＫバイオ株式会社と共同研究を行っ

ておりますが、かなり成果が出ております。焼

酎かすを培地として利用する研究については、

技術的にはほぼ解明できておりまして、場合に

よっては特許申請ができるところまで行ってお

ります。もともとＳＫバイオというのはクエン

酸をつくっておった工場でございまして、クエ

ン酸のかすとかトウモロコシの芯の部分、コー

ンコブミールがかなり安く中国あたりから入っ

てくるということで、それらも培地として利用

できないかということで、ＳＫバイオと一緒に

共同研究をやっているところでございます。一

部は商品化されて販売されているような状況で

ございます。

毎年こういう形で管理、研究費と○星原委員

いうことでやられていると思うんですが、研究

のための研究じゃなくて、今言われるような実

用化に向けた形がなされていかないと、果たし

て県が研究している意味があるのか。研究のた

めの研究だったら大学でいいという部分もあり

ます。県が取り組むのであれば産業に転換でき

るようなものになっていかないと、今後どうな

のかなと考えるんですが、こういう研究につい

てそういう発想のもとで取り組まれているんで

しょうか、それとも研究することが目的ととら

えていいんですか。

今、星原委員が○黒木林業技術センター所長

おっしゃったように、私どもも同感でございま

して、研究のための研究は、国あるいは大学等

があればいいわけですから、地方の研究機関と

しては、地域のニーズ、行政ニースに合った実

用的な研究をやっていきたいということで、毎

年10カ年計画をつくっているんですけれども、

その基本構想の中でも実用的な研究をやってい

こうという方針を出しております。

九州管内なら九州管内で情報交換○星原委員

しているものなのか、あるいはその県独自の研

究ということで秘密の形でやっているのか、そ

の辺はどうですか、情報交換なんかもしている

ものなんですか。

実は来年度、16○黒木林業技術センター所長

の研究課題に取り組むことにしているんです

が、16のうちの５つが大学、各県の研究機関と

の共同研究でございます。そういうことで、一

緒にやっていく部分もかなりありますので、各

県との情報交換は常に行っております。

環境管理課、185ページ、説明に○水間委員

あったんだけれども、地球温暖化防止対策でこ

ども地球温暖化防止活動推進員事業、これは普

及啓発だから、子供たちにチラシや冊子の配布

という方向なんですか。

185ページのこども地球○岡田環境管理課長

温暖化防止活動推進員事業でございますが、簡

単に御説明させていただきます。

これは県が直接ではありませんで、ＮＰＯに

。 、委託しております ＮＰＯを公募いたしまして

内容がよかったということで宮崎文化本舗に委

託しております。教育委員会にお願いして、小

学校が４校、中学校が４校、高等学校が２校、

計10校を指定して、宮崎文化本舗が学校と協議

した上で、地球温暖化に関する知識の普及のた

めの講義をしていただきます。家庭でできるこ

とを講義しますので、それを持って帰りまして

家族と一緒にそれをやっていく。小学生が多い

ので、身近な例ですと、冷暖房を１度上げたり
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下げたり、コンセントを抜くとかそのほかいろ

いろチェックしてもらいまして、学校に持って

いって、学校の先生とお話をしながら、ここは

こうした方がいいね、ああした方がいいねとい

う評価をしていただきます。あるいは生徒独自

でいろんな研究をしているようでございます。

そのような形で小さいころから温暖化防止対策

を教えていって、大きくなって防止対策を行っ

ていただくという事業でございます。

非常にいい事業じゃないですか。○水間委員

いいことであれば、学校をふやす方向でね。昨

年の当初で約900万円だから、３分の１ぐらい

しかついてないですね。そこあたりは今後どう

ですか。

昨年度が896万9,000円、○岡田環境管理課長

今年度が337万3,000円。昨年はこの事業だけで

はなくて、先ほど申し上げました地球温暖化セ

ンターを国の法律で指定するようになっており

まして、地球温暖化センターというのが宮崎市

にあります。これがＮＰＯか公益法人というこ

とになっておりまして、これもＮＰＯの宮崎文

化本舗にお願いしております。これは、国から

の補助金、あるいは全国のセンターの委託金を

受けてさまざまなイベント等を行っておりま

。 、す そこに当初県も補助をしておったんですが

十分国の補助でやっていけると判断いたしまし

て、今回はその補助をゼロにしたということで

ございます。

次に、水質保全費について、これ○水間委員

は特定事業場の排出水規制。特定事業場は何カ

所ぐらい予定しておるんですか。

特定事業場は、宮崎市を○岡田環境管理課長

含めて3,942事業場ございます。

そこで、地下水の常時監視もする○水間委員

わけですね。都城で硝酸性云々があったんです

が、地下水の常時監視というのはどこかに委託

してやるんですか。

まず、常時監視と申しま○岡田環境管理課長

すのが２つ出ております。公共用水域の常時監

視、それから地下水の常時監視。常時監視と申

しますのは状況を把握するという意味でござい

ます。これは水質汚濁防止法に基づいて県知事

がやらなければならないことになっておりまし

て、河川、海、湖沼を総称して公共用水域と申

しております 川で申しますと 宮崎県には576。 、

の河川があるそうでございますが、そのうち

の93の河川を調査しております。大淀川は大変

長いので、３つに区切って「水域」と呼んでお

ります。そういった形の79水域で河川の実態を

調査しております。地下水は県内にたくさんご

ざいますが、そのうち毎年192本の調査をして

おります。これは国や市町村と一緒にやってお

りますが、その中で県で調査するのが156本で

す。地下水の状況を把握して、人体に有害な物

質が出たら飲まないように指導をすると同時

に、周辺の地下水を調査します。あるいは発生

源の調査をして、発生源がわかれば指導してい

くという形で活用しております。

先ほど硝酸性窒素の話が出ましたが （４）、

の都城盆地硝酸性窒素削減対策事業は、都城の

方は飲用水にほとんどが地下水を活用しておら

れるということで、浅い井戸で硝酸性窒素が出

たということがありましたので、平成16年の８

月に都城市周辺、鹿児島市の曽於市と一緒に基

本計画をつくりまして、昨年の８月には実行計

画をつくって、年２回、１回当たり110本の地

下水を調査して経年的に見ていこうと。もちろ

ん対策は農政水産部と一緒にやっております。

一つは、畑にまく肥料が多過ぎるかもしれない

ということで施肥対策、それから下水道や生活
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排水対策といった形で、硝酸性窒素削減事業は

実行計画に基づいて進めているところでござい

ます。

御丁寧にありがとうございまし○水間委員

た。

もう一つ、河川の話が出ましたが、河川浄化

対策費がついていますね。非常にこれもいいこ

とだなと思うんですが、生活排水対策連絡調整

と美しい川・きれいな水ふれあい事業、この説

明をいただきたいんだけれども、飲料水とか河

川の水質検査をしますね。そこを説明してくだ

さい。

環境の方は 「環境」と○岡田環境管理課長 、

いう名のとおり、人体への影響とか生活環境の

保全という観点から、水質の状況が環境基準よ

り上回っているか下回っているかという部分を

判断しまして、上回っている場合は、そこの発

生源を調べて、その発生源が事業場でしたら事

。 、業場を指導していくという形になります また

大腸菌群数をはかりますが、大腸菌群数が高か

ったらできるだけ低くなるようにしますが、河

川の場合は、水がきれいでも大腸菌はどうして

も出てきます。飲み水の方の福祉保健部は、そ

れが出てはまずいわけでございますので、そう

いう指導は福祉保健部の方でやっていただいて

おります。保健所は福祉保健部と環境森林部が

一緒になっておりますので、一緒に指導してお

ります。

河川浄化は環境でやり、水質の正○水間委員

確な流れは福祉保健部でやるということです

ね。環境は大概で、基準を上回っても指導力は

ないわけでね。

部は違いますが、連携し○岡田環境管理課長

てやっているところでございます。

美しい川・きれいな水ふれあい事○水間委員

業は約1,000万円の事業費で河川浄化対策をや

るわけだから、いいことなんですよ。こども地

球温暖化防止推進員事業の中で、温暖化もです

が、河川浄化についても、家庭から雑排水を流

すなと。一番いいのは、子供に教育して、子供

がお母さん、お父さんに「垂れ流しはするな」

と言う。ここが河川浄化対策の一番の大もとだ

と思うんです。事業としては非常にいいんだか

ら、もうちょっと思い切って進めていただきた

い。

河川はちょっとずつきれいになっていく状況

にあります。それでも、不法投棄があったり、

河川を壊す状況がある。我々西諸でいくと、あ

、 、んまり言いたくはないんだけれども 畜産農家

養豚農家が多い。高いところから低いところへ

流れるのはしようがないことで、そこをどうに

か食いとめにゃいかんというのが河川浄化対策

になるので、ひとつ思い切って予算要求してく

ださい。

水間委員のおっしゃると○岡田環境管理課長

おりでございますが、美しい川・きれいな水ふ

れあい事業を簡単に御説明させていただきます

と 我々が水質の状況を言う場合に ＢＯＤ 生、 、 （

物化学的酸素要求量）より基準が高いか低いか

という言い方をしています。これではなかなか

わかりにくいというのがございまして、水の透

明性、周辺のにおい、景観、音等の指標を我々

がつくっても、そんなに広がりがないかもしれ

ないということで、こういう活動をやっていた

だいております大淀川流域ネットワークという

ＮＰＯに委託いたしまして、昨年、新しい指標

をつくりました。学校の生徒さんたちに、こと

しは６カ所で周辺の河川の評価をこの指標を使

ってやっていただき、河川のどこが悪いかを見

つけて活動の課題にしていくという形でやった
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ところでございます。また、指導者の育成もし

ているところでございます。そういうことで、

学びながら河川浄化を進めていくようにやって

いただいているところです。今後ともこの事業

を発展的に進めていけるように要求をしていき

たいと考えております。

森林整備地域活動支援交付金事業○髙橋委員

ですが、何年から始まる事業かというのが一つ

と、先ほど所有者がすることもあるということ

をおっしゃったと思うんですが、所有者が施業

計画をつくらないから、こういう支援交付金事

業が始まったのかなという解釈をするんです

が、その辺をいま一度聞きます。

お答えします。○大木計画指導監

今の事業は平成14年度からことしまでの５年

間実施されています。新しい事業は、資料に書

いてありますように、19年度からさらに５年間

継続して実施されることになっています。

所有者云々の件につきましては、当初の資料

２の２ページの左側 「森林施業計画が作成さ、

れていない森林」を対象にした事業 「森林情、

報の収集活動」になりますが、繰り返しになり

ますが、この事業内容が、間伐をする前提とな

る立木本数や胸高直径、樹高等を調べるための

事業になっています。これは森林所有者みずか

らが行った場合も交付対象になりますし、森林

組合、林業事業体等が、所有者にかわって、あ

るいは了解を得て事業する場合も事業対象にさ

れる制度になっております。

ちなみに、30ヘクタール以上の団○髙橋委員

地が条件みたいですが、どのくらいあるんでし

ょうか。

まだはっきり国の方で決ま○大木計画指導監

っていませんが、今我々が聞いているのは、車

で１時間 「通勤できる範囲」というような言、

い方をされていますから、市町村単位ぐらいは

大丈夫かと考えています。ある市町村で30ヘク

タール確保できれば、この事業の対象になるん

じゃないかと考えています。

私がお伺いしたのは、団地が幾つ○髙橋委員

ぐらいあって、あとどのくらい期間がかかるの

かという質問をしたかったんです。

団地につきましては、19年○大木計画指導監

度から事業をやっていきますのではっきりわか

りませんが、30ヘクタールの事業ができるよう

な形で団地を組むように、森林所有者、森林組

合等を指導していきたいと思います。

つまり、現段階では30ヘクタール○髙橋委員

以上の団地をまだ把握していないということで

すね。

19年度事業については、今○大木計画指導監

から市町村、森林組合等を集めまして説明会等

を開いて要望をとって事業実施をする予定にし

ております。

水質保全につきまして、お願いで○前本委員

す。現在、宮崎市内で、上水じゃなくて地下水

を飲料に使っているところがありますが、その

中でも食品製造業で地下水を使っているところ

があるやに聞いております。有害物質も含まれ

ているという現況の地下水を使っているのは問

題があるんじゃないかと思いますので、一度福

祉保健部と調査していただいて、水質保全とい

う立場でそれはどうなのかということを一遍協

議してください。

そういう実態を、福祉保○岡田環境管理課長

健部、また宮崎市とも一緒に協議して調べてみ

たいと思います。

食品製造業がもし地下水を飲料用○前本委員

として使っているということであれば、問題が

あるんじゃないかと思います。家庭用の飲料水
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、 、については 保健所が定期的に水質調査をして

飲料水として使ってもいいという話は聞いてお

りますけど、食品製造業はどうなのかなと思い

ますので、そのあたりを調べてきちんとしてく

ださい。

水質を検査する機関は宮崎県には○水間委員

１カ所だけですか。

水質を検査する機関は幾○岡田環境管理課長

つかあります。保健所でもできます。衛生環境

研究所というところもありますし、財団法人環

境科学協会というところもございます。そのほ

か水質を分析する機関は民間でもございます。

それで、頼んでどのくらいで水質○水間委員

の判定ができるのか。１カ月もかかるような話

も聞きますが。

１週間ぐらいだというこ○岡田環境管理課長

とでございますが、物質によって長い場合もあ

るかと思います。

先ほどの髙橋委員の質問○原田環境森林部長

で、補足をさせていただきます。

森林施業計画について、30ヘクタール前後の

団地がどのくらいあるかということですが、数

はつかめていません。現実に40万ヘクタールぐ

らい民有林がございますが、そのうちの52％ぐ

らいが森林施業計画ができている状態でありま

す。したがいまして、かなりまだ施業計画をつ

くっていない人がいる。それで、非常に規模の

小さい林家が多いものですから、一つ一つでは

交付の対象になりませんが、森林組合がそれを

集約していくと、非常に施業も効率化していく

し、また助成金の対象にもなるということで、

かなりまだ30ヘクタールの森林が見込めると思

。 、っております 今から具体的に調査をしながら

指導しながら対象林をふやしていこうというこ

とでありますので、その辺は御理解いただくと

ありがたいと思います。

ほかにございませんか。○丸山委員長

私の方から数点お伺いしたいんですが、今言

われました森林整備地域活動支援交付金につい

てですが、前期の事業では１ヘクタール１万円

ということでしたが、事業を採択された方が境

界確認や歩道の整備をやったのかどうか。会計

検査院がこの効果はどうだったのか調査したと

きに、非常に苦しい立場もあったんじゃないか

と思っているんです。手続をされた方々はちゃ

んと報告等もしなくちゃいけないと思います

が、具体的にはどこまで指導をされていらっし

ゃるのか。また、１万円から5,000円になった

ということについてどうお考えなのか、お伺い

したいと思います。

検査業務等については、実○大木計画指導監

施主体であります市町村が行っているわけです

、 、 、が 実績報告には 事業をやったところの写真

あるいはやった箇所の一覧表等をつけていただ

いておりますから、そこで確認をしていただい

ています。

それから、現事業が１ヘクタール当たり１万

円で、新しい事業はそのちょうど半分の5,000

円になりますが、これは、現事業が森林の現況

調査、実施区域の明確化作業、歩道等の整備、

この３つを対象として１万円になっていたんで

すが、新規事業は現況調査が省かれた関係

で5,000円になっております。ただし、新しく

創設されました森林情報の収集活動が１ヘクタ

ール当たり１万5,000円になりますから、これ

と併用した形で必要な事業費を確保していただ

くように指導していきたいと思っています。

高齢化、また後継者不足に伴っ○丸山委員長

て、どこが境界がわからない山主もいるという

ことでこういう事業が出てきた。実際は、本当
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に把握されているかわからないということがあ

って、評価を見て、国も考えたのではないかと

。 、思います １ヘクタール5,000円ということで

どういう効果を期待しているのか説明しづらい

のかなと、直接支払い制度に近い形に見てしま

う事業主もいると思いますので、どういう目的

でこの交付金があるのかを森林所有者に伝えな

いと、この交付金が非常にあいまいになってく

るだろうと思っていますし、市町村は裏負担が

要ります。山の多いところは自主財源が裕福な

市町村じゃないと想定されますので、それは特

別交付税が算入になるとかあるんでしょうけれ

ども、何が目的かはっきり森林所有者に伝える

ことが必要ではないかと思います。個人にお金

が行くだけじゃなくて、地域全体で山を守って

いくんですよというコンセンサス、集落協定み

たいな形も必要ではないか、その辺は今後の大

きな課題になっていくのではないかと思いま

す。何か御意見があればお伺いしたいと思いま

す。

従来は交付金が個人に行く○大木計画指導監

仕組みになっていたんですが、今回は、団地ご

とに代表者を決めて、その代表者の方に交付金

が行って、そこで管理する形がとれるようにな

りましたので、委員長がおっしゃったような形

の事業の進め方もやりやすくなってきたのでは

ないかと思います。説明会等で十分事業の趣旨

等周知徹底を図りたいと思っています。

もう一つ、産業廃棄物の適正に○丸山委員長

関することで、説明資料を見ますと、前年度当

初予算では２億4,000万円で、ことしの産業廃

物税が２億3,600万円、３年目になると思いま

すけれども、このぐらいの歳入見込みが当初か

らの予定と思ってよろしいんでしょうか。

産廃税の２億4,000○飯田環境対策推進課長

万円程度、これは基本的には税務課の方で算出

いたします。御参考までに申し上げますと、17

年度と18年度の４～12月の税収を対比します

と1,800万円ほど減っておりますので、今後も

減っていくのではないかと考えているところで

ございます。

廃棄物適正処理推進化ネットワ○丸山委員長

ークの件ですが、一番懸念したのは、税をかけ

ることによって不法投棄がふえるのではないか

ということで賛否があって、九州全体で産廃税

は取り組んだということは十分わかっているん

ですが、監視体制を強化しなくてはならなくな

ったというのは、どういう整合性を見たらよろ

しいんですか。

先ほど押川委員から○飯田環境対策推進課長

ございましたが、不法投棄は年度によって若干

差がございます。17年と18年を対比したときに

ふえてきていることは否めません。それにつき

ましては監視体制を強化していって、不法投棄

、 、対策だけではなくて 適正処理とかリサイクル

減量化という形でやっていかないといけないと

思います。産廃税をかけて不法投棄がふえてい

くのはなぜかという御質問だと思うんですが、

それについてはもっともっと啓発をしないとい

かんということで税の活用を考えているんです

が、その関連性については、直接的な関係はな

いのではないかと思います。

もう一つ、廃棄物監視員の件で○丸山委員長

すけれども、監視員の身分は、監視するだけで

あって取り締まることはしないのか、どういう

仕事をされているのか具体的に教えていただく

と大変ありがたいと思います。

基本的には立入調査○飯田環境対策推進課長

とか巡回パトロール等をメーンでやっておりま

す。身分的には非常勤職員ということになりま
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すので、立り入りしたときの改善命令等は、保

健所の職員が保健所長名で出すという形でやら

せているところでございます。

６ページに書いてあります、ネ○丸山委員長

ットワークの参画人員が３万人ほどいるという

ことですが、いろいろな団体はもちろんわかる

んですが、区長さんとか民生委員さんは小まめ

に地域を回られていろんなネットワークも持た

れているような気がするんです。そういった方

々は非常に地域に密着していていろんなところ

から情報が入るんです。そういう地域の住民代

表の方々とのネットワークはどこかで結ばれて

いるんでしょうか。

この事業につきまし○飯田環境対策推進課長

ては、今後協定先を検討いたしまして、ＮＰＯ

とか九電工 九電は入っていますが、実際現―

場等に入られる方。それと地域の実情等がある

程度わかる方で、環境問題に対して認識を持っ

ていらっしゃる方々と今後協定を提携させてい

ただきたいと思っていますし、地域にそういう

ものがございましたら検討させていただきたい

と考えております。

前、大淀川でいかだ下りをやった○星原委員

ときに、かなり自動車のタイヤなんかが不法投

棄されていたんですが、ああいう形を見ると、

河川の浄化とかいろんな意味から、年に１回ぐ

らい、夏休みとかを利用して県民運動みたいな

もので、子供たちから地域住民から一体でごみ

を拾うことで、自分たちの地域の河川や山にど

れだけいろんなものが捨てられているというこ

とを知って、廃棄物に対して関心を持たせる。

あるいは子供、ＰＴＡ等に呼びかけてやること

で、子供たちとの会話とか、地域をよく知ると

か、そういうことは考えられたことはないもの

なんですか。

県民総ぐるみ運動という○太田環境森林課長

ことで クリーアップ宮崎 というのを 毎年11「 」 、

月の第２日曜に、自治会、市町村の協力を得ま

して一斉に実施しておりまして、参加人員がこ

としで14万8,000人ぐらいでした。かなり大が

かりで、県民が参加する環境関係の事業として

は一番大きいと思います。できるだけ多くの参

加者が今後とも得られるような形で工夫してい

きたいと考えております。

私はそのことがなされていること○星原委員

を知らなかったわけですが、14万8,000人ぐら

い参加しているということですね。ということ

は県民の１割近くが参加している形になるわけ

で、どういう人たちが参加しているかわかりま

せんが、参加者が１割が２割にふえるとか３割

にふえていくことで、監視の部分とか廃棄物に

対する考え方とかいろんな啓蒙にもなるでしょ

うし、夏休みだと河川に入ってごみを拾えるけ

ど、11月ということでしたから。そこら辺難し

いのかもしれませんけどね。だけど、地域ぐる

み、県ぐるみでそういう形に発展させていかな

いと不法投棄もやまないんじゃないか。地域の

人たちが関心を持つことで、ごみを捨てている

人を見ると、おかしいんじゃないかという意識

が生まれてくるんじゃないかという気がするん

です。小さいことで言えば、若い人たちが車の

中からたばこをぽい投げするのを見るときもあ

るんです。長い時間かけてそういうことが県民

の間に浸透していけば、そういうことまで進ん

でいくんじゃないかと思ったところです。

環境部門は、環境森林部○太田環境森林課長

のそれぞれの課がまたがっておるわけですが、

環境森林課はどちらかというと全般的な啓発を

中心にやっておりますし、環境管理課は特に水

質保全という観点から、河川におけるごみの清
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掃とかボランティア団体に対するいろんな啓発

活動もやっています。それから環境対策推進課

は廃棄物の処理ということで、それぞれ連携し

てやっているわけですが、先ほど申し上げまし

た「クリーンアップ宮崎」は、環境科学協会の

中に、環境みやざき推進協議会という事業者、

市町村等の団体が入った組織に事務局を昨年か

ら移しまして、ここを中心に一つのイベントと

して「クリーンアップ宮崎」というごみの一斉

清掃の事業をやっているわけですが、私どもと

しては、民間を中心に、企画、環境にかかわる

組織を育てることによって県内の末端まで浸透

させるということで、一昨年団体を立ち上げた

ばかりですので、今後さらにいろんな組織、Ｎ

ＰＯ、民間の団体、また企業の取り組みもござ

います。これらと連携をとりながら、もう少し

実のある取り組みができるように、協議会と連

携していきたいと考えているところでございま

す。

先ほどの星原委員の○飯田環境対策推進課長

補足をさせていただきます。確かに先生のおっ

しゃるとおり、家庭とか小中学校、小さいうち

からの環境教育は非常に重要なことだと考えて

おりまして、学校政策課が産廃税を使って、地

域で環境保全に向けた勉強会をやっております

し、高等学校ではそういう授業をやっておられ

ますので、これを今後、学校政策課で拡充して

いただければというふうに考えておるところで

ございます。

「クリーンアップ宮崎」は、規模○髙橋委員

があると思うんです。通常のごみ拾いと、不法

投棄されたごみの山、ここも問題があると思う

んです。把握されていれば教えてほしいんです

けど、目の届かないところに投棄するわけで、

通常は私たちの目には触れないところに捨てら

れる嫌いがあると思うんですが、その把握が何

カ所ぐらいしてあるのか。それと公有地と民有

地で違うと思うんです。公有地であれば何らか

の手が打てるし、民有地だったら、それはうち

のものよということで手が出せないところもあ

るだろうし、そういうところがどうなっている

のか。

全体的な把握は、発○飯田環境対策推進課長

見した段階でないとわかりませんので、今の段

階でどれぐらいあるかは把握していないところ

でございます。

、 、○髙橋委員 この前 テレビを見ていましたら

四国の88カ所めぐりの関係で不法投棄があるら

。 。しいです そこを住民できれいにしていました

ああいう事業も今後行政からも仕掛けにゃいか

んのかなというのが一つ。

それと、最近気になるのが、ただで回収して

くれる廃品回収業者が目立つようになりました

ね。通常のルートで出したときには電化製

品5,000円とか払わにゃいかんでしょう。それ

をただで回収してくれるんです。年式によっ

て1,000円下さいとか。こんなのは私は問題だ

なと思っているんです。そこを行政として今後

はチェックすべきではないか。聞くところによ

ると、中国に出すとお金になるので回収してい

るということも聞いたことがあるんですが、中

国に出せない、お金にできないものは恐らくど

こかで処分されているような気がしてならない

。 。んです そこを今後チェックすべきじゃないか

そこら辺は最近つかんでいらっしゃればお願い

します。洗濯機、冷蔵庫、テレビ、バイクもそ

うでしょう。

そういうものについ○飯田環境対策推進課長

ては、基本的にはリサイクル法、例えば自動車

リサイクル法で、その自動車がどのように動い
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ているのかを追っかけていくような形でやって

いますが、登録業者がそういうことをやってお

るのであれば、国の方で把握できるんですけれ

ども、それ以外についてと言われますと把握が

できないのが実態でございます。

今私が言った業者は商売していい○髙橋委員

。 、んですか 電化製品を無料で引き取りますよと

この電化製品は1,000円いただきますよと、そ

ういう商売は法的に妥当なんでしょうか。

廃棄物について、有○飯田環境対策推進課長

価という扱いをするのであれば、それは廃送法

の適用になりません。自分のガソリン代を使っ

て車を動かしながら無料で引き取るとか、廃棄

物を買うということになりますと、有価物とい

う取り扱いになりますので、基本的にはできる

、 。と 廃送法の適用を受けないと考えております

今私が聞いたことは問題ないと。○髙橋委員

、 、問題は その人が引き取った後の処理の方法

ここだと思うんです。ここも今後行政の課題と

してひとつ検討してください。

不適正処理が行われ○飯田環境対策推進課長

るのであれば、当然私どもの方で対応したいと

考えております。

我々が一番懸念しているのが、○丸山委員長

地上デジタル放送が本格的に進んでくると、特

にテレビの買いかえ需要が出てきた場合に、不

法投棄じゃないけれども、業界が確かに動きつ

つあるような気がするものですから、その後、

適正に処理されているかどうかは、行政として

しっかりチェックをしていただきたいという髙

橋委員の意向であろうと思いますので、よろし

くお願いしたいと思います。

ほかにございませんか。

それでは、環境森林課、環境管理課、環境対

策推進課の審査を終了いたします。

入れかえのため、暫時休憩いたします。

午前11時47分休憩

午後１時１分再開

委員会を再開します。○丸山委員長

次に、自然環境課、森林整備課、山村・木材

振興課の審査を行います。

それでは、自然環境課長から順次説明をお願

いいたします。

自然環境課でございま○坂本自然環境課長

す。よろしくお願いをいたします。

平成19年度の当初予算について御説明を申し

上げたいと思います。

お手元の説明資料の193ページをお開きいた

だきたいと思います 「自然環境課」の青いイ。

ンデックスのついているところでございます。

自然環境課におきましては、左から２番目の欄

にございますように、一般会計で20億8,055

万3,000円をお願いしております。前年度当初

予算に対して34.8％となっております。

それでは、主な事業について御説明をいたし

たいと思います。なお、新規事業のうち３つの

事業につきましては、後ほど資料２で一括して

説明をさせていただきたいと考えておりますの

で、よろしくお願いしたいと思います。

まず、196ページをお開きいただきたいと思

います。初めに、上から３段目の（目）林業振

興指導費でございます。その下の段に（事項）

環境緑化推進事業費の説明欄の○５県木「フェ改

ニックス」保全総合対策事業709万2,000円につ

きましては、先ほど申し上げましたように、後

ほど、環境農林水産常任委員会資料２で御説明

をいたしたいと思います。

次に、197ページをお開きいただきたいと思

います。上から２段目の（目）治山費でござい
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ます その下の段の 事項 山地治山事業費で12。 （ ）

億8,170万4,000円をお願いいたしております。

この事業では、説明欄に掲げてございますよう

に、復旧治山事業から東南海・南海地震防災対

策緊急治山事業までの６つの事業を実施するこ

とにいたしております。

次に、その下の段の（事項）地すべり防止事

業費で8,000万円をお願いしております。これ

は、平成17年の台風14号で被災をいたしました

日之影町星山地区等の地すべり防止対策に係る

ものでございます。

次に、下から２段目の（事項）保安林整備事

業費で１億7,200万円をお願いいたしておりま

す。これは、８齢級までの保安林の機能を維持

強化するために、下刈りや本数調整伐等の保育

作業を実施するものでございます。

次に、198ページをお開きいただきたいと思

います。３段目の（事項）県単治山事業費でご

ざいます。説明欄の○５山地災害危険地区緊急新

点検・調査事業で500万円をお願いいたしてお

ります。この事業は、国の危険度判定基準が改

定されたことに伴いまして、県内の山地災害危

険地区について再調査を実施するものでござい

まして、より信頼性の高い状況を把握し、今後

の治山事業計画の基礎資料といたしますととも

に、この結果を活用しまして、山地災害につい

て広く県民への普及啓発を図ってまいりたいと

考えております。

次に、下から２段目の（事項）○集落保全流新

木等撤去緊急対策事業費1,950万円と、199ペー

ジ２段目の（目）狩猟費の下の段（事項）鳥獣

保護対策費の説明欄の○６野生猿被害防止総合新

、 、対策事業965万2,000円につきましては 後ほど

環境農林水産常任委員会資料２でまとめて御説

明させていただきます。

次に、200ページをお開きいただきたいと思

います。３段目の（目）公園費でございます。

その下の段（事項）自然公園事業費、説明欄の

５人に優しい自然公園づくり事業で690万円を

お願いいたしております。この事業は、自然公

園施設のリニューアルやバリアフリー化を行い

まして、障がい者や高齢者を初めとする県民が

気軽に安心して利用できるように施設を整備い

たしまして、利用促進を図ってまいりたいと考

えております。

次に、中ほどの（事項）九州自然歩道管理事

業費でございますが、説明欄の２人と自然のふ

れあい自然歩道づくり事業で2,400万円をお願

いいたしております。この事業は、九州自然歩

道の利用者に自然との触れ合いの場を提供する

ための環境づくりといたしまして、歩道の再整

備を行うものでございます。

最後に、下から３段目の（目）林業災害復旧

費でございますが、その下の段（事項）治山施

設災害復旧費で１億8,000万円をお願いいたし

ております。これは、昨年被災いたしました治

山施設の復旧費と、平成19年度に治山施設が被

災した場合に早急な復旧を図るための復旧費で

ございます。

、 、続きまして 先ほど説明を省略いたしました

県木「フェニックス」保全総合対策事業ほか２

事業につきまして御説明させていただきたいと

思います。恐れ入りますが、常任委員会資料２

の７ページ、８ページをお開きいただきたいと

思います。

初めに 「県木『フェニックス』保全総合対、

策事業」についてでございます。

この事業は、１の事業の目的にございますよ

うに、平成10年以来、南方系の害虫ヤシオオオ

サゾウムシの食害によりまして枯死に至るフェ
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ニックスが増加しておることを受けまして、県

民への周知や薬剤散布による予防、被害木の伐

倒駆除に対する支援等を行いまして、被害の蔓

延防止を図ろうというものでございます。

まず、被害の状況でございますけれども、７

ページの下の欄に参考をお示ししております。

こちらをごらんいただきたいと思いますが フ、「

ェニックスの地区別の分布数と被害本数」の表

の中段、枯死木の計の欄にございますように、

平成17年度末までに318本が枯死しておりまし

て、今年度は12月末までに既に95本が被害を受

け、枯死木を含みます被害木の累計は400本を

超えておるような状況でございます。

このようなことから、右側の８ページの上段

にお示ししておりますように、県内分布数

約3,300本のうち、下段の民間所有木約1,300本

を対象といたしまして、中段に四角で囲ってお

りますが、従来対策として実施してまいりまし

た、①の保全木の調査・普及や、②の被害木の

伐倒駆除への助成に加えまして、その下に新規

対策として掲げております、巡視による被害木

の早期発見、初期被害木等への薬剤散布による

フェニックスの回復を図ります③の緊急薬剤防

除や、主要道路沿線等にございます景観保全上

重要なフェニックスを重要保全木として指定を

いたしまして、被害予防のために行う薬剤防除

への助成を行います④の重要保全木薬剤防除に

新たに取り組みまして、県木「フェニックス」

の保全対策の強化を図ろうとするものでござい

ます。参考までに最下段に、ヤシオオオサゾウ

ムシとそれによる被害の状況、薬剤散布の状況

の写真を載せておりますので、ごらんいただき

たいと思います。

なお、この事業は、左側７ページ中段、２事

業の概要の（１ （２）に上げておりますと）、

おり、予算額は709万2,000円、事業期間は平成

19年度から３年間を計画いたしておるところで

ございます。

続きまして、１枚めくっていただきまして、

、 。９ 10ページをお開きいただきたいと思います

「集落保全流木等撤去緊急対策事業」でござい

ます。

この事業は、１の事業の目的にございますよ

うに、平成16年、17年と相次いで発生した災害

で、集落や公共施設等の上部の渓流に不安定な

状態で堆積しております流木や風倒木を早急に

撤去いたしまして、集落の安全確保に努めてま

いるものでございます。

まず、下の参考をごらんいただきたいと思い

ます 「山地災害の発生数と流木被害の状況」。

でございますが、表の左側の区分欄にございま

すように、本県では、平成16年に270カ所、17

年に300カ所と、２年間で合計570カ所の山地災

害が発生いたしております。しかしながら、昨

年調査をいたしました結果では、表の右から２

番目の欄にございますように、国庫補助事業や

県単事業で採択できない流木被害に関連する箇

所が73カ所残っておりまして、一番右の欄でご

ざいますが、そのうち危険度が高く早急な撤去

を必要といたします箇所が18カ所あったところ

でございます。これらの箇所の流木の撤去につ

きましては、木材が損傷しておりまして材とし

ての価値がほとんどなくなっておりますことに

加えまして、所有者の特定も大変難しく、また

搬出経費もかさみますことから放置される傾向

にございまして、今後の集中豪雨や台風等の際

に土石流や鉄砲水の原因となり、２次災害の発

生が懸念されているところでございます。

このため、右側10ページの事業イメージ図に

掲げておりますけれども、①の写真のような渓
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流に堆積をした流木、②のような渓流わきで堆

積した風倒木、③のような人家上部で堆積した

流木、そして④のような谷どめ工下流側で堆積

、 、した流木 このような流木を撤去いたしまして

⑤の写真のように安定した渓流に戻すことで集

落の安全・安心を確保してまいりたいと考えて

おります。

なお、この事業は、左側の９ページ中段の２

事業の概要の（１ （２）にございますよう）、

に、予算額1,950万円で、平成19年度単年度の

事業として計画いたしておるところでございま

す。

最後になりますが、もう１枚めくっていただ

きまして、資料の11ページ、12ページをごらん

いただきたいと思います。事業名が「野生猿被

害防止総合対策事業」でございます。

まず、１の事業の目的でございますが、野生

猿による被害の防止対策については、これまで

農林作物の被害防止を中心に展開してきたとこ

ろでございますが、近年は、過疎山村地域を中

心に人家への侵入など日常生活への影響も深刻

化しており、地域での定住の阻害要因にもなり

つつございます。このため、生活被害を含めた

野生猿による加害状況を把握いたしまして効果

的な対策を検討するとともに、捕獲体制の強化

を図ってまいりたいと考えております。

平成19年度は、２事業の概要の（４）事業内

容にございますように、①の野生猿生息実態調

査、②の野生猿総合対策検討委員会を内容とい

たします、アの野生猿対策基盤整備事業と、下

段のイの野生猿捕獲体制強化事業を実施いたす

ことにしております。

それぞれの事業内容につきましては、右側

の12ページをごらんいただきたいと思います。

まず、１の野生猿の生息状況等の把握と被害対

策の構築でございますが、現在、県内には約70

群の野生猿が生息しておりますが、左側の現状

の欄にございますように、それぞれの群れにつ

いての生息数や群れごとの加害状況が把握でき

ていない状況でございます。このため、その右

側の①の野生猿生息実態調査によりまして、群

れごとの生息数や群れごとの加害状況を把握す

ることといたしております。さらに、この結果

を踏まえまして、一番右側にある②野生猿総合

対策検討委員会によりまして、地域別のより効

果的な被害対策を実施してまりたいと考えてお

るところでございます。

次に、下段の２捕獲活動への支援でございま

す。左側の現行の欄にございますように、現在

は県が単独で市町村有害鳥獣対策協議会に対し

て捕獲活動の支援を行っておりますが、右側の

①野生猿特別捕獲班活動助成事業におきまして

は、市町村と県が同額を負担して協議会へ助成

することとし、捕獲活動への支援を手厚くする

ことにより野生猿捕獲体制の強化を図ってまい

りたいと考えております。

なお、この事業は、左側11ページ中段の２事

業の概要の（１ （２）に上げておりますと）、

おり、予算額を965万2,000円、事業期間は平成

19年度から21年度までの３カ年を計画しておる

ところでございます。

自然環境課からは以上でございますけれど

も、御審議のほどよろしくお願いをいたしたい

と思います。

それでは、森林整備課の○金丸森林整備課長

平成19年度当初予算につきまして御説明いたし

ます。

お手元の歳出予算説明資料で「森林整備課」

のインデックスがついております、203ページ

をお願いいたします。平成19年度当初予算とい
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たしまして、一般会計で39億2,545万4,000円、

特別会計で３億5,189万7,000円、合計では、一

番上の段にありますように42億7,735万1,000円

をお願いしております。前年度当初と比較いた

しますと、骨格予算計上額は率にして32.6％で

ございます。

それでは、事項別に主な事業を御説明いたし

ます。

205ページをお願いいたします。初めに、上

の方にあります（事項）ひなもり台県民ふれあ

いの森等管理費3,185万1,000円でございます。

これは、小林市にあります、ひなもり台県民ふ

れあいの森やひなもりオートキャンプ場等の管

理運営委託などを行うものでございます。

また、その２つ下でありますが （事項）県、

営林特別会計繰出金１億3,500万円でございま

す。これは、県有林及び県行分収造林の造成管

理に要する経費として、２つの特別会計の借入

償還金の一部を一般会計から繰り出すものでご

ざいます。

次に、206ページをお願いいたします。一番

下の段（目）造林費の（事項）森林整備事業費

７億8,505万1,000円でございます。これは森林

整備のための補助公共事業でありまして、造林

や下刈り、除間伐などに対して助成するもので

ございます。

次に、207ページをお願いいたします。一番

上の段の（事項）林業公社費931万5,000円でご

ざいます。内容といたしましては、契約変更締

結等を促進するための分収林整備高度化事業等

であります。

次に、ページ中ほどの（事項）水を蓄え、災

害に強い森林づくり事業費7,076万3,000円でご

ざいます。この事業につきましては、恐れ入り

ますが、お手元の委員会資料で御説明させてい

ただきます。委員会資料２の13ページ、14ペー

ジでございます。この事業は、本年度から導入

いたしました森林環境税を財源として活用する

、 、事業でありまして 事業の構成につきましては

２の事業の概要（４ 、①の荒廃林地への広葉）

樹の造林、②の間伐未実施林の強度間伐を行い

針広混交林化を、③の人工林に侵入した竹の除

、 、 、去 ④の保安林指定の促進等を行い 水を蓄え

災害に強い森林づくりを推進するものでありま

す。当初予算では、施業時期の関係から、①の

広葉樹造林等推進事業のみを計上しておりま

す。予算額は、２の事業概要の（１）にありま

すように7,076万3,000円であります。

恐れ入りますが、再度、歳出予算資料にお戻

りください。207ページの下段の（目）林道費

の（事項）森林保全林道整備事業費７億3,669

万2,000円であります。この事業は林道網の整

備に要する経費でありまして、１の森林管理道

開設事業では、県営及び市長村営事業により、

美郷町の石峠線ほか８路線の整備促進を図るこ

ととしております。

次に、208ページをお願いいたします。２の

森林基幹道開設事業では、県営事業により日之

影町の竹の原・諸和久線ほか11路線の整備促進

を図ることとしております。また、３のフォレ

スト・コミュニティ総合整備事業では、市長村

営事業により西米良村の上米良・大平線の林道

改良を行うこととしております。

次に、その下の（事項）道整備交付金事業費

２億5,144万円でございます。この事業は、地

域再生計画に基づく林道整備により、山村地域

交通のネットワーク化、森林施業の促進を図る

ものでありまして、県営及び市長村営事業によ

り、高千穂町の黒原・煤市線ほか20路線の整備

促進を図ることとしております。
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次に、一番下の（事項）ふるさと林道緊急整

備事業費５億5,000万円でございます。209ペー

ジの上段をごらんください。この事業は、平成

19年度が事業最終年度となっておりまして、継

続中の西都市の吐合線の整備を図ることとして

おります。

次に、その下の（事項）県単林道事業費１

億4,601万5,000円でございます。この事業は、

林業経営や山村の定住環境に欠かせない林道、

作業道の開設、改良等を実施するものでありま

す。

次に （目）林業災害復旧費でございます。、

、 、 、この林業災害復旧費は 平成17 18年度の災害

いわゆる過年災分と、過去の実績等に基づく現

年災分の見込み額でありまして、林道災害復旧

費で11億6,156万3,000円をお願いしておりま

す。

、 。続きまして 211ページをお願いいたします

特別会計について御説明いたします。特別会計

予算につきましては議案第４号及び議案第５号

にありますが、説明はこの資料でさせていただ

きます。一番上の段の山林基本財産特別会計で

ございます。総額で１億2,431万8,000円をお願

。 、 （ ）いしております まず 上から５段目の 事項

県有林造成事業費4,518万1,000円であります

が、これは、県有林の除間伐等の保育事業を実

施するものでございます。

次に、ページの下の欄にあります（事項）元

金6,031万7,000円、及びその下の（事項）利

子1,882万円でありますが、これらは農林漁業

金融公庫からの借入金の元金、利子の支払いに

要する経費であります。

次に、213ページをお願いいたします。一番

上の段の拡大造林事業特別会計でございます。

総額で２億2,757万9,000円をお願いしておりま

す。まず、上から５段目の（事項）県行造林造

成事業費１億5,193万6,000円でありますが、こ

れは、県行造林の除間伐等の保育事業を実施し

ますとともに、計画的な伐採を行い、森林所有

者等と収益を分収するものでございます。

次に、ページ下の欄にあります（事項）元

金4,112万4,000円、及びその下の（事項）利

子3,451万9,000円でありますが、これらは、県

有林と同じく農林漁業金融公庫からの借入金の

元金、利子の支払いに要する経費であります。

以上が、平成19年度の当初予算であります。

、 、続きまして 提出議案についてでありますが

お手元の常任委員会資料１で御説明させていた

だきます。

委員会資料１の５ページでございます。議案

第40号「林道事業執行に伴う市町村負担金徴収

について」であります。

これは、森林保全林道整備事業ほか４事業の

県営施行分につきまして、関係市町村より事業

費の100分の10の負担を求めるものでございま

す。平成19年度は県内７市町村が対象となって

おります。

森林整備課からの説明は以上でございます。

御審議のほどよろしくお願いいたします。

山村・木材振興課○中村山村・木材振興課長

関係の提出議案について御説明を申し上げま

す。

平成19年度当初予算についてでございます。

恐縮でございますが、お手元の平成19年度歳出

予算説明資料の方に戻っていただきまして 山、「

村・木材振興課」のインデックスのところ、ペ

ージで申しますと215ページをお開きいただき

たいと思います。平成19年度予算額は、一般会

計が、表の左から２列目、上から２行目にござ

いますとおり、31億6,1 7 5万円で、対前年
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比78.9％、林業改善資金特別会計が、その下の

方になりますが、２億5,414万3,000円で、対前

年比では99.5％、合わせまして、一番上の行に

ございますとおり、34億1,589万3,000円をお願

いしております。

それでは、新規・重点事業の主なものにつき

まして御説明いたします。

217ページをお開きください。ページの中ほ

どにございます （事項）林業・木材産業構造、

改革事業費、予算額６億8,398万1,000円でござ

います。下の説明にあります、５の林業経営構

造対策事業費補助金では、高性能林業機械やシ

イタケ生産施設など林業の生産性の向上につな

がる施設整備を、６の木材産業構造改革事業費

補助金では、プレカット加工や人工乾燥施設な

どの木材流通加工施設の整備、７の木質バイオ

マス活用促進事業では、木質ボイラーなど木質

バイオマスを活用する施設整備などに取り組む

予定としております。

218ページをお開きください。上にございま

す、８の○林業再生に向けた新生産システム推新

進対策モデル事業でございます。この事業につ

きましては、別添の常任委員会資料２で御説明

をさせていただきたいと思います。

委員会資料２の15ページをお開きいただきた

いと思います。まず、１の事業の目的でござい

ます。近年、中国や中東などを初めとしました

世界的な木材需要の高まりなどにより、日本に

輸入される外材の安定的な確保への不安が生

じ、また、その価格の上昇によりまして、外材

を主に利用しております住宅メーカーなどの大

口需要者におきまして国産材を見直す動きが出

。 、てきております このような動きに伴いまして

原木価格も昨年後半から平均１万円を超える水

準にまで回復してきております。このような動

きを一時的なものに終わらせないためには、高

い品質の乾燥材を安定的に供給する体制を整え

。 、ていくことが必要となっております このため

国の新生産システム推進対策事業を導入いたし

まして、高性能林業機械や、今後増加が見込ま

れます大径材にも対応できる大型製材工場を整

備しつつ、川上と川下が一体となって県産材を

安定的に供給する体制をモデル的に構築するも

のでございます。

ここで、右の16ページのフロー図をごらんい

ただきたいと思います。まず、１の現状の欄、

、 、左側の枠にありますように 本県の森林資源は

現在、民有人工林の55％が既に主伐可能林分と

なっており、スギの年間成長量は約286万立方

、 、メートルにまで達しておりますことから 今後

素材、特に径級30センチメートル以上の大径材

の大幅な増加が見込まれております。

一方、右側の枠にありますように、素材や製

材の生産体制を見ますと、森林所有規模は零細

で、素材生産業も小規模な事業体が主体となっ

ております。また、製材工場につきましては、

径級20センチメートル前後の素材を柱に加工す

る形態が主体となっております。

このようなことから、中央の２の課題の欄に

ございますように、充実する資源に対応してい

くために、小規模な森林を集約化し、効率的か

つ安定的に素材を供給できる体制を整備しつ

つ、大径材にも対応した大型加工体制の整備を

進めていくことが不可欠となっております。

、 、このため 下段の３の対策にありますように

国の交付金を活用いたしまして、①の林業生産

用機械整備事業では、平成19～21年度の３年間

で小規模な森林を集約化して効率的な林業生産

活動に取り組む４事業体に対しまして、高性能

林業機械12台の導入に支援を計画しておりま
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す。また、②の木材加工施設整備事業では、平

成19～20年度の２年間で大径材にも対応可能な

大型の製材加工施設４工場の整備に支援を計画

しております。

これらの事業を実施するために、左側15ペー

ジの２事業の概要（１）の予算額にありますよ

うに、平成19年度につきましては２億5,124

万4,000円の予算を計上しております。

続きまして、１枚めくっていただきまして、

17ページをお開きください 「力強い宮崎スギ。

県外出荷体制づくり事業」でございます。

、 、１の事業の目的にありますように 本事業は

スギ乾燥材の円滑な県外出荷を図るため、販路

の拡大や効率的な輸送体制の構築を図るもので

ございます。

右の18ページのフロー図をごらんください。

１の現状の「県内の供給体制」の枠内にありま

すように、本県のスギに関しましては、素材生

産量や人工乾燥材の生産量が全国一となってお

り、製材品の約６割が県外に出荷されておりま

す。また、下の枠内に、全国の製材品の流通を

めぐるここ10年間の特徴的な変化を記載してお

りますが、木造住宅分野におきまして大手住宅

メーカー等のシェアが拡大し、柱材などスギが

多く使われてまいりました分野でも、こうした

大口需要者に大きなロットで安定的に供給され

る外材集成材が急増してきたところでございま

す。近年、このような大口需要者におきまして

も国産材を見直す動きが出てきており、先ほど

御説明いたしました新生産システム等による生

産加工体制の整備とともに、２の課題にありま

すように、外材集成材を多く使用しています大

手住宅メーカー等への新たな流通ルートの確保

や、県産材を定時、定量かつ安定した価格で効

率的に出荷できる体制を整備していくことが必

要となっております。このため、３の対策にあ

りますように、本事業におきまして大手住宅メ

ーカーへのスギ集成材、人工乾燥材等のモデル

出荷、北部九州等の大消費地での販路開拓や共

同集出荷体制の整備などに取り組むものでござ

います。

左側17ページをごらんください。２事業の概

要 （１）の予算額にありますように、平成19、

年度につきましては1,515万5,000円の予算を計

上しております。また （２）の事業期間にあ、

りますように、今年度から平成20年度までの３

、（ ） 、カ年間で ３ の事業主体にありますように

業界で組織しております宮崎スギ乾燥材出荷促

進本部の取り組みを支援するものでございま

す。

恐縮でございますが 歳出予算説明資料の218、

ページにお戻りください。今説明させていただ

きましたのが、218ページの中ほどにございま

す （事項）県産材流通促進対策費の１にあり、

ます 「力強い宮崎スギ県外出荷体制づくり事、

業」でございます。

次に、219ページをごらんください。一番上

の（事項）木材利用技術センター運営事業費、

予算額１億666万9,000円でございます。木材利

用技術センターは、平成13年度の開設以来、大

規模な木構造技術の開発や人工乾燥技術の開

発、技術移転など、地元の企業ニーズに即した

実用的な研究に取り組むとともに、既に特許出

願を12件行うなど、着実に成果があらわれてい

るところでございます。また、県内の木材関係

はもとより、異業種の企業等から技術相談や依

頼試験も通年を通して行われており、地域に開

かれた研究機関としての役割を果たしていると

ころでございます。

次に、一番下の（事項）林業担い手対策基金
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事業費についてでございます。林業担い手対策

基金を活用いたしまして林業担い手の確保育成

に関する各種の施策を実施するものでございま

して、予算額１億8,793万円でございます。220

ページをごらんください。説明の１の林業担い

手対策基金事業につきましては、技術研修等の

受講経費に対する助成等の「人づくり 、高性」

能林業機械の共同利用等の「基盤づくり 、社」

会保険等の掛金の一部助成を行います「就労環

境づくり」の３つの柱により総合的に事業を展

開することとしております。

なお、２の林業担い手対策基金積立金につき

ましては、高性能林業機械の共同利用事業によ

り見込まれます利用料収入を、後年度の機械更

新費用のために積み立てるものでございます。

次に、その下の（事項）○林業労働安全衛生改

総合対策事業費、予算額234万8,000円でござい

。 、 、ます 林業は 傾斜の急な林内での作業であり

特に伐採作業におきましては重厚長大な素材を

扱うため、他産業に比べ労働災害の発生頻度の

高い産業でございます。このため、説明の１の

林業労働安全衛生対策事業において、これまで

取り組んできました労働安全衛生指導員による

巡回指導や、林業労働災害防止大会の開催を通

した普及啓発を推進するとともに、２の林業振

動障害対策促進事業におきまして、チェーンソ

ー等の使用による振動障がいを未然防止するた

めの特殊健康診断を継続して実施することとし

ております。特に、平成17年11月に改正され、

平成18年４月から施行されました労働安全衛生

法におきまして、就業に係る危険要因を洗い出

し、その対策を事前に講じるリスクアセスメン

、 （ ）トが努力義務となりましたことから １の ２

の労働安全衛生推進体制強化事業の中で、平

成19年度から新たに、県内を７つのブロックに

分けましてリスクアセスメント研修を実施する

ことにしております。

221ページをごらんください。特別会計につ

いて御説明いたします。

林業改善資金特別会計につきましては 「平、

成19年２月定例県議会提出議案 、議案第６号」

でございますが、説明は引き続きこの資料でさ

せていただきます （事項）林業・木材産業改。

善資金対策費、予算額２億5,414万3,000円でご

ざいます。下の説明にありますように、主な内

容としましては、林業・木材産業の経営改善等

を図るため、無利子の資金貸し付けに係るもの

で、１の林業・木材産業改善資金貸付金が２

億5,000万円となっております。

山村・木材振興課関係は以上でございます。

よろしくお願いいたします。

執行部の説明が終了いたしまし○丸山委員長

た。質疑はございませんか。

198ページ、集落保全流木等撤去○永友委員

緊急対策事業費の件についてでありますが、ま

た夏が来ますと台風時期になるわけですから、

緊急的に対処されるということは大変よろしい

ことだと思いますが、流木被害による河川、海

岸の処理関係は一体どこに責任があるのか。今

までは地域の土木関係がボランティアとしてや

ってくれた。今後はそれが不可能になってくる

かもしれません。そういうことになりますと、

人海戦術ではとてもできない、市町村も手も足

も出ないというような状況です。したがって、

ボランティアで地域の業者が協力的に出てきて

おったんです。山地のやつはこうして急々にや

らなきゃ災害がまた巻き起こるという状況です

から。一体どこがどうするのか、全体の目から

見ますと環境が非常に悪くなっているような状

況ですから、環境森林部長、コメントがござい
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ましたらお願いします。

この前の台風災害で大量○原田環境森林部長

の材木が流れ出ましたが、その対応状況を話し

ますと、まず、海岸については、海岸管理者が

中心にやるということで、土木事務所と港湾関

係、市町村にお願いをしながら、あとはおっし

ゃるとおりボランティアの支援を得ながらやっ

たというのが一つ。河川については、河川管理

者でやるという形、その上のダムのところはダ

ム管理者にお願いせざるを得ないということで

整理はしました。ただ、その他のところに引っ

かかっているやつが非常に危ない状況で残って

いまして、これは市町村が対応するしかないと

いうことになったわけですが、市町村も予算化

してある程度まではやってもらった経緯があり

ます。ただ、手に負えないということもありま

して、特に今回、２次災害のおそれがあるとこ

ろは、県の環境サイドも支援措置を講じなきゃ

いかんのではないかということで、今回は予算

化したわけです。最終的には国にお願いせざる

を得ないんじゃないかということで、林野庁に

持ち込んで話をしているんですが、なかなか制

度化までは行き切らないという状況にありま

す。したがいまして、今のところは管理主体が

中心になってやらざるを得ないという状況にな

っております。

今でも海岸にかなり放置されてま○永友委員

。 、すよね それはどこがというふうになりますと

海岸管理者にしても全然手も足も出さないわけ

です。ボランティアで小さいものは片づけたに

しても、大きいのがまだ点在しておるという状

。 、況です 環境面からの問題と産業面からの問題

おっしゃいますように国がというふうに言わざ

るを得ないのかなと思っているんです。そうで

、 、あれば 強力に国との詰めをやっていただいて

流木といえども環境汚染といえば汚染ですか

ら、そういった体制について十分国との折衝を

してほしいというふうにお願いします。

環境農林水産常任委員会資料の野○押川委員

生猿のことであります。平成19年度から新たな

事業として始められるということであります

が、まだ猿がふえているんですか。今でも大体

群れなり頭数はわかっておるんじゃないです

か。

野生猿の生息数等という○坂本自然環境課長

お尋ねでございますけれども、実は平成14～16

年にかけて詳細な調査をしたところでございま

す。このときは全体の頭数といった調査ではな

くて、県内にどのくらいの群れがおるかという

調査でございました。このときの調査結果から

申し上げますと、県内には、５つの個体群に分

けまして約70群れおることを把握したところで

ございます。このときには群れごとの頭数の調

査まではしておりませんが、概数で数えてみま

したところ、１群れに50頭ぐらいおるというこ

とで、全体的には、70群れの50頭で掛け算をい

たしますと約3,500頭おると考えております。

しかしながら、最近ふえているという話も随分

ございますので、この事業でさらに詳細な調査

をしながら具体的な対策を組んでいきたいと考

えておるところでございます。

これは、本会議の代表質問あるい○押川委員

は一般質問でも出ているわけでありますけれど

も、そういうのを調べていただいても、今のと

ころこれといった対策がないと。いろいろ試み

をしていただいておることは十分理解をしてお

ります。そういう中で、イの野生猿特別捕獲班

に対して市町村に20万円ということで、10万円

上げられるということですね。

これは金額を上げており○坂本自然環境課長
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ますけれども、一般的な事例ということでござ

いまして、それぞれ市町村に特別捕獲班がござ

います。その捕獲班が多いか少ないか、また被

害が多いか少ないかによりまして、１市町村当

たりに交付する補助金も変わると考えておりま

す。これまでは県費で直接協議会への補助をし

ておりましたが、今回、市町村も被害対策に積

極的に取り組んでもらうという考え方のもとに

負担をお願いしまして 予算的には本年度は400、

万円ぐらい盛っているわけですけれども、市町

村費を加えていただくことによりまして倍にな

りますので、800万円ぐらいの仕事が今後でき

ていくと考えておるところでございます。

その中で、捕獲班の方々が年間ど○押川委員

のくらいの猿を捕獲されているかつかんでいら

っしゃいますか。

猿の捕獲頭数は、一番多○坂本自然環境課長

かったのが平成16年ではなかったかと思います

が、このときに800数十頭。これは県の方で特

別捕獲班に対する助成制度をつくった年でござ

いまして、その結果から多かったのかと考えて

。 。おります 通年は300～400頭前後でございます

平成13年は422頭、平成17年は548頭ほど捕獲い

たしております。ただ、猿の捕獲ということに

なりますと、猟師の方々も鉄砲で撃ちたがらな

いといった現状もございまして、我々が期待し

ているような成果が上がっていないのが現実で

はないかと考えておるところでございます。

そういう話は私たちもよく耳にし○押川委員

ておるところでありまして、これは案ですけれ

、 、ども 捕獲班が何班かに分かれてありますので

捕獲班に連絡が行くまでに時間もかかるという

こともありますし、ある程度目安をつくっても

らって、１つの班が年間に30頭捕獲した場合に

は、それなりの手厚い助成を流したら、とると

いう方は結構いらっしゃると思うんです。私た

ちはとりたいんだという方もいらっしゃいま

す。中にはとりたくないという方もいらっしゃ

るけど。西都市内でも被害が相当出ております

し、この絵に載っているように民家まで入ると

ころもあるわけですから、群れを調査されると

かされないというより、ある程度のことはわか

っているわけですから、具体的対策に入ってい

かれたらどうかなということが一点。

それから、国との関係はどういうところまで

進んでいるのか、猿対策で国からの支援があれ

ば教えていただきたいと思います。

まず、猿の捕獲対策につ○坂本自然環境課長

いてですが、市町村によっては猿を捕獲した分

に応じて、猿のしっぽを１本持ってきたら幾ら

ということで、特別に報償金制度を設けておら

れるところもありますが、県は現段階ではそこ

まで考えておりません。この事業の中で捕獲班

の助成を考えておりますが、今は、ボランティ

アでやっていただいております方々の弾代の一

部にでもなればということで、人件費的なもの

は考えていないんですが、市町村によってはそ

こまで含めて助成をすることもあるとは聞いて

おります。

もう一点、国の助成制度ということでござい

ますが、環境省が野生鳥獣の所管をしておりま

すが、環境省から駆除対策、捕獲対策の事業は

いただいておりません。環境省ではそういう制

度はないのではないかと見ております。ただ、

農政水産部の事業では、農作物の周りにネット

を張ったりという被害の防除体制については、

助成制度が国の補助にあると聞いております。

森林関係ですから、山に木を植え○押川委員

たときには、猿やほかのものからの被害等もあ

るわけですから、要望として、これからそうい
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ったことも国の方にぜひつないでいただきたい

と思います。

それから、予算説明書の200ページ、５番目

の人に優しい自然公園づくり事業で600万円ほ

ど上げていらっしゃいますが、今回される場所

はどこらあたりですか。

５番目の人に優しい自然○坂本自然環境課長

公園づくり事業は、国からの補助金もいただき

ながら自然公園の整備を進める事業でございま

して、具体的には公園施設のリニューアルやバ

リアフリー化、高齢者の対応等を進める事業で

ございます。現在考えておりますのは、県北の

祖母傾国定公園おいて、高千穂町の公衆トイレ

の改修を考えております。また、下段の方に補

助金がございますが、これは市町村への事業で

ございまして、高千穂峡の公園の中に身障者用

の駐車場を整備するために助成をいたすことに

しております。

今回は高千穂の祖母傾１件だけと○押川委員

いうことですか。

先ほど申し上げました公○坂本自然環境課長

衆トイレと身障者駐車場関係の２件でございま

す。

その上の44万円の負担金、国立公○水間委員

園協会というのはどういう法人ですか。

これは、中央の方に公園○坂本自然環境課長

協会というのがございまして、国立公園協会の

負担金でございます。

全国の都道府県すべて入っている○水間委員

のか。負担金は今回44万円だけど、前回より６

万円ぐらい減額になってますね。どんなメンバ

ーで、これは環境省になるのか、そこらあたり

説明してください。

正式名称は、財団法人国○坂本自然環境課長

立公園協会でございます。４つほど団体の負担

金がございまして、１つが財団法人国立公園協

、 。会 これは20万円ほど負担をいたしております

２番目が財団法人日本自然保護協会、こちら

が15万円でございます。もう一つが自然公園等

保全整備促進中央協議会、これは事務局は国立

公園協会が持っているようでございますけれど

も、こちらの方に６万円ほど支出をいたしてお

ります。最後にもう一つ、えびの高原の自然保

護対策協議会というのがございまして、３万円

ほど負担をいたしておるところでございます。

公園協会というのは何をしてくれ○水間委員

るんですか。

国立公園協会の活動内容○坂本自然環境課長

は、自然公園等の普及啓発、自然に関する調査

研究、自然環境の保全活動、自然の整備等の実

施と推進等、ポスターを印刷したり、普及活動

もやっている団体であるようでございます。

後で資料を下さい。○水間委員

力強い、宮崎スギ県外出荷体制づくり事業で

すが、冒頭に部長が、押川委員の日本家屋の発

言云々で言われましたが、委員会資料２の18ペ

ージ、15年連続日本一ですよとか、製材品の６

割が県外に出ているという説明が、レクチャー

のときに足りなかったということにならんです

か。

１時間半ほど時間をいた○原田環境森林部長

だきまして、環境森林部の事業内容について、

一通り木造住宅も含めて県外出荷の状況も説明

はしたんですが、初めてだったということもあ

って十分な理解が得られていない面もあったと

思いますので、再度機会をつくりたいと思って

います。

今までの事業の継続だろうと思う○星原委員

んですが、販路開拓に力を入れていかないと、

スギの売れ行きに影響しますのでね。乾燥材に
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かなり力を入れてきた関係で、今このように伸

びてきていると思うんですが、北部九州とか関

、 、西圏 関東圏の販売協力店あるいは設計事務所

関連のあるところの数は把握されているものな

んですか。

県外出荷についてであ○楠原木材流通対策監

りますが、御存じのように、70万立方メートル

を製材品で出しておりますけれども、その６割

が首都圏、関西圏、九州、沖縄等の県外に行っ

ております。その中でも特に最近伸びています

のが沖縄と九州であります。県外出荷の伸びを

確保するには大消費地が大事だと思っています

ので、平成19年度は北部九州を重点的に８店ほ

ど販売協力店をお願いしまして、製品を置いて

ＰＲをしていただく、商談にもつなげていただ

くという事業であります。

今、北部九州８店という話があり○星原委員

ましたね。今まであったところに継続してお願

いしていく、あるいは新たにそれぐらい開拓し

、 。ようとしているのか その辺はどうなんですか

年間８店舗分しか予算○楠原木材流通対策監

的に確保できていないものですから、これまで

もいろいろなところでやってきているんです

が、来年度は北部九州を重点に新たに設置して

いきたいと思っています。

これまでもやってきて、その費用○星原委員

対効果、展示したり協力店を見つけることで売

り上げが伸びていくと。地道なことではあるけ

ど、そういう形をやった方が県産材が売れてい

くというとらえ方であれば、かなりその辺に力

を入れていかないと、予算の関係と言われたん

ですが、県産材を何とかしようという感覚でい

けば、民間の企業等と協調して、個人でやるよ

りは、県が窓口になることで相手側が安心して

取引ができる。あるいは 「宮崎産」とつけば、

裏保証みたいな感じで、買い手側にとってもい

いんじゃないかと思うわけです。効果があるも

のであれば、多少経費をかけてでも今後取り組

んでいかないと、ほかの県でもいろんな方法を

とってきます。せっかく乾燥機も200台以上入

れているので、そういう面からいっても宮崎の

ものを大量に売っていく形に切りかえてもいい

時期じゃないかと思うんですが、そういう発想

とか、取引量をふやすための検討はどうなって

いるんですか。

県外出荷につきまして○楠原木材流通対策監

はいろんな方法でやらなきゃいけないと思って

。 、います 先ほどの販路開拓支援につきましては

業界への補助という形で、その中でも、販売協

力店、あるいは商談会の開催、モデル出荷、今

まで使っていただいていないところに乾燥材な

り集成材を送る、そういう業界主導でやってい

ただく部分がこれであります。もう一つは、行

政と業界が一緒にやることも非常に大事だと思

っています。ことしも研究機関の研究員の方に

も応援していただきながら、首都圏で飫肥杉の

ＰＲセミナーを開きました。大手ハウスメーカ

ー、商社、建築設計者の方々を呼んで、まず飫

肥杉の特性なりよさも知ってもらう。さらに、

宮崎の方にも来てもらって生産の現状、品質管

理の状況等も見ていただくといったいろいろな

方法で取り組んでいる状況です。

ぜひそのように取り組んでいただ○星原委員

きたいんですが、事業名に「力強い宮崎スギ県

外出荷体制」と、かなり力強い言葉が前に来て

いるものですから、もう少し力強くやっていた

だいたらいいのかなと思っています。どうかよ

ろしくお願いします。

名前だけじゃなくて、力○原田環境森林部長

強くやるように今一生懸命やっておりますが、



- 81 -

取引先の拡大は、基本的に既存の業者が持って

いる相対取引先は非常に大事ですので、それは

民間主導で拡大に努力していただく、それを支

える支援が少し要ると考えています。

それから、新規の取引先は、先生が言われる

ように信用の問題がすぐ出てきますので、行政

と民間が一緒になって開拓していく、こういう

方向が大事だと思っております。そういう方向

で、特に今回は北部九州に焦点を当てて開拓し

ようとしているところであります。それに加え

まして、大きな取引をどうしても実現したいと

いう視点になると、相対取引では限界があるも

のですから、工場が連携して同じような質の製

品をつくると。今までは、共同取引をやってい

るんですけど、結果として相対取引になってい

るんです。それを本当の共同取引になるように

県木連あたりがもうちょっと頑張っていただい

て大きな需要をぜひ何とか実現したいと、そう

いう方向で取り組みたいと思います。

ほかにございませんか。○丸山委員長

今のことに関連ですが、大手の木材加工メー

カーが宮崎にぜひ進出したいという話があっ

て、これは新生産システムにのって、川上、川

中にとってはいいのかなと思いながら、既存の

中小の木材加工メーカーにとっては競合する部

分があって非常に心配だという話もお伺いをし

ているところです。ある程度すみ分けといいま

すか、今部長が言われました相対の部分と、新

たな大手ハウスメーカーに対する流れをつくる

ためには、新生産システムをいかに本物にして

いくかが大きな流れになっていくんじゃないか

と思っているところなんですが、県のスタンス

として、新生産システムと既存の中小の木材業

に対する考え方はどういう形で整理されようと

しているのかお伺いしたいと思います。

大まかな考え方を私から○原田環境森林部長

述べさせていただいて、細かい点があれば、課

長なり技術センター所長から補足をしてもらい

たいと思います。

まず、県全体の林業振興という視点に立ちま

すと、スギに限定しますと、現在の100万立方

を120～130万立方ぐらい生産できる体制づくり

が必要だと考えています。そのためには素材生

産業にもうちょっと力を入れないと対応できな

い面がありますから、そこと製材能力、販売力

をさらに上げる必要があると考えています。そ

の中で、直材もしくはそれに近い材、良質材に

ついては、現在の製材工場の中で能力アップし

て加工できる体制づくりを考えていまして、こ

れは新生産システムでやっていきたいというの

が一点です。

それから、曲がり材とか低質材は、山に眠っ

ている材も含めて活用することが非常に大事だ

と思っています。そうなると低質材を大量にひ

く業種が要るということで、これは基本的には

県内の業界が対応してくれれば一番いいんです

けど、この分野はなかなか県内企業で対応が難

しいということで、県外の大手の合板工場、集

成材工場が宮崎の資源に目をつけて進出をしよ

うという動きが非常に強い状況にございます。

それはそれとして大事な分野でもあると思って

いまして、先生が言われるようにすみ分けをど

、 、うするか 生産アップ分の生産力をどうするか

そこを業界と行政と一緒になってきちっとした

ルールをつくっていかないと、後々トラブルの

原因にもなりますので、その辺に重点を置いて

行政指導も行っているところであります。

今、すみ分○有馬木材利用技術センター所長

けの話がございましたが、基本的には新生産シ

ステムは、事業目的にもございますように、今
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まで外材を使っていたところにとってかわる

と、そういう点では相当覚悟してかからないと

いけないということがございます。その中で、

一つは、やったはいいけど、本当に集まるのか

という集荷の問題がございます。もう一つ大事

な点は、ちゃんと山にお金が戻るか、これが大

変重要な視点でございます。そのあたりのすみ

分け、お互いに了解をきちっとすることが大変

重要だろうと思います。

それから、先ほどのすみ分けの中で、既存の

ものがどうかということについては、既存のも

のはそれなりに努力しなくてはいけないと思い

ますが、少なくともバッティングしないように

しなくてはいけないと思います。ただ、現在、

住宅も多様なものを求めるようになっておりま

すので、そういう点は小回りのきくところがき

ちっと対応すると、それはこれからの産地間の

競争でもあろうかと思います。

それから、全国から見た宮崎の位置づけにつ

いては、70万立方の製材品が出ていることから

考えましても、他の県に比べると断然力強い。

だけど、非常に皆さん遠慮がちにやっておられ

るというところがあります。宮崎のスギは秋田

や吉野のスギに比べて品質的に落ちるんではな

いかということ等も、大分事情が違ってまいり

ました。むしろ宮崎に大変期待をしているとい

うのが全国的な位置づけであります。したがい

まして、ガードをしっかり固めておかないとや

られる可能性もある、そういう点では両方の意

味を持っていると思っております。

山主まで還元できるような形に○丸山委員長

しないと、今、放置林という大きな問題があっ

、 、 、たり 先ほど猿害の問題もありましたが 今後

実のなる木とか工夫した植栽も考えていただき

たいし、既存の製材業界等への配慮も必要だろ

うと。バッティングしないという話は、机上論

ではそうであっても、実際始まるとバッティン

グすることも結構あるのじゃないかと非常に心

配しております。さらに、きのうも議論をさせ

てもらったんですが、林業開発公社の300億円

を超える負債についても、いかに今後の木材価

格が上がるかによって大きな影響も出てくると

思っておりますので、木材の利用並びに山の価

値をどう高めていくかについて、さらに真剣に

議論を深めていただくと大変ありがたいと思い

ます。

さっきの話と関連してくるんだろ○水間委員

うけれども、日向の例の広島の中国木材の話。

素材生産の皆さんと製材の皆さん、日向市は細

島の工業団地に企業を誘致したいと。そこで、

30万立方という流れでやると、宮崎県の林業は

これでもっていくのかという話があって、賛否

両論既にわき上がっているような気がするんで

すが、そこらあたりわかっている状況を御説明

いただくといいんですがね。

今おっしゃいましたよ○楠原木材流通対策監

うに、外材が非常にタイトになってきています

ので、今まで外材を扱っていた企業が、合板、

集成材として国産材を見直してきております。

そういった関係もありまして、特に耳川、県北

の資源に目をつけてきたといいますか、Ｂ材を

主体とした集成材等をつくる大手の企業が進出

を計画していると聞いております。それにつき

ましては民間独自の計画でもありますので、現

在、業界に対してもきちっと説明してもらうよ

うにしているところであります。

誘致をされる日向市の対応、そこ○水間委員

ら辺で会議があったような話も聞くので、県の

持っていき方として、日向市が企業を誘致した

いということになれば、それ以上のことは言え
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ないのかもしれん。民間ですから、イオンが来

るのと一緒でしょう。そうなったときに、賛否

両論わき上がるようなことになってしまうの

か、それとも行政指導でそこまで県が介入して

やれるのか、なかなか難しい問題だろうと思う

。 、 、んです 現状 日向市から環境森林部に対して

こういうことをやりたいんだとかいう話は来て

いるんですか。

先ほどおっしゃった、○楠原木材流通対策監

企業が用地を確保するということで、日向市と

協議に入っているという話は聞いております。

そういった情報はつかんでおるところでありま

す。その窓口は企業誘致担当で担当していらっ

しゃると聞いております。

宮崎スギの流通の関係で確認させ○髙橋委員

ていただきたいんですけれども 18ページに 製、 「

材品の流通」で①、②とありますよね。私の認

識が違っていたら教えていただきたいんです

が、ふえていますよね。ということは宮崎のス

ギにとってよくない方向に行っているんじゃな

いか。①の大手住宅メーカー等のシェア拡大と

いうのは、大手メーカーは手間暇かけないと思

うんです。いかにコストを下げてつくるかとい

うことで。②の柱材分野に外材集成材が急増し

ている、これは本県のスギ材にとってはマイナ

スだと思いますので、これの考え方はどういう

ふうに理解したらいいんでしょうか。

今、委員おっしゃいま○楠原木材流通対策監

した、①のシェアの拡大というデータは全国の

統計なんですが、年間50棟以上建てているメー

カーの割合が、在来木造の場合、平成６年では

24％だったものが41％と。全国的には大手ハウ

スメーカーがだんだんシェアを伸ばしていると

いう実情があります。②は柱材に外材集成材が

２から50％とありますが、よく言われますホワ

イトウッド、ヨーロッパを中心として来ており

ますが、特に大手ハウスメーカーがクレームを

避けるといったこともありますし、プレカット

加工する住宅は非常に伸びてきておりますの

で、そういったことから集成材が非常にふえて

おります。ただ、今少しずつ変わり始めていま

すし、これに対抗するには、品質、寸法や強度

といった性能の確かなものを出す取り組みをや

って、拡大していくことが必要だと思います。

今おっしゃったように、品質とか○髙橋委員

強度で対抗するしかないと、私の考え方もそう

です。私も木造の家を建てて18～19年になりま

す。坪35万円ぐらいで建てられるんです。今は

20万円台というのはざらじゃないですか、大手

メーカーが宣伝して。私の地元でも、地元に大

工さんや建築会社があるのに、宮崎や都城の看

。 。板をよく見るんです 安くで建ててくれるから

しかし専門家に聞くと 「その家は20年もちま、

」 、「 、 」せんよ とか いや もっともたないですよ

と。品質、強度の面で落ちるということだと思

います。今おっしゃったようにそういうところ

の宣伝ももっともっとしていかないと、なかな

か需要が伸びないのかなと。

心配なのは、職人さんが減っていっているん

。 、ですよね この前もちょっと聞いたんですけど

個人でやっていらっしゃる大工さんはどんどん

減っています。大手メーカーの下請みたいな感

じで仕事をもらっている。本来の日本建築を学

ぶ大工さんがほとんどいなくなっていまして、

そのことも非常に心配をされていました。

ほかにございませんか。○丸山委員長

それでは、質疑がないようですので、以上を

もって、自然環境課、森林整備課、山村・木材

振興課の審査を終了いたします。

引き続き総括質疑に入りますので、準備のた
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め、暫時休憩いたします。

午後２時27分休憩

午後２時35分再開

委員会を再開します。○丸山委員長

各課・室ごとの説明及び質疑がすべて終了い

たしましたので、総括質疑に移ります。

環境森林部の当初予算関連議案全般につきま

して、質疑はございませんか。

先ほど最後に委員長と水間委○外山副委員長

員から出ました例の件ですが、具体的に30万立

方という数字が出ています。200名の雇用とい

うことですけれども、問題は、買い占め的な様

相になっちゃいけないということなんです。ほ

かの製材業者にＢ材が回らないと。逆に、売れ

るからといって買いたたかれるようなことがな

いような、暗黙の了解というか指導をしてもら

わないと、かなり影響が出ると思います。聞く

ところによると、30万立方というと、毎日10ト

ントラックで100台、月に24日間、そんな量だ

ものですから、まとめて買うとなると、場合に

よっては、売り手市場なのに買い手にいいよう

にやられる可能性もありますから、その辺は注

意を促すようなことは必要かと思います。

先ほど部長がおっしゃった、100万立方が単

純に130万立方になるから取扱量がふえたとい

うことだけではないような気もします。いろん

な要素を含んでいますから。

資源の成熟度等から見る○原田環境森林部長

と、それくらいは切って回すのが林業発展につ

ながると思っていますが、おっしゃるとおり急

に30万立方ということになってくると、なかな

か対応できないところがございます。どこが立

地するかはまだわかりませんけれども、そこが

山を買い占めたり、そこのために価格がつり上

がるとマイナス効果が非常に大きいのでです

ね。基本的には供給面をきちっとしなきゃいか

んので、進出する会社と県内の業界と調整しな

がら、平均的なコストで供給できるような仕組

みをきちっとつくるように県としては指導して

いきたいと思います。

森林環境税の使途の関係ですが、○髙橋委員

平成18年度から始まっていますので、14ページ

の３つの事業の事業地選定が終わっていると思

、 。うんですが 具体的に教えていただけませんか

事業地につきましては、○金丸森林整備課長

平成18年度一たん募集をいたしました。当初予

算で事業を予定しておりましたのが、広葉樹造

林が10ヘクタール、間伐が310ヘクタール、人

工林の伐竹が40ヘクタール予定しておりまし

た。現在のところ18年度見込みが、広葉樹造林

、 、が11ヘクタール 強度の間伐が320ヘクタール

伐竹が19ヘクタールという実績が上がる予定と

なっております。18年度に要望をとった分は満

足したような形になっております。当初予算が

通りましたら、19年度の事業箇所を募集したい

。 、と考えています 事業箇所の選定に当たっては

点で出してきたところと面で出してきたところ

があります。面で出してきたところは次年度の

計画が立案される可能性がありますけど、点で

来たところにつきましては新しい要望箇所を募

集したいと考えております。

つけ加えますけど、広葉樹造林を10ヘクター

ル予定しておりまして、今年度63ヘクタール上

げております。昨年度の要望では70～80ヘクタ

ールございました。ただ、事業を発表した時点

で広葉樹造林が10ヘクタール、間伐が310ヘク

タール、竹関係が40ヘクタールと発表した関係

、 。で それに近い形で初年度は事業を執行したと

広葉樹造林の方が数字が多く上がってきたもの
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ですから、今年度は広葉樹造林をふやして当初

予算でお願いしたいということであります。

実際に事業は始まっていますよ○髙橋委員

ね。事業地を選定されて、この事業に着手され

ているということで理解していいですね。

そうです。○金丸森林整備課長

箇所数でどのくらいになるんでし○髙橋委員

ょうか。

平成18年度の箇所数は全○金丸森林整備課長

体で62カ所となっています。つけ加えますと、

21市町村という実績になる予定です。

広範囲に行き渡っていていいと思○髙橋委員

いますが、今後ともよろしくお願いします。

明細を申し上げます。広○原田環境森林部長

葉樹造林が、８市町村の10カ所、針広混交林が

18市町村の35カ所、里山人工林が８市町村の17

カ所で、先ほど申し上げました、計21市町村の

62カ所ということになっております。

私どもの地域の木脇産業がプレカ○星原委員

ットで、沖縄に結構持っていっているという話

があって、中国にもという話もうわさとしては

聞いているんですが、今、県内にプレカット工

場はどれぐらいあって、プレカット材はどれぐ

らい使っているんですか。

現在、プレカット工場○楠原木材流通対策監

は県内に11工場ございます。木材の立方数はわ

からないんですけれども、加工能力が6,000棟

強ですが、平成17年で4,500棟前後のプレカッ

ト加工をやっております。

今現在、県内の11工場で4,500棟○星原委員

分ぐらいが出ているということですね。そうす

ると、県内でどれぐらいか。県外、特に沖縄で

どれぐらい伸びているものなんですか。

具体的な数字は手元に○楠原木材流通対策監

持っておりません。

後でもらえれば、お願いします。○星原委員

西都にできた産業技術専門校も生徒数が少な

くなりつつある。少子化が進む中で、専門技術

というか、大工さんの数が減りますよね。そう

するとプレカット的な分野にかなり力を入れて

いかないといけないのかなと思うわけですが、

県内に11工場ということでありましたが、国か

らも補助が来るんじゃないかと思うんですが、

今後補助金等を流して、工場をやろうという人

がおればまだふやしていこうという考え方はあ

るものなんですか。

最近では、昨年度○中村山村・木材振興課長

に１つプレカット工場ができまして今の数にな

っております。先ほど木材流通対策監から説明

がありましたように、4,500棟ぐらい実際につ

くっておりまして、県内の木造戸建て住宅も年

間4,500棟ぐらいの規模でございますので、要

望があれば検討していくことになるとは思うん

ですけれども、これから先つくっていくとなる

と、県外に大きな市場が出てこないと、量とし

てはいいところに来てしまったのかなという感

じは持っております。

我々から見ると、どうやって売り○星原委員

込んでいくかとなると、合板の企業が出てくる

という話もある。一方では、山主さんもいい、

途中もいい、そういう人たちがうまく食べてい

くためにそれなりの木材価格でとなると、どの

分野で売っていくのか。日本建築で坪何十万と

いう高級住宅でやっていくのか、あるいは合板

分野に材を流していった方がいいのか、中国な

ど外国へ持っていった方がいいのか。15年連続

スギ日本一と言いながら、結局、手元には金は

落ちていないわけであります。そういうことを

考えたときに、どういう方法で今後材を使うか

となったときには、かなり沖縄は需要があると
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いう話を聞いていたものですから、販路の拡大

をする。あるいは違う角度で、きょうは木材利

用技術センター所長がいらしていますが、研究

をされたものが転化されて、材が売れていく方

向に常に視点を置いておかなくちゃいけないと

思うわけで、その一つがプレカットかなと思っ

たんだけれども、今の話では目いっぱいのとこ

ろに来ていると。そうすると違う分野で今後考

えていくのか、その辺に向けては研究、検討さ

れているものがあるものですか。

今の星原委○有馬木材利用技術センター所長

員のお話の中で、プレカットが量的にはそろそ

ろ満杯になりつつあるのではないかというの

は、住宅の着工がこれからもどんどんふえると

いうなら話は別なんですが、当然人口のことも

ございますし、そういう点でそんなに大きくふ

えないだろうと思っております。ただ、現実に

今起こっていることは、プレカットを使ってい

る方々はほとんど大工さんなんです。前は「お

れの敵だ」と思っておられた工務店さんがむし

ろ中心に使っておられて、自分たちの技能は別

なところに発揮する。もちろん大手さんもプレ

カットを使っている。在来工法の８～９割はプ

レカットになっております。そういう点から考

えますと、プレカットが日本の製材というもの

を大きく変えた、資材供給を大きく変えた、こ

れは間違いない事実でございます。それでは、

在来工法の10％はどういうのがあるのか。これ

、「 」 、は 顔の見える家づくり と言われるような

例えば諸塚村がやっているような、つくる側と

供給する側、山までも含めて一体化して流れの

見えることをやる。これは、お金はどれぐらい

山に戻さなくちゃいけないだろうか、こういう

ことまで含めてお互いに了解してつくる。非常

に小さな流れでありますけれども、これも大変

重要な流れだろうと思います。小ロットのやり

方として重要な側面を持っているだろう。した

がって、これは決してけんかするものではなく

て、向かうところが若干違っているという状況

だろうと思います。

それから、沖縄の話が出ましたけれども、沖

縄は20年ぐらい前までは木造率は0.3％でござ

いました。現在３％強になっております。100

棟近く。そういう点ではどんどんふえておりま

すが、その理由は、木造住宅の住まい心地がい

いということで評価が高い。窓をあけて住める

ので冷暖房費が要らないということで、居住環

境という面から木造住宅を求めるという側面が

出てきております。これは恐らく日本全体にそ

ういう動きがあります。もちろん、量的に求め

て、自分は価格からしてこの辺しかできないと

いう層も厳としてあります。ただ、自分はこう

いう家をつくりたいという人たちも出てきてい

るわけでございますので、これをどうつかんで

いくかがこれからの最大の課題だと思います

し、当センターも両方の視点を持ちながらやっ

ている状況でございます。

、 、○原田環境森林部長 補足をいたしますが 今

センター所長が言われたとおり、沖縄は100棟

前後木造住宅が建っていると、その中で宮崎の

材で建てられている住宅が40棟前後で推移をし

ております。これはほとんど木脇産業の独占み

たいなものでして、坪単価も100万円前後の高

い住宅だと思うんです。もちろん台風とかシロ

アリ対策がしてあるということもありますし、

木材も宮崎の住宅の1.5倍ぐらい使っていると

思います。そういう頑丈な住宅で非常に評判が

よくて、安定した住宅になっているというのが

一つ。

それから、星原先生が言われるように、県内
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に金を落とすという視点が大事ですから、付加

価値をどう高めて外に出すかということになる

と思います。その中でプレカットというのが非

常に大事でありまして、基本的には、県内の木

材をプレカットして、住宅１棟分を持っていっ

て県外で家を建てるという形が一番望ましいと

。 、 、思っております それで産直住宅を東京 関西

北九州、沖縄で進めているという実態がござい

ます。

それに加えまして、方向としては、プレカッ

ト工場の問題がありましたけれども、こちらで

加工しなくても、県外の大手のプレカット工場

にすぐプレカットできる形で乾燥材を納める、

このルートが結構大事な分野になっておりま

す。これだと多少付加価値を高めながら出荷で

きます。それから、最近の動きは、外材中心だ

ったマンション等の間柱にスギを使う、この需

要が非常に伸びそうな雰囲気でありますので、

これに対応して量産できる工場をつくるという

視点も要るということと、今まで外材だった合

板集成材にも食い込んでいく、こういう形で県

産材の付加価値を高めて伸ばしていくことが大

事だと思っております。

ほかにございませんか。○丸山委員長

私の方から、住宅関係の考え方で、なかなか

難しいのはわかっているんですけれども、在来

工法の住宅になると固定資産税がどうしても高

くなってしまう。木材利用をやってくれやって

くれと言われる県なのに、何でこうなってしま

うのという議論をするんですが、木材は、先ほ

ど言われたように夏涼しくてクーラーも要らな

いということになれば、これは環境に配慮した

家ということであれば、エコ、環境という形で

付加価値をつけられるような議論をもう少し踏

み込んでいただく、宮崎県から変えるんだと。

環境森林部ですので、そういうことを取り組ん

でいただくと、木材の利用もさらに進む方向も

考えられるんじゃないかと思っているので、何

らかの考えがあれば、御意見を賜るとありがた

いと思います。

木造は固定資産税が高い○原田環境森林部長

と一般的に言われます。２～３年前に各市町村

の税率等調べたことがありますが、平均します

とそうではなかったと。市の担当者が、木造の

場合は高い評価をしているケースが多いという

ことですが、平均するとそうではなかったとい

うことがございます。

それから、エコ住宅については、まだ具体的

な案がございませんので、またいろいろ検討さ

せていただきたいと思います。

ほかにございませんか。○丸山委員長

なければ、以上をもって環境森林部を終了い

たします。

執行部の皆様御苦労さまでした。

暫時休憩いたします。

午後２時57分休憩

午後３時１分再開

委員会を再開いたします。○丸山委員長

農政水産部の審査はあす行いたいと思います

が、御異議ございませんか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、そのようにいたしま○丸山委員長

す。

午前10時開会といたしたいと思いますが、よ

ろしいでしょうか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

その他何かありませんか。○丸山委員長

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

ないようですので、以上をもっ○丸山委員長
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て本日の委員会を終了いたします。

午後３時１分散会
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平成19年３月２日（金曜日）

午前９時58分開会

会議に付託された議案等

○議案第１号 平成19年度宮崎県一般会計予算

○議案第10号 平成19年度宮崎県農業改良資金

特別会計予算

○議案第11号 平成19年度宮崎県沿岸漁業改善

資金特別会計予算

○議案第23号 使用料及び手数料徴収条例の一

部を改正する条例

○議案第36号 みつばち転飼取締条例の一部を

改正する条例

○議案第41号 農政水産関係建設事業執行に伴

う市町村負担金徴収について

○議案第69号 使用料及び手数料徴収条例の一

部を改正する条例

出席委員（９人）

委 員 長 丸 山 裕次郎

副 委 員 長 外 山 衛

委 員 永 友 一 美

委 員 星 原 透

委 員 水 間 篤 典

委 員 前 本 和 男

委 員 押 川 修一郎

委 員 髙 橋 透

委 員 河 野 哲 也

欠 席 委 員（なし）

委員外議員（なし）

農政水産部

農 政 水 産 部 長 長 友 育 生

農政水産部次長 永 野 明 徳（ 総 括 ）

農政水産部次長 黒 岩 一 夫（ 農 政 担 当）

農政水産部次長 森 末 保 治（ 水 産 担 当）

部 参 事 兼 宮 脇 和 寛農 政 企 画 課 長

地域農業推進課長 玉 置 賢

営 農 支 援 課 長 松 尾 通 昭

農 産 園 芸 課 長 村 田 壽 夫

畜 産 課 長 井 好 利 郎

部 参 事 兼 石 川 善 成農 村 計 画 課 長

農 村 整 備 課 長 後藤田 悦 男

水 産 政 策 課 長 藤 田 仁 司

部 参 事 兼 田 代 一 洋漁港漁場整備課長

農 水 産 物 小八重 雅 裕ブランド対策監

団 体 調 整 監 假 屋 義 成

担 い 手 対 策 監 米 良 弥

農業改良対策監 荒 武 正 則

消費安全企画監 吉 田 周 司

技 術 検 査 監 松 井 郁 治

国営事業対策監 佐 藤 公 一

漁 業 調 整 監 那 須 司

漁港整備対策監 野 田 和 彦

総合農業試験場長 齋 藤 尚

県立農業大学校長 近 間 儀 博

畜 産 試 験 場 長 児 玉 盛 信

水 産 試 験 場 長 佐 藤 信 武

事務局職員出席者

議 事 課 主 査 湯 地 正 仁

政策調査課主事 小 城 勇 生

委員会を再開します。○丸山委員長
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今回、当委員会に付託を受けました当初予算

関連議案について、部長の説明を求めます。

農政水産部でございま○長友農政水産部長

す。よろしくお願い申し上げます。

それでは、今議会にお願いしております、平

成19年度当初予算に関係します議案等について

御説明申し上げます。

まず、議案の説明に入ります前に、鳥インフ

ルエンザ関係についてでございますけれども、

３月１日の午前０時をもちまして、新富町の発

生農場を中心とした半径10キロメートル以内の

移動制限及び搬出制限を解除いたしまして、清

武町及び日向市東郷町を含む県内３カ所すべて

の鳥インフルエンザが終息いたしましたことを

御報告いたします。

１月中旬に清武町において発生が確認されて

以来、国、各県、関係市町村あるいは関係団体

等たくさんの皆様の御支援、御協力をいただき

ながら防疫措置を実施することができたもの

と、感謝を申し上げたいと思います。

また、各委員の皆様方には大変御心配をおか

けいたしましたけれども、御協力と激励の言葉

をいただきましたことに、厚くお礼を申し上げ

ます。

なお、昨日、知事が上京いたしまして、農林

水産省あるいは総務省、自民党本部等を回りま

して、支援策のさらなる充実について、あるい

は特別交付税の措置について要望をいたしたと

ころでございます。

今後、県といたしましては、防疫体制を一層

強化いたしまして、食の安全・安心の確保に向

けて全力を挙げてまいりますとともに、ブロイ

ラー産出額日本一を誇ります本県養鶏業の再生

に努めてまいりたいと考えておりますので、今

後とも御支援をよろしくお願いいたします。

それでは、お手元の環境農林水産常任委員会

資料を１枚お開きいただきまして、右側の説明

項目をごらんいただきたいと思います。Ⅱにご

ざいますように、本日、農政水産部からは、議

案第１号から第69号までの７件を予定しており

ます。このうち、議案第１号、第10号及び第11

号までは平成19年度当初予算関係でございます

が、私からは、農政水産部全体の概要につきま

して御説明をいたします。

それでは、資料の１ページをお開きいただき

たいと思います。まず、説明項目Ⅰの「平成19

年度農政水産部予算編成（骨格）の基本的な考

え方」について御説明をいたします。

１の農水産業・農漁村を取り巻く情勢につき

ましては、農水産業は、食料供給や国土保全等

の多面的な機能を有し、県民生活に不可欠な役

割を果たすとともに、経済波及効果も大きく、

本県の基幹産業として地域経済に重要な役割を

果たしております。しかしながら、近年、ＷＴ

ＯやＦＴＡに象徴されます国内外の産地間競争

の激化、担い手減少や高齢化の進行、ＢＳＥや

食品偽装表示等「食」の信頼を揺るがす事件、

さらに原油価格の高騰、また水産業では、新し

い海洋秩序の成立や資源悪化等による漁業生産

の減少等さまざまな課題に直面しており、これ

らの課題への的確な対応が求められておりま

す。

このような中で、２に記載しておりますよう

に、平成19年度予算の編成におきましては、骨

格予算ではございますが 「第六次宮崎県農業、

・農村振興長期計画」及び「宮崎県水産業・漁

村振興長期計画」の着実な推進を図るため、年

度当初から、必要な経費や政策的な経費であっ

ても早急な対応を要する経費等について、当初

予算として編成をいたしております。
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３に重点推進分野を記載しておりますが、

（１）の農業部門におきましては、長期計画の

５つの柱に基づきまして、１つ目は、明日の宮

「 」 、崎農業を支える意欲あふれる 担い手 づくり

２つ目に、安全・安心・健康な食を供給する個

性あふれる「産地」づくり、３つ目に、消費者

の信頼に支えられた「食」と農の絆づくり、４

つ目に 「環境」とともに歩む循環型農業づく、

り、５つ目に、ふるさとの宝を活かす「地域」

づくりなどに重点的に取り組んでまいります。

次に （２）の水産業部門におきましても、、

、 、長期計画の５本の柱に基づきまして １つ目に

豊かな資源の確保と持続的利用の推進、２つ目

に、競争力のある経営と消費者に信頼される水

、 、 、産物の供給の推進 ３つ目に 果敢に挑戦する

多様な担い手の確保、４つ目に、多面的機能を

発揮する快適な生活・交流空間である漁村・内

水面の創造、５つ目に、元気のいい水産業を支

える水産技術開発の推進などに重点的に取り組

んでまいりたいと考えております。

以上が、農政水産部の予算編成の基本的な考

え方でございます。

次に、２ページをごらんいただきたいと思い

ます。議案第１号、第10号及び第11号の平成19

年度予算関係でございます。

農政水産部の平成19年度当初予算は、先ほど

申し上げましたとおり、いわゆる骨格予算とし

て編成されたものでございまして、一般会計

、 、が273億1,882万3,000円 対前年当初比56.4％

特別会計が５億4,772万7,000円、対前年当初

比101.6％、農政水産部合計では278億6,655万

円、対前年当初比56.9％となっております。課

別につきましては、このページの表をごらんい

ただきたいと思います。

次に、３ページをお開きいただきたいと思い

ます。３ページから４ページにかけましては、

「第六次宮崎県農業・農村振興長期計画」及び

「宮崎県水産業・漁村振興長期計画」に基づき

ます重点事業等の体系表を掲載しております

が、その中の網かけの部分の主要な事業と、議

案第23号から第69号までの４つの議案につきま

しては、後ほど関係課長から御説明をいたしま

す。

私からは以上でございます。よろしくお願い

いたします。

ありがとうございました。○丸山委員長

続いて各課の説明をお願いしますが、審査に

時間を要するため、２課または３課ごとの４班

に分かれて議案の説明と質疑を行い、それが一

通り終了した後に総括質疑の時間を設けたいと

思いますので、御協力をお願いいたします。

なお、歳出予算説明につきましては、重点事

業・新規事業を中心に簡潔明瞭にお願いいたし

ます。

まず、農政企画課、地域農業推進課、営農支

援課の審査を行いますので、関係者の方だけお

残りいただき、その他の方につきましては待機

していただきますようお願い申し上げます。

、 、 。それでは 準備のため 暫時休憩いたします

午前10時５分休憩

午前10時７分再開

委員会を再開します。○丸山委員長

それでは、農政企画課長から順次説明をお願

いいたします。

農政企画課でございま○宮脇農政企画課長

す。

お手元の平成19年度歳出予算説明資料をお願

いいたします。青いインデックスで「農政企画

課」のところ、269ページをお開きください。
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農政企画課の平成19年度当初予算額でございま

すが、一般会計で25億598万3,000円をお願いし

ております。

それでは、主な内容につきまして御説明いた

します。

271ページをお開きください。まず、下段の

（事項）農業情報・技術対策費でございます。

１枚開いていただきまして、272ページの２の

開かれた農畜水産試験研究ＰＲ事業についてで

、 、「 」、「 」、ありますが これは 安全・安心 健康

「環境」などの時代が求める価値に対応した試

験研究の成果について、農業者への普及を促進

する観点から、現場に密着した研究成果発表会

等を開催するものでございます。また、試験場

まつりを開催して試験研究機関の役割を広く県

民にＰＲするとともに、食の重要性の認識向上

を図る事業でございます。

３の産学公連携による宮崎県農水産試験研究

機能発揮促進事業につきましては、後ほど別冊

の主な重点事業等説明資料で御説明いたしま

す。

次に、その下の（事項）新農業振興推進費に

ついてでございます。１の「元気な農家」に学

ぶ明日の宮崎農業づくり事業についてでありま

すが、これは、第六次宮崎県農業・農村振興長

期計画の目標の達成状況や、新たに取り組むべ

き課題について自主点検を行うとともに、政策

評価による客観的な評価や、農業者等からの幅

広い施策提言等による進行管理を行う推進体制

を整備し、施策の計画的かつ総合的な推進を図

る事業でございます。

それでは次に、お手元に配付いたしておりま

す 「平成19年度当初予算案の主な重点事業等、

説明資料」で御説明いたします。

１ページをお開きください。事業名「産学公

連携による宮崎県農水産試験研究機能発揮促進

事業」についてでございます。

これは、産学公連携による共同研究体制を整

備し、より重点的で戦略的な技術開発の加速化

を図りますとともに、共同研究体制のもとで緊

急性の高い試験研究課題に継続して取り組むこ

とにより、本県農水産業の優位性の確立を図る

ものでございます。予算といたしましては、事

業の内容にもありますように、産学公連携研究

体制の整備や産学公連携共同試験研究等の経費

といたしまして、9,268万8,000円をお願いして

いるところでございます。

農政企画課は以上でございます。御審議のほ

どよろしくお願いいたします。

地域農業推進課でご○玉置地域農業推進課長

ざいます。

歳出予算説明資料の275ページをお開きいた

だきたいと思います。地域農業推進課の当初予

算額は、一般会計で31億2,145万7,000円、特別

会計で１億6,704万9,000円、合わせまして32

億8,850万6,000円をお願いしております。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。

277ページをお開きください。一般会計でご

ざいます。まず、中ほどの農業会議・農業委員

会費１億4,306万1,000円についてであります。

これは、県農業会議や各市町村農業委員会の円

滑な業務の推進を図るとともに、農地の利用調

整や担い手育成等に関する指導活動を促進する

ための国からの交付金等でございます。

続きまして、その下の青年農業者育成確保総

合対策事業費9,121万7,000円についてでありま

す。このうち、次のページの４の産地を担うニ

ューファーマー確保・育成事業についてでござ

いますが、これは、地域や産地における一貫し
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た新規就農者の確保・育成システムを構築する

ため、地域担い手育成総合支援協議会と連携し

つつ、就農相談活動の強化や技術習得のための

研修体制を整備するものでございます。

続きまして、女性・高齢者育成総合対策事業

。 、費1,868万2,000円についてであります これは

経営参画や事業への取り組み等、女性農業者が

中心となった活動の強化を図るなど、農業・農

村における男女共同参画の推進等を図るもので

ございます。

続きまして、その下、中山間地域活性化推進

費３億6,710万円についてでありますが、これ

は、中山間地域等におきまして、農業生産の維

持を図りつつ農業・農地の多面的な機能を確保

するため、集落等に対する直接支払い等を実施

するものでございます。

続きまして、農業経営構造対策事業費５

億1,096万7,000円についてでございますが、こ

れは、地域の担い手となる経営体の確保育成を

図るため、生産・加工・流通等の施設を総合的

に整備するものでございます。

その下の新山村振興等農林漁業特別対策事業

、 、費４億5,570万6,000円でございますが これは

山村等中山間地域の振興を一層促進するため、

地域の個性を生かした農林漁業の振興や生活環

境の整備などを実施するものでございます。

279ページをお開きください。中ほどの農地

保有合理化事業費６億5,965万5,000円について

でございます。これは、県農業開発公社等の事

業推進体制の充実強化と、農地の流動化による

担い手の育成及び経営規模の拡大を支援するた

めの農地保有合理化事業に係る経費助成でござ

いますけれども、そのうち５億円については県

公社に対する単年度貸付金となってございま

す。

続きまして、280ページをお開きください。

農業改良資金特別会計でございます。就農支援

資金対策費１億6,704万9,000円についてでござ

いますが、これは、新規就農者が新たに農業経

営を開始するために必要な資金を無利子により

貸し付けを行い、就農促進を図るものでござい

ます。

続きまして、お手元にあります「平成19年度

当初予算の主な重点事業等説明資料」を説明さ

せていただきます。

２ページをお開きいただきたいと思います。

「担い手育成総合支援事業」でございます。

本事業は、県及び地域の担い手育成総合支援

協議会が、認定農業者の確保育成や農業経営の

法人化、集落営農の組織化、法人化等の推進に

加え、品目横断的経営安定対策など意欲ある農

業者への支援に取り組むことにより、本県農業

・農村の担い手の確保育成を推進していくもの

でございます。予算額は2,443万7,000円をお願

いしておるところでございます。

続きまして 「平成19年２月定例県議会提出、

議案（平成19年度当初分 」の９ページをお開）

。（ ）きいただきたいと思います 地域農業推進課

という欄がありまして、債務負担行為の２件を

お願いしております。

一件は、県農業開発公社が農地保有合理化事

業における農地取得等のための資金を金融機関

等から借り入れたことにより、その金融機関等

が損害を受けた場合の補償として、６億円を限

度に損失補償を行うものでございます。

もう一件は、同様に、県農業開発公社が農地

保有合理化事業における小作料の一括前払い制

度に係る借入資金につきまして、金融機関等が

損害を受けた場合の補償として、2,200万円を

限度に損失補償を行うものでございます。
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続きまして、67ページをお開きいただきたい

と思います。議案第23号「使用料及び手数料徴

収条例の一部を改正する条例」の県立農業大学

校授業料、入学料及び体育館使用料についてで

ございます。これは条文になってございますの

で、詳細につきましては、常任委員会資料で御

説明をさせていただきます。

常任委員会資料の５ページをお開きいただき

たいと思います。まず、Ⅰの使用料でございま

すが、農業大学校授業料及び農業大学校宿泊施

設等使用料でございます。農業大学校授業料に

つきましては、昨年度の条例改正で徴収を新た

にすることとなりましたが、県立高等学校（全

日制）の授業料の見直しに伴い、これを改定す

ることとしまして、年額11万8,800円（改定前

は年額11万5,200円）とするもので、月額300円

の増になっております。ただし、突然というこ

ともありますので、経過措置を設けてございま

す 平成19年度においては11万6,400円 平成20。 、

年度においては11万7,600円、月額で100円ずつ

上げるという形になります。また、農業大学校

宿泊施設等使用料につきましては、同校の体育

館使用料でございまして、受益者負担の観点か

ら使用料を徴収するものでございます。

続きまして、６ページをごらんいただきたい

と思います。Ⅱの手数料でございますが、これ

は県立農業大学校の入学料でございます。Ⅰの

使用料と同様に、県立高等学校（全日制）の入

学料の見直しが行われましたので、それに伴い

改定することにいたしまして １人につき5,650、

円、改定前は5,550円でしたので、100円の増と

いう形で改定をするものでございます。

地域農業推進課は以上でございます。

営農支援課でございま○松尾営農支援課長

す。

お手元の平成19年度歳出予算説明資料の281

ページをお開きいただきたいと思います。営農

支援課の平成19年度当初予算額は、一般会計

で24億3,008万7,000円、農業改良資金特別会計

分が２億656万6,000円 合わせまして26億3,665、

万3,000円をお願いしております。

それでは、主な内容について説明申し上げま

す。

。283ページをお開きいただきたいと思います

中ほどの（事項）新農業振興推進費の食ルネサ

「 」 、ンス いただきます 推進事業につきましては

後ほど別添説明資料により説明いたします。

次に （事項）協同農業普及事業推進費につ、

いてでございますが、これは、県内８カ所に設

置しております農業改良普及センターの運営費

及び営農支援課広域指導担当普及員の活動費で

ございます。

284ページをお開きください。一番下の（事

項）農業金融対策費についてでございます。こ

れは、各種制度資金の融資の円滑化を図るため

の利子補給等に要する経費でございます。この

うち、１の利子補給金・助成金の（１）農業近

代化資金利子補給金と、285ページの（７）農

業経営基盤強化資金利子助成金につきまして

は、担い手の育成確保に向けた国の金融支援措

置として、平成19年度からの３年間に限り無利

子化の措置が導入されること等を踏まえまし

て、融資枠につきまして、農業近代化資金は前

年度より５億円増の70億円、農業経営基盤強化

資金は７億円増の30億円にそれぞれ増額して設

定いたしております。

次に、286ページをお開きください （事項）。

農産物高品位生産指導対策費の１農産物安全・

安心日本一推進事業につきましては、後ほど別

冊資料で説明をいたします。
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次に、287ページをごらんいただきたいと思

います。農業改良資金特別会計でございます。

（事項）農業改良資金対策費２億656万6,000円

ですが、担い手が農業経営の改善を目的として

新たな分野等にチャレンジすることを支援する

ための無利子の資金として、２億円の融資枠を

設定しております。

次に、主な重点事業について説明をいたしま

す。

お手元の「平成19年度当初予算案の主な重点

事業等説明資料」をごらんいただきたいと思い

ます。

３ページをお開きください 「食ルネサンス。

『いただきます』推進事業」でございます。

これは 「地産地消」と「食育」を一体的に、

進める「みやざきの食ルネサンス運動」のより

一層の定着を図るため、家庭、学校、地域等に

おいて「いただきます」を合い言葉とした県民

運動を展開していくこととしております。具体

的には、１つ目として、シンポジウムの開催や

テレビＣＭ等の活用による「いただきますから

はじめよう宣言」及び「ひむか地産地消の日」

の普及啓発、２つ目として、食育推進ボランテ

ィアの出前食育や地産地消推進協力員の活動支

援、３つ目として、県民会議地域支部や専門部

会等の推進体制の強化等に総合的に取り組むこ

とによりまして、県産農産物の活用促進や食の

宝庫みやざきにふさわしい健康的な食生活の実

現を図ってまいることとしております。予算額

は1,236万8,000円をお願いしております。

次に、４ページをごらんいただきたいと思い

ます 「農産物安全・安心日本一推進事業」で。

ございます。

昨年５月にスタートしたポジティブリスト制

度に的確に対応するとともに、本県が消費者か

ら信頼される食料供給県としての役割を担って

いくため、適正な農薬使用の推進と安全・安心

な農産物を確保する産地体制の確立を図ってま

いることとしております。具体的には、１つ目

として、農薬の適正な流通、販売、使用に関す

る指導・啓発の推進、２つ目として、県内市場

を経由する、いわゆる系統外の青果物に対する

残留農薬分析に基づく農薬の適正使用の指導、

３つ目として、本県の特産物でありますマンゴ

ー、ニガウリなどに対する農薬登録拡大等の事

業を一体的に推進してまいりまして、日本一安

全・安心な農産物を生産するための産地体制を

確立してまいることとしております。予算額

は1,811万4,000円をお願いしております。

最後に、債務負担行為につきまして御説明を

いたします。

別冊の「平成19年２月定例県議会提出議案」

の９ページをごらんいただきたいと思います。

第２表債務負担行為の追加になります。下段に

あります営農支援課分でございますけれども、

これは、平成19年度における農業近代化資金等

の各種制度資金の融資に対する、19年度以降に

必要な利子補給額を債務負担行為として設定す

るものでございます。６つの資金合わせまし

て10億6,357万円をお願いしているところでご

ざいます。

営農支援課は以上でございます。よろしくお

願いいたします。

執行部の説明が終了いたしまし○丸山委員長

た。質疑を慎重にお願いしたいと思います。

常任委員会資料の中で、一番最初○永友委員

に部長が農業の全体的な説明をされました。経

営支援というのが今一番重要であるし、経営が

どう今後転んでいくのか。ことしの園芸を見て

も、宮崎県はまずまずだと聞いておりますが、
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温暖気象で生産が過剰になって、土に戻してし

まうという状況です。これは一体経営的にどう

なっていくのか、こういった経営支援というの

が組織だけの支援なのか、担い手の経営がうま

くいく支援なのか、そこあたりに予算がどうい

うふうに転んでいくのか、今の説明では見当た

りませんので、経営支援についての考え方を具

体的に教えてください。

経営支援につきまして○松尾営農支援課長

は、今までコンサルタント事業等をやっていた

んですけれども、平成18年度から農家の経営健

康診断事業ということで、コンサルに入る前に

状況を知って、赤信号に入る前にしっかり経営

を確立してもらうということで、18年度から中

央会の農家経営支援センターと一緒に事業をや

っております。今回は骨格ということでして、

ほとんどが肉付け予算で出てきますので、その

際に説明を申し上げたいと思っております。よ

ろしくお願いします。

そうおっしゃるだろうと思ってい○永友委員

たんですがね。

今までコンサルで指導された結果、農業経営

が行き詰まる人は何が原因なのか、雑駁経営の

ためなのか、あるいは価格のためなのか、いろ

んな要素があると思うんです。そういった過去

のまとめはされておるんですか。

分析はしております。こ○松尾営農支援課長

こには資料を持ち合わせておりませんけれど

も、価格の低迷とか農家の経営能力が足りない

とか、経営が傾くというのはいろんな要素があ

ると思います。

農政に対する行政側が打ち込みま○永友委員

す姿勢としては非常にきれいなんですよ。とこ

ろが、農業経営が果たして政策面と合致してい

るかということになりますと、かなりずれがあ

るんですよね。そのあたりが非常に難しいんで

しょうが、結局は、今申し上げますような一つ

の分析の結果によって予算編成をどうされてい

るのか。あるいはまた、国が打ち出している経

営支援というのがちょっと雑駁なような気がし

てならないんです。担い手、担い手という騒ぎ

方も、あるいは進め方も結構でしょうが、担い

手が果たして今何割農業経営で堅実にやってい

けるのかというあたりまで詰めてほしいと思う

んです。コメントをお願いします。

平成18年度からやってい○松尾営農支援課長

る経営健康診断事業につきましては青色申告会

の会員を対象にしております。特に経営指導な

り分析をやっていく場合に、ある程度数字がな

いと分析できません。会員の方はそういう数字

を持っていらっしゃいますので、そういう方々

を主体に健康診断もやっていくことにしており

ます。

数字がないとということですが、○永友委員

ほとんど今の担い手は数字のまとめはされてお

るし、あるいはまた年間の取り扱いは全部コン

ピューターに出るんです。今までの経営指導と

いう感覚が、その数字並べ、比べにかなり手間

取っておったと思うんです。ところが、今の状

況からしますとそのあたりは一目瞭然に出てく

る。普及所との関連はどうなるのということに

なる。抜本的に行政の組織改正まで考えていか

なければ、担い手農家の経営は技術的にはかな

り向上しているんです。総合的に見ますと、行

政がすごい金を使いながら、もちろん近代化等

に対する資金の効果はかなり出ています。しか

し、全体的に7,000何百人の担い手の経営がい

いとは言い切れない面が多々見えるんです。一

作目で経営が成り立っていくのか、そのあたり

は非常に農業というのは難しいなというふうに
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昔から考えてきましたけれども、担い手という

姿を打ち出す以上は、もうこのあたりで、経営

支援の結果がどの程度出てくるのか、方向性を

検討すべきじゃないかと感じます。今回は骨格

予算ですから、肉付け予算までにそういった整

理が必要じゃないかと思いますが、部長、どう

ですか。

今、委員からおっしゃっ○長友農政水産部長

たことは非常に難しい御質問でございまして、

即答できる部分は余り持ち合わせておりません

けれども、国は国なりに、認定農業者、集落営

農、農業法人、そういう意欲のある、将来の農

業を背負っていく担い手に対して支援を重点的

にやっていこうという一つの考え方が出てきて

おりまして、私どもも今一生懸命担い手の育成

に重点を置いておるわけでございます。経営支

援にシフトすべきではないかとおっしゃいまし

たが、まさしくそのとおりだろうと思います。

組織改正まで踏み込むかどうかというのは非常

に大きな問題です。一方では定数削減という問

題もありますし、マイナス要因があるわけです

から、それを考えますと、将来的には、効率的

な農家に対する経営支援をどうやっていくかと

いうことは、十分考えていかなければいけない

大きな課題であろうと思っております。人は減

る、予算は減るという時代の中で、いかに効率

的に農家支援をやっていくのか、その中で経営

支援を重点的にやっていくのかということは、

大きな課題であると十分認識をしておりますの

で、検討していきたいと考えております。

肉付け予算ぐらいまでには、宮崎○永友委員

県農政としてこうだよというぐらいの方向性を

見せてほしいと思いますので、検討いただきた

いと思います。

ちょっと教えていただきたいんで○星原委員

すが、産学公連携による宮崎県農水産試験研究

機能発揮促進事業、17年度から21年度までとい

、 、うことで 丸２年経過しようとしておりますが

試験研究というのが非常に大事だと思っている

んです。宮崎は大消費地から遠隔地にあります

から、農水産物を大都市圏に運ぶための加工を

する研究、あるいは、ここに技術開発、実用可

能ということで掲げてあるんですが、この２年

間研究された中身について少し教えてもらうと

ありがたいんですが。

この事業そのものという○宮脇農政企画課長

ことではなくて、研究全般の成果ということで

しょうか。

今、２年過ぎたところですので、○星原委員

この２年間で取り組まれた中身が多少わかれば

教えていただきたいと思います。

この事業につきまして○宮脇農政企画課長

は、例えば （４）のイ産学公連携共同試験研、

究ということで、農業試験場で２件、畜産試験

場で１件、水産試験場で１件、合わせて４つの

課題に取り組んでおります。農試におきまして

は、一つはスイートピーのつぼみが落ちない技

術の開発。といいますのは、スイートピーは２

～３日雨や曇りが続きますとつぼみが落ちてし

まうという特性がございますので、その日照不

足を発光ダイオード等でカバーできないかとい

う技術開発、これは機器の開発も含めて進めて

いるところでございます。それから里芋の栽培

は、作物に土を寄せる作業、収穫作業、収穫後

の調整作業等非常に労力が要ります。そういう

こともあって最近生産量が落ちる傾向にござい

ます。そこで、それを機械化することによって

労力の軽減につながらないかという研究も進め

ております。これについては試作機ができまし

て、今年度、現地ほ場での実証試験等もやって
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いるところでございます。

それから、試験研究全体の主な成果を申しま

すと、農業試験場につきましては、新たな品種

の育成で品種登録29件という成果を上げており

ますし、宮崎方式と言われます残留農薬の分析

システムといった先進的な技術、これも全国に

誇り得る成果も上げております。それから畜産

試験場におきましては、ＤＮＡマーカーなどを

活用した肉用牛の育種技術の開発とか宮崎地頭

鶏の作出があります。さらに、水産試験場にお

きましては、操業に必要な水温や潮の流れ等の

情報を漁業者にリアルタイムで提供するシステ

ムの構築とか、カサゴを初めとした種苗生産技

術の開発といったものが成果として挙げられる

と考えております。

いろいろ取り組まれているようで○星原委員

ありますが、これは学ということになっていま

すから、産業界や大学との連携はとれているも

のなんですか。

先ほど申しました、つぼ○宮脇農政企画課長

みの落ちないスイートピー栽培技術につきまし

ては、佐土原町にあります電子機器会社、県の

工業技術センター、宮崎大学、こういったとこ

ろとも連携して試験に取り組んでいるところで

ございます。里芋につきましては、農機具会社

とか、国の独立行政法人の九州沖縄農業研究セ

ンター、さらに地元の農業者と連携して技術の

開発をして、それを実際に試して改良を加える

という作業を行っているところでございます。

19、20、21年の３年間、今後の方○星原委員

向性として、新たに取り組もうとしているよう

なものがあるんですか。

この事業について申し上○宮脇農政企画課長

げますと、産学公連携共同試験研究で４課題、

②未来を拓く農畜水産技術開発促進事業で20課

題に取り組んでおります。それらの課題につい

ては、平成21年度までに技術を確立して営農現

場に普及していくというスケジュールのもとに

試験研究に取り組んでいるものでございます。

272ページ、やはり農政企画課で○星原委員

すが、新農業振興推進費の「元気な農家」に学

ぶ明日の宮崎農業づくり事業ということで 400、

万円予算計上されていますが、中身について教

えていただけませんか。

これは大きくは３つの事○宮脇農政企画課長

業で成っておりまして、１つは長期計画の推進

というものがございます。２つには元気な農家

研修事業、具体的には「現場で語るアグリミー

ティング」ということで、農業者の方と県の幹

部職員が意見交換をして農業施策への提言等を

いただくものとか 「元気な農家」による講演、

会ということで、数百名規模で集まってもらっ

て、県下３地域でモデル的な農業経営者の方々

に御講演をいただくといったものです。３つ目

が農業動向調査事業ということで、いろんな統

計書類がございますので、これの整理に要する

経費という３つで成り立っております。

なぜこういうことを質問したのか○星原委員

というと、今まで農業政策というと、農家に対

していろんな補助事業を均一、対等に補助して

いるような感じがして、何十年たっても担い手

も後継者も育ってきていない状況で、農業につ

く人はいないわけですよね。ですから、浅く広

くじゃなくて重点的に、畜産農家は牛なら牛、

鶏なら鶏、あるいは園芸なら園芸をモデルで取

り組まさせて成功する、それを事例に追っかけ

て続く人を育てていくとか、何か方法を考えな

いと、これまでずっと農業政策がいろんな形で

行われてきているけれども、現状は後に続く人

が生まれてこない。最終的に納税ができる農家
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をつくる、所得を上げないと後継者はいないと

思うんです。我々の地域でも肥育農家で元気が

いいところがあるんですが、そういうところに

はリーダーになる人がおって、その人の後を追

っかけていくような形があるんです。納税がで

きるようになるためには、どれぐらいの経営規

模、あるいはやり方、原価計算ができないとだ

めなんじゃないかと思ったものですから、これ

が地域のリーダーをつくるための事業かなと思

ったものですからお聞きしたところですが、そ

の辺についての取り組みはなされているものな

んですか。

県内農家で技術面や経営○宮脇農政企画課長

管理面で非常にすぐれた方々がいらっしゃいま

すので、そういう人たちの生の声を農家の方々

に聞いていただくと、非常に説得力のある講演

になります。そういった場をさらに用意してい

きたいと考えております。

その隣の担い手育成○玉置地域農業推進課長

総合支援事業でも、畜産と耕種を連携させると

、 、か 耕種部門はまとまってやっていこうやとか

畜産は畜産で特化してやっていこうやという地

域の話し合い活動の支援金が担い手育成総合支

援事業の中にあります。どういった人が将来を

担うリーダーになるのか、いなかったら隣には

、 。 、いないのか 最後には法人に担ってもらう 今

ＪＡの出資型法人が各地域にできていますの

で、そういったところに担ってもらおうとか、

地域の話し合いで進めていただくお金も用意し

ておりますので、そういったものを活用してい

ただきたいと思います。

我々が地域で農家の人たちに聞い○星原委員

、 、ている部分では 先ほどちょっと言ったように

技術指導もですが、将来を担う若い20代、30代

の人たちに、経営として成り立つためにどうい

う方法で取り組んで成功したとか、金銭感覚な

り、効果がどういう形で出るという部分をどう

指導していくかじゃないかと思うんです。こう

いう研修会に参加した人はいいんでしょうが、

参加できない人もいるわけです。地域ごとに、

農協を退職した人、あるいは金銭的な面では銀

行を退職した人、そういう人たちを使った経営

指導をしないと無理なんじゃないか。一生懸命

働いてはいらっしゃるんですけど、なかなか利

益が生まれない。そういう親の後ろ姿を見てい

るから、子供たちが農業をしないような感じが

します。うまくいっている農家には後継者が育

ってきているんです。そういうところをモデル

に経営指導するとか、そういうものは何か取り

組まれているんでしょうか。

経営指導については、普○松尾営農支援課長

及センターが地区を対象にそういうことをやっ

ております。中部の普及センターでは、国富町

で集中的に指導して成果が上がっている事例も

出てきております。経営を知るためには作物の

実績、数字をしっかりつかんでおかないと分析

ができません。先ほど申し上げました経営健康

診断事業というのが、認定農業者が対象になる

と思いますが、経営改善計画をつくっておりま

すので、その目標として、１年間やった実績、

数値がどうなったか点検しながら経営改善を図

っていくということで今後進めていきますの

で、かなり違った成果が出てくるという気はし

ております。

今まで話を聞いていて、意欲のあ○水間委員

る担い手、認定農業者が対象のようですが、意

欲のないというか、その人たちを救済する道、

意欲のある方向へ持っていく方策というのも必

要だと思うんです。意欲を持ってやられる方に

は、近代化資金利子補給制度等の金融対策があ
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る。今はちょっと悪ければすぐ農協は差し押さ

えて競売、あるいはすぐ保証人に行く、そんな

ことも多いと聞いています 「意欲のない」と。

いう言い方は失礼なんだけれども、意欲のある

人ばかりが表面になって、その人たちを上げた

ら、意欲のない人たちもついてくるのか。ボー

ダー上の皆さんに意欲を持たせるための方策

は、営農支援課では何かやっておられるんです

か。

ボーダーラインというの○松尾営農支援課長

がなかなか難しいんですけれども、意欲のある

農家というのは、経営改善計画を策定して認定

農業者として認定を受ける人だと考えます。例

えば、スーパーＬ資金は認定農業者を対象につ

くられておりますので、どこでそのボーダーラ

インを区切るかというのはなかなか難しいんで

すが、認定農業者になってやっていこうとする

意欲を持っておられる方が対象になると思って

おります。

だと思います。難しいんですよ。○水間委員

ですから、意欲を持たせるために、制度資金も

利用できますよ、県も一生懸命応援しますよと

いうのが、認定農業者に早くなりなさいという

ことですね。そこから発想を逆にすると、必ず

食料危機が来るんだから農業で頑張れよと、ど

うにかこうにかやりなさいと。発想の転換、そ

こから農業に若者を吸い上げる制度、考え方と

いうのはどうなんですか。部長、そういう考え

方はないんですか。

「意欲のない担い手」と○長友農政水産部長

いう言葉は私ども使っておりませんけれども、

例えばの話として、高齢農家、夫婦２人で農業

をやっていらっしゃって何とか２人で食べてい

けると。あるいは年金等も入っているかもしれ

ませんけれども、そういう農家をどうするのか

という話になりますと、そういう農業のあり方

があってもいいんじゃないかと思うんです。そ

れから、今言われております団塊の世代をどう

取り込むかという話もありますけれども、団塊

の世代が農業に参入されて、本格的に農業をさ

れるのか、趣味的な農業をされるのか、いろい

ろタイプがあると思うんです。団塊の世代とい

いましても60歳ですから、あと10年ぐらいは元

気で農業できるわけです。あと10年間農業で頑

張ってみようという方々については、今、営農

支援課長が申し上げましたように、改善計画を

つくっていただいて、やる気があれば支援をし

ていきたいと考えております。

それと、ボーダーラインという話がありまし

たけれども、そういう方々が将来農業で生きて

いく方法としては、集落営農法人を含めた組織

的な対応でやっていかなければ、とても将来農

業で生活できるような状態ではないんだろうと

思うんです。それぞれ地域の担い手育成協議会

がございますので、そういう法人に入っていた

だくとか、集落営農組織を立ち上げていただく

とか、もちろんそれはリーダーがいる話ですけ

れども。あるいは、最近農業法人がたくさんで

きておりますので、そういう法人の中に入って

いただくとか、生き残る方策はいろいろあると

思いますので、そちらへの誘導は必要かと思い

ます。

確かに難しい話だと思うんです。○水間委員

意欲がわくような方向への誘導、それが政策で

あろうと思うんです。

そこで、農業金融対策費が今回の補正で４

億8,000万円ぐらいついてますね。前年度の補

正で１億1,000万円の減額だったんですが、当

初で５億3,000万円ぐらい、ほとんど満額に近

い、あと5,000万円ぐらいですね。このまま前
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年度並みにされたとして。利子補給金制度、全

体で145億円ぐらいの融資枠ですね。どのくら

いの件数を予算で手当てされておるのか、農業

近代化、サンシャイン、新サンシャイン、サン

シャイン21、農業経営負担金軽減支援資金等、

ほかにも事業があると思うんですが、それを含

めて一覧にして資料を出していただきたいと思

いますが、よろしいですか。

今委員がおっしゃられた○松尾営農支援課長

とおり、近代化資金とかスーパーＬ資金は伸び

ておりまして、年間融資枠が100～110億程度に

なっております。詳しい件数は持ち合わせてお

りませんので、後ほど提出します。

資料で下さい。○水間委員

、 、○永友委員 以前に それこそ意欲のある方が

規模拡大に乗ってきた農家がかなりあります。

一方ではやめていく農家もある。拡大するとき

に資金対応を相談しますと、中古はだめだとい

うことでずっと来た経過があります。２年ぐら

い前から私はその問題を問うているんですが、

農協なり町あるいは農業委員会等が認めれば、

中古物件も該当しますよという姿勢になったの

かどうかお伺いします。

要綱では決めてあるとい○松尾営農支援課長

うことで、個別に当たらないとわからないそう

ですが、中古でもオーケーということです。

評価判定はどこが、だれがするん○永友委員

ですか。

融資機関になります。○松尾営農支援課長

こういった資金対応はあったんで○永友委員

すよね。いろんな角度であったんですが、県が

該当しないということで窓口ではカットされて

いた。ところが、２年ぐらい前に、県がだめだ

だめだとおっしゃるから、中央の農水省で話を

いたしましたら 「県がそういうふうに言って、

いるだけで、国としてはそれは認めますよ。た

だ算定の場所が我々にもわかりませんわね。行

、 、 、政 農業委員会 金融の協議会で認めてくれば

行政は認めているんですよ」といって、それか

ら初めて。要綱で扱うようなことを今おっしゃ

いますけれども、私はあえて聞いたのは、該当

するんですねということを聞いた。しますね。

はい、中古物件も該当し○松尾営農支援課長

ます。

議員の先生には農家専門の人が多○前本委員

いんですけど、私はいただく方の立場の議員で

、 、ございまして いただく立場でお尋ねしますが

営農支援課の食ルネサンス「いただきます」推

進事業というのがありますが、最近、宮崎市内

に百姓市とか朝どれとか、農家の方、あるいは

水産関係の方の直販店が随分できています。小

林の百笑市とか、ＪＡ綾の直販店、あるいは近

郊農家の人、いわゆる意欲のない農家かもしれ

ませんが、老夫婦が持ってきて朝直販している

店が随分できております。それはほとんど地ど

れで地産地消の最たるものなんです。今、浜乃

瀬の角の公園地帯で直販をやっています。地域

の自治会あたりが役員になって農家の人が持っ

。 「 」てきて売っているんです この いただきます

という芽を何とか伸ばしてもらいたい。これは

単なるＰＲ用の費用で1,200万円ぐらいついて

いますが、こういう地どれの、しかも農家直販

によります地産地消的な動きを、前の知事の言

われました分野横断型でですね。消費する、食

べる立場の私どもからしますと農家の人の顔が

。 。見えるんですよ ですから安心して食べられる

しかも単価も相当安いんです。これを何とか地

産地消運動の一環に取り上げてほしいと思いま

。 。す これに対する支援をしてほしいと思います

それと 「いただきます」ですね。私は幼稚、
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園と保育園、デイサービスで老人福祉施設もや

っているんですけど、最近、小学校では悪い父

兄がおるんです。昔、幼稚園や保育園は弁当だ

ったんです。そのときは 「お父さん、お母さ、

ん、先生、皆さん、いただきます」だったんで

す。今は弁当を持ってこないから 「先生、皆、

さん、いただきます」というあいさつをして手

を合わせて食べるんです。ところが、とぼけた

父兄がおりまして「いただきます」と言わせる

と 「何事か。おれたちは給食費払っているじ、

ゃないか」と、そんな人すらおるんです。単な

る「いただきます」という言葉に対して。感謝

の気持ち、宮崎でとれたものに対して 「いた、

だきます」と感謝の気持ちで食べさせてもらい

ますと、ただ食うよという意味じゃないと思う

んです。学校教育におきます給食指導の中で、

あるいは消費活動の中で、宮崎のものをできる

だけ使うということになっているんですけど、

食べる子供たちに対する意識を高めないといか

んと思うんです。給食費の未払いがどれほどあ

るかというと、すごいんです。保育園もすごい

んですよ。ですから、感謝をして食べるという

「 」 、気持ちを いただきます に込めてほしいのと

単なる「いただきます」じゃなくて、思い切っ

てこの際 「宮崎いただきます」と、ほかのと、

ころのものを食べるんじゃなくて、地産地消で

すから、頭に「宮崎」とつけても、子供の教育

としては決して恥ずかしくない。宮崎県は地産

地消で「宮崎いただきます」で給食を食べると

いうことで 「宮崎いただきます」ときちんと、

言わせてほしいと思う。

農産品のＰＲに関しては、農政だけじゃなく

て教育委員会、商工すべてにわたるので、分野

横断プロジェクトができているのかどうかわか

りませんが、私の目には映らないんですけど、

宮崎の農産は大事な問題ですから、アンテナシ

ョップもあるので、ぜひ農政がリーダーシップ

をとって、ＪＡ初め関係団体、あるいは学校、

消費団体、量販店と連携して、1,000万円ぐら

いでは足らんごつあるから、もうちょっと予算

をふやしてでもいいから頑張ってほしいと思い

ます。そうすると意欲のない人も頑張って、市

場は安くて箱代も出らんという商品も、どんど

ん直販で売れるようになりますので、ぜひ努力

してください。何かコメントがあったらよろし

くお願いします。

直売所の件でございま○吉田消費安全企画監

すが、前は直売所を出すのに県も補助金を出し

ていたことがございまして、尾鈴だとか新富だ

とかいろいろ出してまいりました。直売所が

今150数カ所ございますが、最近は補助金を出

さなくても直売所はどんどんふえているような

状況にあると思っています。当初、地産地消を

、 、やるときに 先ほど部長からもございましたが

お年寄りがゲートボールされているよりも、少

しでも生産活動をして直売所に持っていって、

お孫さんのお小遣いでも稼げるようになればと

いうことで始めましたが、本当にそうなりまし

て、先ほどありましたように、小林が宮崎市内

に百笑村というのを出しておりますが、農協の

一つの柱にになるぐらい売り上げも上がってい

るということで広まってきております。ホーム

ページで直売所のＰＲもさせていただいており

ますし、ますます取り込んでいって、直売所が

大いに伸びていただくようにと思っておりま

す。

それと「いただきます」でございますが、今

委員がおっしゃいましたように、お金を払って

いるんだから「いただきます」なんか言わなく

、 、ていいじゃないかというお話もあって 一昨年
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永六輔さんをお招きして、命に感謝するために

最後の言葉で「いただきます」と言っているん

だということをお伺いしました。そのことを広

めるコマーシャルもつくりました。昨年つくり

ましたコマーシャルでは、上新田小学校の子供

たちが自分たちの農園でつくったものを給食に

出すとか。もちろんそこには普及センターも手

助けに行ったりいろいろしているんでございま

すが、そういう取り組みをしながら、自分たち

が命を育てて、それをいただくということで、

ぜひまた強化をしていきたいと思っておりま

す。

それと、これは農政が窓口になっております

が、ほかの分野の皆さん方も全部参加をしてい

ただいておりますので、先生がおっしゃるよう

に「宮崎いただきます」というようなことも今

後は進めていきたいと思いますので、よろしく

お願いします。

宮崎の生目の杜、アイビースタジ○前本委員

アムにソフトバンクが来るんですが、そこに来

た人数が一日４万人、３日間で12万人です。あ

の辺の農家の人は農地を埋め立てて駐車場にし

てシャトルで送ったりしています。生目地区振

興会というのがありまして、市に要望している

ようですけど、入り口の角の三角地点に、生目

の近郷近在の人たちが農産物の特販店をつくり

たいという陳情をしてますけど 「県が何とか、

してくれんとですかね。県は余りそんげな話は

聞いたこつがねえがね」という話を聞いたんで

す。農産物の販路拡大は、市町村レベルよりも

県が主体的に取り組むべきだというお話が強い

ものですから、たくさんの県外車が来るところ

に生目の農産品、土産品、工芸品も含めまして

直売所をつくりたいと。宮崎県人はどうも消極

的だと、ポテンシャルエナジーを開発していこ

うというようなことを知事も言っていますけ

ど、もっと積極的に農業支援をする方策をぜひ

考えてほしいと思います。先ほど言いました百

笑村とか直販店がいろいろあります。宮崎には

いい農産品があるのに、販路がどうも先詰まり

していると、大量輸送の原油高とか輸送航路の

停止とか、ああいうことばかり言っている。地

どれを地元に売るという努力が足らんとじゃな

いかという話もありますので、ぜひその辺を考

慮してほしいという要望です。

「いただき○小八重農水産物ブランド対策監

ます」の話で、地産地消はやっておるわけです

けど、宮崎農産物の年間生産が野菜だけでも40

万トンあるんです。そのうちの23万トンぐらい

が県外に出ています。23万トンという量は県内

ではとてもはけませんので、県外に売らないと

どうしようもないです。そのために 「いただ、

きます」というキーワードで平成16年の10月か

ら12月までコマーシャルをやっています。宮崎

がそのコマーシャルを発信しているという認知

度が年々５％ぐらいずつ伸びています。18年度

は12月で終わりました。何％というのはまだと

、 、 、っていませんけど 最初が５％ 次の年が10％

それからすると全国の10～20％の人は宮崎が

「いただきます」というキーワードで農産物を

発信していることを認知されてきていると思い

ます。今回、知事がかわりまして違う発信がで

きたと思っています。いずれにしても、来年度

以降も予算化して、全国発信とあわせて、県民

も宮崎の農産物を口コミで発信していただく、

両面でやっていかなくてはいけないと思ってい

ます。ぜひ先生たちにもお願いしたいし、私た

ちも努力をしたいと思いますので、よろしくお

願いしたいと思います。

大量出荷によります宮崎の特産○前本委員
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品、ピーマン、キュウリ等の営農経営というの

はよくわかっています。それはそれでいいんで

すけど、遠隔地にある産地は大変ハードルは厳

しいと。近郊、少なくとも九州管内を目指して

。 、ほしい ほとんどが大消費地ということで東京

京阪となっています。そういうことも大事だけ

ど、宮崎県人が宮崎でつくったものを進んで消

費していくという姿勢をつくるのがこの運動だ

と思いますので、地元で販売することにも目を

向けてほしいと、こういう話でございます。

食育について、前本委員の関連で○河野委員

すが、推進費が平成18年度に比べて減になって

。 。います この政策評価をまず確認しておきます

数字が低く出ておりま○吉田消費安全企画監

すのは、骨格予算なものでして、後ほどちゃん

とさせていただきたいというふうには思ってお

ります。

事業内容は骨格予算分だという記○河野委員

述はどこにもないですね。

ここにはそういう記述○吉田消費安全企画監

はないんですが、急ぎやらなくてはいけないも

のを、今回骨格でお願いしておりまして、後ほ

ど肉付けをしたいものはございます。

肉付けをしていただくということ○河野委員

で、了解します。

農政水産部の中で食育にかかわる事業がここ

だけしか見当たらなかったんですが、前本委員

からも大事な提言等ありましたけど、私も教育

、 、にかかわってきて 食育が非常に今後大事だと

さっき命という部分がありましたけど、そこま

で考えなきゃいけないと思うんですが、②自主

活動応援事業というのがあるんですが、今考え

ている事業がありましたら教えてください。

もう２年ほど続けてい○吉田消費安全企画監

るんですけど、各地区に私どもの応援団の皆さ

んがいらっしゃいますが、その方々と一緒に、

例えば地域の食文化を伝えようとか、農作業の

体験をしようとか、それぞれグループを組んで

やっていただいておりまして、各地区で活発に

活動していただいている事業でございます。上

限は１地区10万円ぐらいで少ないんですが、場

所によっては２～３万円の予算で何回も何回も

いろんな取り組みをしていただくグループもご

ざいまして、底辺が広がっているんじゃないか

と感じております。

実績の中で、学校へ食育を出前す○河野委員

る活動というのはあるんでしょうか。

農協の青年部の皆さん○吉田消費安全企画監

が学校に行かれるというのもございますし、こ

としから、学校に出向いたり、地域で活動して

いただく食育推進リーダーを養成しまして、多

少でございますが、予算を出して活動を推進し

ているところでございます。

以前の文科大臣の総合的な学習に○河野委員

対して批判的な意見がありましたけど、非常に

大事な分野ですので、ぜひここは肉付けをして

いただきたい。私も農業体験で、普及センター

の職員の方から１年間お世話になって、大きく

意識を変えることができた実践があります。食

育の事業がしっかり位置づけられるようにお願

いしたいと思います。

食育の関連でお尋ねしますが い○髙橋委員 、「

ただきます」推進事業の事業内容①のシンポジ

ウムの開催、ポスター・テレビＣＭ等の活用と

なっていますが、それぞれ予算配分はわかりま

すか。特にテレビＣＭがどのくらいかかってい

るのか、おわかりでしたら教えてください。

テレビＣＭが300万円○吉田消費安全企画監

ぐらいです。300万円で県内ＵとＭ２局で制作

費を入れてというとなかなかなんですけど、お
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かげさまで各局も頑張ってくれてパブリシティ

。 、ーしていただいています 昨年は服部幸夫先生

一昨年は永六輔さん、そういう著名な方もお呼

びをして、県内の皆さん方に知っていただこう

ということでシンポジウムをしたり、ポスター

その他に割いております。

限られた予算の中でどこに力を入○髙橋委員

れるかということもあるでしょうから、予想は

してましたけど、やっぱりかかるなと思いまし

た。ただ、シンポジウムとかテレビＣＭ、否定

はしません。大事なことなんですけど、食育を

子供たちの視点で言わせてもらえば、実際に目

で見て食べることが一番効果があると思いま

す。そういう意味では、②について先ほど河野

委員も質問されましたが。

今、家庭で煮つけを食べずに大人になる子供

が結構いると思うんです。きょうは酒谷小学校

は遠足なんですけど、きのうたまたま私のパー

トナーが残業で、私はきのう麻婆豆腐をつくり

ました 「麻婆豆腐の素」があればつくれるん。

です。それだけ今簡単になっています。そして

パートナーは買い物をせずに帰ってきた。何す

るかなと思って、けさおかずを見てみたら、実

際の手づくりは卵焼きぐらいなんです。あとは

冷凍食品でできるんです。本物は私がつくった

米のおにぎりだけでした。何が言いたいかとい

いますと、私の幼稚園時代、先生がびっくりし

ていましたけど 「髙橋さんところの子供は弁、

当の中に煮つけが入っちょったが」と、こうい

うことがあったわけです。今はしかし、煮つけ

とか酢の物を食べずに大人になっていく。そこ

がポイントなわけで、②で伝統食を食べさせる

機会をいっぱいつくってほしいというのがある

んです。県内各地域に、先ほどおっしゃいまし

た食育推進リーダーがいらっしゃると思うの

で、そこら辺の力の入れよう、さっき１地区10

万円とおっしゃっていましたけれども、ぜひこ

こは肉付けしてほしい。骨に肉をつけることは

。 。できるんでしょうね コメントがあれば下さい

私ども、今おっしゃる○吉田消費安全企画監

ように力を入れております。県内の各女性部の

皆さんがレシピもいっぱいつくっておられまし

、 。て それをもっと有効に使おうとやっています

自主活動で伝統料理も一生懸命していただいて

おりますので、ぜひ頑張っていきたいと思って

おります。よろしくお願いいたします。

現場に出て、本当に大変だなとい○押川委員

うふうに認識をしておる一人です。最初はみん

なやる気はあるんです。ただ、農業というもの

は天候にも左右されますし、いろんな条件の中

で、頑張ってもなかなか結果が出ない。結果が

出ないことが１年、２年続いていくと負債がだ

んだんかさんでしまう。そういう中で、いろん

な資金対策で対応していただいておりますけれ

ども、借りた資金の元金も返せないような状況

の中で、離農なり離婚なりされる方が担い手の

中にも相当いらっしゃいます。難しいとは思う

んですが、それぞれの分野の篤農家をリストア

ップしてほしいということが一点であります。

そういうところは後継者はまあまあ残っていら

っしゃるけれども、篤農家であっても後継者が

育っていない。このことを直視して、どういう

ことをやれば後継者が残るのかということで

す。今後、家族農業経営でいくのか、集落ある

いはＪＡ法人を核として地域を網羅していくの

かにもうそろそろ特化していかないと、予算を

いろんな方面にやっていただいておるのはわか

るんですが、それでは拾っていけないんではな

いかという気がするんです。

担い手育成総合支援事業というのがあるんで
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すが、経営改善能力向上、あるいは経営の多角

化・高度化のための支援というのは、具体的に

どういうことをされるのか。イの法人化説明会

の開催、どこで、どういう内容でそういうこと

をして、どれくらいの法人をつくっていこうと

。 、されるのか 集落営農も同じようなことですが

それぞれ地域の中で米づくり、畜産、園芸があ

るわけですから、そこらあたりの写真ができて

おるのかということと、どのような支援をして

地域農業を守っていくのかというものが出てこ

ないと、予算は1,500万円ほどついてはいます

が、金額的には少ないんじゃないかという気が

するんです。どこまでされるのかということを

していかないと、新規農業の農業改良資金を相

当出しておられると思いますが、これの回収が

できない農家も結構いらっしゃいます。担い手

育成も大事だけど、中堅、中核の人たちは篤農

技術を持っておられると思うんです。こういう

人たちのところに研修なり見学に行かれるとき

に、受け入れやすいような支援をして、ああい

う農家経営をすれば金が取れていい生活もでき

るし、後継者も生き生きとしているということ

、 、が 今後の農業の発展につながっていくように

少ない予算の中であれもこれもじゃなくて、あ

れかこれかどっちかに集約する。そういうこと

で、担い手育成総合支援事業のアからウまで具

体的にどういうことをされるのか、もう一度お

願いしたいと思います。

これは骨格予算です○玉置地域農業推進課長

ので、今後肉付けの中で御説明していきたいと

思います。

このほかに考えているのは、今、後継者がい

る農家が３割から４割ぐらい、６割ぐらいは後

継者がいないというセンサス等々のデータもご

ざいます。おやじが頑張って魅力があると子供

もついてくるし、おやじがふてくされていると

なかなか難しい部分もあるのではないか。家単

位で後継者をつくるのは難しいのかなという気

がしているんです。次の段階としては、ＪＡに

は作物ごとに部会があります。ブランドを維持

していくためには、ある程度農家を確保しない

とブランドが維持できなくなるおそれもあるの

で、将来の見込みを部会単位で考えてもらう。

どうやって担い手を確保していくのかＪＡの部

会で相談をしてもらうことを今考えています。

足りないのであれば、県の方では、今度合併し

ます新しい公社で、担い手対策、新規就農を含

めてやりますので、そういったところと中央の

情報と地域の部会とのマッチングみたいなも

の、足りないならそういうところに重点的に人

を送り込む体制づくりができないかどうか考え

ています。まず、個別農家の集団化、部会単位

でどう維持をしていこうかということを考えて

います。個別の農家で後継者を育てるのは難し

いなら、法人化、家ではなく経営体として見て

いく、そうしないと就農希望者がいない状況で

あります。イの法人化説明会というのは、優良

法人から講演をいただいたり、また、法人の設

立指導に当たっては税金等の対策がありますか

ら、税理士などの相談活動も踏まえて支援をし

ていきたいと思っております。

経営改善能力向上、経営の多角化・高度化の

ための支援は、関係者、専門分野の方を指導者

として送り込んだり、研修をしたりという形で

ございます。

また、集落営農も地域ごとに違います。農家

だったら少なからず水田はあると思いますが、

主に水田地帯から転作の受託をする組合ができ

て地域の農地を守っていこうと。集落営農は先

ほどの食育にも関係していまして、転作で麦や
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ソバをつくる。宮崎では麦やソバを見たことが

ない、初めて見る、さわる。集落がまとまるこ

とによって地域の小学校と連携がとれるといっ

たことにもつながる。水田地帯、畑地で耕種を

やっているところで集落営農が進んでおりまし

て、ことし、25～26集落で新たに組織ができて

おります。将来的な目標としては、長計にも掲

げてございますが、集落営農であれば、平成21

年100組織ぐらい目指そうと、ことしで50ちょ

っとできそうなので、そういうところで進めて

いきたいと思います。

もう少し答弁は短くお願いをした○押川委員

いと思います。

具体的に、後継者をつくるのに、どこのＪＡ

のどの部会にどういうことをするのかというき

ちんとした物差しをつくっていかないと、資料

で漠然と出しても、それは浸透していかない。

モデルをつくるべきだと思うんです。そのモデ

ルに予算をつけて、それから県内に広めていか

ないと、漠然と活字だけが並ぶような説明では

、 。納得もいかんでしょうし 我々も理解しにくい

早くそういうことをやらないといかんのじゃな

いかという気がするから提案をしているんで

す。内容は十分わかります。集落営農も25～26

できるんであれば、そのいいところをモデルと

して予算をつけて、見学する人がいれば時間や

手間がかかるわけですから、そういうところに

予算をつけるとか、もう少しやり方の工夫をし

た方がいいんじゃないかと提案をしておきたい

と思います。

集落営農はいいことだとずっと考○星原委員

えておったんです。今、都城地区で２カ所、夢

ファームと太郎坊をやっています。この間その

地域の人としゃべったんですが、これは怖いこ

とだなと思ったんです。というのは 「いずれ、

近い将来だめになるよ」と言われるものですか

ら 「何でですか 「機械も倉庫も全部補助金、 」、

をもらいながらやっているから、これが更新す

るときは多分だめなんじゃないか」という話に

なったんです。集落営農を進める段階でいろん

な補助を流す。減価償却をちゃんと積み立てて

いればいいんですが、大型機械は結構しますの

で、買いかえが来たときには多分もたないだろ

うと、そういう話を聞かされてびっくりしたん

です。さっきも言いましたように経営が成り立

つように指導しておかないと、土地の集約をし

て機械で共同でやる、それに奨励金とかいろん

なものがある。それをするだけで費用対効果が

出るのか。スタート時点で、新たな機械を買う

ために減価償却をして積み立てるような計画性

を持たせないと、５年、７年たって機械が壊れ

たときはどうするのか、また補助金出してやる

のかということになると、私はちょっと問題が

あると思うんです。集落営農で共同でするのは

いいんですが、経営のやり方とか金銭感覚につ

いて指導しておかないと、生産したものに価値

を出さないといかんわけですよね。補助金をも

らっている間はいいんですが。そういうことを

聞かされて、高齢化になって集落営農もいいこ

とはいいんだけれども、次の段階になったとき

にどうするか考えておかないと、ちょっと怖い

なと思ったんです。その辺の指導はどのように

されているんですか。

事業の方でも、組織○玉置地域農業推進課長

をつくった後も、ちゃんとプランが実行できる

、 。ように 話し合い活動等の支援もしております

例えば太郎坊高木ですと、今水稲の農作業受託

だけしていますが、今度は借り受けて米を販売

して収入を得る。転作作物の契約栽培を結んで

規模拡大をしていくとか話し合いをして、将来
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設計をつくってもらう。どのように規模拡大を

していくか、利用権を設定して自分で売るよう

にしていく計画を事業の中で、将来を見すえた

形で進めていくことにしております。

課長がそう言うのであれば、後で○星原委員

名前を教えますから、そこに行って話をしてみ

てください。

経営計画とか予算書とか書類はつくるんです

よ、皆さん方が言われるようにね。だけど、実

態がどう流れていって、運営がどうなっている

のかということをよく見ておかないと、総会を

この前やったみたいですが、数字合わせで、マ

イナスだったんだけれども、そのときにはプラ

スになるような数字が書き込んであったと、こ

ういう話を聞くわけです。スタートしたばかり

でそういうことをやっていると怖いなと。さっ

、 。き言ったように 何千万円かする機械が壊れた

それを買うときにまた国が補助金を出すことに

なるのか。これだけの補助金を流していくので

、 。あれば ちゃんと経営指導がなされているのか

地元の監査と違う形の監査の方法を考えておか

ないと、数字が合っていれば判子ついていくだ

けの話なんですよね。現実はそうじゃないよと

いう話を聞かされたものですから。たまたまこ

ういう集落営農の話が出て、今、25を50にふや

すということが出ましたけど、何カ所かモデル

でやって、こういうやり方をしていけばちゃん

と運営がなされていくんだと、地域の人も助か

る、事業としても正解という形にしていかない

と、ただ、どこそににつくらせて金を流して、

事業をやってますよと我々は今まで報告を受け

ていたんです。

集落営農は、みんなが機械を持たなくていい

し、助け合っていく分にはいいなと思っていた

んですが、この間その話を聞かされて、どかん

と来たんです。その辺のチェックをどうしてい

くか、監査的なものをどうしていくかというこ

とをぴしっとやっておかないと、全県下に50も

つくって、10年たったらパアになった。そうい

うことでは本来の目的を果たさないんじゃない

かと思うんです。その辺のところを今後基本的

に考えていかないと、法人の場合だったら社長

個人の運営のやり方があるかもしれませんが、

集団でやると責任が分散して、リーダーが亡く

なると運営が非常に厳しくなるおそれがあるん

です。その辺まで考えておかないと、我々は計

画で数字も出してますよ、それを見るだけでは

だめだ。現地に行って、やっている皆さんと計

画を立てられた皆さん方が話をして、次に集落

、 、営農をやるところには マイナス面は注意して

いいところは伸ばして失敗しないようにすると

かしないと、怖いような気がしましたので、も

しあれだったら紹介します。

今おっしゃいましたよう○米良担い手対策監

に、集落営農組織をつくっていく中で、永続性

を持たせることが大事だろうと思います。そう

いう意味では、集落営農組織がある程度軌道に

乗ったら、それを法人化して経営の安定を図っ

ていく。法人化してもなかなか厳しいんではな

いかというお話でしたけれども、法人の経営努

力で、先ほどおっしゃった積み立てとか減価償

却は当然やっていくべきだと思いますが、そう

、 、 、いうチェック 指導については 普及センター

特に農事組合法人の場合には農協等も支援して

いただいておりますので、農協の経営管理のノ

ウハウも使いながら、経営が安定し改善される

ように指導していく体制をつくっているところ

であります。

気をつけて見ておってください。○星原委員

農薬問題で、中国がひところ○外山副委員長
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薬漬けで騒がれましたが、参考までに現状を教

えてください。日清食品等の大手商社が乾燥野

菜とかを買ってたでしょう。改善されたんです

か。

ポジティブリストが施○吉田消費安全企画監

行されてから輸入のそういうのも減っておりま

す。何度か引っかかりますと、後は自分で検査

をしなくちゃいけなくなるものですから、輸入

商社もそのことをよくわきまえておりまして、

その分は相当減っておりますし、中国の方もそ

の対策をされていると聞いております。

私の方から試験場関係のことで○丸山委員長

お伺いしたいんですが、平成19年度から現業

が、47歳以上は残るけれども、それ以下は配置

転換になると。農政企画課の職員数を見ると、

ことしが240名で、昨年は230名ということで、

10名ふえているんです。私は減るというイメー

、 。ジがあったんですが その辺がどうなったのか

今後重要なのは、委員会でもお願いしたとお

り、試験場の機能が低下しないようにしてほし

い。恐らく５年ぐらいは、今までの蓄積があり

ますからある程度の成果は出していただくと思

っているんですが、10年後どうなるのか。宮崎

は食料供給基地ということで、他産地に勝たな

くちゃいけないということがありますので、試

験研究の重要性をどう見ているのかお伺いした

いと思います。

まず、農政企画課所管の○宮脇農政企画課長

職員数でございますけれども、確かに10名増に

なっております。ただ、平成18年１月１日現

在230名が、18年４月１日の異動で10名減らし

ました。減らしましたけれども、現業職員の任

命がえに伴う実務研修職員が20名配置された結

果として10名増になりました。農政企画課所管

の分には、農政企画課そのものと総合農業試験

場と支庁と振興局の一部の職員が含まれており

ます。その関係で見かけ上10名増になっている

ということでございます。

それと、研究補助員につきましては、今現業

職員が３つの試験場合わせて71名おります。今

度の制度の見直しで非常勤職員化を図るという

ことでございますが、31名は今の現業職員がそ

のまま残ります。40名がほかの職場へ異動にな

りますが、その40名の代替として非常勤職員

を61名採用するということでございます。総合

農試と畜産試験場合わせた59名については、先

般公募いたしました。59名の募集に対して400

名以上、７倍ぐらいの応募がありまして大変高

倍率でございました。その結果、この59名の合

格者の中に農業後継者も16名ほど入っておりま

すし、そういう意味では資質的にかなり優秀な

方々が確保できたんじゃないかと思っておりま

す。

委員長がおっしゃいました、今後の試験研究

体制でございますけれども、当面は、今の試験

研究レベルをいかに維持するかということが重

要でございますので、そういう意味でも研究補

助員を31名残したということでございまして、

今までの知識経験を非常勤職員に円滑に移行さ

せていくということがございます。それと、県

立の試験研究機関ということで、本県の農業振

興のかなめでもございます。生産者のための試

、 、験研究でございますので 研究員の資質向上等

技術開発・普及のために今後も試験研究体制の

充実を図っていきたいと考えております。

現業職員の採用をこの前されまし○永友委員

たよね。農政水産部は採用条件を知っていらっ

しゃるかどうかお伺いします。

この前の非常勤職員の募○宮脇農政企画課長

集についての採用条件については承知しており
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ます。

同じ仕事をするのに、5,000円の○永友委員

人もいれば8,500円の人もおる。何という人の

扱いかというふうに私は見るんです。同じ仕事

ですよ。そういう採用条件をどこが出したのか

と伺っているんです。

非常勤職員の報酬につき○宮脇農政企画課長

ましては 今委員がおっしゃいますように5,950、

円から8,250円まで差がございます。これは農

業の研究補助、実際には農作業等をやっていた

だきますので、農業の経験を有するかどうかと

いうことで差を設けさせていただきました。今

後、例えば6,000円の方が３年、５年と経験を

積んでいかれれば、それに応じて報酬が上がっ

ていくシステムとさせていただいております。

試験場長はいらっしゃいますか。○永友委員

今度の採用条件を、現場で指揮をとっていただ

く場長はどういうふうに判断されますか。

先ほど農政企画課長○齋藤総合農業試験場長

も答えましたように、農業経験、学歴そういう

もので基準が決まっております。31名の募集に

対して327名の方が受験されました。実際面接

、 、をしてみますと 農業経験というものの重要性

協調性とか責任感等を考えますと、学歴等も当

然必要だと考えております。したがって、現在

示されている表示例は妥当ではないかと考えて

おります。

年齢で若干の差があるのはやむを○永友委員

得んですよ。同じ試験研究の補助員として仕事

―をするのに、その差が明確に見えたときに

人が仕事をするんですよ。人の気持ちがどうあ

るかという感覚を持ってこの採用条件を出され

ているのかどうか、私は非常に疑問です。なっ

てないです、はっきり言いますと。机上で判断

されたのか現場で判断されたのかが私は聞きた

いんです。

雇用条件、報酬の水準を○宮脇農政企画課長

決めるに当たりましては、現場の試験場とも十

分意見交換をしております。その上で所管の総

務部に部から要請をしたということでございま

す。

現場でトラブルが起こらないこと○永友委員

を、ここで望んでおきます。

ほかにございませんか。○丸山委員長

それでは、以上で、農政企画課、地域農業推

進課、営農支援課の審査を終わります。

暫時休憩いたします。

午前11時46分休憩

午後１時５分再開

委員会を再開します。○丸山委員長

、 、 。次に 農産園芸課 畜産課の審査を行います

それでは、農産園芸課長から順次説明をお願

いいたします。

農産園芸課でございま○村田農産園芸課長

す。

お手元の歳出予算説明資料、289ページをお

願いします。農産園芸課の当初予算額は、25

億8,047万円をお願いしております。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。

291ページをお開きください。まず、中ほど

にあります（事項）農産物流通体制確立対策費

であります。この事項は、当課や県外事務所の

職員等が農産物の流通販売対策を推進する経費

として2,319万8,000円をお願いしております。

次に （事項）強い産地づくり対策事業費で、

あります。この事業は、国の強い農業づくり交

付金関係の事業でありまして、農産物の高品質

化、高付加価値化、低コスト化等の生産条件の
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整備促進、産地活動の強化を図るため、１強い

産地づくり対策整備事業 （１）野菜 （２）、 、

畑作物産地競争力強化対策整備事業として15

億7,146万1,000円をお願いしております。

次に、一番下の（事項）活動火山周辺地域防

災営農対策事業費についてであります。この事

業は、桜島の降灰による農作物への被害を防止

するため、防災営農施設の整備を行うものであ

。 、 、ります 292ページになりますが １降灰防止

降灰除去施設等整備事業として１億751万3,000

円をお願いしております。

次に、１つ飛びまして （事項）みやざき米、

政策改革推進対策支援事業費、これは改善事業

でございますが、１新需給システム推進事業に

ついてであります。この事業は、来年度から実

施されます米政策改革推進対策を円滑に推進す

るため、新たな需給調整システムに対応した関

係団体等の指導推進体制整備を進めるためのも

のであります。予算額は2,428万円をお願いし

ております。

次の（事項）元気みやざき園芸産地確立事業

費につきましては、後ほど資料により説明いた

します。

次に、一番下の（事項）青果物価格安定対策

事業費であります。この事業は、野菜価格の低

落時に生産者に価格差補給金を交付し、農家経

営の安定と消費地への野菜の安定供給を図るも

のであります。予算額は全体で３億6,097万円

をお願いしております。

次に、293ページをお願いいたします。２段

目の（事項）花き園芸振興対策事業費について

であります。これは、本県の特性を生かした花

き総合産地づくりの推進を目指しまして、オリ

ジナル花きの開発普及や生産組織の充実強化、

県産花きの需要拡大を推進するものでありま

す。予算額は全体で2,886万1,000円をお願いし

ております。

そのうち、３の新規事業「今だ！ラナンキュ

ラス日本一産地づくり事業」につきましては、

後ほど御説明いたします。

続きまして （事項）果樹農業振興対策事業、

費の１マンゴー王国産地確立事業についても、

後ほど説明させていただきます。

最後に （事項）茶業奨励費の１みやざき茶、

プロジェクト2000事業についてであります。こ

の事業は、地域の特徴を生かした早出し茶や釜

炒り茶など、高付加価値・良質茶の安定生産や

産地拡大の取り組みに対して支援を行うもので

あります。予算額は2,620万4,000円をお願いし

ております。

それでは、次に、19年度の新規・重点事業に

ついて説明させていただきます。

お手元の「平成19年度当初予算案の主な重点

」 。事業等説明資料 の５ページをお開きください

、「 」まず初めに 元気みやざき園芸産地確立事業

についてであります。

本県は、全国的にも有数の園芸産地でありま

すが、近年、輸入農産物の増加や重油価格の高

騰などさまざまな課題を抱えているところであ

ります。しかしながら一方では、ハウス整備に

対する要望も強く、経営規模の拡大を図ろうと

する意欲の高い農家も数多く見られるところで

ございます。このため本事業では、認定農業者

等意欲ある担い手を中心に産地の構造改革を推

進し、輸入に打ち勝つ競争力のある産地の確立

を図ってまいります。具体的には （４）の事、

業内容にありますように、競争力のある生産基

盤整備事業におきまして、耐候性の高い機能強

化ハウスの整備や、省エネルギー生産技術の導

入を行ってまいります。なお、ハウス整備に当
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たりましては、強い農業づくり交付金（国庫事

業）も有効に活用しながら計画的な整備を促進

してまいりたいと考えております。事業期間は

平成18年度から21年度の４年間で、19年度の予

。算として１億7,860万円をお願いしております

次に、６ページの新規事業「今だ！ラナンキ

ュラス日本一産地づくり事業」についてであり

ます。

「ラナンキュラス」というのは聞きなれない

花で、御存じない方もございますので、試験場

で栽培しておりますラナンキュラスをけさ切っ

てもらいまして持ってまいりました。これがラ

ナンキュラスという花でございます。

この事業は、有望な新品目でありますラナン

キュラスにおけるオリジナル品種の開発普及と

安定した種苗供給体制を確立し、日本一の産地

づくりを目指すものでございます。ラナンキュ

ラスは、冷涼な気候を好み、小面積で高所得が

期待できるなど、中山間地域に適する品目であ

ります。また、本県に優秀な民間育種家がいら

っしゃることや、今消費者の人気が高まりつつ

あることから、本県にとりまして極めて有望な

新品目であります。しかしながら、産地づくり

を推進する上で、多様化する消費ニーズに対応

するためのオリジナル品種の育成や種苗供給体

制の整備など、解決すべき課題がございます。

そこで、本事業では （４）の事業内容にご、

ざいますように、①オリジナル品種開発促進事

業におきまして、オリジナル新品種育種用施設

を整備し新品種の開発を促進するとともに、新

品種の現地適応性を検討しながら、多様な消費

ニーズに対応した新品種を短期間に育成できる

体制づくりに取り組みます。また、②種苗安定

供給対策事業におきまして、選定されたオリジ

ナル品種の優良球根をふやすためのフラスコ苗

培養施設や球根増殖用施設等を整備し、産地化

に必要な種苗を安定供給するとともに、最適な

球根増殖技術を検討する実証試験を実施いたし

ます。さらに、③のマーケティング対策事業に

おきまして、品種開発のための消費者ニーズの

把握や、日本全国への新たな販路拡大や有利販

売のための取引先市場とのマーケティング戦略

協議などの取り組みを支援いたします。以上の

対策を一体的に実施することによりまして、日

本一産地づくりを推進していきたいと考えてお

ります。事業期間は、平成19年度から21年度ま

での３カ年間、19年度の予算額として836万円

をお願いしております。

最後に、７ページの「マンゴー王国産地確立

事業」についてであります。

マンゴーにつきましては、本県を代表するブ

、 、ランド品として確立してきておりますが 一方

栽培技術面では未解決の部分も多く、収量が低

いなど解決すべき課題も多く残されているとこ

ろであります。このため本事業では、マンゴー

王国としての産地確立に向けて本県独自の高品

質・安定多収生産技術の開発を推進していくこ

とといたしております。

具体的には （４）の事業内容にございます、

ように、総合農業試験場にマンゴーの研究開発

を行うプロジェクトチームを編成して、10アー

ル当たり2.5トンの安定生産を目指し、肥培管

理技術や着果促進技術、生理障害防止技術等の

開発を行い、高品質・安定多収生産技術を確立

することにしております。また、本事業で行う

生産技術の開発とあわせまして、国庫事業を活

用しながら需要に対応できる生産条件の整備や

品質保証販売体制の整備を推進し、他県の追随

を許さない産地体制を確立してまいりたいと考

えております。事業期間は、平成17年度から21
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年度までの５カ年間で、19年度の予算額とし

て1,367万9,000円をお願いしております。

農産園芸課は以上でございます。よろしくお

願いいたします。

畜産課でございます。○井好畜産課長

お手元の歳出予算説明資料の295ページをお

開きください。畜産課の当初予算額は、一般会

計で30億7,832万2,000円をお願いしておりま

す。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。

１枚めくっていただきまして、297ページを

お開きください。下から２段目の（事項）畜産

経営環境保全事業費であります。１の家畜排せ

つ物管理・利用推進対策事業の１億1,23 3

万5,000円についてであります。畜産農家にと

りまして、家畜排せつ物の適正管理は今後とも

重要かつ継続した課題であることから、引き続

き、簡易対応農家、規模拡大農家等の施設整備

や、生産された堆肥の利用・流通促進に取り組

むことといたしております。

次に、298ページをお開きください。中ほど

の（事項）肉用牛改良対策費であります。２の

優秀種雄牛安定確保対策事業の9,398万8,000円

についてであります。この事業は、本県肉用牛

の品質向上を図るために、候補種雄牛の直接検

定や後代検定などを実施し、能力の高いすぐれ

た種雄牛を安定的に確保するためのものであり

ます。

次に、299ページをごらんください。一番上

の（事項）酪農振興対策費であります。３の改

善事業、酪農経営活性化事業の4,830万円につ

いてであります。この事業は、学校給食用牛乳

の安定供給等により県産牛乳の安定供給を図る

とともに、良質な牛乳を供給するための生乳検

査体制を整備するものであります。

次に、その下の（事項）養豚振興対策費であ

ります。２の肉豚生産効率化施設整備事業の４

。 、億3,538万円についてであります この事業は

地域内で養豚の一貫生産体制を確立するために

施設整備を行うもので、平成19年度は２カ所で

豚舎整備を実施するものであります。

次に、その下の（事項）養鶏振興対策費であ

ります。２の「みやざき地頭鶏」ブランド対策

事業の7,297万4,000円についてであります。こ

の事業につきましては、後ほど、主な重点事業

説明資料の中で説明させていただきます。

次に、300ページをお開きください。一番上

の（事項）公共畜産基盤再編総合整備事業費の

１億3,436万8,000円であります。この事業は、

飼料基盤に立脚した畜産経営体の育成を図るた

め、西諸県地区で草地造成整備と２カ所の牛舎

整備を行うものであります。

次に （事項）家畜防疫対策費であります。、

２の家畜伝染病リスク管理体制強化事業

の4,173万5,000円についてであります。この事

業は、家畜伝染病の発生予防のための農場にお

ける衛生水準の向上やワクチン接種の推進な

ど、県内における防疫体制の強化を図るもので

あります。

次に （事項）自衛防疫強化総合対策事業費、

であります。２の改善事業、オーエスキー病清

浄化総合対策事業の4,420万円についてであり

ます。この事業は、ワクチン接種の推進や県内

に飼育される豚の抗体検査の実施などにより、

豚の伝染病であるオーエスキー病の清浄化を推

進するものであります。

次に、資料がかわりまして 「平成19年度当、

初予算案の主な重点事業等説明資料」をお願い

します。８ページをお開きください 「 みや。『
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ざき地頭鶏』ブランド対策事業」についてであ

ります。

１の事業の目的ですが、みやざき地頭鶏は、

食味性のよさから指定店等からの取引量も増加

しておりまして、素びなの安定供給が強く望ま

れております。そのため、原種鶏舎の整備によ

る種鶏の安定供給、地域協議会の整備などによ

る販売力の強化を行い、ブランド化を進めるこ

ととしております。

２の事業の概要ですが、予算額は7,29 7

万4,000円、事業期間は平成20年度までとして

おります （４）の事業内容ですが、まず、事。

業区分の欄の①として、種鶏の安定供給を図る

ため、畜産試験場川南支場内に原種鶏舎を整備

します。②では、普及促進対策として、生産農

場指導や販売力強化のためのＰＲ活動を展開し

ます。③は、種鶏供給対策として、畜産試験場

川南支場における原種鶏のえさ代などの維持・

増殖費用でございます。④では、販売体制整備

対策として、地域協議会の整備による生産・販

売の共同化を推進してまいります。最後に⑤で

は、推進指導費として、社団法人宮崎県養鶏協

会に対する「みやざき地頭鶏普及促進協議会」

運営のための推進指導費をお願いしておりま

す。以上の事業を実施することによりまして、

50万羽の素びな供給体制が確立されるととも

に、品質や斉一性の向上と、販売体制の強化に

よりブランド化が促進されます。

歳出予算につきましては以上でございます。

次に、債務負担行為について御説明いたしま

す。

お手元の平成19年２月定例県議会提出議案、

「議案第１号」の10ページをお願いします。上

から２段目の（畜産課）の欄であります。１つ

目は、平成19年度に金融機関が宮崎県農業開発

公社に公共畜産環境総合整備事業資金及び公共

畜産基盤再編総合整備事業資金を融資したこと

によって損害を受けた場合の損失補償でありま

す。19年度の借入限度額は１億2,700万円、利

率3.5％以内であります。２つ目は、平成19年

度の畜産特別資金融通助成事業に係る利子補給

であります。畜産農家の経営負担を軽減するた

めの利子補給を行うもので、2,743万円の債務

負担行為をお願いするものであります。

次に 「使用料及び手数料徴収条例の一部を、

改正する条例」及び「みつばち転飼取締条例の

一部を改正する条例」について御説明をいたし

ます。

お手元の平成19年２月定例県議会提出議案、

第23号、第36号、第69号になりますが、内容に

つきましては、別にお配りをいたしております

環境農林水産常任委員会資料で説明させていた

だきます。

６ページをお開きください。まず、中段の２

受精卵性判別手数料の改正についてでありま

す。

、 、現在 乳用牛受精卵の性判別につきましては

検査経費手数料として一律6,000円を徴収して

おります。しかし、雌と判定された受精卵は移

植のための凍結保存に係る経費が発生します

が、雄と判別された受精卵につきましてはその

まま廃棄されることから、実際にかかる経費に

格差が生じております。そこで、性判別結果に

よって手数料に格差を設け、雌を8,000円、雄

を4,000円とする改正を行おうとするものであ

ります。施行は、平成19年４月１日から予定し

ております。

次に、９ページをお開きください。議案第36

号「みつばち転飼取締条例の一部を改正する条

例」であります。
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みつばち転飼取締条例は、県内におけるミツ

バチ群の配置を適正にして、ハチみつの増産を

図るための条例であります。今回、１の改正の

理由にありますように、地方自治法の一部改正

によりまして「吏員」制度が廃止され、一律に

「 」 、職員 として規定されることになることから

本条例中の文言の訂正を行うための条例改正で

ございます。施行は、平成19年４月１日からを

予定しております。

次に、13ページをお開きください。議案第69

号であります。先ほど説明しました受精卵性判

別手数料の関連でございまして、４月１日付の

組織改正により、受精卵性判別業務を行ってい

る優良家畜受精卵総合センターを畜産試験場に

統合することに伴います組織名称変更の条例改

正であります。

畜産課は以上でございます。よろしくお願い

いたします。

執行部の説明が終了いたしまし○丸山委員長

た。質疑をお願いいたします。

重点事業説明資料の方からお願い○押川委員

いたしますが、７ページ、マンゴー王国産地確

立事業であります。事業内容を見てみるとわか

らないことはないんですが、早い方は20年、栽

培技術の優秀な方は2.5トンぐらいとられる農

家は出てきおると思います。改めて試験場でこ

ういう試験をされなくちゃいけないのかという

のが一点。

生産農家の友達とよく話をするんですが、贈

答用で７～８月のマンゴーが欲しいという消費

者からの声が多いということです。全開放型の

ハウスで１反ぐらい贈答用品種の栽培技術に特

化してほしいという要望がありますが、まずこ

の２点、よろしくお願いしたいと思います。

押川委員の御質問です○村田農産園芸課長

が、これは予算をつくるときもおっしゃったよ

うな感じがしておるんですが、確かに優秀な農

家はいらっしゃいます。全員同じようにうまく

いけばよろしいんですけど、基礎的な技術、肥

培管理技術とか病害虫防除技術は試験場でデー

タを出して成績書にまとめてみないと県全体に

普及が図れないという観点から、改めて試験場

で問題点についてプロジェクトチームをつくっ

て試験をするというのが、この事業の発端でご

ざいます。

それと、７～８月の贈答用につきましては、

アーウィンは８月になりますと非常に暑くて日

もちしないということで、今、外国から新しい

品種を導入して栽培しておりますが、アーウィ

ンにまさる食味のものは今のところ出ていませ

ん。さらに継続していきたいと思います。

反収についてはよくわかるんです○押川委員

が、何年も栽培されてまだ肥培管理ができない

ということは、生産者の能力なんですよ。みず

から優秀な農家に行って勉強された方がいいん

じゃないかということが一点と、試験場の技術

員の方は高いレベルに達しておられると思いま

すから、そういう方々が直接栽培農家に行かれ

た方がいいんじゃないかという気がしましたの

で、そういう質問をいたしました。

新品種においてはそういう試験をされている

ということでありますから、それは理解をした

いと思います。アーウィンにかわる品種を早く

開発導入していただいて、消費者の求められる

７～８月の贈答用に今後力点を置いてほしいと

思います。

それから299ページ、酪農でありますけれど

も、特に乳価が安いということで、乳を販売し

て経営が安定するような政策なり支援はないか

と思うんですが、平成19年度の事業の中で何か
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ありますか。

酪農は大変厳しい状況が続い○井好畜産課長

ております。提出しておりますのは骨格予算で

ございまして、この課題につきましては、計画

生産をしっかり実施していただいて、消費拡大

による乳価の安定を目指していくことが一つは

あります。また、需要期生産ということで、７

～８月の生産を拡大していくことで、農家の所

得の確保につながるということが一つありま

す。もう一つは、肉用牛は生産の拡大が求めら

、 、れておりますので 現在でもやられていますが

受精卵活用等で肉用牛部門を酪農に取り込んで

いくことも検討しております。

乳価が安い上に飼料が高騰してま○押川委員

すよね。こういうところに補助事業等が出てこ

ないと、乳価は安い、飼料は高くなってきてい

るということで、ほかの事業に特化するよりは

そちらの方に予算をつけた方がいいんじゃない

、 。かという気がするんですが いかがでしょうか

直接的な形がいいのか、ある○井好畜産課長

、 、いは 生産コストを下げていくという意味では

自給飼料の取り組みとか、機械導入の経費を低

減する等の応援はできると考えております。

そういう方向でお願いをしたいと○押川委員

いうことと、酪農家がつぶれないような支援を

考えていかないといけないと思いますので、よ

ろしくお願いしておきたいと思います。

それから、元気みやざき園芸産地確立事業で

１億7,860万円予算をつけていただいておりま

すが、強化ハウスは、平成19年度はどのくらい

の面積を計画しているのか、あるいは反当たり

どのくらいの価格になるのかお聞きしたいと思

います。

平成19年度の元気みやざ○村田農産園芸課長

きでの取り組みにつきましては 中期展張が2.4、

、 、ヘクタール ＡＰ２号改良型も2.4ヘクタール

モデルとして入れる予定の宮崎農試型が0.9ヘ

クタール、合わせて5.7ヘクタールを予定いた

しております。

モデルの0.9ヘクタールはどこで○押川委員

しょうか。

平成18年度に、低コスト○村田農産園芸課長

耐候性ハウスよりも10％コストの低い宮崎総合

農試型を開発いたしました。19年度に10アール

分の設計書につくり直しまして、施設園芸協会

に風速50メートルに耐えられるかどうか審査し

てもらって、正式にお墨つきをもらいたいと思

っております。今からの台風に当てて実証もし

たいんですが、それを待っておったのでは間に

合いませんので、危険性が残っているかもしれ

ないので補助率も高くして、モデル的に３地区

やる予定なんですが、今のところ、まだ予算も

通っていませんので、具体的には今からお願い

したいということで、地区名は上げておりませ

ん。

今後は、今までのＡＰから、更新○押川委員

時期に宮崎型強化ハウスといった安いもので対

応していただけるということでよろしいでしょ

うか。

国の補助事業の対象にな○村田農産園芸課長

っています低コスト耐候性ハウスよりも10％安

い型ということです。一番安いのは風速35メー

トルタイプのＡＰ２号型ですが、これは秋口の

台風の影響の少ないニラやイチゴのハウスには

使えますけど、周年に近い作型には低コスト耐

候性ハウスを持ってきたいと、それの代替施設

として考えております。

それはわかりました。だから、国○押川委員

から来ている強化ハウスの代替が宮崎農試型ハ

ウスですね。0.9ヘクタールをモデルとして入
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れてみて、今後普及していこうと考えておられ

るんですか。

おっしゃるとおりでござ○村田農産園芸課長

います。

省エネルギー生産技術導入という○押川委員

ことが次にあるんですが、これは具体的にどう

いうことを指しておられますか。

昨年度から重油が高騰し○村田農産園芸課長

ておりますので、油をたかなくて済む省エネル

、 、ギー施設ということで 多段サーモとか循環扇

内張りの二重張り、三重張りの資材、排熱回収

装置を補助対象にしております。

県単で行われるということです○押川委員

ね。

国の方に継続をお願いし○村田農産園芸課長

ましたが、認めてもらえませんでしたので、県

単で取り組むことにいたしております。

面積はどのぐらいが拾えるという○押川委員

ことになりますか。

想定しておりますのは30○村田農産園芸課長

ヘクタールということで考えております。

関連しまして、省エネルギー対策○前本委員

ですが、きょうの新聞に、生目地区の松浦さん

という人が、バラに大型エアコンを導入して、

燃料費節約とともに花の色彩がすごくきれいだ

ということで、宮崎市から表彰を受けたという

ことです。これなんかも省エネルギー生産技術

導入の対象になるんですか。

これは、ネポンのハイブ○村田農産園芸課長

リッドというタイプで、本年度試験場の方にも

導入して効果が確認できれば、次年度から補助

事業対象としたいということでございます。

宮崎市の補助事業も幾らかあると○前本委員

思うんですが、その場合、申請窓口はどこで、

どういう補助割合になっているかわかります

か。

宮崎市の場合は農林水産○村田農産園芸課長

課だと思います。県の窓口は中部農林振興局の

農畜産課でございまして、そちらと市町村の窓

口とのやり取りをして県の方に上がってくるこ

とになると思います。

「今だ！ラナンキュラス日本一産○星原委員

地づくり事業 、これは宮崎で開発されたもの」

ですか。

ラナンキュラスは鉢物用○村田農産園芸課長

とか花壇用ということで、草丈が低くて、切り

花にすると日もちが悪くて切り花にならなかっ

たんですが、綾町の草野さんという育種家の方

が、草丈が高くて日もちするタイプに品種改良

されました。赤は、宮崎農試が平成５年度に草

野さんから素材を買い取りまして、試験場でさ

らに育成を加えて試験場の品種として登録して

おります。

これは他県では全然扱っていない○星原委員

ととらえていいんですか。

宮崎県と生産額が一緒ぐ○村田農産園芸課長

らいのところが、長野県、千葉県とか関東の大

消費地周辺の園芸地帯に結構入っております。

ところが、調べてみますと、先ほど言いました

綾園芸の草野さんの品種を導入しているという

ことですので、宮崎にせっかく育種家の方がい

らっしゃるので、よその県にとられる前に日本

一の産地に持っていかなきゃいけない、緊急性

があるということで、新規事業でお願いしたと

ころでございます。

これはどういう形で栽培するのか○星原委員

わかりませんが、10アール当たりの収入はどれ

ぐらいになるんですか。

10アール当たり7,500球○村田農産園芸課長

ぐらいの球根を植えつけます。１球から１シー
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ズンに20本ぐらい切れると計算いたしますと、

高いときには100円、200円するそうですが、平

均単価60円を見込みまして、10アール当たり15

万本出荷できるということで、900万円の粗収

益、所得率が50％ということで、450万円ぐら

いの所得になるんじゃないかと見ております。

今初めて聞いたんですが、かなり○星原委員

効率のいい形になると思うんですが、日本一の

産地づくりを目指すということでありますか

ら、そうなるとどこに売っていくかの販売経路

と、今どれぐらいの面積に作付しておって、今

後はどれぐらい作付すれば日本一になるのか、

その辺の計画があれば教えてください。

一番のネックは球根の増○村田農産園芸課長

殖でございます。今度の事業でいい品種をつく

って、それを早く増殖して生産地に供給すると

いうことで、５年後に ３ヘクタールで３億円※

を目標にいたしております。今のところ4,000

～5,000万円でございまして、長野県も一緒ぐ

らいですが、それを早く抜いて、最低３億円の

産地に５年後には持っていきたいと考えており

ます。

これはハウスになっておるんです○星原委員

か。

施設栽培、ハウス栽培で○村田農産園芸課長

ございます。

産地は、綾町でつくっているから○星原委員

東諸が中心か、あるいは作付しようという意欲

的な農家があればそういうところでも進めてい

かれるんですか。今、球根の増殖が難しいとい

うことでしたから、球根づくりがネックなんで

しょうけど。

冷涼な気候を好むという○村田農産園芸課長

ことで、沿海地帯よりも中山間地帯に向くんじ

ゃないかと思います。小面積でできるというこ

とで、今、高千穂の方で産地化されておりまし

、 、 、て 高千穂を中心とした西臼杵 東臼杵の山手

えびの市等を考えております。沿海地帯はスイ

ートピー日本一ですので、中山間地帯での日本

一の品目にしたいと考えております。

ラナンキュラス以外にも新開発を○星原委員

されつつあるとか、将来の目玉になるようなも

のも研究されているんですか。

過去２年間の事業でいろ○村田農産園芸課長

いろな品目に取り組んできて、今のところラナ

ンキュラスが最有力だということで、今回この

事業に特化して、ラナンキュラスでまず行こう

ということにしております。

余り花に興味がないものですか○髙橋委員

ら、もっと詳しく聞きたいんですが、ラナンキ

ュラス、初めて聞きました。人気があるとおっ

しゃったので、どこに人気があって需要がある

のか、念のために聞かせてください。

数年前から東京、大阪を○村田農産園芸課長

中心とした大消費地でブームになっているとい

うことだそうです。今後も春の定番として期待

できると これは 平成17年度の太田市場の フ。 、 「

ラワー・オブ・ザ・イヤー」という業界紙に書

いてございます。八重咲きで、ボリュームが非

常にあって、花の形も豊富である、バラよりも

安く買えるということで、かなり人気が出てき

ておるということでございます。

、 、○髙橋委員 今 バラを出されましたけれども

この花はにおいがないですね。日もちはどのく

らいするんでしょうか。

普通の切り花の日もちか○村田農産園芸課長

らすると、１週間から10日もてば十分じゃなか

ろうかと思っております。

もうちょっと聞かせてください。○髙橋委員

※123ページに訂正発言あり
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どこに特徴があるか余りぴんとこないんです。

ただ、花はどれもきれいだと思うんですよ。さ

っき言いましたように、においがないですね。

宣伝するために聞くんですけど、花言葉は何で

すか、スイートピーは「旅立ち」ですよね。

花言葉は「晴れやかな魅○村田農産園芸課長

力」です。花にもいろいろございまして、にお

いのあるもの、においのないもの。形が豪華な

もの、色が豪華なもの。ほかの花との取り合わ

せがいいとか、それぞれの好みがございます。

バラはにおいと色、単独でも十分楽しめる。ほ

かの花と組み合わせてもいけると。そういう中

でラナンキュラスも新しい品目として注目され

ているということでございます。

最後にしますけど、よく私はわか○髙橋委員

らないんですよね。この花は、日もちが結構す

るし、ボリュームがあるんですね。単価も１本

60円とおっしゃいました。農家にとっては魅力

。 、があるものと思います 冒頭言いましたように

全く知らなかったんです。そういう意味では、

花の特徴が宣伝されると需要もふえると思いま

す。

297ページ、畜産課の畜産経営環○永友委員

境保全事業費１億3,791万9,000円、下の方の１

家畜排せつ物管理・利用推進対策事業、これの

箇所、内容等をお聞かせください。

１の家畜排せつ物管理・利用○井好畜産課長

推進対策事業につきましては４地区です。えび

の市が２地区、西米良村、川南町がそれぞれ１

地区です。えびの市の一件は、養豚施設でござ

いまして、浄化施設、堆肥化処理施設でござい

ます。もう一件も養豚施設で、浄化と堆肥化処

理施設でございます。西米良村は、経済連が事

業主体の堆肥化処理施設、運搬車、散布機械等

でございます。川南町は、養豚施設で浄化処理

施設でございます。

それぞれ浄化ということのようで○永友委員

すが、川南は特別言わんでもよかったんですが

ね。この事業の申し込みがあるものかどうか、

お聞かせください。

既存のところは終わっていま○井好畜産課長

すので、今回の４件も新しく施設を拡大すると

いう形で上がってきております。

かなり整備をされたと理解してい○永友委員

いんですか。

対象農家については、簡易施○井好畜産課長

設を含めてほぼ全農家で整備を終えていただい

ているということでございます。

ほぼ全農家というふうに受けとめ○永友委員

ていいんですか。

法の対象になっている畜産農○井好畜産課長

家が約4,500戸ございます。その農家につきま

しては簡易施設を含めてほぼ全農家で整備が終

了しておるということでございます。

その次の２良質たい肥生産流通利○永友委員

用推進事業、どういった流通体制で、どこでや

られるのか。

この事業につきましては、堆○井好畜産課長

肥の生産、流通、販売が円滑にいくようにとい

うことで、宮崎県良質たい肥生産流通促進協議

会というのを組織しておりまして、その活動費

用でございます。内容的には、まず、堆肥生産

促進強化ということで、現地指導したり、堆肥

がどういうふうに利用されているかという調査

事業、堆肥の共励会を行って技術を高めていこ

うという事業、先進地の利用事例を調査して、

それを資料にして各農家に配っていくことで、

堆肥化技術の向上、あるいは利用の促進を図っ

ている事業でございます。

促進協議会の会員、利用者はどの○永友委員
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くらいの構成ですか。

基本的にはすべての畜産農家○井好畜産課長

を対象に普及なり研修をやっております。広域

施設、たい肥センター等の核となる施設につい

て特に重点的に進めているところでございま

す。

それから、核となる地域20カ所程度にたい肥

センターができておりますけれども、たい肥セ

ンター協議会を組織化して活動を促進する取り

組みもしております。

これは進め方によっては大変な事○永友委員

業なんですよね。同じ費用を使ってやるとすれ

ば、もう少し中身の濃い行政指導、内容充実を

お願いしておきます。

299ページ、下から２段目の畜産○水間委員

、 、物価格安定対策事業 食肉鶏卵の価格安定保持

肉用子牛価格安定対策事業と書いてあるんだけ

ど、食肉だから肉用子牛でいいわけですか。

この事項につきましては、こ○井好畜産課長

こでは肉用子牛価格安定対策事業が載っており

ますが、そのほかに肥育に関するマルキン事業

とか、ブロイラー、鶏卵の価格安定も入ってい

ます。それについては肉付け予算の方でという

ことでございます。

その上の特用家畜施設整備事○水間委員

業3,200万円についても説明してください。

これは鶏肉の処理施設をつく○井好畜産課長

るということで、重点事業の説明にも出ていま

す、みやざき地頭鶏の生産体制強化の一貫とし

て、ＪＡ日向で、処理量年間15万羽の予定で共

同の食鳥処理施設を平成19年度に取り組まれる

ことになっております。

「みやざき地頭鶏」ブランド対策○水間委員

事業、総体で50万羽、そのうちの15万羽だろう

と思うんです。地頭鶏は全国各地に行っている

と聞いているんですが、どのくらいの店に出て

いるんですか、35～50という話があったようで

すが。

指定店に御利用いただいてお○井好畜産課長

りますが、料理店は、県内で37店、県外で31店

です。小売店は、県内12店、合計で県内が49店

舗、県外が31店舗、全体で80店舗です。

小売店、指定店の決め方はどうい○水間委員

う基準ですか。

指定店につきましては、各生○井好畜産課長

産農家と契約してそれぞれの店が取引をされて

おりまして、指定店の申請が上がってくれば、

定時的、量的に十分扱っていただいていること

を確認した上で、指定店として指定していくと

いうことでございます。

指定店についてはわかりました。○水間委員

小売店についてはどうなんですか。売ってく

れるからというだけですか。

小売店についても同様に、定○井好畜産課長

時的、量的な確認をとって指定していくという

ことになります。

その上の受精卵供給事業ですが、○水間委員

今回、23号と69号が出ています。23号は、保存

経費が要るので手数料に差を設けた。69号は、

同じく一部改正をする条例の中で、統廃合に伴

って畜産試験場に移したと、そういうふうに判

断すればいいんですか。

はい、そのとおりです。○井好畜産課長

件数としてはどのくらいあるんで○水間委員

すか。

性判別の手数料をいただいて○井好畜産課長

やっている部分については、平成17年度で11件

です。

受精卵性判別手数料は、畜産課の○水間委員

。予算説明資料では6,000円の35件と出ています
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前年も一緒になっていますよ。

計画ではそういうふうになっ○井好畜産課長

ておりましたが、主に活用をいただいていたの

は西諸地区の取り組みでございまして、実際に

やっていただいておりました獣医さんが途中で

お亡くなりになられたということで、実績が減

ったということでございます。

受精卵供給事業は2,900万円です○水間委員

が、どのくらいの件数があるのか。

それから、その下の改善事業、受精卵移植技

術高位平準化事業、もう一回説明していただく

とありがたいです。

受精卵供給事業は、優良家畜○井好畜産課長

受精卵総合センターにおいて、供卵牛として黒

毛和種45頭、ホルスタイン種５頭を係養しまし

て優良受精卵を採取して供給を行っておりま

す。それに要する経費でございます。計画とし

ては、黒毛和種で800個、乳用種で10個を予定

しております。

今、種雄牛の上位５頭はどんな状○水間委員

況ですか。

来年度の供給計画が手元にあ○井好畜産課長

りますので、それで御説明をさせていただきま

す。１番が福之国で約４万本を予定されている

。 、ということです ２番目が忠富士といいまして

１月に検定が終わった牛で、非常に優秀な成績

で、枝重、あるいはＢＭＳでも7.3ということ

で最高の成績が出ているんですが、これの人気

が高くて、来年は約３万本の需要があります。

３番手では、これも新しい種雄牛ですけど、平

茂勝の子で勝平正が１万4,200本の希望が出て

います。

畜産課長、今のはメモでいただ○丸山委員長

かないとわかりづらいということですので、後

から資料でお願いしたいと……。

。 。○水間委員 私が質問者です 続けてください

それから、３番手が福桜で１○井好畜産課長

万7,200本でございます。全体で年間15万6,000

本を供給していきます。１万本以上が７頭おり

まして、それで９割程度の状況です。

今のことについて、委員より資料○水間委員

で下さいという要望がありましたから、資料で

出してください。

ありがとうございました。

わかりました。○井好畜産課長

高病原性鳥インフルエンザが終息○前本委員

しまして、本当に御苦労さまでございました。

みやざき地頭鶏の素びな50万羽の生産を予定

されているということですが、供給不足と聞い

ていますけど、この生産は畜産試験場だけでや

っているんですか。

原種系統は畜産試験場川南支○井好畜産課長

場で維持増殖をしておりまして、農家が地頭鶏

としてつくる最終的なひな供給については、種

鶏場が小林と日南の方で稼働しておりまして、

約30万羽の計画で動いています。今年度、日向

の方に１カ所施設を整備中ということで、22年

度には50万羽になる計画を進めております。現

在は約25万羽の供給ということでございます。

22年度になりましたら増産して供○前本委員

給バランスがとれるようなお話でございます

が、土木関連の業種の皆さんが、公共事業削減

で農業へ転業したいということで、地頭鶏の養

鶏農家への希望があるやに聞いておりまして、

どうしてもひな不足ということになるんですけ

ど、供給不足を早急にというわけにはいきませ

んか。

精いっぱい今言った計画で進○井好畜産課長

めているのが現状でございます。一つのブラン

ドとして確立していく、量的に確保する意味で
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は、当面目標50万羽で進めているということで

ございます。

地頭鶏単独ではなく兼業でやって○前本委員

いらっしゃるのかもしれませんが、地頭鶏の生

産農家数と、出荷までの飼育日数を教えてくだ

さい。

飼養農家については、平成18○井好畜産課長

年度で35戸となっております。飼育期間は、雄

で120日（４カ月 、雌で150日（５カ月 、４） ）

～５カ月でございます。飼養羽数は約25万羽で

ございます。

予算書を見ると、みやざき地頭○星原委員

鶏7,297万4,000円とありますが 昨年度は2,835、

万1,000円、平成18年度から事業が始まってい

る割には……。去年とことしは違うんですか。

平成18年度の新規事業で動い○井好畜産課長

ている事業でございまして、今回、①の原種鶏

舎整備を追加しているということでございま

す。この分が約6,500万円になります。

地頭鶏は商標登録はまだでしたよ○髙橋委員

ね。

商標登録はしてございます。○井好畜産課長

心配なのは、先ほどからあります○髙橋委員

ように、生産が追いつかないということです。

知事がかなり宣伝してくれているものですか

ら、売れに売れているということであります。

こういうときに限ってまがいものが出て、逆に

みやざき地頭鶏のイメージをダウンさせること

も心配されます。今はまだ評判を落とすような

まがいものは出ていないですね。

現在、聞いておりません。○井好畜産課長

どこでチェックするかですけれど○髙橋委員

も、モニター制度とか、スーパーを回ったり、

そういうところもしっかりやっておいた方がい

、 。いと思いますので これは要望にしておきます

せっかく名前が上がって売れに売れていますの

で、よろしくお願いします。

宮崎は、もも焼きといいまして、○前本委員

ももを焼いて食うのが全国的に有名ですよね。

地頭鶏は少し肉質がやわいということで、地鶏

というのは歯が立たないぐらいかたくて、炭火

焼きというイメージがあるんですが、その辺の

イメージの違いに対してどのように御説明です

か。

地鶏のイメージは確かにあろ○井好畜産課長

うかと思うんですが、専用のひなでつくった地

鶏はこれぐらいのやわらかさ、舌ざわりの肉質

だと考えております。

もう一つ、宮崎にも地頭鶏（じと○前本委員

っこ）と読めない人がおるようですけど、どの

ようにお考えですか。

当初は「みやざき地鶏」とい○井好畜産課長

う名前でしたが、天然記念物の地頭鶏から出発

しておりますので、その名前を前面に出して商

標登録もとりました。しっかり説明することで

さらに評価を高めていくように努力していきた

いと思います。

みやざき地頭鶏は、肉質もいい、○前本委員

味もいい、そして焼酎と合うということで、南

九州の特産品として大いに期待しているんです

けど、知事にもう一回アンテナショップに立っ

てもらって、地頭鶏、地頭鶏、地頭鶏と何遍も

言わせて、そういう努力をしてほしい。以上、

要望でございます。

今、知事が宣伝しているのは本当○水間委員

の地頭鶏ですか。本物の地頭鶏をやっているん

じゃないでしょう。

知事が新宿のＫＯＮＮＥ○長友農政水産部長

あたりで宣伝されましたのは、すべてが地頭鶏

ではありません。いわゆる地鶏というのも入っ
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ております。

ほかにございませんか。○丸山委員長

１点だけ私の方からお伺いします。300ペー

ジの豚のオーエスキー病のことについて、昨年

度どれぐらいの被害額が出ているのか。

全体で取り組まないと、１人でも取り組まな

いと清浄化にならないと聞いているものですか

ら、その徹底のあり方についてお伺いしたいと

思います。

清浄化対策についてお話をし○井好畜産課長

たいと思いますが、県内では、県北と県南の串

間地域が清浄地域でございまして、県内すべて

を清浄地域にしていこうという取り組みでござ

います。基本的にはワクチンを打って抑えてい

く、その後農場を検査して清浄だということを

確認した上で、ワクチンを打たなくてもいい状

況に持っていく取り組みでございまして、今回

から川南町を特に重点的にやっていこうという

取り組みをしているということでございます。

被害額につきましては、複合感染とかいろい

ろな病気との関係もありますので、判別はしづ

らいということでございますので、御理解をい

ただきたいと思います。

オーエスキー病については、全○丸山委員長

体で取り組まないと清浄化にならないと聞いて

いますが、そういう認識でいいのか、各農家で

やればいいのか。重点的に川南の方でやるとい

うことですが、それは一軒一軒つぶしていくと

いうことを考えているのかお伺いしたいと思い

ます。

おっしゃられるとおり全体で○井好畜産課長

取り組むことが基本でございます。そういうこ

とでワクチン助成等もしながら進めているとい

うことでございます。

先ほど１カ所間違ってお○村田農産園芸課長

りましたので、訂正させていただきたいと思い

ます。

ラナンキュラスの５年後の目標を３ヘクター

ルと申しましたけれども、計画では５ヘクター

ルとなっておりましたので、訂正させていただ

きます。済みませんでした。

、 、○丸山委員長 以上をもちまして 農産園芸課

畜産課の審査を終了いたします。

入れかえのため、暫時休憩いたします。

午後２時22分休憩

午後２時29分再開

委員会を再開します。○丸山委員長

次に、農村計画課、農地整備課の審査を行い

ます。

それでは、農村計画課長から順次説明をお願

いします。

農村計画課でございま○石川農村計画課長

す。

お手元の平成19年度歳出予算説明資料の303

ページをお開きください。農村計画課の当初予

算額は16億7,810万2,000円をお願いしておりま

す。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。

資料の305ページをお開きください。まず、

中ほどの（事項）公共農村総合整備対策費でご

ざいますが、１億4,930万4,000円をお願いして

おります。この事業は、農業生産基盤と農村環

境基盤を計画的かつ総合的に整備するための計

画策定費や、整備された国営造成施設などを適

正に管理するための事業であります。

、 、まず １の農村振興整備計画につきましては

県営中山間地域総合整備事業を実施するための

計画を策定するものです。
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次に、２の国営造成施設管理体制整備促進事

業につきましては、国や県で造成した施設につ

いて、地域における多面的機能の発揮を促すた

めに管理体制の強化を図るものです。

次に、３の基幹水利施設管理事業につきまし

ては、ダムなどの大規模な国営造成施設に対し

て、農業用水の安定供給や農村地域の防災など

の機能強化を支援する事業です。

次に、306ページをお開きください。上段の

（事項）国土調査費でありますが、７億4,020

万円をお願いしております。この事業は、土地

に関する最も基本的な調査である地籍調査事業

を実施することにより、土地所有に関する権利

の保全や明確化を図るものです。

次に （事項）土地改良計画調査費でありま、

す。1,000万円をお願いしております。この事

業は、土地改良事業に関する各種調査や計画を

策定するものです。農業用水許可水利権更新対

策事業につきましては、県が所有する農業用水

利権の適正な更新を行うものです。

次に （事項）大規模土地改良計画調査費で、

すが、1,226万3,000円をお願いしております。

この事業は、大規模土地改良事業の計画などを

推進するため、地域農家への指導、啓発及び各

種調査を行うものです。

次に （事項）農地調整費でありますが、341、

。 、万6,000円をお願いしております この事業は

農地の売買や賃貸借など、その権利の移動に係

る利用関係の調整を行うことにより優良農地の

確保などを図るものです。

、 。当初予算につきましては 以上でございます

次に、提出議案につきまして御説明いたしま

す。

お手元の「平成19年２月定例県議会提出議案

（平成19年度当初分 」の139ページをお開き）

ください。議案第41号「農政水産関係建設事業

執行に伴う市町村負担金徴収について」でござ

います。

具体的には、お手元の環境農林水産常任委員

会資料で御説明いたします。資料の11ページを

お開きください。議案第41号、一番上の農村計

画課のところでございます。畑地かんがい推進

モデルほ場設置事業の市町村負担金徴収につい

て、地方財政法第27条第２項の規定によりまし

て議会の議決に付するものでございます。

農村計画課につきましては以上でございま

す。よろしくお願いいたします。

農村整備課でありま○後藤田農村整備課長

す。

お手元の歳出予算説明資料の307ページをお

開きください。農村整備課の当初予算額は82

億9,914万9,000円をお願いしております。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。

309ページをお開きください。上から５行目

（ ） 。の 事項 公共農村総合整備対策費であります

、 、これは 農業・農村の一層の発展を図るために

農業生産基盤や農村環境基盤の整備を総合的に

実施するもので、８億6,293万6,000円をお願い

しております。

なお、３の農業集落排水事業では、清武町の

沓掛地区ほか３地区を、４の中山間地域総合整

備事業では、日南市の酒谷地区ほか10地区を整

備することとしております。

次に、310ページをお開きください。上から

３番目の（事項）県単土地改良事業費でありま

。 。す １億8,591万2,000円をお願いしております

その中の１県単独土地改良事業でありますが、

これは、国庫補助の対象とならない小規模な農

地や農業用施設等の整備を行うものでありま
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す。

次に、その下の（事項）公共土地改良事業費

、 、 、でありますが これは 用水路や排水路の新設

改修及びほ場整備等を行うもので、23億5,560

万4,000円をお願いしております。

。311ページをごらんいただきたいと思います

その中の２県営畑地帯総合整備事業につきまし

ては、後ほど別冊の資料で御説明いたします。

３の県営経営体育成基盤整備事業では、都城

市の横市地区ほか18地区を整備することとして

おります。

次に、その下の（事項）公共農道整備事業費

でありますが、これは、農業経営の近代化及び

農村環境の改善を図るために農道の新設、改修

を行うもので、12億8,361万円をお願いしてお

ります。

１の県営広域営農団地農道整備事業では、串

間市の沿海南部４期地区ほか２地区を、また、

２の県営農林漁業用揮発油税財源身替農道整備

事業、通称「農免農道」でございますが、清武

町船引２期地区ほか10地区を整備することとし

ております。

次に、その下の（事項）ふるさと農道緊急整

備事業費でありますが、これは、農業・農村の

振興と定住環境の改善に緊急に対応する必要が

ある農道を整備するもので、6,270万円をお願

いしております。宮崎市の小山田地区ほか１地

区の整備を行うこととしております。

次に、312ページをお開きください （事項）。

公共農地防災事業費であります。これは、農地

や農業用施設の崩壊侵食及び自然災害の発生を

未然に防止するために、排水路やため池等の整

備を行うもので、10億3,973万円をお願いして

おります。

２の県営特殊土壌対策事業では、都城市の平

長谷地区ほか８地区を、５の県営中山間地域総

合農地防災事業では、五ヶ瀬町の三ヶ所地区ほ

か５地区を、６の県営ため池等整備事業では、

宮崎市の備後上・下地区ほか17地区を整備する

こととしております。

次に、313ページをごらんください （事項）。

耕地災害復旧費でございます。これは、過年度

に発生しました災害及び現年度に係ります耕地

災害の復旧事業費として、14億7,154万3,000円

をお願いしております。

続きまして、平成19年度の新規・重点事業に

ついて御説明いたします。

別冊の「平成19年度主な新規・重点事業説明

資料」の９ページをお開きください 「県営畑。

地帯総合整備事業」であります。

この事業は、県内農地の約半分を占めます畑

地帯におきまして、水を活用した大規模な産地

づくり、施設園芸の導入など、多様な営農形態

への対応を図るために、幹線部は国営事業によ

り整備されますが、その末端部の畑地かんがい

施設などを整備するものでありまして、９

億1,260万円をお願いしております。平成19年

度は、宮崎市の中尾地区ほか16地区で整備を行

うこととしております。

次に、債務負担について御説明いたします。

済みませんが、別冊の定例県議会提出議案を

お願いしたいと思います。10ページをお開きく

ださい。農村整備課の欄の、まず 「土地改良、

負担金償還平準化事業（平成19年度設定分 」）

であります。これは、土地改良区が借り入れま

す農業基盤整備資金の償還を後年度に繰り延べ

る際に発生します利子全額について、国、県が

助成するものでありまして、限度額として90

万2,000円をお願いしております。

次に 「県営広域営農団地農道整備事業（沿、
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海南部４期 」であります。これは、本年度発）

注予定の橋梁上部工事に伴うものでありまし

、 。て 限度額として２億円をお願いしております

次に、環境農林水産常任委員会資料の11ペー

ジをお開きいただきたいと思います。議案第41

号「農政水産関係建設事業執行に伴う市町村負

担金徴収について」であります。

農村整備課の欄になりますが、これは、平成

19年度農政水産関係建設事業に要します経費に

充てるために、市町村負担金を徴収することに

ついて、土地改良法第91条第６項等の規定によ

りまして議会の議決に付するものであります。

このページから次のページにかけまして載せて

おります19の事業について、それぞれ右側に記

載してあります率の市町村負担を予定しており

ます。なお、この負担金の設定に当たりまして

は、あらかじめ対象となります市町村の意見を

聞きまして同意を得ているところであります。

農村整備課については以上であります。

執行部の説明が終了いたしまし○丸山委員長

た。質疑をお願いいたします。

地籍調査事業というのが組まれ○星原委員

て、都城市ほか18市町村ということですが、地

籍調査はどれぐらい今終わっていて、残りがど

れぐらいあるものなんですか。

地籍調査の進捗状況でご○石川農村計画課長

ざいますが、全体の要調査面積が5,687平方キ

ロメートルでございます。平成18年度終わる予

定が3,197平方キロメートル、進捗率が56.2％

という状況でございます。

国としてはいつごろまでを目標に○星原委員

しているんですか。随分長くやっているような

気もするんですが、地籍調査は非常に重要だと

いう話がある割には、県内で56.2％の進捗率と

いうことですから、今5.5割が終わったところ

で、残り4.5割ということになると、まだ相当

期間がかかるんじゃないかと思うんですが、国

としてはそういう形でしか考えていないんです

か。

国土調査事業十箇年計画○石川農村計画課長

という国の計画がございまして、今、第５次で

ございます。これは平成12～21年度までの計画

でございまして、10カ年で 9,000平方キロメー※

トルということで、全国で進捗率を62％まで上

るということで考えております。

資料の請求をしておきます。305○水間委員

ページの公共農村総合整備対策費、１カ所のと

、 。ころはいいけれども ほか何カ所の整備箇所名

先ほどの地籍調査の18市町村の場所。309ペー

。ジの公共農村整備対策費８億6,000万円の箇所

それから公共土地改良事業費23億5,500万円の

箇所。公共農道整備事業の箇所。312ページ、

、 。公共農地防災事業の箇所 一覧で資料を下さい

一番最後の耕地災害復旧費についても、後から

出ると思うんですが、ここで知っておきたいの

で、資料を要求しておきます。

今でもわかりますが、後○石川農村計画課長

でいいですか。

後でいいです。○水間委員

では、後ほど出します。○石川農村計画課長

資料要求の関連ですが、県営畑か○永友委員

んなり、いろんな状況で国営が絡まなきゃでき

ませんが、国の情勢等がわかればひとつここで

御披瀝をいただきたい。宮崎県の事業に対する

国の姿勢はどうなんですか 「私の力次第」と。

いうふうにおっしゃるかどうか。

話が大きいので、どうお○石川農村計画課長

、 、答えしていいか難しいんですが 宮崎県では今

国営事業が都城と西諸と尾鈴と綾川、４地区動

※●●ページに訂正発言あり



- 127 -

いています。16年に大淀川左岸・右岸が終わっ

ておりまして、全国でもこれだけ面整備をやっ

ている県はないということでございまして、私

の口から言うのもあれなんですけれども、全国

的にも優良だということで非常に評価は高いと

思っております。そういった部分で、農水省と

しても関連事業の推進などについて予算を積極

的につけるということで対応しているところで

ございます。

懸命に努力いただいております○永友委員

が、さらなる努力を要望しておきます。

ほかにございませんか。○丸山委員長

それでは、農村計画課、農村整備課の審査を

終了いたします。

暫時休憩いたします。

午後２時50分散会
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平成19年３月５日（月曜日）

午前10時１分開会

出席委員（９人）

委 員 長 丸 山 裕次郎

副 委 員 長 外 山 衛

委 員 永 友 一 美

委 員 星 原 透

委 員 水 間 篤 典

委 員 前 本 和 男

委 員 押 川 修一郎

委 員 髙 橋 透

委 員 河 野 哲 也

欠 席 委 員（なし）

委員外議員（なし）

農政水産部

農 政 水 産 部 長 長 友 育 生

農政水産部次長 永 野 明 徳（ 総 括 ）

農政水産部次長 黒 岩 一 夫（ 農 政 担 当）

農政水産部次長 森 末 保 治（ 水 産 担 当）

部 参 事 兼 宮 脇 和 寛農 政 企 画 課 長

地域農業推進課長 玉 置 賢

営 農 支 援 課 長 松 尾 通 昭

農 産 園 芸 課 長 村 田 壽 夫

畜 産 課 長 井 好 利 郎

部 参 事 兼 石 川 善 成農 村 計 画 課 長

農 村 整 備 課 長 後藤田 悦 男

水 産 政 策 課 長 藤 田 仁 司

部 参 事 兼 田 代 一 洋漁港漁場整備課長

農 水 産 物 小八重 雅 裕ブランド対策監

団 体 調 整 監 假 屋 義 成

担 い 手 対 策 監 米 良 弥

農業改良対策監 荒 武 正 則

消費安全企画監 吉 田 周 司

技 術 検 査 監 松 井 郁 治

国営事業対策監 佐 藤 公 一

漁 業 調 整 監 那 須 司

漁港整備対策監 野 田 和 彦

総合農業試験場長 齋 藤 尚

県立農業大学校長 近 間 儀 博

畜 産 試 験 場 長 児 玉 盛 信

水 産 試 験 場 長 佐 藤 信 武

事務局職員出席者

議 事 課 主 査 湯 地 正 仁

政策調査課主事 小 城 勇 生

委員会を再開します。○丸山委員長

次に、水産政策課、漁港漁場整備課の審査を

行います。

それでは、水産政策課から順次説明をお願い

いたします。

それでは、水産政策課か○藤田水産政策課長

ら説明をさせていただきます。

お手元の平成19年度歳出予算説明資料の315

ページをお開きください。水産政策課の当初予

算額でございます。骨格予算ではございますけ

れども、一般会計で17億1,766万4,000円、沿岸

漁業改善資金特別会計で１億7,411万2,000円、

合計で18億9,177万6,000円をお願いしてござい

ます。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。
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317ページをお開きください。中ほどの（事

項）漁業基本対策費2,412万3,000円についてで

ございます。３の離島漁業再生支援交付金事

業1,911万1,000円でございます。当事業は、水

産業版の直接支払い制度で、本県では延岡市島

野浦島を対象としてございます。今年度、集落

が策定した協定に基づきまして、19年度は、海

岸や海底の清掃、カサゴ等の放流、藻場造成な

どの「漁場生産力の向上に関する取組 、まき」

網漁業の従業員によるアワビ養殖などの「所得

向上に関する取組」などを実施いたします。

次の（事項）水産金融対策費１ 億 2 , 0 6 7 万

6,000円についてであります。１の漁業近代化

資金利子補給金１億1,041万5,000円でございま

す。漁業者等の資本装備の高度化や経営の近代

化を図るための資金を融資する漁協等に対する

利子補給でございます。

次に、１ページめくっていただきまして、一

番下の（事項）水産物流通加工対策費1,191

万8,000円につきましては、１のおさかな消費

拡大と流通対策事業について、後ほど別途資料

で御説明いたします。

次に、319ページをごらんください。一番下

の（事項）漁業取締監督費４億4,009万5,000円

についてであります。２の宮崎県内水面振興セ

ンター経営基盤強化対策資金３億3,000万円で

ございます。これは、財団法人宮崎県内水面振

興センターの経営基盤強化のために無利子貸し

付けを行うもので、財務状況等の改善に伴いま

して、昨年度より3,000万円少ない、３億3,000

万円をお願いしてございます。

３の密猟防止体制強化対策事業につきまして

は、5,918万7,000円をお願いしてございます。

「うなぎ稚魚の取扱いに関する条例」に基づく

立入検査等の補助的業務を内水面振興センター

に委託するとともに、センターがみずから行う

内水面秩序維持に関する取り組みに補助を行

い、内水面の秩序維持や流通の適正化を図るも

のでございます。

次に、320ページをお開きください。一番下

の（事項）水産業試験費１億1,975万2,000円に

ついてであります。水産試験場の本場及び小林

分場におきまして、持続的生産技術の開発や安

全で安心して消費できる水産物の安定供給技術

の開発、生態系や環境に配慮した技術の開発、

高度情報化技術の開発のための試験研究に取り

組むための経費でございます。

次に、321ページをごらんください。特別会

計の沿岸漁業改善資金１億7,411万2,000円につ

いてであります。沿岸漁業改善資金特別会計に

つきましては、議案第11号として提出させてい

ただいておりますが、このページで説明させて

。 、いただきます 沿岸漁業者の経営や生活の改善

青年漁業者等の養成確保に対する無利子資金の

貸し付けに要する経費であり、貸付枠を１

億7,300万円といたしております。

次に、主な重点事業説明資料の10ページをお

開きください 「おさかな消費拡大と流通対策。

事業」についてでございます。

１の事業の目的でございます。消費者ニーズ

に的確に対応した安全で安心して消費できるブ

ランドづくりを進めるとともに、生産者と消費

者がつながる新たな販売体制の構築や地元消費

の拡大に取り組みまして、販路拡大や魚価の向

上を図ることを目的としてございます。

次に、２の事業の概要でございます。予算額

は、骨格予算分になりますけれども、1,133万

円。事業期間は、平成17年度から19年度までの

３カ年で、来年度が最終年度になります。事業

主体は、県と「いきいき宮崎のさかなブランド
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確立推進協議会」でございます。事業内容につ

きましては、安全・安心な水産物を大消費地に

届けるための鮮度保持マニュアルの作成や、本

県水産物のＰＲ等による販路拡大を行うことと

してございます。

次に、債務負担行為についてでございます。

「 」お手元の 平成19年２月定例県議会提出議案

の10ページをお開きください。中ほどの水産政

策課のところに掲げてございます 「平成19年、

度漁業近代化資金利子補給」以下２件につきま

して、期間及びその限度額を設定するものでご

ざいます。

続きまして、議案第23号「使用料及び手数料

徴収条例の一部を改正する条例」についてでご

ざいます。

議案書は67ページからでございますけれど

も、常任委員会資料で説明をさせていただきま

す。お手数ですけれども、常任委員会資料の５

ページと６ページ、それぞれ下の部分をごらん

ください。初めに、５ページの２県立高等水産

研修所授業料及び６ページの３県立高等水産研

修所入所料についてでございます。授業料と入

所料につきましては、ともに県立高等学校に準

じた料金設定をしてございまして、今回、県立

高等学校の見直しに合わせて改定するものでご

ざいます。施行期日は４月１日を予定しており

ますが、授業料については段階的に引き上げる

経過措置を設けてございます。

次に、１枚めくっていただきまして、７ペー

ジをごらんください。４の表のうち、上から５

番目までの漁業権関係の手数料につきまして

は、昨年度に改定いたしました漁業許可の申請

等に係る手数料と同様の積算基準に基づきまし

て、今回改定を行うものでございます。

同じ表の一番下の遊漁船業務主任者養成講習

手数料につきましては、テキスト代込みで設定

しておりまして、今般、テキスト代が値上がり

したことに伴い改定するもので、ともに７月１

日の施行を予定してございます。

次に、５の動力漁船建造等許可申請手数料に

つきましては、受益者負担の観点から、漁船の

建造や改造のほか、一般船舶からの転用に係る

許可申請につきまして新たに手数料を徴収する

、 。もので ７月１日の施行を予定してございます

また、６につきましては、漁船法の改正に伴

いまして、手数料徴収の根拠規定となる該当条

項が変更されていることから、あわせて所要の

変更を行うものでございます。

水産政策課は以上でございます。よろしくお

願いいたします。

引き続きまして、漁○田代漁港漁場整備課長

港漁場整備課から御説明させていただきます。

お手元の平成19年度歳出予算説明資料の323

ページをお開きください。漁港漁場整備課の当

初予算額は、一般会計で19億758万9,000円をお

願いしております。

それでは、主な内容について御説明いたしま

す。

325ページをお開きください。中段下の漁場

保全対策費664万円でありますが、当事業は、

漁場環境を保全するため水質等の調査を行うほ

か、安全な養殖魚生産のため、漁場環境の把握

と指導を行うものであります。

次に、一番下の内水面漁業振興対策費6,568

万7,000円についてであります。326ページをお

開きください。まず、１の河川放流委託事

業5,129万円ですが、これは、アユ、ウナギ、

ヤマメ、シジミ等稚魚の放流を行うものであり

ます。

２の健全な内水面域振興対策事業1,4 3 9
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万7,000円につきましては、平成15年に発生し

ましたコイヘルペスウイルス病の蔓延防止及び

その被害対策事業を実施するものであります。

次に、栽培漁業定着化促進事業費8,46 7

万2,000円についてであります。当事業は 「つ、

くり育て、管理する漁業」を推進するため、財

団法人宮崎県栽培漁業協会におきまして、マダ

イ、ヒラメ、カサゴ等の種苗生産及び放流事業

を実施することによりまして資源の培養を図る

とともに、栽培漁業を漁業者へ定着させるため

の経費であります。

次に 一番下の漁業振興特別対策事業費6,715、

万5,000円についてであります。この事業は、

細島港整備による漁業への影響を緩和するため

、 、 、に 日向市 門川町管内の３漁協におきまして

水揚げ荷さばき施設等の漁業振興策を実施する

ものであります。

次に、327ページをごらんください。水産基

盤（漁場）整備事業費でありますが、この事業

は、平成19年度の重点事業といたしまして、後

ほど別途資料で御説明いたします。

次に、一番下の県単漁港維持管理費4,500万

円についてであります。この事業は、漁港区域

、 、内の航路 泊地の浚渫や老朽化した施設の補修

改良など小規模な施設の維持管理に要する経費

であります。まず、１の浚渫工事では、富田漁

港ほか４港を、次のページになりますが、２の

補修工事では、県内全23漁港の機能回復を図る

ための補修を行うものであります。

次に、中ほどの水産基盤（漁港）整備事業費

でありますが、この事業も、平成19年度の重点

事業といたしまして、後ほど別途資料で御説明

いたします。

次に、329ページをごらんください。中ほど

になりますが 公共海岸保全漁港事業１億4,000、

万円についてであります。この事業は、海岸保

全区域におきまして、高潮、津波、波浪等の被

害から生命、財産の防護を図るもので、土々呂

漁港の陸閘、及び門川漁港の護岸のかさ上げ整

備を行うものであります。

次に、一番下の漁港災害復旧事業費について

でありますが、現年度に係る予算としまし

て8,122万9,000円をお願いしております。

次に、330ページになりますが、水産施設災

害復旧事業費につきましても同様に、2,717

万6,000円をお願いしております。

歳出予算説明資料の説明は、以上でございま

す。

続きまして、平成19年度の重点事業について

御説明いたします。

別冊の「平成19年度当初予算案の主な重点事

業等説明資料」の11ページをお開きください。

「水産基盤整備事業費」11億5,032万円につい

てであります。

この事業は、単調で天然礁が少ない本県の海

、 、域に 人工魚礁等を設置することによりまして

日向灘の水産資源を持続的かつ効率的に活用す

るとともに、安全と機能性が高い漁港・漁村の

基盤整備を推進し、漁業経営の安定と漁港・漁

村の活性化を図るものであります。

まず、２の（４）事業内容、①地域水産物供

給基盤整備事業6,000万円についてであります

が、都井漁港の防波護岸、及び青島漁港の防砂

堤整備を行うものであります。

次に、②の広域水産物供給基盤整備事業９

億8,032万円につきましては、カツオ、マグロ

を対象とした浮き魚礁の設置や、アオリイカを

対象とした増殖場などの漁場造成、及び川南漁

港ほか７漁港におきまして防波堤や岸壁等の整

備を行うものであります。
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③の漁港環境整備統合事業2,500万円につき

ましては、油津漁港に面している堀川運河の護

岸等の整備を行うものであります。

次に、④の港整備交付金8,500万円につきま

しては、都農漁港の岸壁や富田漁港の導流堤の

整備を行うものであります。

最後に、議案第41号「農政水産関係建設事業

執行に伴う市町村負担金徴収について」であり

ます。

常任委員会資料の12ページをごらんいただき

たいと思います。漁港漁場整備課分は一番下に

記載されております。水産基盤整備事業と海岸

保全漁港事業に要する経費に充てるため、市町

村負担金を徴収することにつきまして、地方財

政法第27条第２項等の規定によりまして議会の

議決に付するものであります。この負担金の設

定に当たりましては、あらかじめ対象となる市

町の意見を聞き、その結果、異論がないとの回

答を得ているものであります。なお、負担金の

割合は両事業ともに10分の１としております。

漁港漁場整備課は以上でございます。よろし

く御審議のほどお願いいたします。

執行部の説明が終了いたしまし○丸山委員長

た。質疑をお願いします。

先ほど説明が若干ありました藻場○永友委員

の造成、これは何年もやっていただいています

が、その実績、効果と、今後どういうふうに進

めていこうとされているのか、もう少し中身を

詳しく説明ください。

漁港漁場整備課の方○田代漁港漁場整備課長

から御説明させていただきます。

確かに藻場造成につきましてかなり長い年月

かけてやっております。全国的に藻場が少なく

なっているということで、宮崎県だけの問題で

はなくて、全国的に共同しながら研究もやって

いるわけですが、宮崎県での成果としては、ウ

ニが海藻を食べる食害という点を重要視しまし

て、ウニのはい上がりを防止する魚礁をつくり

まして 実用新案特許もとっております。今後※

は、新案特許なども活用しながら、漁港と漁場

と一体となって、新しい消波ブロックには海藻

が非常につきやすいという性質がありますの

で、その近所に母藻を養殖して、その母藻の種

を新しい護岸につけるというような取り組みを

今後展開していきたいと考えております。

ずっとやられ続けて、現在がどう○永友委員

いう状況になっているかお伺いしたいんです。

現在の状況は、はっ○田代漁港漁場整備課長

きり申しまして、藻場そのものがふえていると

いう状況にはありませんで、減少にいかに歯ど

めをかけるかに主体を置いて試験研究をやって

おります。いかに減少を防止するかということ

で、ウニの駆除とか、魚の食害を防止するため

に網で囲って海藻を養うという状況で、これか

ら大量にふやしていきたいと考えております。

日本全国の研究者と共同しながら現在研究を進

めている状況です。

実績がなかなか出てこないという○永友委員

ことですか。

それで、ウニが食害するからということです

が、ウニも食害して大きくならなきゃならない

わけです。ウニも採取するわけですからね。ウ

ニが食べてしまった後は太りませんということ

じゃ、費用をかけて造成する効果が全く見えな

いと思って、非常に歯がゆい気がするんです。

藻場の種類でかなり成育に差があると地元の組

は言うんです。私が地元漁業の問題を言います

と、知事が絡みがあるのじゃないかとおっしゃ

、 。いますけれども そんなものじゃないんですよ

※139ページに訂正発言あり
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近海は藻場が成育しないゆえに小魚の成育がで

きないという状況です。非常に問題を抱えて申

し上げますと、絡みがどうのこうの、そんな片

づけ方をしてもらっちゃ困るんですが、地元の

組が言いますのには、ワカメならぐいぐい太る

んだということを言うんです。なぜそれをやら

ないのかと私に言われるんです。

おっしゃるとおり、○田代漁港漁場整備課長

これまでの研究で、各地域にワカメの種をばら

まきまして、効果は確かに出ております。北浦

、 。にしてもしかりですし 浦城周辺でもそうです

都農の漁港の中にも生えています。それから青

島、油津にも生えております。ワカメは割と簡

単に生えさせられるという点で、我々もワカメ

はもっとふやしたいと考えております。

費用対効果ではありませんけれど○永友委員

も、目に見える効果が出るようなことをしてほ

しい。

４～５年前に女性の方が10日おきに海に潜っ

て成育状況を調査されているのを見たんです

が、状況を的確に把握してほしい。概略的に言

われているのは、河川の水量が少なくなってき

た、海水の温度の問題というようなことでいろ

いろ模索されてきましたが、河川の水量が減少

したというのは当然言えますよね。とにかく、

繁殖しやすい品種を入れるのが効果的だと考え

ますから、その点は十分検討いただきたいと思

います。

重点事業説明資料10ページの「お○星原委員

さかな消費拡大と流通対策事業 、17年度から」

始まって今年度が最後ということで予算が組ま

れているんですが、生産者と消費者がつながる

販売体制の構築と消費拡大での漁業経営の安定

ということなんですが、漁業経営者の皆さん方

は、重油等の高騰で非常に苦しい苦しい、厳し

い厳しいという状況ですが、そういう中で、こ

のブランドづくりが経営の安定にどれぐらいの

効果があるのか教えていただきたい。

ブランドの取り組みでご○藤田水産政策課長

ざいますが、ブランド認証品の実績がわかりや

すいと思います。現在、５つブランド認証品が

ございまして、まず、14年度に認証をいたしま

した「宮崎カンパチ」というのがございます。

これは養殖ものでございますが、水産試験場で

開発いたしました脱血装置を使って処理いたし

ます。宮崎の市場では天然ものと同じような価

格で取引をされているという状況でございま

す。

次に、同じく14年度に認証いたしました「北

浦灘アジ 、これは、従来はまき網でとってす」

ぐ氷で絞めて水揚げをしておりましたが、それ

を生かしたままいけすに移して、えさを吐かせ

て活魚として出荷するという取り組みでござい

ます。平成17年度の活魚のマアジのキロ単価

が195円ぐらいですが、北浦灘アジは860円とい

うことで、いい意味での差別化が図られておる

状況になってございます。

次に、15年度に認証いたしました「門川金

鱧 。門川漁協で、ハモを紫外線殺菌装置でき」

れいな海水の中にしばらく生かしておきまして

出荷するものでございます。門川漁協のノンブ

ランドの一般のハモが2,5 0 0円程度に対し

て3,500円ということで、非常に高い値段で取

引されてございます。

また、平成16年度に認証いたしました「ひむ

か本サバ 、これは養殖ものでございますけれ」

ども、薬を与えずに育てて出荷するものでござ

います。これは今引き合いがふえていまして、

生産量が追いつかないという状況になってござ

います。
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平成17年度に、これは加工品でございますけ

れども、日南市の女性のグループがつくってい

る、日南市の方では割と食べられていると思い

ますが、しょうゆ節の「かつおうみっこ節」を

認証いたしております。手づくりなものですか

ら、なかなか需要に追いつかないという状況に

なってございます。

県全体の水揚げ量からしますとわずかではご

、 、ざいますが こういった取り組みによりまして

漁業者が物を上手に売るといった意識改革に筋

道をつけておるのではないかと認識をいたして

おります。

今、ブランドの５つの品目を紹介○星原委員

いただいたんですが、昨年は当初予算で2,400

万円余組まれて、ことしはその半分以下。最終

年度ということで、今言われたような効果が出

てきたので金額が少なくなったのか、減額の中

身を教えてください。

今回お願いしております○藤田水産政策課長

のは４月当初からどうしても必要になる部分だ

けでございまして、年度後半に必要な事業につ

きましては、６月の補正で改めてお願いをしよ

うと考えてございます。

ということは、６月補正で17、18○星原委員

年度と同じぐらいの予算を計上していくという

ふうにとらえていいんですか。

予算の内容につきまして○藤田水産政策課長

は、最終的な額はこれからだと思いますが、我

々としてはこのブランド事業の重要性を認識し

ておりますので、お願いをしていこうというふ

うに考えてございます。

今、５つの品目を教えていただい○星原委員

たんですが、６つ目、７つ目、８つ目と準備さ

れているようなものもあるんですか。

目標としては毎年１つず○藤田水産政策課長

つは着実にふやしていこうということで取り組

んでおりまして、あとわずかですけれども、今

年度も認証できるものがあれば認証したいと考

えてございますが、関係業者の準備がうまく整

いませんと、６品目は来年度になる可能性もあ

るという状況でございます。我々としてはでき

るだけ前倒しで、１品だけではなくて、２品で

も３品でも認証できるものがあれば認証したい

と考えております。

予算説明資料の319ページ、漁業○押川委員

取締監督費の４億4,000万円、１の漁業取締関

係事業はどういったものがあるのかと、３の密

猟防止体制強化対策事業の現状と、どのくらい

の人がこれにかかわっていらっしゃるのか、わ

かる範囲で教えてください。

まず、漁業取締関係事業○藤田水産政策課長

、 。の中身でございますが 主に３つに分かれます

１つ目が、390万2,000円ということで、船員の

方の旅費などでございます。次に、2 , 0 1 2 万

9,000円ということで、船舶法令の義務経費。

具体的に言いますと、船員関連法や船舶法に基

づく船舶の検査等に係る費用です。次に、船舶

基本経費ということで2,687万7,000円、燃料費

や船舶の中で使います電話の経費等でございま

す。これが漁業取締関係事業ということになり

ます。

次に、密猟防止体制強化対策事業でございま

す。これは２つに分かれてございまして、一つ

は、ウナギ稚魚流通適正化委託ということで、

宮崎県は「うなぎ稚魚の取扱いに関する条例」

を定めております。これに基づいて実施します

検査や指導等の補助的業務を内水面振興センタ

ーに委託するというものが2,018万2,000円ござ

います。もう一つは、内水面秩序維持対策事業

補助金ということで、内水面振興センターみず
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から実施する採捕河川区域の警備や県内河川の

密漁情報の収集等に要する経費の補助というこ

とで、3,674万円がございます。

さらに、内水面振興センターは、過去のピー

ク時には常勤役職員27名おりましたが、現在は

常勤役職員13名、シラスウナギをとる船12隻の

体制を組んで実施しておるところでございま

す。

27名が今13名ということで、少な○押川委員

くされておるという状況ですが、密漁がだんだ

ん少なくなってきている状況の中で、監視体制

が強化されたということでの減少になっている

わけでしょうか。

センター設立の目的は、○藤田水産政策課長

シラスウナギの採捕される時間帯は冬場の夜間

なので、これを効果的に取り締まるためには、

時間を上手に利用して、採捕しながら牽制して

取り締まりを行うところが必要だということ

で、内水面振興センターを設立したという背景

がございます。当初は、いっぱいとれて相当の

体制を組んだんですが、現在は、効果的に、な

おかつ財政的にも何とかやっていけるようにと

いうことで改善をしてきて、今の体制にまで縮

小したということでございます。

ありがとうございました。大変勉○押川委員

強になりました。

319ページの上の漁獲可能量（Ｔ○水間委員

ＡＣ 、これは国の問題だろうと思うんです。）

クロマグロとかクジラの漁獲量を世界で限定し

ようという話があるんだけれども、宮崎県がか

かわる問題で国に要望しているものがあるんで

すか。

ＴＡＣの割り当てを受け○藤田水産政策課長

ておる魚種は宮崎県においては３つございま

す。マイワシは、若干ということで数量は明記

されておりませんが、一応枠づけの対象になっ

ております。それとマサバ及びゴマサバという

ことで、サバ類が枠づけの対象になっておりま

す。もう一つはマアジでございます。まき網漁

業で主に漁獲されますこの３種類が対象になっ

ております。本県の主力のカツオ、マグロにつ

きましては、高度回遊性魚類ということで、国

、 、連の海洋法条約で 各国で管理するというより

国際機関をつくって管理する魚種になっており

まして、我々は、本県のカツオ・マグロ船が一

方的に不利な条件が課されないように、国際交

渉においてしっかりやってほしいということを

国の方にお願いをしておる状況でございます。

今の状況は割とうまくいっている○水間委員

方なんですか。宮崎県の水産政策課として、マ

グロ等の問題については、今後の可能性はどん

なものですか。

マグロにつきましては、○藤田水産政策課長

国際管理機関に所属しないで、勝手に船をふや

してたくさんとる国が一時期ふえましたが、現

在は輸入する際に、この国のこの漁船がとった

ものであれば間違いない、国際的な枠組みの中

でとったものだと、そういうものしか輸入させ

ないというポジティブリスト制度とか、過去に

台湾が漁船の数をふやしましたけれども、船を

減らさせるといった取り組みが徐々に功を奏し

てきまして、マグロにつきましては、昨年の後

半あたりから若干値段も回復してきておるとい

う状況にございます。こういった取り組みをど

んどん強化してもらうことによって本県の漁業

者の保護につながるのではないかと考えており

ます。

次に320ページ、水産業試験費の○水間委員

、 、 、 、１億1,900万円 資源部 増殖部 生物利用部

小林分場ですが、これの課題がいろいろありま
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すが、重立った課題について説明いただけませ

んか。

、 、○佐藤水産試験場長 まず 資源部の５課題は

カツオ、マグロ、イワシ、アジ、サバ、本県の

漁業資源がどうなっているのか調べる魚海況調

査事業。それから我が国周辺のイワシ、アジ、

。 、 。サバの資源調査 カツオ マグロの調査研究費

高度魚海況情報による漁場形成要因解明試験。

同じく高度回遊性魚類調査ということで、沿岸

のイワシ、アジ、サバ、遠洋のカツオ、マグロ

の漁場予測と資源量がどうなっているかという

調査をやっております。

それから増殖部は、マダイとかオオニベ等の

栽培資源の評価調査。延岡の栽培漁業センター

で大量生産しておりますカサゴの放流技術開

発。本県特産のアカアマダイの放流技術調査。

それから、先ほど永友委員から出ました、藻場

の回復試験もやっております。それが２課題ほ

どございます。また、養殖漁場環境調査、養殖

漁場は持続的に使用しなければなりませんの

で、その環境調査等をやっております。それか

ら環境浄化機能生物の開発ということで、県北

の方で、ホヤの一種のリッテルボヤの種苗生産

の開発をやっております。

、 、 、最後に 生物利用部は 本県の養殖対象魚種

放流魚種等の魚種の種苗生産技術の開発のため

の基礎試験をやっております。この基礎試験が

終了しますと、延岡の栽培漁業センターで大量

生産という形をとっております。それとＳＰＧ

を利用した煮汁乳化油脂を魚の加工品に注入し

てうま味を出そうという試験もやっておりま

す。それから、シイラやアオメエソを対象に鮮

度保持試験をやっております。それから、養殖

をやっておりますとどうしても病気が出ますの

、 。で ウイルス性疾病とか細菌性疾病の予防対策

最近は薬をなるべく使わずにワクチンを利用す

るということで、ワクチン開発に力を入れてお

ります。

小林分場におきましては、内水面の魚類環境

調査、モクズガニの資源増大に関する研究、チ

ョウザメの有用成分に関する研究、遺伝子マー

カーを利用した育種技術の開発、そういう内水

面に関する試験研究を行っているところであり

ます。

特に、今おっしゃった小林分場の○水間委員

問題ですが、今チョウザメはどのくらいいるん

ですか。

今、ベステルとシロチョ○佐藤水産試験場長

ウザメと アメリカシロチョウザメ、この３種※

類がおります。

この中で、民間でやっておられる○水間委員

例はあるんですか。

今現在、商売で成り立つ○佐藤水産試験場長

ということでやっているのは１形態でございま

。 。す 試験的にやっている業者が３件ございます

、 、ただ こちらの方はまだ試験的でございまして

キャビアの生産までには至っておりません。先

ほど申しました１業者につきましては、キャビ

アの生産まで行っております。

地元の皆さんの話を聞きますと、○水間委員

出の山という池があり、その下に水田があると

いうことで、えさのやり方によって池の水が濁

るんじゃないか、アオコやアオノリが張ったり

するのでということですが、水質基準について

は問題はないんですか。

水産用水基準内でやって○佐藤水産試験場長

おります。

そういうことで地元と協議をされ○水間委員

たことは今までありますか。

※139ページに訂正発言あり
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今まで何回も地元の水利○佐藤水産試験場長

※139ページに訂正発言あり

組合との話をやっておりまして、排水の問題に

つきましては、大きな廃棄物は網でとったり、

沈殿槽を設けたりして、なるべく外に残渣が出

ないような措置をとっております。

漁港漁場整備課長、青島のことを○前本委員

関連で聞きたいんですが、地域水産物供給基盤

整備事業と広域水産物供給基盤整備事業、一方

は6,000万円で９億8,000万円と随分金額が違

う。広域と地域の漁場整備の違いを教えていた

だきたい。

それと、青島漁協関連は6,000万のうち幾ら

か。これは新事業ですか継続事業ですか。事業

内容、金額を教えてください。

地域水産物供給基盤○田代漁港漁場整備課長

整備事業と広域水産物供給基盤整備事業です

が、これは字のごとくなんですが、広い地域に

またがって行う事業が広域で、一種漁港といっ

て地元の港を中心に行う事業が地域。青島の場

合は地域になりますので、防砂堤とか岩壁の補

。 、修を次年度行うようになっております 金額は

平成19年度の骨格で青島が1,000万円を予定し

ております。

これは新規事業ですか、継続事業○前本委員

ですか。

継続になります。○田代漁港漁場整備課長

継続でしたら、何年で、どのくら○前本委員

いの予算規模のうちの1,000万円か教えてくだ

さい。

地域6,000万円のう○田代漁港漁場整備課長

ちの1,000万円ということになります。

１つ抜けてました。何年に事業が○前本委員

始まって、ことしで何年目ですか。

この事業そのものは○田代漁港漁場整備課長

単年単年で終わる事業でございますので、防砂

堤、護岸補修ですと大体１年で終わりますし…

…。

それは継続事業とは言いません。○前本委員

単年度事業です。

事業そのものとして○田代漁港漁場整備課長

は単年度でやっていきます。

地域水産物供給基盤整○野田漁港整備対策監

備事業、広域水産物供給基盤整備事業、これは

長期計画ということで、今の計画は14～18年度

までの５カ年の計画で整備を進めております。

今お尋ねの青島漁港についても14年からずっと

整備を進めてきております。それ以前も防波堤

や岸壁の整備を進めておるんですが、青島漁港

の中では平成18年度でほぼ整備が終わったと思

っております。19年度から新しい５カ年の長期

計画が始まりますが、その中では、川沿いに古

い護岸、船着き場等の施設がございます。そう

いう老朽化した施設の改良、補修等を進めてい

きたいと考えているところでございます。

おさかな消費拡大と流通対策事業○髙橋委員

、 「 」の中で 本サバの説明をされたときに 無投薬

とおっしゃいましたが、薬を与えて養殖をして

いるということを初めて聞いたんですけど、と

いうことはカンパチは薬を与えていると理解を

せにゃいかんとですね。

養殖は一般に非常に過密○藤田水産政策課長

のところで飼いますので、何らかの形で病気が

発生することがございます。水産におきまして

も出荷段階に残っていてもいい薬の量の基準が

定められてございます。ひむか本サバに関して

は、全く薬を使わないで育てることでブランド

化しています。カンパチは、最近はワクチンが

主流になってございまして、ワクチン接種と、

なおかつ体に寄生虫がついたものは淡水に入れ
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て落とすと、そういったことでできるだけ薬を

与えないような形に進んできておる状況でござ

います。

わかりました。病気対策で薬を与○髙橋委員

えていらっしゃるということですね。

魚食普及について力を入れていらっしゃると

思いますが、どこの事業を見ればいいんでしょ

うか。

今、髙橋委員から御質問○藤田水産政策課長

のありましたこの事業の中でも、魚食普及とい

、 、うことで 地域の協議会で料理教室をするとか

新しい製品開発については、基本的にはこの事

業の中で補助をしております。先ほど御説明い

たしましたように、その部分につきましては、

６月の肉付け予算、補正の方で入ってくると思

います。

食ルネサンス「いただきます」で○髙橋委員

も魚を使うといいのになと思いながら、肉対魚

というのもあっていろいろとあるでしょうが。

魚と大根は合うんですよね。特にサバと大根と

か、ブリと大根は合うんですが、なかなか子供

たちの口に入らない。食ルネサンスで実際につ

くって提供しないと、なかなか家庭で味わわな

い。つくり方もそうなんでしょうけれども、そ

こら辺も農政と水産が連携した上でやっていた

だきたいと思います。

今まで学校給食にも補○吉田消費安全企画監

助を出していたんですが、主に農産物だけだっ

たんです。魚も必要だということで魚も出すよ

うにいたしました。自主活動の中で魚をメーン

に取り上げてやりたいということもございま

す。私ども、日本型食生活ということで一生懸

命進めておりますので、その中には当然魚もメ

ーンのディッシュとして入ってくると思ってお

ります。

肉付け予算で具体的にお金もつく○髙橋委員

でしょうから、ぜひ頑張っていただきたいと思

います。

この前、私の家の例を言いましたけど、たま

たまですので、あくまでも私の家庭はスローフ

ードを目指していますので、誤解のないように

お願いします。

最後に１点、11ページの水産基盤整備事業、

③の漁港環境整備統合事業、ローカルな質問に

なるんですけど、油津港が該当しているわけで

すが、油津港の多目的広場は平成19年度で事業

が具体的になるんでしょうか。

油津の漁港環境整備統○野田漁港整備対策監

合事業につきましては、平成17年から新規事業

で取り組んでおりまして､17、18の２カ年で計

画策定をしてまいりました。堀川運河沿いの護

岸の整備と、それに伴って遊歩道を整備して、

油津漁港において相当面積の緑地公園を整備す

るというのがその計画内容でございまして、金

額はわずかでございますが、19年度から護岸あ

るいは緑地等の整備に着手をしていく予定にし

ております。

平成19年度に具体的に緑地化、多○髙橋委員

目的広場が動き出すということの理解をしてよ

ろしいですね。ありがとうございました。

、○外山副委員長 321ページの無利子貸し付け

これは、漁協を通しての漁業者への貸し付けに

なるんですか。

沿岸漁業改善資金は県が○藤田水産政策課長

直接貸し付けますが、実際の手続は、漁協と振

興局を通して水産政策課の方で審議をさせてい

ただくということでございますが、現地の方で

は、指導普及員を中心に、こういう制度があり

ますよということを漁業者の方にお知らせして

いる状況でございます。
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こういう制度があることの周○外山副委員長

知徹底は漁連に連絡してあるわけですね。

できるだけ周知徹底をす○藤田水産政策課長

るように努めております。

これは全般になりますけれど○外山副委員長

も、漁協の再編成の動きはあるんでしょうか。

業界では、平成17年度中○藤田水産政策課長

に20ある漁協を10にするという計画を持ってお

りました。ところが、計画をつくった段階に比

べて漁業をめぐる情勢が非常に厳しゅうござい

ますので、現状に合わせた形での見直しが必要

ではないかということで、業界の方とも協議を

いたしまして、昨年の４月１日から漁連内に専

門の、組織基盤強化といいますか、合併を検討

する部署（３名）が設けられております。我々

もなるべく早く骨格をつくり上げるようにとい

うことで指導、協議をさせていただいていると

いうことでございまして、流れとしては10より

も少ない方向に行くのではないかと考えており

ます。

先ほどチョウザメの種類○佐藤水産試験場長

を３つほど言いましたが、訂正をお願いしたい

と思います 「アメリカシロチョウザメ」と申。

しましたけれども「シベリアチョウザメ」の間

違いでございました。

325ページ、栽培漁業推進対策費○星原委員

で全国豊かな海づくり推進協会関係負担金

が240万円計上されているんですが、どこに協

会があって、毎年こういう形で全国の都道府県

から納めている経費なんですか。

これは毎年納める負○田代漁港漁場整備課長

担金になっておりますが、毎年、豊かな海づく

り大会を行っておりますので、担当県がその経

費に使うための負担金になります。社団法人全

国豊かな海づくり推進協議会に対する負担金で

ございます。

そういう負担金だというのはわか○星原委員

るんですが、どこに本部があって、どれぐらい

の県が参加するのか。海づくり大会をするとい

うことですから、海に面している県だけしかな

いだろうと思うんですが。

全国の各県ほとんど○田代漁港漁場整備課長

入っているんですが、この会員でない県が山形

県以下９県ほどあります。全会員は81というこ

とになります。都道府県を中心にしまして、県

漁連とか漁協、団体といった組織から成ってお

ります。

試験場長さん、提案ですけど、特○前本委員

産品で宮崎のイセエビを宮崎漁協等が一生懸命

やっていますが、イセエビは収穫時期が一斉に

なりまして、蓄養のための池をつくっていただ

いたんですが、それでも足りないんです。ちょ

っとひげが折れただけで、せっかくとったイセ

エビが大変厳しい単価になるものですから、水

産試験場でやってもらいたいことがあるんで

す。イセエビを真っぷたつに切って半乾きぐら

いにしたのを、ヘッドがついたまま真空パック

して売っているところがあるんです。宮崎の水

産試験場で、青島漁協等でとれるどうしようも

ないイセエビを開いて真空パックにして、新た

な宮崎特産品としての開発をしてほしいんで

す。ぜひいいお答えをいただきたい。

イセエビは生きているや○佐藤水産試験場長

つが一番高いと思います。集荷してなかなかは

けない場合にはそういう方法もあるかと思いま

すが、漁協の方では荷が集まるまで蓄養して生

きたまま出すのが普通なんです。それでもなか

なか出荷できないというのであれば、そういう

加工も一つの方法ではないかと思いますし、真

空パックの機械もうちの方にありますので、そ
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れは一応やってみたいと思います。ただ、乾燥

だけで味つけは全然していないんでしょうか。

少し塩味程度で、そのままつまみ○前本委員

で食べられると。

それで、青島の道の駅がすごく今繁盛してい

ますが、組合長は、ぜひ水産試験場がテストパ

ターンとして試作をしていただいて、よければ

業界サイドと一緒になって、宮崎の特産品とし

ての魚の販売促進に力を入れたいと言っていま

す。

一度試してみます。○佐藤水産試験場長

ほかにございませんか。○丸山委員長

以上をもちまして、水産政策課、漁港漁場整

備課の審査を終了いたします。

、 、引き続き総括質疑に入りますが 準備のため

暫時休憩いたします。

午前11時12分休憩

午前11時18分再開

委員会を再開します。○丸山委員長

各課ごとの説明及び質疑が終了いたしました

ので、総括質疑を行います。

農政水産部の当初予算関連議案全般について

の質疑をお願いします。

先日、星原委員の方から○石川農村計画課長

御質問のありました地籍調査の全国目標でござ

いますけれども 先日 第５次国土調査事業 平、 、 （

成12～21年度）におきまして、面積9,000平方

キロメートル、進捗率62％と申し上げておりま

したが、面積については３万4,000平方キロメ

ートル、進捗率については55％ということで、

訂正させていただきます。どうも済みませんで

した。

訂正を１つお願いい○田代漁港漁場整備課長

たします。藻場のウニ対策で実用新案特許を取

ったと申し上げましたが、まだ考慮中でござい

ます。今からということでございますので、訂

正よろしくお願いいたします。

畜産課長に確認しておきますが、○水間委員

この前の質問をしたときに、10キロメートル範

囲内の食肉処理場は受け入れてくれないと、だ

から、ほかのところに食肉処理を頼んだ。その

場合、補償制度はあるのかないのか、どっちで

すか。

新富町の事例ですね。その関○井好畜産課長

係農場というのは10キロの制限区域の外にあり

まして、その農家は、食鳥処理場がとまりまし

たので、ほかの処理場に委託されました。そう

いう養鶏農家の損失については、家畜伝染病予

防法上の助成措置としては対象になっておりま

せん。

対象になるように今努力をされて○水間委員

いるところなんですか。

先日も知事に中央に行ってい○井好畜産課長

ただきまして、家畜伝染病予防法対象外につい

てもお願いをしております。

畜産課長、ことしは県の和牛の共○永友委員

進会があり、全共がありますね。今回は骨格予

算ですから、大勢が６月に出てこようかと思い

ます。全国の共進会ですから、この場で宮崎県

の名声を高めなきゃなりません。そういう大勢

での予算構成を十分肉付け予算内までに検討し

ておいていただきたい。また、財政状況が困難

といえども、全国大会ですから、宮崎県が恥に

ならないような体制をひとつ組んでいただきた

いということを要望しておきます。

もう一つは、きょうも子牛競りに顔を出して

きたんですが、優秀な子牛の地元保留、県内保

留というのが非常に困難な状況になってきてお

る。それらに対する保留対策を十二分に検討し
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て、６月予算の中では目に見えるような形を打

ち出してほしいと、要望しておきます。

それから水産関係ですが、本会議で申し上げ

ましたが、今非常に魚価が混迷しております。

ですからああいうふうに申し上げているわけで

すが、私は宮崎県から国政を動かせというふう

にずっと申し上げてきております。したがいま

して、大変難しい、難しいで手が出ない。そう

じゃなくて、魚種の一つでも手がけて、国に御

一考願うというぐらいの前向きな姿勢を６月の

補正までには構成してほしいと考えます。１つ

でも手がける、前向きの姿勢を打ち出してほし

いというふうに強く要望しておきます。魚価安

定価格制度の申請です。よろしくお願いしてお

きたいと思います。

毎年こうやって、当初とか３年と○星原委員

か５年の事業予算を組んでおろされてきます。

その事業について毎年報告はいただいていると

思うんですが、事業年度が終わった後に報告書

を見るだけで終わっているのか。事業の成果に

ついて、団体あるいは農家に直接行って調査、

点検をしているのか。畜産農家なら畜産農家が

その事業等をもらってどれだけの成果が出たと

いうとこら辺まで追求、調査しているものなん

ですか。１回しかこうやって出ないものですか

ら、最終的に効果が出たのかどうかの報告、農

家にとってこういうメリット、デメリットがあ

ってとか、そういったところまでやっているも

のなんですか、教えていただくとありがたいん

ですが。

補助事業については、事○宮脇農政企画課長

業を採択する段階で、事業主体が事業計画を作

成して提出してもらいます。費用を投入して事

業を推進するわけですから、事業が終わった段

。 、階で事業報告書を徴収いたします その場合に

基本的には書類だけで終わらせるんじゃなく

て、実際に農林振興局の職員が農家等に出向い

て、計画どおり事業の成果が上がっているかど

うかは確認するという形で進めております。

ということは、税金投入されてい○星原委員

ろんな事業が行われているわけですから、特に

今後は納税できる農家を多くつくっていく。と

いうことは所得が多い農家ということになると

思うんですが、今言われたような目的に沿った

、 。形で事業が行われ その成果がどうあらわれた

あるいはどのような形でその事業を評価した。

そういう調査はされていると思うんですが、平

成17年度で終わった事業等の成果一覧表はつく

、 。ってあるんですか つくられていないんですか

先ほどは個別の事業の進○宮脇農政企画課長

め方について申し上げましたが、農政で申し上

げますと、長期計画を策定しております。各年

度ごとの数値目標を持っておりまして、年度が

終わった翌年度の当初に、各課の事業において

トータルとして、数値目標の達成状況がどうか

、 。 、というヒアリング 検証しております そして

弱い部分があれば、翌年度事業の組み立てに生

かしていくというローリングの取り組みもいた

しております。

といいますのは、戦後何十年農業○星原委員

政策をやってきた。あるいは過去10年でもいろ

んな取り組みをされてきているんですが、なか

なか後継者や担い手が育たないのは、農家の人

が自分で販売価格が設定できないというものも

あるかもしれませんし、あるいは育てるために

いろんな事業を打ってきても、その成果が上が

ってくるような政策になっていない部分もあっ

たのかと、いろいろ思いがあるんですが、その

辺についてはどのようにとらえたらいいんでし

ょうか。
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先日、日本農業新聞にこ○宮脇農政企画課長

ういう記事が出ていました。平成17年と20年前

の昭和60年の農業産出額を比較した数字でござ

います。47都道府県どこもふやしたところはご

ざいません。減っております。そういう意味で

は胸を張って言えることではないんですが、47

都道府県の中で本県は減少額が一番小さい県で

ございます。減少率につきましても、北海道と

本県は２％減少。全国平均は24％減っている中

で２％減少にとどまっているという意味では、

非常に大きな言い方でございますけれども、今

まで農家の方々を中心に行政、団体等が農政水

産に取り組んできた結果ではないかと考えてお

ります。

なぜそういう話をするかといいま○星原委員

すと、これから５年、10年後に向けて本県の１

次産業の方向性を決めていく上で、過去の事業

等の評価をして、今後に向けてどうやっていく

かぴしっと整理されて新たな施策が出てくるん

じゃないか。後継者がいないとか担い手不足と

いうことがいつも出てくるわけです。というこ

とは、担い手不足の原因が、農業では生活がで

きないのか、魅力はあるけれども、魅力の部分

をつかみ切れていないのか。地域には、肥育で

成功している人もいれば、和牛で成功している

人もおれば、園芸で成功している人もいるわけ

ですよね。子供は少なくなって農業後継者は非

常に厳しくなっていくと思うんですが、宮崎県

が食料供給県というのであれば、これから５

年、10年後に向けて、過去の成果等がこうだか

ら、このような形にして生産量を上げていくと

か、戸数をふやしていくとか、何らかの目標設

定があると思うんですが、我々が地域で農業に

ついて話をするときの参考に、そういう面の考

え方を披瀝してもらうとありがたいんですけ

ど。

非常に難しい御質問でご○長友農政水産部長

ざいまして、例え話をしますと、昭和40年代の

中ごろまでは、宮崎県の農家は農業だけでは生

活ができないということで、東京あるいは関西

圏に出稼ぎに行く方々が相当おられました。現

在は「出稼ぎ」という言葉もほとんど聞かない

。 、ぐらいそういう方々は減少しております では

実態はどうかといいますと、農業をしながら地

元で公共事業に携わっておるという方がかなり

いらっしゃいます。それで現金収入を得ながら

生活をされている。昭和45年代といいますと

約40年前ですが、そういう実態は相変わらず存

在していると思っております。

一方では、今、委員の発言にもありましたけ

れども、農業だけである程度の所得を上げられ

て立派な経営をされている方がいらっしゃいま

す。そういうところにはちゃんと後継者が残っ

ておるという事実がございます。宮崎県の農業

、 、を５年後 10年後どうするかと考えた場合には

５年後、10年後にだれが農業をやるのかという

ことが一番大事であろうと考えております。そ

のために、第六次農業長期計画の中で担い手の

問題を一番頭に持ってきていまして、人をちゃ

んとつくっておかなければ農業は非常に厳しく

なっていくだろうと考えております。それが一

番だろうと思います。では、残った担い手に対

してどういう政策を打っていくのかということ

が次に出てくると思います。一つは、国が農政

の政策を大きく転換しまして、意欲のある担い

手に重点的に投資をしていきましょうという考

え方になっていますので、この流れはしばらく

は続くのではないかと思っております。一方で

は、ＷＴＯあるいはＦＴＡがどうなるのか、対

外的に今の農林省が打っております政策がその
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まま継続できるのかという心配があります。対

外的な流れをちゃんと見ておって、青の政策、

緑の政策とかＷＴＯで許されている政策がござ

いますが、そういう政策しか、国あるいは県も

打てない時代が来ると思います。そのときに、

宮崎県の農業が生き残っていけるような立派な

担い手を今つくっておかなければ、５年後、10

年後は非常に厳しいだろうと考えております。

基本的には、担い手をどうやって残すかという

ことが一番大事だろうと思います。

もう一つ考えておかなければいけないのは、

今まで価格安定制度というのがありまして、そ

れを中心として農家の経営を何とか維持をして

きましたが、価格安定制度が国際的に見ていつ

まで続くのかという心配もあります。そこ辺は

国際的な動きを見ながら、価格安定制度がなく

なった場合には農家に対してどういう手を打っ

ていけばいいのかということも、十分今から考

えておかなければいけないと思います。国際的

な流れ、農林水産省の政策の転換、そういうも

のは十分私たちの視野の中に入れながら、その

中で宮崎県の農業をどうやっていくのかしっか

りと考えて施策を打っていく必要があるだろう

と思います。

長計の中にはそういう部分も出て○永友委員

いると考えますけれども、農政水産部で認定さ

れている品目、ブランド品と言ってもいいんで

すが、品目ごとの生産指標の資料提出をいただ

きたいと考えます。今、国策的にも言われてお

ります、皆さん方もおっしゃいます、経営支援

という姿が、一体どこを目標にやっていますか

と言っても、３分の１の農家はある程度掌握さ

れていると思うんです。品目ごとの経営指標で

所得目標はどういうふうになっているのかとい

うのがどうしてもつかめない。農政水産部とし

、 、ては 普及指導者がちゃんとおるわけですから

宮崎県の今の生産コストを含めて、経営指標を

ひとつお示しいただきたいと考えます。

御確認をさせていただき○長友農政水産部長

ますが、各農業改良普及センターで経営管理指

標というのをつくっておりますけれども、これ

はあくまで想定でつくっておりますので、実態

にそぐわない面があるかもしれません。今、委

員がおっしゃったことは、実態を明らかにせよ

ということだろうと思いますので、ちょっと時

間がかかるかもしれませんが、早速ブランド品

目を中心に検証してお示しをしたいと思いま

す。

単なる目標も結構ですが、実態を○永友委員

つかんでいないということを非常に感じるわけ

です。現在の生産コストの実態はブランドごと

ぐらいにはわかっていらっしゃらないと困るな

という感じがしますし、我々も的確にそれが見

えない、つかめないという姿がありますから、

どうしてもこの際その数字を出してほしいと考

えます。

どのくらい期間がかかりますか。

担当主幹の話では次の議○長友農政水産部長

会までということでございますが、そうは言っ

ておられませんので、農協あたりに聞けばある

程度のデータはあると思います。それと普及セ

ンターが持っているデータをどうやってマッチ

ングするかだけの話でしょうから、いつまでと

は申し上げられませんけれども、なるべく早く

つくりたいと思います。

私は、農政水産部として的確に掌○永友委員

握されているかということをお伺いしているわ

けです。農協には我々で聞けるんですが、宮崎

県の農政水産部としてどれだけ掌握をされてい

るのか。また、今の実態に即応する税金の投入
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の仕方という姿まで私は感じておりますから、

あえてお願いをしておるわけでございます。そ

こ辺に水産関係等の魚価安定価格制度新設とい

うことまで出てくるわけなんですよ。どれだけ

コストがかかっているんだという姿はね。

早急といいますと大変でしょうけれども、お

願いを申し上げておきたいと存じます。

総括質疑の中で小さいことを聞く○髙橋委員

、 、んですが せんだって永友委員が極めて厳しく

激しく指摘がありました、総合農試の研究補助

員の関係なんです。いま一度確認させていただ

きたいんですが、執行部の説明では、業務経験

云々をおっしゃっていましたけど、農業機械を

扱える等で格差を設けるとか、そういうふうに

してほしいと思います。

それと、雇用契約期間はどうなっているのか

を確認させていただきたいと思います。

まず、雇用契約期間は１○宮脇農政企画課長

年単位でございます。これは更新可能です。働

きの状況等見させていただいて更新するという

ことでございます。

それと報酬の決定方法でございますけれど

も、経験を重ねれば上がっていく仕組みになっ

ております。採用時点で、農業を営んでおられ

たとか農業について経験のある方については、

経験年数として評価をいたします 報酬は5,950。

円から8,250円ですが、経験年数が11年以上で

あれば上限の8,250円といった形で決定してお

ります。全く経験がない方が採用された場合

は5,950円からスタートしますけれども、１年

経験すると次のランクへ単価が上がると、３年

たつとまた上がるという仕組みになっておりま

す。

個人差というのがありまして、単○髙橋委員

純に11年経験しているからということでは厳し

いと思うんです。今よく能力主義ということを

言われますけれども、その点からしたときに、

単純に11年農業経験があるからといっても個人

差があるだろうし、そこらはもっと吟味してほ

しいと思います。これは答弁は要りません。

私たちが心配しているのは、昨年の９月の常

任委員会の委員長報告で要望しておきました。

特許の出願をしているものとか、技術開発途上

のものとかいっぱいあると思うんです。それが

外部に漏れる心配はないのでしょうかというこ

とを言いました。農業経験者、後継者も中には

いらっしゃるとこの前の説明でもありました

し、何せ賃金が安いですよね。5 , 0 0 0 円 と か

。8,000円で一生働ける場じゃないと思うんです

心配するのはそこから先なんですけど、仕事を

するかたわらで技術開発について知識が入った

と。やめるのは勝手だと思うので、やめて外に

出される心配はないのか。そこら辺の守秘義務

守られて当たり前のことなんですけど、そ―

こら辺をしっかり執行部で研究されているの

か、教えてください。

知的財産の保護の関係で○宮脇農政企画課長

すけれども、非常勤職員につきましては、一般

職員と同じように守秘義務を課すことになって

います。やめた後はどうなのかということでご

ざいますけれども、一般職員の場合はやめた後

も守秘義務がかぶっておるんですが、非常勤職

員については制度上それはかぶせられないだろ

。 、うと思います 仮にそれから損害が発生すれば

民事等で対応することになるだろうと考えま

す。

、 、○髙橋委員 今回 行財政改革で練りに練って

言葉は悪いですけれども、切りやすいところか

ら切っていかれたのかなという私の勝手な思い

なんですけど、必要な職務であれば、それなり
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の身分保障をしてあげて、今までどおりにいか

なくても、報酬を見直すとか今後研究していか

れたらどうかということを要望して、終わりま

す。

これは総括質疑になるかどうか考○水間委員

えておったんですが、商工労働部になるかと思

いますが、農政水産部として、宮崎空港におり

たお客さんに「宮崎で何がおいしいんですか」

と聞かれたときに、肉がおいしい、地鶏がおい

しい、マンゴーがおいしい、イセエビだってい

いし、マグロだってあるし、冷や汁が宮崎の特

産とかいう話があった中に、すべてがおいしい

ということなんだろうけれども、３種類ぐらい

特化して、宮崎県独特の食材、あるいは提供の

仕方を考えた方がいいんじゃないかと思うんで

すが、そこらあたりはどうなんですか。

何が一番おいしいかと県○長友農政水産部長

外の方から聞かれたときに何と答えるかという

話でしょうけど、一つは、相手が何が好きかと

いうことでしょうね、肉なのか魚なのか。もう

一つは旬だろうと思うんです。その時期に何が

一番おいしいか、それを紹介する我々が十分承

知していないとまずいんじゃないか。もう一つ

は、地鶏にしても宮崎牛にしても、焼いて塩、

こしょうで食べるという形が一番おいしいんで

しょうが、野菜類になると料理の仕方だろうと

思うんです。その辺も十分頭に入れて相手に紹

介しなければ、食べた人がおいしくないという

批判が出るかもしれません。そこは十分注意し

なければいけないと思います。

おっしゃったように、その人の嗜○水間委員

好の問題、肉が嫌いな人がおるかもしれん。地

域に行けば郷土料理がある。

今、鳥インフルエンザで云々と言いながら、

すばらしい知事さんができたことによって、逆

に地鶏が売れて在庫がないぐらい。農産物をい

かにＰＲするか、そういう面では、知事に対す

るヒアリングあるいはレクチャーがあるときに

は、この前みたいに日本の家屋は寒いとかそん

なことの表現が出るようなことではまずいんで

すが、農産物のすばらしさを伝える。宮崎県の

特産物で特化した３品目ぐらいを上げて、宮崎

に来たらこれだけは食べて帰りなさいと、そう

いう農業県としての形をとっていただくと、ま

た新たな開発ができるんじゃないかと私なりに

思ったんですが、そこらあたり研究してみてく

ださい。

先ほど永友委員の方からお話○井好畜産課長

のございました、第９回全国和牛能力共進会の

出品対策でございますけれども、説明不足で申

しわけありません。当初予算でその分について

はお願いをしております。内容的には、出品対

策の予選会の会費とか本番での輸送経費等を含

めまして、全体で1,597万5,000円を計上いたし

ております。よろしくお願いします。

水間委員の○小八重農水産物ブランド対策監

答弁に補足します。一つは、今知事にいろいろ

。 、なフェアに行ってもらっています 今週も福岡

来週は滋賀県に行きます。先ほど旬という話も

ありましたけれども、単に行ってもらうだけじ

ゃなくて、そのときに一番宮崎で売りたい品目

を実際に宣伝してもらおうというやり方をして

います。前回、品川シーサイドのときは鳥とキ

ンカンで非常に効果があったわけですけど、キ

ンカンも大分少なくなってキンカンというわけ

にはいきませんから、福岡では日向夏とピーマ

ンぐらいかなと思っています。そういうことで

進めていきたいと思います。

もう一つ、単においしいというだけじゃなく

て、そこに機能性とか成分的なものもあると思
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いますので、その研究を今進めさせてもらって

います。試験場ですばらしい方法を開発されて

いまして、あれは多種類の成分検査が一斉に短

時間でできますので、その研究を今進めていま

す。結果にはまだつながっていませんが、そう

いう裏づけをもって宮崎県のものを売り込んで

いければと思っています。よろしくお願いした

いと思います。

ほかの県から、東国原知事をお願○水間委員

いをして、うちの郷土の特産物の宣伝をしてく

れという要望が来ているという話もちょっと聞

いたんだけど、そこら辺は聞いていますか。

直接は来て○小八重農水産物ブランド対策監

、 、いませんが 今まで全く知らなかった業者から

知事の名前を使わせてくれとか、知事の写真を

くれとか、メッセージをくれという要望が非常

に多いです。それについては、きっちり向こう

から企画書を出してもらって、確実に宮崎県の

ものを使っていただいているということが証明

できればお出ししようと思っています。いずれ

にしても、全国からいろんな形で何とか売り上

げを伸ばそうという商魂たくましい人たちがい

っぱいいらっしゃって、現実には全くよくわか

らない業者さんもいらっしゃいまして、その選

別で非常に苦労しているところです。

ほかにございませんか。○丸山委員長

私から１点だけ。先ほど部長から話がありま

した、ＷＴＯ交渉、オーストラリアとのＥＰＡ

交渉ですが、重要品目について国も折衝を始め

ているようでありますが、県としてどのように

交渉してほしいというのがあれば、少しお披露

目していただくとありがたいと思います。

ＷＴＯは今凍結されてい○長友農政水産部長

るような状態ですが，一番今心配なのがオース

トラリア等のＦＴＡ交渉だろうと思います。こ

れにつきましては農林省も試算をしています

し、私どもも重要品目の税率が下がった場合は

。 、どうなるかという試算もしております この前

委員会でお話し申し上げましたけれども、今

の3,200億円の農業産出額の10％以上の影響が

出る。それは産出額だけですから、関連する産

業も含めますと、恐らくその何倍という影響が

出ると思います。基本的なスタンスとしては、

農業団体あるいは農林省と同じように、重要品

目だけは守ってほしいという考え方に変わりは

ありません。

ほかにございませんか。○丸山委員長

、 。以上をもって 農政水産部を終了いたします

執行部の皆さん御苦労さまでした。

暫時休憩いたします。

午前11時55分休憩

午前11時58分再開

委員会を再開します。○丸山委員長

まず、採決についてでありますが、３月６日

13時から行いたいと思いますが、よろしいでし

ょうか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、次の委員会は３月６○丸山委員長

日13時開会に決定いたします。

また、意見書についてでありますが、先ほど

農政水産部長からもありましたとおり、オース

トラリアとのＥＰＡ交渉は我が県にとっても重

要な問題であろうと考えております。先日、Ｅ

ＰＡ交渉に関する意見書についての趣旨をお配

りしましたので、その趣旨を各会派で協議して

いただいて、あすの採決の中で御意見を賜れば

大変ありがたいと思っておりますので、よろし

くお願いいたします。

その他何かありませんか。
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なければ、以上をもって、本日の委員会を終

了いたします。

午前11時59分散会
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平成19年３月６日（火曜日）

午後１時２分開会

出席委員（８人）

委 員 長 丸 山 裕次郎

副 委 員 長 外 山 衛

委 員 永 友 一 美

委 員 星 原 透

委 員 水 間 篤 典

委 員 前 本 和 男

委 員 髙 橋 透

委 員 河 野 哲 也

欠 席 委 員（１名）

委 員 押 川 修一郎

委員外議員（なし）

事務局職員出席者

議 事 課 主 査 湯 地 正 仁

政策調査課主事 小 城 勇 生

委員会を再開します。○丸山委員長

まず、議案の採決を行います。

議案の採決につきましては、議案ごとがよろ

しいでしょうか、一括がよろしいでしょうか。

〔 一括」と呼ぶ者あり〕「

、 。○丸山委員長 では 一括して採決いたします

議案第１号 第４号から第６号 第10号 第11、 、 、

、 、 、 、 、 、号 第23号 第36号 第40号 第41号 第43号

第45号、第46号、第50号、第51号、第69号及び

第71号につきましては、原案のとおり可決する

ことに御異議ございませんか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

異議なしと認めます。よって、○丸山委員長

議案第１号、第４号から第６号、第10号、第11

、 、 、 、 、 、号 第23号 第36号 第40号 第41号 第43号

第45号、第46号、第50号、第51号、第69号及び

第71号につきましては、原案のとおり可決すべ

きものと決定いたしました。

次に、閉会中の継続審査についてお諮りしま

す。

「環境対策及び農林水産業振興対策に関する

調査」につきましては、引き続き閉会中の継続

審査といたしたいと思いますが、御異議ござい

ませんか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

御異議ありませんので、その旨○丸山委員長

を議長に申し出ることといたします。

次に、委員長報告骨子（案）についてであり

ますが、委員長報告の項目として特に御要望は

ございませんか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、委員長報告につきま○丸山委員長

しては正副委員長に一任することに御異議あり

ませんか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、そのように決定いた○丸山委員長

します。

次に、意見書の提出についてであります。

先日、案を配付させていただきました意見書

についてでありますが、意見書を提出すること

について何か御意見はございませんか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、まず、意見書を提出○丸山委員長

することについて御異議ございませんか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、意見書の内容につい○丸山委員長

てお諮りします。

何か御意見はございませんか。

〔 なし」と呼ぶ者あり〕「
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それでは、お諮りいたします。○丸山委員長

意見書の内容につきましては、お手元の原案

のとおり、当委員会発議として取り扱うことに

御異議ございませんか。

〔 異議なし」と呼ぶ者あり〕「

それでは、そのように決定いた○丸山委員長

します。

ほかにございませんか。

以上をもって、委員会を終了いたします。

午後１時５分閉会




